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福岡大学学則〔新入生（令和6年度入学生）適用〕
第1章 総 則

第1節 目 的
第1条 本学は、学校教育法（昭和22年法律第26号）第83条の規定に基づき、人文、法律、経済、商学、
理学、工学、医学、薬学及びスポーツ科学に関する専門的研究及び教授を行い、学識深く教養高き人材
を養成することを目的とする。

2 第2条第1項に定める各学部及び学科の人材の養成に関する目的及びその他教育研究上の目的は、次
のとおりとする。
⑴ 人文学部は、広範な一般教養を身に付けると同時に、すべての学問の基礎となる人文学諸分野の専
門知識を修得し、他者との関係への配慮や自由と責任に基づく倫理観を備えた人間を育むことを教育
理念とする。この理念に基づき、社会人として人間の精神と社会のあり方を多様な価値観の中で総合
的に捉え、高度技術社会において人間の原点に立って行動できる人材を養成すること、及び外国語学
習を通して異文化を理解し、日本と世界を結ぶコミュニケーション能力を持った国際人を養成するこ
とを目的とする。
文化学科は、「文化の多角的、総合的理解」という学習・教育理念のもと、文化に広い関心を持つ
人材を受け入れる。1年次の必修科目を通じて基本的な知識と研究方法とを修得させ、2年次以降は
一つの専門領域に偏ることのない学際的なカリキュラムを通じて文化の多角的、総合的理解を身に付
けた人材を育成する。文化学科は、多様な価値観が共存し、複雑化してゆく時代にあって、固定観念
にとらわれない、広い視野と柔軟な発想力とを持つ有為な人材を社会に送り出すことを目的とする。
歴史学科は、古代以来国際交流の窓口であったという、本学が位置する地域の特性を生かして、九

州から日本史、世界史を見直す地域に根ざす視点と、九州を東アジア史、世界史の中に位置づける国
際的な視点を併せ持つ教育と研究の推進を理念とする。少人数教育を徹底して行い、導入教育におい
て大学生としての基本的能力を涵養するとともに、専門教育では、日本史、東洋史、西洋史、考古学
の各分野において高い専門性を身に付けた人材の育成を目指す。また、専門分野の枠を超えた横断的
な科目履修を通じて歴史を総合的に理解する能力を涵養し、もって、専門的な知識・教養と複眼的な
思考力を兼ね備えた人材の養成を目的とする。
日本語日本文学科は、日本の文化や社会の根幹をなす日本語と、その結実たる日本文学を広く深く
学び、それらを国際的視点に立って捉え直すことにより、豊かな教養と深い洞察力を備え、日本語の
高度なコミュニケーション能力を身に付けた広い視野を持つ人間を育むことを教育理念とする。この
理念に基づき、日本語日本文学への深い理解を基盤として国際化社会で活躍し得る人材、及び専門的
知識によって地域社会に貢献し得る人材の養成を目的とする。
教育・臨床心理学科は、教育と臨床心理の二つの分野の統合による人への支援や援助、人間形成と

そのケアに貢献し得る総合的、実践的な力量を備えた人間を育むことを理念とする。この理念に基づ
き、具体的には、メンタルヘルスやストレスマネジメント、自己啓発や生涯学習、キャリア発達等の
諸課題に対して、教育学と臨床心理学の知識や技法を用いてアプローチし得る能力を実社会の多様な
場面で発揮できる人材を養成することを目的とする。
英語学科は、国際化や異文化との共生がますます進む状況下にあって、異文化を理解し、これに順

応するとともに、国際社会、地域社会における諸問題を解決するために他者と協力しながら貢献でき
る人材を育むことを教育理念とする。この理念に基づき、英語については、4技能（話す・聞く・書
く・読む）をバランス良く身に付けるとともに、英語以外の言語とその文化に関する知識を修得して
いる人材、及び学術的専門分野については、深い知識を持つとともに、情報の収集・分析・考察をし、
その結果を発信する力を有する人材の養成を目的とする。
ドイツ語学科は、多角的なカリキュラムにおいて、ドイツ語によるコミュニケーション能力を培う
とともに、ドイツをはじめとするドイツ語圏の国々の文化と社会、その思考方法と価値観を様々な側
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面から理解するための充実した教育を実施することを目指す。すなわち、複眼的思考力を身に付ける
ことにより、国際社会において文化の枠組みを越えて他者との関係を構築し、多様な価値観を顧慮し
ながら人間の原点に立って行動できる人材、及び深い学識を有し、異文化間の相互理解に貢献できる
国際人を育成することを目的とする。
フランス語学科は、多角的なカリキュラムにおいて、フランス語によるコミュニケーション能力を

培うとともに、フランスをはじめとするフランス語圏の国々の文化と社会、その思考方法と価値観を
様々な側面から理解することを教育研究の目的とする。すなわち、複眼的思考力を身に付けることに
より、国際社会において文化の枠組みを越えて他者との関係を構築し、多様な価値観を顧慮しながら
人間の原点に立って行動できる人材、及び異文化間の相互理解に貢献できる広い教養と深い学識をそ
なえた国際人を養成することを目的とする。
東アジア地域言語学科は、確実な言語運用能力の習得を基礎とし、東アジアの社会や伝統、文化、

地域事情を深く洞察することで、日本を含めた東アジアを足場とした広い視野と洞察力を併せ持つ人
間を育むことを教育理念とする。この理念に基づき、東アジアで有用な各種の語学力とそれを用いた
地域事情の知識を通して問題の発見と解決ができる人材、地域のバランス感覚に富んだ人材、他者を
尊重し様々な問題にも柔軟に対応できる人材、そして卒業後その更新が可能な人材の養成を目的とす
る。

⑵ 法学部は、法学（政治学を含む。）の学修及び研究を通じて、現代社会の諸問題に積極的に取り組
み、地域社会、企業活動、公共分野及び国際社会に貢献することを教育研究の理念とする。この理念
に基づき、広範な一般教養を身に付け、法学の専門的知識及び法的思考力を有する人材を養成するこ
とを目的とする。
法律学科は、憲法・民法・政治学などの科目の基礎的知識の習得を前提とした上で、将来の目標に

向けて必要な専門科目を効果的に履修することを可能にするため、法律総合コース、公共法務コース
又は総合政策コースのいずれか一つを選択できるようにし、これらのコースの授業、演習等による教
育研究を通じて、法的思考力及び政策的思考力を身に付け、法曹その他の法律専門職並びに公共分野、
企業及び地域社会において指導的役割を担う人材を養成することを目的とする。
経営法学科は、民法などの私法系科目の基礎的知識の習得を前提とした上で、将来の目標に向けて

必要な専門科目を効果的に履修することを可能にするため、企業法コース又は国際コースのいずれか
を選択できるようにし、これらのコースの授業、演習等による教育研究を通じて、法的思考力並びに
企業法制に関する専門的知識及び国際的視野を身に付け、企業、地域社会及び国際社会において指導
的役割を担う人材を養成することを目的とする。

⑶ 経済学部は、経済学的知の伝承と創造により、社会の調和ある発展と人類の福祉の向上に貢献する
ことを教育研究の理念とする。この理念に基づき、経済学における論理的思考力と実証的分析能力及
び歴史的理解力を向上させ、経済学的知性と豊かな人間性、国際的な視野、旺盛な行動力によって社
会の進歩と繁栄に貢献できる人材を養成することを目的とする。
経済学科は、伝統的な経済学の知識と経済学的思考方法の教育により、経済全般に対する理解力を

有するゼネラリストを育成することを教育理念とする。この理念に基づき、今日の経済情勢と経済学
の理論と応用、経済の歴史的発展に関する学習を通して、現代社会とその背後にあるメカニズムとダ
イナミクスに対する理解力と洞察力を養い、近世代を担う総合力ある経済人を養成することを目的と
する。
産業経済学科は、学際的実学教育により、現実社会における問題の発見と原因究明を行い、その解
決策を立案し実行できるスペシャリストを育成することを教育理念とする。この理念に基づき、経済
学とその関連諸学の学習を通して論理的思考力と実証的分析力を高め、さらにフィールドスタディに
よって地域社会や企業経営に対する洞察力を養い、実践的な問題解決力を有する人材を養成すること
を目的とする。

⑷ 商学部は、大きく変化する社会的・経済的環境のもとで、商学研究を深化させ、研究成果を社会に
還元することを教育研究の理念とする。この理念に基づき、商学の知識及び理論を身に付け、これら
を活用して問題の発見・解決に当たる能力を持ち、他者と協働して企業、地域等の発展を担う人材を
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養成することを目的とする。
商学科は、商学、特に流通・マーケティング、情報・サービス、交通、金融・保険、商業史の広範

な分野の理論を学ぶことを通して、時代の変化を多面的な視点から考察し、実務に対応できる基礎力
を身に付けることで、地域や社会の発展に貢献できる人材を養成することを目的とする。
経営学科は、企業をはじめとする各種組織のマネジメントリーダー又は職業会計人として強い責任

感を有し、問題発見及び問題解決の能力を持ち、協働して社会や組織の発展に貢献できる人材を養成
することを目的とする。
貿易学科は、世界情勢の変化に適応し、これを先取りできるビジネスマインドを持った国際教養人

の養成を目指す。すなわち、様々な個人、団体、組織による国際的な活動の内容及びこれらのグロー
バルな関係を理解する能力を有するとともに、世界で活躍できる人材又は地域と世界をつなぐ能力を
持った人材を養成することを目的とする。

⑸ 商学部第二部商学科は、勤労学生、社会人学生、シニア層等の多様な学生を教育の対象とすること
から、商学部の教育研究の理念に加えて、リカレント教育や生涯教育の場を提供することを教育研究
の理念とする。この理念に基づき、商学の広範な内容について学ぶことを通して、地域社会を動かす
リーダーシップを備えた人材を養成することを目的とする。

⑹ 理学部は、自然科学と数理科学に関する分野の探究を通して社会の健全な発展に貢献することを教
育研究の理念とする。この理念に基づき、既知の事実と理論を学びながら、自然現象や数理を幅広い
視野から理解し、論理力、分析力、創造力を修得し、総合的な視野から知識の活用ができ、豊かな人
間性、社会性及び国際性を兼ね備えた活力ある人材を養成することを目的とする。
応用数学科応用数学コース及び応用数学科社会数理・情報インスティテュートコースは、数学や情
報数理の理論と応用を学ぶことを通して、論理的な分析力、思考力を養うことを教育の理念とする。
この理念に基づき、探求心、向上心を持ち、柔軟な発想力、豊かな創造力のもと、数学を通して社会
における諸問題を解決する力を備え、社会の健全な発展に寄与する人材を養成することを目的とする。
物理科学科は、物理学とそれに関連する分野の探究を通して社会の健全な発展に貢献することを教

育研究の理念とする。この理念に基づき、力学・電磁気学・波動・熱力学・量子力学などに代表され
る物理学と、それに関連する幅広い応用分野の既知の事実と理論を学びながら、物理現象を幅広い視
野から理解し、論理力、分析力、創造力及び未知の現象を解明する力を修得し、総合的な視野から知
識の活用ができ、豊かな人間性、社会性及び国際性を兼ね備えた活力ある人材を養成することを目的
とする。
化学科は、化学の探求を通して社会の健全な発展に貢献することを教育研究の理念とする。この理

念に基づき、新たな機能性物質の開発を目指す物質化学の分野及び分子レベルでの生命現象の解明を
目指す生命化学の分野において、化学的現象の摂理や物質の機能性発現の原理を種々の観点から理解
し、化学の知識と技術を実社会で活用し、21世紀に国内外で活躍できる人材を養成することを目的と
する。
地球圏科学科は、幅広い視野と知識から地球とそこに生息する生物に関する多様な現象・問題に対
処できる能力を養い、健全な未来社会の発展に貢献することを教育研究の理念とする。その実現のた
めに、自然科学の基礎となる数学、物理、化学、生物学及び地学を幅広く学び、さらに固体地球、大
気、生物のいずれかを専門的に学ぶことにより、自然現象を幅広い視野から理解し、論理力、分析力、
創造力及び未知の現象を解明する力を発揮し、国内外で活躍できる人材を養成することを目的とする。

⑺ 工学部は、良心に基づいた社会的責任感を有し、時代に即応した判断力と科学技術をもって社会の
持続的発展に貢献する人材を養成することを教育研究の理念とする。この理念に基づき、工学・技術
に求められる豊かな創造性と実務に即した応用力を育成するために、十分な基礎学力に加えて深い専
門の科学技術と、幅広い教養を修得させて調和のとれた人格の発達を促すことを目的とする。
機械工学科は、幅広い教養と高度な専門知識を備え、ものづくり（機械の創造）を通して、指導的
立場から、実践的な応用力と豊かな創造性を発揮して、人類の幸福と社会の福祉に貢献できる技術者
を養成することを教育研究の理念とする。この理念に基づき、確実な観察力を備え、幅広い知識によ
り問題を的確に分析し、解決に向かって果敢に行動できる技術者を育てることを人材育成の目的とす
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る。
電気工学科は、日々進歩する技術レベルに対応できる創造性及び課題の探求能力に優れ、かつ、コ

ミュニケーション能力を有する人材の育成を教育研究の理念とする。この理念を達成するため、科学
及び工学全般にわたる問題の理解力、判断力、解決力を養うことにより、情報・制御・環境などの分
野を含めた広範囲にわたる基礎知識を修得し、社会的責務を果たすことのできる技術者を育てること
を教育の目的とする。
電子情報工学科は、時代の要求に応じた新しい電子情報システムを構築することのできる技術者を

養成することを教育研究の理念とする。この理念に基づき、社会の変化を正しく理解するための教養
と判断力、理性を備えた技術者を養成することを目的とする。専門分野においては、電子工学と情報
工学の基礎を理解し、それらを応用して電子・情報工学の技術開発に寄与できる技術者を養成するこ
とを目的とする。
化学システム工学科は、化学技術者としての幅広い教養と健全な倫理観を身に付けるとともに、化

学工学分野の知識を修得し、持続可能な社会の発展に貢献する人材を養成することを教育研究の理念
とする。この理念に基づき、基礎及び専門知識を修得し、それを問題解決に応用する能力、技術者と
して社会に対する責任を自覚する能力及び社会の進展に伴って自己変革する能力を有し、国内外での
化学技術・環境技術に関連する広い分野で活躍できる柔軟な思考力と総合力を兼ね備えたエンジニア
を養成することを目的とする。
社会デザイン工学科は、自然環境と調和した生活環境の創造に貢献する人材を養成することを教育

研究の理念とする。この理念に基づき、地球及び地域の環境問題を直視して自然と調和しながら地震
や洪水などの災害に強い社会資本整備を行う建設技術者を養成する。さらに、強い責任感と倫理感を
持って次世代に豊かな生活や文化を継承し続けられる社会デザインに取り組める人材を養成すること
を目的とする。
建築学科は、美しく、快適で、安全で、豊かな建築空間・都市空間を創造できる人材の育成を教育

研究の理念とする。この理念に基づき、建築分野に要求される社会的・技術的ニーズに適切に応えら
れる建築技術者としての十分な基礎学力を身に付け、高度で実践的な専門性を獲得すると同時に、調
和のとれた教養を有する人格を有し、社会において指導力を発揮して、幅広く活躍・貢献できる人材
を養成することを目的とする。

⑻ 医学部は、生命の尊厳に基づいた全人教育を基盤として、社会のニーズや医療・福祉・地域に貢献
できる人間性豊かな医療専門職者（医師・看護師・保健師・養護教諭・医学及び医療研究者）を養成
することを目的とする。
医学科は、生命の尊厳に基づいた全人教育を基盤として、人間性豊かな臨床医の育成、地域社会へ

の医療奉仕、重点的総合研究体系の確立を教育研究の理念とする。この理念に沿って、豊かな人間性
と指導力・協調性を備え、総合的臨床能力を発揮して広く社会の医療と福祉に貢献できる医師及び高
度な知識と国際的・学際的視野を持ち医学の発展に貢献できる医学研究者を養成することを目的とす
る。
看護学科は、生命の尊厳に基づいた心豊かで総合的な人間教育を基盤として、創造的で国際的・学
際的視野に立った論理的・倫理的な看護実践能力を育成し、看護学の発展及び地域・国際社会に貢献
できる高い能力を有する看護専門職者を養成することを目的とする。

⑼ 薬学部薬学科は、医薬品の開発や安全使用に関する基礎的、臨床的先端研究の推進をもって国民の
健康と福祉に貢献することを教育研究の理念とする。この理念に基づき、医療技術の高度化、医薬分
業の進展に伴う医薬品の安全使用及び医療の担い手としての質の高い薬剤師の育成という社会的要請
に応えるため、基礎科学の総合を基盤としながら、医療人としての使命感と倫理観を十分に理解し、
高度な薬学の知識を身に付け、臨床に係る高い実践的な能力を備えた薬剤師、並びに教育・研究者を
養成することを目的とする。

⑽ スポーツ科学部は、スポーツ・運動に関する人文科学、社会科学、自然科学及び各分野を融合した
総合科学的研究を深め、それによって得られた知識を実践に生かすことを教育研究の理念とする。こ
の理念に基づき、スポーツ界、教育界、産業界、官界、地域社会、医療分野等において、貢献し得る
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優秀な人材を養成することを目的とする。
スポーツ科学科は、スポーツ競技力や運動能力の向上を目指したスポーツ医科学分野の知識を有し、

スポーツ界、教育界、産業界、官界等において、スポーツ医科学の知識に基づいた適切なスポーツの
実践と論理的指導ができる人材を中心に、科学的トレーニング法のみならず、施設や用具等の開発、
スポーツイベント等の企画・運営を含めたスポーツマネジメント等ができる人材も養成することを目
的とする。
健康運動科学科は、健康運動やレクリエーション活動による心身の健康の回復、保持、増進を目指

した医科学分野の知識を有し、地域社会、教育界、産業界、医療分野等において、創造的・実践的な
指導を行うことができる人材を中心に、企業や地域及び医療とも連携した健康づくりマネジメント等
ができる人材も養成することを目的とする。

第1条の2 本学の教育研究水準の向上を図り、本学の目的及び社会的使命を達成するため、教育研究活
動等の状況について、自ら点検及び評価を行うものとする。

2 自己点検・評価に関する規程は、別に定める。
第1条の3 本学は、組織的かつ継続的な教育内容、教育方法等の改善を実施するものとする。

第2節 組 織 等
第2条 本学に人文学部、法学部、経済学部、商学部、商学部第二部、理学部、工学部、医学部、薬学部
及びスポーツ科学部を置く。

2 人文学部に文化学科、歴史学科、日本語日本文学科、教育・臨床心理学科、英語学科、ドイツ語学科、
フランス語学科及び東アジア地域言語学科、法学部に法律学科及び経営法学科、経済学部に経済学科及
び産業経済学科、商学部に商学科、経営学科及び貿易学科、商学部第二部に商学科、理学部に応用数学
科、物理科学科、化学科及び地球圏科学科、工学部に機械工学科、電気工学科、電子情報工学科、化学
システム工学科、社会デザイン工学科及び建築学科、医学部に医学科及び看護学科、薬学部に薬学科、
スポーツ科学部にスポーツ科学科及び健康運動科学科を置く。

第3条 本学に大学院を置く。
2 大学院学則は、別にこれを定める。
第4条 本学に次の附属学校を置く。
⑴ 福岡大学附属大濠高等学校
⑵ 福岡大学附属若葉高等学校
⑶ 福岡大学附属大濠中学校

2 附属学校に関する規程は、別にこれを定める。
第5条 本学に学長、副学長、教授、准教授、講師、助教、助手、事務職員、その他の職員を置く。
2 職員の職務は、学校教育法その他法令の定めあるもののほか、別に定めるところによる。
第6条 本学の各学部に教授会を置く。
2 教授会の構成員、審議事項その他教授会に関し必要な事項は、別に定める。
第7条 本学に本学の運営及び教学に関する重要事項を審議するため、大学協議会を置く。
2 大学協議会の構成員、審議事項その他大学協議会に関し必要な事項は、別に定める。
第8条 本学に図書館を置く。
2 図書館に関する規程は、別にこれを定める。
第9条 本学に研究推進部を置く。
2 研究推進部に関する規程は、別にこれを定める。
第10条 本学の医学部に附属病院を置く。
2 附属病院に関する規程は、別にこれを定める。
第11条 本学に留学生別科を置く。
2 留学生別科に関する規程は、別にこれを定める。
第11条の2 学長は、本学の教育研究に関する重要な事項について、教授会等の審議を経て、最終的な決
定を行う。
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第2章 履 修
第1節 修業年限、学年、学期及び休業日

第12条 修業年限は、4年とする。ただし、医学部医学科及び薬学部については、6年とする。
2 学生は、8年を超えて在学することができない。ただし、医学部医学科及び薬学部については、12年
を超えて在学することができない。

3 前項の規定のほか、医学部医学科及び薬学部にあっては、同一学年に在学できる年数は2年を限度と
する。ただし、医学部医学科にあって、同一学年に2年在学した後に退学し又は除籍された者が、退学
し又は除籍された学年への再入学を許可された場合には、再入学を許可された学年に限り、さらに1年
を限度として在学することができる。

第12条の2 第49条に基づく科目等履修生が本学における授業科目の単位を修得し、その後に本学に入学
した場合、教授会は、第34条の4の規定により本学における授業科目の単位の修得により本学の教育課
程の一部を履修したと認めるときに、その単位数等に応じて、相当期間を修業年限の2分の1を超えな
い範囲で修業年限に通算することができる。

2 前項の規定は、第49条に基づく科目等履修生が本学において第33条第2項の規定により授業時間の履
修をもって単位の修得に代える授業科目を修了した場合に、これを準用する。

3 前2項の規定は、再入学の場合に、これを準用する。
第13条 学年は4月1日に始まり、翌年3月31日に終わる。
第14条 学年を2期に分け、学年の始めから9月13日までを前期とし、9月14日から学年の終わりまでを
後期とする。

第15条 休業日は、次のとおりとする。
⑴ 日曜日
⑵ 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日
⑶ 春季休業 4月1日から4月7日まで
⑷ 夏季休業 8月4日から9月13日まで
⑸ 冬季休業 12月27日から翌年1月4日まで

2 学長は、教授会の議を経て前項に定める休業日を変更することができる。
3 第1項に定めるほか、学長は特に必要があると認めるときは、臨時の休業日を定めることができる。
4 第1項に定める休業日であっても、教授会が教育上必要と認める場合には、学長は、教務委員会の議
を経て、授業を行うことを決定することができる。

第2節 定員、入学、転入学、編入学、転部・転科、留学、休学、
退学、除籍、復学及び再入学

第16条 入学を許可する時期は、学年の始めとする。
第17条 本学の学部及び学科の入学定員及び収容定員は、次の表に掲げるとおりとする。
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第18条 本学に入学することができる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。
⑴ 高等学校又は中等教育学校を卒業した者
⑵ 通常の課程による12年の学校教育を修了した者
⑶ 学校教育法施行規則（昭和22年文部省令第11号）第150条の規定により、高等学校を卒業した者と
同等以上の学力があると認められる者

学 部 学 科 入学定員（人） 収容定員（人）

人 文 学 部

文 化 学 科 100 400
歴 史 学 科 70 280
日 本 語 日 本 文 学 科 70 280
教育・臨床心理学科 110 440
英 語 学 科 90 360
ド イ ツ 語 学 科 50 200
フ ラ ン ス 語 学 科 50 200
東アジア地域言語学科 65 260

計 605 2，420

法 学 部
法 律 学 科 430 1，720
経 営 法 学 科 200 800

計 630 2，520

経 済 学 部
経 済 学 科 460 1，840
産 業 経 済 学 科 200 800

計 660 2，640

商 学 部

商 学 科 245 980
経 営 学 科 240 960
貿 易 学 科 180 720

計 665 2，660
商学部第二部 商 学 科 165 660

理 学 部

応 用 数 学 科 65 260
物 理 科 学 科 60 240
化 学 科 65 260
地 球 圏 科 学 科 60 240

計 250 1，000

工 学 部

機 械 工 学 科 110 440
電 気 工 学 科 110 440
電 子 情 報 工 学 科 150 600
化学システム工学科 110 440
社会デザイン工学科 110 440
建 築 学 科 110 440

計 700 2，800

医 学 部
医 学 科 110 660
看 護 学 科 110 440

計 220 1，100
薬 学 部 薬 学 科 230 1，380

スポーツ科学部
ス ポ ー ツ 科 学 科 225 900
健 康 運 動 科 学 科 70 280

計 295 1，180
合 計 4，420 18，360
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2 入学願書提出の年の3月末日までに前項の資格を得る見込みの者は、当該学校長の提出する調査書又
はその資格を証明する書類を添えて出願することができる。

第19条 入学を志願する者は、本学所定の入学願書及び入学試験に必要な提出書類に別表Ⅰの⑴に定める
入学検定料を添えて所定の期日までに学長に提出しなければならない。

2 既に納入した入学検定料は、これを返還しない。
第20条 入学志願者については、選考の上、合格者を決定する。
第21条 合格の通知を受けた者は、本学の承認する保証人連署の入学誓書及び所定の書類に授業料等納入
金（新入生にあっては入学金及び第1期分の納入金）を添えて、所定の期日までに学長に提出しなけれ
ばならない。ただし、本学の留学生別科を修了し入学する者の入学金については、留学生別科入学時の
入学金相当額を免除する。

2 学長は、前項の入学手続を完了した者に入学を許可する。
3 正当な理由なくして第1項の手続を怠る者は、入学を許可しない。
4 入学手続完了後において、やむを得ず入学を辞退する場合、別に定める期日までに入学辞退届を学長
に提出し受理された者に限り、入学金以外の授業料等納入金を返還することができる。

第22条 本学に転入学を志願する者があるときは、欠員のある場合に限り、選考の上、学長は、転入学を
許可することがある。

2 本学に転入学することができる者は、他の大学に2年以上在学し、本学の定める単位数を修得してい
る者とする。

3 転入学の時期は、学年始又は学期始とし、本人の既修の授業科目及び単位・時間数並びに在学年数に
ついては、その一部又は全部を本学において認定し、今後履修すべき授業科目及び単位・時間数並びに
在学年数を決定する。

第23条 本学に編入学を志願する者があるときは、欠員のある場合に限り、選考の上、学長は、編入学を
許可することがある。

2 本学に編入学することができる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。
⑴ 学士の学位を有する者
⑵ 短期大学又は高等専門学校を卒業した者
⑶ 専修学校の専門課程（文部科学大臣の定める基準を満たすものに限る。）を修了した者
3 編入学の時期並びに履修すべき授業科目、単位・時間数及び在学年限については、前条の規定に準ず
る。

第23条の2 学生が他の学部に転部を志願するときは、欠員のある場合に限り、選考の上、学長は、転部
を許可することがある。

2 学生が当該学部の他学科に転科を志願するときは、欠員のある場合に限り、選考の上、学長は、転科
を許可することがある。

3 転部・転科に関する規程は、別に定める。
第24条 学生が他の大学に転学又は受験しようとするときは、学長に届け出るものとする。
第24条の2 学生が外国の大学又は短期大学に留学しようとするときは、学長は教授会の議を経てこれを
許可することができる。

2 前項の許可を得て留学した期間は、本学の修業年限に算入することができる。
3 留学に関し必要な事項については、別に定める。
第25条 学生が病気その他のやむを得ない理由で長期にわたり欠席しようとするときは、保証人連署を
もって、所定の期日までに学長に届け出て、休学することができる。ただし、入学年度の前期について
は、原則として休学することができない。

2 休学の1期間は、当該年度内の前期、後期又は1年間とする。ただし、医学部医学科及び薬学部は、
原則として当該年度1年間とする。

3 休学の開始の時期は、前期又は後期の始めとする。
4 休学は、通算して4年を超えることができない。
5 休学期間は、在学期間に算入しない。
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第26条 学生が結核性その他感染性の疾患により療養の必要ありと認められるときは、学長は、教授会の
議を経て、これに休学を命ずることがある。

第27条 休学している者は、休学期間満了までに復学、休学又は退学のいずれかの所定の手続をしなけれ
ばならない。

第27条の2 休学している者が復学をしようとするときは、保証人連署をもって、所定の期日までに学長
に届け出て、復学することができる。

2 復学の時期は、学期の始めとする。
第28条 学生が退学しようとするときは、その理由を具し、保証人連署をもって、学長に届け出るものと
する。ただし、疾病による場合は、医師の診断書を添付しなければならない。

第29条 学長は、次の各号のいずれかに該当する者に対して除籍を行う。
⑴ 第42条の定めるところにより、授業料等納入金を納入しない者
⑵ 成績不振等で成業の見込みがないと認められる者
⑶ 正当の理由がなく、出席が常でない者
⑷ 死亡した者
⑸ 休学期間満了時に、正当な理由がなく復学、休学又は退学のいずれの手続も行わない者

第30条 退学した者が再入学を願い出たときは、学長は、教授会の議を経て、これを許可することができる。
2 再入学を願い出た者には、必要に応じて学力検査、面接を行う。
3 前2項の規定は、除籍された者が再入学を願い出た場合に、これを準用する。
4 前3項に基づく再入学の取扱いについては、別にこれを定める。

第3節 教 育 課 程
第31条 学部・学科の授業科目及び単位・時間数は、次の表に掲げるとおりとする。
（※印は必修科目、△印及び▲印は選択必修科目とする。）

学部・学科授業科目等については p．155～156に掲載

2 前項に掲げる授業科目のほかに学部留学生の授業科目として日本語（8単位）を置く。
3 第1項のほかに自由履修単位として換算できる授業科目は、次のうちから学部が指定するものとする。
⑴ 共通教育科目又は専門教育科目のうち、卒業に必要な単位数を超えて修得した科目
⑵ 関連教育科目
⑶ その他、教授会が適当と認める科目

4 第1項及び第2項に掲げる授業科目のほかに随意科目を設けることができる。随意科目については別
に定め、卒業に必要な単位数に算入しない。

5 第1項、第2項及び第4項に掲げる授業科目のほかに、人文学部、工学部及びスポーツ科学部にあっ
ては大学院授業科目を、法学部にあっては法科大学院授業科目を設けることができる。大学院及び法科
大学院授業科目については別に定め、卒業に必要な単位数に算入しない。

第32条 各授業科目の単位数は、授業の方法に応じ、次の各基準により計算するものとする。
⑴ 講義及び演習については、15時間から30時間までの範囲で各学部が定める時間の授業をもって1単
位とする。

⑵ 実験、実習及び実技については、30時間から45時間までの範囲で各学部が定める時間の授業をもっ
て1単位とする。

⑶ 一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二つ以上の方法の併用により行う
場合については、その組み合わせに応じ、前2号に規定する基準を考慮して各学部が定める時間の授
業をもって1単位とする。

2 前項の規定にかかわらず、卒業論文、卒業演習、卒業計画等の授業科目については、これらに必要な
学修等を考慮して、単位数を定める。

第32条の2 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより、又はこれらの併用により
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行うものとする。
2 各学部が教育上有益と認めるときは、文部科学大臣が別に定めるところにより、前項の授業を、多様
なメディアを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。

第33条 学生は、福岡大学学科履修規程（以下「学科履修規程」という。）第4条の定めるところにより
授業科目を履修し、次条に定める単位数を修得しなければならない。

2 前項の規定にかかわらず、医学部医学科において修得すべき専門教育科目の単位の修得については、
これに相当する授業時間の履修をもって代えることができる。

3 前2項の規定により修得すべき単位数のうち、前条第2項の授業の方法により修得する単位数は、60
単位（教授会において、前項の規定により授業時間の履修をもって単位の修得に代える授業科目の授業
時間数に相当すると認められた単位数を含む。）を超えないものとする。
第34条 人文学部各学科の学生が修得しなければならない単位数は、次のとおりとする。
⑴ 文化学科は、共通教育科目については、総合教養科目として人文科学、社会科学及び自然科学の各
分野にわたってそれぞれ4単位以上、また、総合系列科目及び学修基盤科目を含め計24単位以上、外
国語科目として第1外国語8単位以上、第2外国語8単位以上、計16単位以上、保健体育科目として
4単位、単位互換科目を含め合計44単位以上、専門教育科目については、必修科目20単位、選択必修
科目及び選択科目から計52単位以上（選択必修科目8単位以上及び選択科目36単位以上を含む。）、合
計72単位以上、自由履修単位については12単位以上、総計128単位以上修得しなければならない。
⑵ 歴史学科は、共通教育科目については、総合教養科目として人文科学、社会科学及び自然科学の各
分野にわたってそれぞれ4単位以上、また、総合系列科目及び学修基盤科目を含め計20単位以上、外
国語科目として第1外国語8単位以上、第2外国語8単位以上、計16単位以上、保健体育科目として
4単位、単位互換科目を含め合計40単位以上、専門教育科目については、必修科目16単位、選択必修
科目40単位以上、選択科目20単位以上、計76単位以上、自由履修単位については12単位以上、総計128
単位以上修得しなければならない。

⑶ 日本語日本文学科は、共通教育科目については、総合教養科目として人文科学、社会科学及び自然
科学の各分野にわたってそれぞれ4単位以上、また、総合系列科目及び学修基盤科目を含め計20単位
以上、外国語科目として第1外国語8単位以上、第2外国語8単位以上、計16単位以上、保健体育科
目として4単位、単位互換科目を含め合計40単位以上、専門教育科目については、必修科目24単位、
選択必修科目24単位以上、選択科目28単位以上、計76単位以上、自由履修単位については12単位以上、
総計128単位以上修得しなければならない。

⑷ 教育・臨床心理学科は、共通教育科目については、総合教養科目として人文科学、社会科学及び自
然科学の各分野にわたってそれぞれ4単位以上、また、総合系列科目及び学修基盤科目を含め計20単
位以上、外国語科目として第1外国語8単位以上、第2外国語8単位以上、計16単位以上、保健体育
科目として4単位、単位互換科目を含め合計40単位以上、専門教育科目については、必修科目24単位、
選択必修科目12単位以上、選択科目30単位以上、計66単位以上、自由履修単位については22単位以上、
総計128単位以上修得しなければならない。

⑸ 英語学科は、共通教育科目については、総合教養科目として人文科学、社会科学及び自然科学の各
分野にわたってそれぞれ4単位以上、また、総合系列科目及び学修基盤科目を含め計20単位以上、外
国語科目として第1外国語8単位以上、第2外国語8単位以上、計16単位以上、保健体育科目として
4単位、単位互換科目を含め合計40単位以上、専門教育科目については、必修科目40単位、選択必修
科目8単位以上、選択科目28単位以上、計76単位以上、自由履修単位については12単位以上、総計128
単位以上修得しなければならない。

⑹ ドイツ語学科は、共通教育科目については、総合教養科目として人文科学、社会科学及び自然科学
の各分野にわたってそれぞれ4単位以上、また、総合系列科目及び学修基盤科目を含め計20単位以上、
外国語科目として第1外国語8単位、第2外国語8単位以上、計16単位以上、保健体育科目として4
単位、単位互換科目を含め合計40単位以上、専門教育科目については、ドイツ語圏コースの学生は必
修科目24単位、選択必修科目24単位以上、選択科目16単位以上、計64単位以上、ヨーロッパ特別コー
スの学生は必修科目32単位、選択必修科目22単位以上、選択科目14単位以上、計68単位以上、自由履
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修単位については、ドイツ語圏コースの学生は20単位以上、ヨーロッパ特別コースの学生は16単位以
上、総計124単位以上修得しなければならない。

⑺ フランス語学科は、共通教育科目については、総合教養科目として人文科学、社会科学及び自然科
学の各分野にわたってそれぞれ4単位以上、また、総合系列科目及び学修基盤科目を含め計20単位以
上、外国語科目として第1外国語8単位、第2外国語8単位以上、計16単位以上、保健体育科目とし
て4単位、単位互換科目を含め合計40単位以上、専門教育科目については、フランス語圏コースの学
生は必修科目24単位、選択必修科目24単位以上、選択科目16単位以上、計64単位以上、ヨーロッパ特
別コースの学生は必修科目32単位、選択必修科目22単位以上、選択科目14単位以上、計68単位以上、
自由履修単位については、フランス語圏コースの学生は20単位以上、ヨーロッパ特別コースの学生は
16単位以上、総計124単位以上修得しなければならない。
⑻ 東アジア地域言語学科は、共通教育科目については、総合教養科目として人文科学、社会科学及び
自然科学の各分野にわたってそれぞれ4単位以上、また、総合系列科目及び学修基盤科目を含め計20
単位以上、外国語科目として16単位以上、保健体育科目として4単位、単位互換科目を含め合計40単
位以上、専門教育科目については、必修科目6単位、選択必修科目34単位、選択科目20単位以上、計
60単位以上、自由履修単位については28単位以上、総計128単位以上修得しなければならない。

2 法学部の学生は、共通教育科目については、総合教養科目として人文科学、社会科学及び自然科学の
各分野にわたってそれぞれ4単位以上、外国語科目として第1外国語8単位以上、第2外国語4単位以
上（なお、第2外国語4単位以上を修得しない者は総合教養科目、専門教育科目、関連教育科目から4
単位以上）、保健体育科目として4単位、専門教育科目については、学科別の規定に従い72単位以上、
自由履修単位については24単位以上、総計124単位以上を修得しなければならない。
3 経済学部各学科の学生が修得しなければならない単位数は、次のとおりとする。
⑴ 経済学科は、共通教育科目については、総合教養科目として人文科学及び社会科学の各分野にわたっ
てそれぞれ4単位以上、自然科学分野から6単位以上、また、総合系列科目及び学修基盤科目を含め
計20単位以上、外国語科目として第1外国語8単位以上、保健体育科目として4単位、専門教育科目
については計76単位以上、自由履修単位については計20単位以上、総計128単位以上を修得しなけれ
ばならない。

⑵ 産業経済学科は、共通教育科目については、総合教養科目として人文科学及び社会科学の各分野に
わたってそれぞれ4単位以上、自然科学分野から6単位以上、また、総合系列科目及び学修基盤科目
を含め計20単位以上、外国語科目として第1外国語8単位以上、保健体育科目として4単位、専門教
育科目については計66単位以上、自由履修単位については計30単位以上、総計128単位以上を修得し
なければならない。

4 商学部の学生は、共通教育科目については、総合教養科目として人文科学、社会科学及び自然科学の
各分野にわたってそれぞれ4単位以上、また、総合系列科目及び学修基盤科目を含め計20単位以上、外
国語科目として第1外国語8単位以上、第2外国語4単位以上（なお、第2外国語4単位以上を修得し
ない者は総合教養科目、専門教育科目、関連教育科目から4単位以上）、保健体育科目として4単位、
専門教育科目については、学科別の規定に従い72単位以上、自由履修単位については20単位以上、総計
128単位以上を修得しなければならない。
5 商学部第二部の学生は、共通教育科目については、総合教養科目として20単位以上、外国語科目とし
て第1外国語8単位以上、第2外国語4単位以上（なお、第2外国語4単位以上を修得しない者は総合
教養科目、専門教育科目、関連教育科目から4単位以上）、保健体育科目として3単位以上、専門教育
科目については、商学部第二部の規定に従い60単位以上、自由履修単位については29単位以上、総計124
単位以上を修得しなければならない。

6 理学部各学科の学生が修得しなければならない単位数は、次のとおりとする。
⑴ 応用数学科は、共通教育科目については、総合教養科目として人文科学、社会科学及び自然科学の
各分野にわたってそれぞれ6単位以上、また、総合系列科目及び学修基盤科目を含め計20単位以上、
外国語科目として第1外国語8単位以上、第2外国語4単位以上、計12単位以上、保健体育科目とし
て2単位以上、単位互換科目を含め合計34単位以上、専門教育科目については、学科履修規程に従い
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応用数学コースの学生は必修科目31単位、選択必修科目31単位以上、合計82単位以上、社会数理・情
報インスティテュートコースの学生は必修科目33単位、選択必修科目28単位以上、合計82単位以上、
自由履修単位については両コースとも12単位以上、総計128単位以上を修得しなければならない。
⑵ 物理科学科は、共通教育科目については、総合教養科目として人文科学及び社会科学の各分野にわ
たってそれぞれ6単位以上、自然科学分野から4単位以上、また、総合系列科目及び学修基盤科目を
含め計20単位以上、外国語科目として第1外国語8単位以上、第2外国語4単位以上、計12単位以上、
保健体育科目として2単位以上、単位互換科目を含め合計34単位以上、専門教育科目については、学
科履修規程に従い必修科目34単位、必修実験科目10単位、選択必修科目20単位以上、選択科目22単位
以上、合計86単位以上、自由履修単位については、8単位以上、総計128単位以上を修得しなければ
ならない。

⑶ 化学科は、共通教育科目については、総合教養科目として人文科学、社会科学及び自然科学の各分
野にわたってそれぞれ6単位以上、また、総合系列科目及び学修基盤科目を含め計20単位以上、外国
語科目として第1外国語8単位以上、第2外国語4単位以上、計12単位以上、保健体育科目として2
単位以上、単位互換科目を含め合計34単位以上、専門教育科目については、学科履修規程に従い必修
科目30単位、選択必修科目24単位以上、選択必修実験・実習科目18単位以上、選択科目12単位以上、
合計84単位以上、自由履修単位については、10単位以上、総計128単位以上を修得しなければならな
い。

⑷ 地球圏科学科は、共通教育科目については、総合教養科目として人文科学及び社会科学の各分野に
わたってそれぞれ6単位以上、自然科学分野から4単位以上、また、総合系列科目及び学修基盤科目
を含め計20単位以上、外国語科目として第1外国語8単位以上、第2外国語4単位以上、計12単位以
上、保健体育科目として2単位以上、単位互換科目を含め合計34単位以上、専門教育科目については、
学科履修規程に従い必修科目16単位、選択必修科目(A·B·C 群のうちのいずれかの科目群の全科目）
8単位以上、選択科目60単位以上、合計84単位以上、自由履修単位については10単位以上、総計128
単位以上を修得しなければならない。

7 工学部各学科の学生が修得しなければならない単位数は、次のとおりとする。ただし、共通教育科目
の単位互換科目については、その修得単位を卒業及び学科履修規程第6条の6に規定する必要な修得単
位数に算入しない。
⑴ 機械工学科は、共通教育科目については、総合教養科目として人文科学及び社会科学の各分野にわ
たってそれぞれ4単位以上、また、自然科学、総合系列科目及び学修基盤科目を含め計12単位以上、
外国語科目として第1外国語8単位以上、第2外国語4単位以上、計12単位以上、保健体育科目とし
て2単位、合計26単位以上、工学共通科目については、計24単位以上（必修科目18単位、選択科目6
単位以上）、専門教育科目については、計80単位以上（必修科目39単位、選択科目41単位以上）、総計
130単位以上を修得しなければならない。
⑵ 電気工学科は、共通教育科目については、総合教養科目として人文科学及び社会科学の各分野にわ
たってそれぞれ4単位以上、また、自然科学、総合系列科目及び学修基盤科目を含め計12単位以上、
外国語科目として第1外国語8単位以上、第2外国語4単位以上、計12単位以上、保健体育科目とし
て2単位、合計26単位以上、工学共通科目については、計20単位以上（必修科目14単位、選択科目6
単位以上）、専門教育科目については、計84単位以上（必修科目60単位、選択科目24単位以上）、総計
130単位以上を修得しなければならない。
⑶ 電子情報工学科は、共通教育科目については、総合教養科目として人文科学及び社会科学の各分野
にわたってそれぞれ4単位以上、また、自然科学、総合系列科目及び学修基盤科目を含め計12単位以
上、外国語科目として第1外国語8単位以上、第2外国語4単位以上、計12単位以上、保健体育科目
として2単位、合計26単位以上、工学共通科目については、計18単位以上（必修科目14単位、選択科
目4単位以上）、専門教育科目については、計86単位以上（必修科目及びコース別必修科目として電
子通信コース36単位、情報コース34単位、情報システムコース62単位、選択科目及びコース別選択科
目として電子通信コース50単位以上、情報コース52単位以上、情報システムコース24単位以上）、総
計130単位以上を修得しなければならない。
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⑷ 化学システム工学科は、共通教育科目については、総合教養科目として人文科学及び社会科学の各
分野にわたってそれぞれ4単位以上、また、自然科学、総合系列科目及び学修基盤科目を含め計12単
位以上、外国語科目として第1外国語8単位以上、第2外国語4単位以上、計12単位以上、保健体育
科目として2単位、合計26単位以上、工学共通科目については、計20単位以上（必修科目14単位、選
択科目6単位以上）、専門教育科目については、計84単位以上（必修科目及びコース別必修科目とし
て化学工学コース75単位、分子工学コース75単位、選択科目及びコース別選択科目として化学工学コー
ス9単位以上、分子工学コース9単位以上）、総計130単位以上を修得しなければならない。

⑸ 社会デザイン工学科は、共通教育科目については、総合教養科目として人文科学及び社会科学の各
分野にわたってそれぞれ4単位以上、また、自然科学、総合系列科目及び学修基盤科目を含め計12単
位以上、外国語科目として第1外国語8単位以上、第2外国語4単位以上、計12単位以上、保健体育
科目として2単位、合計26単位以上、工学共通科目については、計18単位以上（必修科目16単位、選
択科目2単位以上）、専門教育科目については、計86単位以上（必修科目73単位、選択科目13単位以
上）、総計130単位以上を修得しなければならない。

⑹ 建築学科は、共通教育科目については、総合教養科目として人文科学及び社会科学の各分野にわたっ
てそれぞれ4単位以上、また、自然科学、総合系列科目及び学修基盤科目を含め計12単位以上、外国
語科目として第1外国語8単位以上、第2外国語4単位以上、計12単位以上、保健体育科目として2
単位、合計26単位以上、工学共通科目については、計18単位以上（必修科目4単位、選択科目14単位
以上）、専門教育科目については、計86単位以上（必修科目63単位、選択科目23単位以上）、総計130
単位以上を修得しなければならない。

8 医学部医学科の学生は、次に掲げる要件を満たしていなければ進級し、卒業することができない。
⑴ 各学年においては、当該学年の専門教育科目の全授業科目の単位又は時間数を修得していること。
⑵ 第4学年及び第6学年においては、前号の要件に加え、全国共用試験において一定以上の成績を修
めていること。

9 医学部各学科の学生が修得しなければならない単位数、時間数は次のとおりとする。ただし、単位互
換科目については、その修得単位を卒業及び進級に必要な修得単位数に算入しない。
⑴ 医学科は、共通教育科目については、総合教養科目として人文科学、社会科学、総合系列科目及び
学修基盤科目から6単位以上、自然科学から6単位以上、計12単位以上、外国語科目として第1外国
語8単位以上、保健体育科目として2単位、第2外国語を含め合計34単位以上、専門教育科目につい
ては18単位と4，261時間を修得しなければならない。

⑵ 看護学科は、共通教育科目については、総合教養科目の人文科学、社会科学、総合系列科目及び学
修基盤科目より12単位以上、自然科学より4単位以上、外国語科目より10単位以上、保健体育科目よ
り2単位以上、計28単位以上、専門基礎科目については、必修科目27単位、専門教育科目については、
必修科目68単位、選択必修科目2単位以上、計70単位以上、総計125単位以上を修得しなければなら
ない。

10 薬学部の学生は、共通教育科目については、総合教養科目として計12単位以上、外国語科目として第
1外国語8単位以上、保健体育科目として2単位以上を含め合計28単位以上、専門教育科目については、
学科履修規程に従い、必修科目72単位、選択必修科目の1年次科目から計15単位以上、2年次科目から
計27単位以上、3年次科目から計25単位以上、4年次科目から計14単位以上を含め計81単位以上、選択
科目の6年次科目から5単位以上、合計158単位以上、総計186単位以上を修得しなければならない。

11 スポーツ科学部の学生は、共通教育科目については、総合教養科目として人文科学、社会科学及び自
然科学の各分野にわたってそれぞれ4単位以上、また、総合系列科目及び学修基盤科目を含め計20単位
以上、外国語科目として8単位、保健体育科目として4単位、合計32単位以上、専門教育科目について
は、スポーツ科学部の規定に従い、合計82単位以上「スポーツ科学科（必修科目34単位、選択必修科目
6単位以上、選択科目42単位以上）、健康運動科学科（必修科目39単位、選択必修科目2単位以上、選
択科目41単位以上）」、自由履修単位については、10単位以上、総計124単位以上を修得しなければなら
ない。ただし、単位互換科目については、その修得単位を卒業に必要な修得単位数に算入しない。

第34条の2 学部留学生が第31条第2項の規定により開設された授業科目の単位を修得したときは、別に
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定めるところにより、これを卒業に必要な修得単位数に算入することができる。
第34条の3 学生が他の大学又は短期大学において履修した授業科目について修得した単位を、教育上有
益と認めるときは、学長は、教授会の議を経て、第34条の3の3の規定に従って60単位を超えない範囲
で本学における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。

2 前項の規定は、第33条第2項の規定により授業時間の履修をもって単位の修得に代える授業科目につ
いて、60単位に相当する授業時間数を超えない範囲において、これを準用する。
3 第1項に基づいて本学における授業科目の履修により単位を修得したものとみなす授業科目が共通教
育科目であるときは、教授会に先立って教務委員会の議を経るものとする。

4 前3項の規定は、第24条の2の規定により学生が外国の大学又は短期大学において履修した授業科目
について、これを準用する。

第34条の3の2 学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科における学修その他別に定める学修を、
教育上有益と認めるときは、学長は、教授会の議を経て、第34条の3の3の規定に従って60単位を超え
ない範囲で本学における授業科目の履修とみなし、単位を認定することができる。

2 前項の規定は、第33条第2項の規定により授業時間の履修をもって単位の修得に代える授業科目につ
いて、60単位に相当する授業時間数を超えない範囲において、これを準用する。
3 第1項に基づいて本学における授業科目の履修とみなし、単位を認定することができる授業科目が共
通教育科目である場合については、前条第3項の規定を準用する。

4 前3項の規定は、本学との協定等により学生が外国の大学又は短期大学において行った学修について、
これを準用する。

第34条の3の3 第34条の3第1項により修得したものとみなし、又は前条第1項により認定することの
できる単位数は、合わせて60単位を限度とする。ただし、第33条第2項の規定により授業時間の履修を
もって単位の修得に代える授業科目にあって、第34条の3第2項により修了したものとみなし、又は前
条第2項により修了を認定することのできる授業時間数は、合わせて60単位に相当する授業時間数を限
度とする。

第34条の4 学生が本学に入学する前に大学又は短期大学において履修した授業科目について修得した単
位（大学設置基準第31条又は短期大学設置基準第17条により科目等履修生として修得した単位を含む。）
を、教育上有益と認めるときは、学長は、教授会の議を経て、本学における授業科目の履修により修得
したものとみなすことができる。

2 学生が本学に入学する前に行った第34条の3の2第1項に規定する学修を、教育上有益と認めるとき
は、学長は、教授会の議を経て、本学における授業科目の履修とみなし、単位を認定することができる。

3 前2項の規定は、第33条第2項の規定により授業時間の履修をもって単位の修得に代える授業科目に
ついて、これを準用する。

4 第1項又は第2項により単位を修得したものとみなし、又は認定することのできる単位数は、本学に
おいて修得した単位以外のものについては、編入学及び転入学の場合を除き、合わせて30単位を限度と
する。ただし、第33条第2項の規定により授業時間の履修をもって単位の修得に代える授業科目にあっ
て、前項により修了したものとみなし、又は修了を認定することのできる授業時間数は、本学において
履修した授業時間以外のものについては、編入学及び転入学の場合を除き、合わせて30単位に相当する
授業時間数を限度とする。

5 第1項又は第2項により単位を修得したものとみなし、又は単位を認定することのできる授業科目が
共通教育科目である場合については、第34条の3第3項の規定を準用する。

6 前各項の規定は、外国の大学又は短期大学を卒業又は退学した場合及び本学に再入学した場合に、こ
れを準用する。

第34条の4の2 第34条の3第1項若しくは第34条の4第1項により単位を修得したものとみなし、又は
第34条の3の2第1項若しくは第34条の4第2項により単位を認定することができる単位数は、合わせ
て60単位を限度とする。ただし、第33条第2項の規定により授業時間の履修をもって単位の修得に代え
る授業科目にあって、第34条の3第1項若しくは第34条の4第1項により修了したものとみなし、又は
第34条の3の2第1項若しくは第34条の4第2項により修了を認定することのできる授業時間数は、合
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教育職員免許法別表第1（第5条関係）

学部・学科の名称
（正規の課程）

免許状の種類及び免許教科

中学校教諭一種免許状 高等学校教諭一種免許状

人 文 学 部

文 化 学 科 社 会 地 理 歴 史
公 民歴 史 学 科

日本語日本文学科 国 語 国 語
教育・臨床心理学科 社 会 公 民
英 語 学 科 外 国 語 （ 英 語 ） 外 国 語 （ 英 語 ）
ド イ ツ 語 学 科 外 国 語（ ド イ ツ 語 ） 外 国 語（ ド イ ツ 語 ）
フ ラ ン ス 語 学 科 外国語（フランス語） 外国語（フランス語）

東アジア地域言語学科 外 国 語（ 中 国 語 ）
外 国 語（ 朝 鮮 語 ）

外 国 語（ 中 国 語 ）
外 国 語（ 朝 鮮 語 ）

法 学 部 法 律 学 科 社 会 地 理 歴 史
公 民経 営 法 学 科

経 済 学 部
経 済 学 科

社 会
地 理 歴 史
公 民
情 報産 業 経 済 学 科

商 学 部

商 学 科 商 業
情 報経 営 学 科

貿 易 学 科 社 会 地 理 歴 史
公 民

商学部第二部 商 学 科 社 会

地 理 歴 史
公 民
商 業
情 報

理 学 部

応 用 数 学 科 数 学 数 学
情 報

物 理 科 学 科
理 科

理 科
情 報

化 学 科 理 科地 球 圏 科 学 科

工 学 部

機 械 工 学 科 工 業電 気 工 学 科

電 子 情 報 工 学 科 工 業
情 報

化学システム工学科
工 業社会デザイン工学科

建 築 学 科
医 学 部 看 護 学 科 看 護

スポーツ科学部 ス ポ ー ツ 科 学 科 保 健 体 育 保 健 体 育健 康 運 動 科 学 科

わせて60単位に相当する授業時間数を限度とする。
2 前項の場合において、本学において修得した単位及び履修した授業時間については、これを算入しな
いものとする。

3 前2項の規定にかかわらず、編入学及び転入学の場合については、別にこれを定める。
第34条の4の3 第34条の3から前条までの規定に基づき修得したものとみなし、又は認定することので
きる単位（医学部医学科の専門科目にあっては授業時間）について必要な事項は、別に定める。

第34条の5 教育職員免許法（昭和24年法律第147号）第5条、別表第1及び別表第2に基づいて教育職
員の免許状の授与を受けるための資格の取得を目的として、本学に教職課程を置く。

2 教育職員の免許状の授与を受けるための資格の取得に必要な授業科目（以下「教職課程科目」という。）
及び修得すべき単位等については、次の表に掲げる免許状の種類及び免許教科に応じ、教育職員免許法
及び教育職員免許法施行規則（昭和29年文部省令第26号）の定めるところに従い、別にこれを定める。
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教育職員免許法別表第2（第5条関係）

学部・学科の名称（正規の課程） 免許状の種類

医 学 部 看 護 学 科 養護教諭1種免許状

第34条の6 博物館法（昭和26年法律第285号）第5条第1項第1号に基づいて学芸員となる資格の取得
を目的として、本学に博物館学芸員課程を置く。

2 学芸員となる資格の取得に必要な授業科目（以下「博物館学芸員課程科目」という。）及び修得すべ
き単位等については、博物館法及び博物館法施行規則（昭和30年文部省令第24号）の定めるところに従
い、別にこれを定める。

第34条の7 社会教育法（昭和24年法律第207号）第9条の4第1項第3号に基づいて社会教育主事とな
る資格の取得を目的として、本学に社会教育主事課程を置く。

2 社会教育主事となる資格の取得に必要な授業科目（以下「社会教育主事課程科目」という。）及び修
得すべき単位等については、社会教育法及び社会教育主事講習等規程（昭和26年文部省令第12号）の定
めるところに従い、別にこれを定める。

第34条の8 日本語教育施設の運営に関する基準（昭和63年文部省制定）第11項第2号に基づいて日本語
教育施設における教員の資格の取得を目的として、本学に日本語教員課程を置く。

2 日本語教育施設における教員の資格の取得に必要な授業科目（以下「日本語教員課程科目」という。）
及び修得すべき単位等については、日本語教育施設の運営に関する基準の定めるところに従い、別にこ
れを定める。

第4節 学習修了の認定及び卒業
第35条 各授業科目の学習修了の認定は、試験等によるものとし、成績の評価は60点以上を合格、59点以
下を不合格とする。

2 60点以上の成績の評価を得た学生には、その授業科目所定の単位を与える。
第36条 試験は、定期試験、追試験及び再試験とする。
第36条の2 定期試験は、各学期末にこれを行う。ただし、医学部医学科の時間制の授業科目について所
定の期日に行う場合も同様に取り扱う。

第37条 病気その他やむを得ない理由によって定期試験を受けることのできなかった者に対しては、成績
考査規程の定めるところにより追試験を行うことがある。

第37条の2 第2年次生（理学部の学生に限る。）及び第4年次以上の卒業見込者に対しては、成績考査
規程の定めるところにより、不合格科目につき再試験を行うことがある。

第37条の3 医学部及び薬学部の学生に対しては、成績考査規程の定めるところにより、不合格科目につ
き再試験を行うことがある。

第38条 学士の学位の授与は、本学の人文学部、法学部、経済学部、商学部、商学部第二部、理学部、工
学部、医学部看護学科及びスポーツ科学部にあっては4年以上、医学部医学科及び薬学部にあっては6
年以上在学し、所定の授業科目を履修して、所定の課程を修め、卒業と認める者に対し、教授会の議を
経て、学長がこれを決定する。ただし、人文学部又は法学部の学生として3年以上在学した者が、卒業
の要件として当該学部の定める単位を優秀な成績で修得したと認められ、かつ、本学大学院へ進学する
場合には、その卒業を認めることができる。

2 前項の学位記の様式は別に定め、卒業証書を兼ねるものとする。
第39条 第36条に定める試験の実施及び成績の評価に関する規程は、別にこれを定める。

第5節 賞 罰
第40条 学業成績並びに品行の特に優秀な者、その他業績顕著な者は、これを表彰することがある。
第41条 本学の規則に違反し、学内の秩序を乱し、又は学生の本分に反する者は、学長が定める手続に基
づき、これを懲戒する。

2 前項の規定による懲戒は、訓告、停学及び退学とする。ただし、退学は、次の各号のいずれかに該当
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する者に対してこれを行うことができる。
⑴ 性行不良で改善の見込みがないと認められる者
⑵ 大学の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者

第6節 授業料その他諸納入金
第42条 学生は、別に定める期日までに、別表Ⅰの⑵に定める授業料等納入金を納入しなければならない。
2 前項の規定にかかわらず、大学等における修学の支援に関する法律（令和元年法律第8号）の定める
ところに従い、特に優れた者であって経済的理由により極めて修学に困難があると認められるものとし
て認定を受けた学生（以下「修学支援学生」という。）が所定の授業料等納入金を納入したときは、前
項の納入を行ったものとみなす。

第43条 次の各号に掲げる授業科目であって、その修得単位を卒業要件単位に算入することのできない授
業科目を履修する者は、別表Ⅱに定めるところに従い、受講料を納入しなければならない。
⑴ 教職課程科目
⑵ 博物館学芸員課程科目
⑶ 社会教育主事課程科目
⑷ 日本語教員課程科目

2 前項の規定にかかわらず、博物館学芸員課程科目を履修する者については、当該授業科目がその所属
する学部のいずれかの学科に関して学則第31条に掲げる表に定められている場合において、その受講料
を免除する。

3 前2項の規定にかかわらず、科目等履修生として第1項の各号に掲げる授業科目を履修する者は、別
表Ⅲに定めるところに従い、受講料を納入するものとする。

第43条の2 実習又は研修など特別の費用を必要とする授業科目を履修する者は、別に定めるところに従
い、実習・研修費等としてこれら諸費用を納入しなければならない。

第44条 削除
第45条 削除
第46条 学生が所定の期日までに第42条に定める授業料等納入金を完納しなかったときは、除籍する。
第47条 授業料等納入金及び受講料に関する細部については、別に定める。
第48条 特殊の事情ある学生に対しては、その事情により授業料等納入金の減免を行うことがある。
2 前項に規定する学生及び修学支援学生に対する授業料等納入金の減免に関し必要な事項は、別に定め
る。

第7節 科目等履修生、研究生、特別聴講学生及び外国人留学生
第49条 本学において、特定の授業科目を受講することを志願する者があるときは、学長は、選考の上、
科目等履修生として受入れを許可することができる。

第50条 本学において、特定の専門事項について研究することを志願する者があるときは、学長は、選考
の上、研究生として受入れを許可することができる。

第51条 他の大学又は短期大学の学生で、本学において授業科目を履修することを志願する者があるとき
は、当該大学又は短期大学との協議に基づき、特別聴講学生として受け入れることができる。

第52条 外国人で、大学において教育を受ける目的をもって入国し、本学に入学を志願する者があるとき
は、学長は、選考の上、外国人留学生として受入れを許可することができる。

第53条 科目等履修生、研究生、特別聴講学生及び外国人留学生に関する取扱いについては、別にこれを
定める。

2 科目等履修生及び研究生の受講料等については、別表Ⅲに掲げるとおりとする。

第8節 公 開 講 座
第54条 本学における教育研究を広く社会に開放し、文化の向上に資するため、本学に公開講座を開設す
ることができる。
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2 公開講座に関し必要な事項については、別に定める。

第9節 厚 生 施 設
第55条 本学に厚生施設として学生寮その他の施設を置く。
2 前項の厚生施設に関する規程は、別にこれを定める。

附 則
1 この学則は、令和6年4月1日から施行する。
2 第32条の2及び第33条の規定は、令和3年3月31日以前から引き続き在籍する学生にも適用する。
3 第42条第1項の規定は、令和3年3月31日以前から引き続き在籍する学生にも適用する。

Ⅵ．諸 規 程
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（単位 円）
区 分
（年額）

学 部
入 学 金 特別教育充実費 計

毎 年 納 付 金
計

授 業 料 教育充実費
人 文 学 部
法 学 部
経 済 学 部
商 学 部

190，000 190，000 730，000 180，000 910，000

商学部第二部 60，000 60，000 310，000 80，000 390，000
理 学 部
工 学 部

240，000 240，000 1，000，000 380，000 1，380，000

医
学
部

医 学 科 1，000，000 3，000，000 4，000，000 3，912，000 688，000 4，600，000
看護学科 270，000 270，000 1，040，000 470，000 1，510，000

薬 学 部 400，000 400，000 1，350，000 290，000 1，640，000
スポーツ科学部 300，000 300，000 800，000 350，000 1，150，000

別表Ⅰ 入学検定料及び授業料等納入金
⑴ 入学検定料（第19条第1項）
（略）

⑵ 授業料等納入金（第21条第1項・第42条）
（平成31年度入学以降）

備考
1 この表にかかわらず、平成31年3月31日以前に入学し引続き在学する者にかかる授業料等納入
金については、なお従前の例による。

2 入学金については、入学時に限り納入すべき額とする。ただし、第21条第1項ただし書の規定
に該当し、その適用を受ける者については、この限りではない。

3 特別教育充実費については、入学初年度（1年次）から3年次までの各年次において納入すべ
き額とする。

4 薬学部の教育充実費については、入学初年度（1年次）に納入すべき額とし、2年次から6年
次までの各学年において720，000円を納入しなければならない。

5 第42条第2項に定める修学支援学生の所定の授業料等納入金は、当該各学生につき、別に定め
る額とする。

別表Ⅱ その修得単位を卒業要件単位に算入することのできない授業科目の受講料（第43条第1項）
⑴ 教職課程科目

受 講 料 その修得単位を卒業要件単位に算入することのできない教
職課程科目 全科目につき 36，000円

※ ただし、当該授業科目を博物館学芸員課程科目又は社会教育主事課程科目としてのみ履修する場
合については⑵を適用する。

⑵ 博物館学芸員課程科目及び社会教育主事課程科目

受 講 料

その修得単位を卒業要件単位に算入することのできない博
物館学芸員課程科目 全科目につき 12，000円

その修得単位を卒業要件単位に算入することのできない社
会教育主事課程科目 全科目につき 16，000円

※ ただし、博物館学芸員課程科目を履修する者については、当該授業科目がその所属する学部のい
ずれかの学科に関して第31条に掲げる表に定められている場合において、その受講料を免除する。

⑶ 日本語教員課程科目

受 講 料 その修得単位を卒業要件単位に算入することのできない日
本語教員課程科目 1単位につき 1，000円
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別表Ⅲ 科目等履修生及び研究生の受講料等（第43条第3項・第53条第2項）
⑴ 単位又は授業時間の認定を必要とする科目等履修生

選 考 料 15，000円

受 講 料

第31条に掲げる表において、理学部、工学部、医学部看護
学科又は薬学部の専門教育科目（工学部については、工学
共通科目を、医学部看護学科については、専門基礎科目を
含む。）としてのみ定められている授業科目

1単位につき 18，000円

第31条に掲げる表において、医学部医学科の専門教育科目
としてのみ定められている授業科目

1単位につき又は15時間
につき 40，000円

第31条に掲げる表に定められている上記以外の授業科目 1単位につき 12，000円

第31条に掲げる表において、商学部第二部の専門教育科目
のうち別に定められている授業科目 20単位まで 110，000円

第31条に掲げる表に定められていない授業
科目

本学の卒業者 1単位につき 7，000円

その他 1単位につき 12，000円

⑵ 単位の認定を必要としない科目等履修生

選 考 料 15，000円

受 講 料 第31条に掲げる表に定められている授業科目（医学部医学
科を除く。） 1単位につき 9，000円

⑶ 研究生

選 考 料
医学部医学科 20，000円

その他の学部・学科 15，000円

研究指導料 月額 15，000円

Ⅵ．諸 規 程
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令和6年度入学生（24台）

授業科目及び単位・時間数（学則第31条（表））

科 目
分 野

授 業 科 目（単 位）

共

通

教

育

科

目

総
合
教
養
科
目
（
122
単
位
）

人
文
科
学

哲 学Ａ ⑵ 哲 学Ｂ ⑵ 論 理 学Ａ ⑵ 論 理 学Ｂ ⑵
倫 理 学Ａ ⑵ 倫 理 学Ｂ ⑵ 宗 教 学Ａ ⑵ 宗 教 学Ｂ ⑵
日 本 史Ａ ⑵ 日 本 史Ｂ ⑵ 東 洋 史Ａ ⑵ 東 洋 史Ｂ ⑵
西 洋 史Ａ ⑵ 西 洋 史Ｂ ⑵ 日 本 文 学Ａ ⑵ 日 本 文 学Ｂ ⑵
ア ジ ア の 文 学Ａ ⑵ ア ジ ア の 文 学Ｂ ⑵ 西 洋 文 学Ａ ⑵ 西 洋 文 学Ｂ ⑵
人 文 地 理 学 ⑵ 芸 術Ａ ⑵ 芸 術Ｂ ⑵ 日 本 教 育 史 ⑵
西 洋 教 育 史 ⑵

社
会
科
学

法 学Ａ ⑵ 法 学Ｂ ⑵ 政 治 学Ａ ⑵ 政 治 学Ｂ ⑵
経 済 学Ａ ⑵ 経 済 学Ｂ ⑵ 商 学Ａ ⑵ 商 学Ｂ ⑵
社 会 学Ａ ⑵ 社 会 学Ｂ ⑵ 教 育 論Ａ ⑵ 教 育 論Ｂ ⑵
教育の原理・課程論 ⑵ 地 理 学Ａ ⑵ 地 理 学Ｂ ⑵ 地 誌 学 ⑵
心 理 学Ａ ⑵ 心 理 学Ｂ ⑵ 文 化 人 類 学Ａ ⑵ 文 化 人 類 学Ｂ ⑵

自
然
科
学

数 学 入 門 ⑵ 基 礎 数 学 ⑵ 統 計 入 門 ⑵ 物 理 科 学 入 門 ⑵
物 理 の 世 界 ⑵ 自然界と物質の化学 ⑵ 生活と環境の化学 ⑵ 地 球 圏 科 学 入 門 ⑵
新 し い 地 球 観 ⑵ 自 然 地 理 学 ⑵ ミクロの生物科学 ⑵ マクロの生物科学 ⑵
自 然 科 学 入 門 ⑵ 自 然 科 学 と 人 間 ⑵

総合系列
科 目

福岡大学で考える現代社会 ⑵

学修基盤
科 目

データサイエンス・ＡＩ入門 ⑵

外
国
語
科
目（
60
単
位
）

第
1

※フ レ ッ シ ュ マ ン ・ イ ン グ リ ッ シ ュ ⑷ ※インターミディエイト・イングリッシュ ⑷
ア ド バ ン ス ト ・ イ ン グ リ ッ シ ュ ⑵ 海 外 英 語 研 修 ⑵

第
2

ド イ ツ 語Ⅰ（2‐4） ド イ ツ 語Ⅱ（2‐4） フ ラ ン ス 語Ⅰ（2‐4） フ ラ ン ス 語Ⅱ（2‐4）
中 国 語Ⅰ（2‐4） 中 国 語Ⅱ（2‐4） ロ シ ア 語Ⅰ（2‐4） ロ シ ア 語Ⅱ（2‐4）
ス ペ イ ン 語Ⅰ（2‐4） ス ペ イ ン 語Ⅱ（2‐4） 朝 鮮 語Ⅰ（2‐4） 朝 鮮 語Ⅱ（2‐4）

保健体育科目
（4単位） ※生涯スポーツ演習 ⑵ ※生涯スポーツ論 ⑵

単位互換科目 他大学（短期大学を含む。）の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

専

門

教

育

科

目

必修科目
（8単位）

憲 法Ⅰ ⑵ 憲 法Ⅱ ⑵ 民 法 入 門 ⑵ 民 法 総 則 ⑵

選択必修科目
（72単位）

憲 法 特 講 ⑷ 債 権 法Ⅰ ⑵ 債 権 法Ⅱ ⑵ 物 権 法Ⅰ ⑵
民 法 特 講Ⅰ ⑷ 民 法 特 講Ⅱ ⑷ 民 法 特 講Ⅲ ⑷ 刑 法Ⅰ ⑷
刑 事 法 特 講Ⅰ ⑷ 刑 事 法 特 講Ⅱ ⑷ 会 社 法Ⅰ ⑵ 会 社 法Ⅱ ⑵
政 治 学 入 門 ⑵ 政 治 学 原 論 ⑷ 裁 判 制 度 概 論 ⑵ 法 学 部 入 門 ゼ ミ ⑵
基 礎 ゼ ミ ⑷ 演 習Ⅰ ⑷ 演 習Ⅱ ⑷ 演 習Ⅱａ ⑷
演 習Ⅱｂ ⑷ 演 習Ⅲ ⑷

選択科目
（276単位）

憲 法Ⅲ ⑵ 行 政 法Ⅰ ⑷ 行 政 法Ⅱ ⑷ 地 方 自 治 法 ⑵
税 法ⅠＡ ⑵ 税 法ⅠＢ ⑵ 税 法ⅡＡ ⑵ 税 法ⅡＢ ⑵
比 較 憲 法 ⑵ 債 権 法Ⅲ ⑵ 物 権 法Ⅱ ⑵ 親 族 法 ⑵
相 続 法 ⑵ 刑 法Ⅱ ⑷ 商 法 総 則 ⑵ 商 行 為 法 ⑵
手 形 ・ 小 切 手 法 ⑵ 保 険 法 ⑵ 海 商 法 ⑵ 金 融 商 品 取 引 法 ⑵
企 業 金 融 法 ⑵ 民 事 訴 訟 法Ⅰ ⑵ 民 事 訴 訟 法Ⅱ ⑵ 民事執行・保全法 ⑵
倒 産 処 理 法 ⑵ 刑 事 訴 訟 法 ⑷ 国 際 法 総 論 ⑷ 国 際 法 各 論 ⑷
国 際 私 法 ⑷ 国 際 関 係 論 ⑷ 国 際 取 引 法 ⑵ 国 際 民 事 手 続 法 ⑵
日 本 政 治 外 交 史 ⑵ 西 洋 政 治 史 ⑷ 政 治 思 想 史 ⑷ 政 治 過 程 論 ⑷
行 政 学 ⑷ 経 済 法 ⑷ ミクロ経済学概論 ⑵ マクロ経済学概論 ⑵
労 働 法 ⑷ 社 会 保 障 法 ⑷ 情 報 法 ⑵ 環 境 法 ⑵
消 費 者 法 ⑵ 刑 事 政 策 ⑷ 公 共 政 策 概 論 ⑵ 政 策 過 程 論 ⑵
政 策 評 価 論 ⑵ 都 市 政 策 ⑵ 九 州 地 域 政 策 ⑵ 福 祉 国 家 論 ⑵
社 会 福 祉 概 論 ⑵ 地 域 福 祉 論 ⑵ 児 童 福 祉 論 ⑵ Ｎ Ｐ Ｏ 論 ⑵
マ ス メ デ ィ ア 論 ⑵ 不 動 産 登 記 法 ⑵ 商 業 登 記 法 ⑵ 知 的 財 産 法 ⑷
法 社 会 学 ⑷ 法 哲 学 ⑷ 日 本 法 制 史 ⑷ 西 洋 法 制 史 ⑷
東 洋 法 制 史 ⑷ ロ ー マ 法 ⑷ 近 代 日 本 法 史 ⑵ 英 米 法 ⑵
ド イ ツ 法 ⑵ フ ラ ン ス 法 ⑵ 情 報 処 理 論Ａ ⑵ 情 報 処 理 論Ｂ ⑵
法 医 学 ⑵ 警察活動の理論と実務 ⑵ 特 別 講 義Ａ ⑵ 特 別 講 義Ｂ ⑵
特 別 講 義Ｃ ⑵ 特 別 講 義Ｄ ⑵ 特 別 講 義Ｅ ⑵ キャリアプランニング ⑵
アメリカ法セミナーⅠ ⑷ アメリカ法セミナーⅡ ⑷ アメリカ法セミナーⅢ ⑷ アジア法セミナーⅠ ⑷
アジア法セミナーⅡ ⑷ ドイツ法セミナーⅠ ⑷ ドイツ法セミナーⅡ ⑷ フランス法セミナーⅠ ⑷
フランス法セミナーⅡ ⑷ 行 政 特 別 演 習Ⅰ ⑷ 行 政 特 別 演 習Ⅱ ⑷ 政 策 特 別 演 習Ⅰ ⑷
政 策 特 別 演 習Ⅱ ⑷ 大学院連携特別演習Ⅰ ⑷ 大学院連携特別演習Ⅱ ⑷ 卒 業 論 文 ⑵
概 説 日 本 史 ⑵ 概 説 外 国 史 ⑵ 概 説 社 会 学 ⑵ 概 説 哲 学 ⑵

関連教育科目 他学部の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

法学部 法律学科
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令和6年度入学生（24台）

科 目
分 野

授 業 科 目（単 位）

共

通

教

育

科

目

総
合
教
養
科
目
（
122
単
位
）

人
文
科
学

哲 学Ａ ⑵ 哲 学Ｂ ⑵ 論 理 学Ａ ⑵ 論 理 学Ｂ ⑵
倫 理 学Ａ ⑵ 倫 理 学Ｂ ⑵ 宗 教 学Ａ ⑵ 宗 教 学Ｂ ⑵
日 本 史Ａ ⑵ 日 本 史Ｂ ⑵ 東 洋 史Ａ ⑵ 東 洋 史Ｂ ⑵
西 洋 史Ａ ⑵ 西 洋 史Ｂ ⑵ 日 本 文 学Ａ ⑵ 日 本 文 学Ｂ ⑵
ア ジ ア の 文 学Ａ ⑵ ア ジ ア の 文 学Ｂ ⑵ 西 洋 文 学Ａ ⑵ 西 洋 文 学Ｂ ⑵
人 文 地 理 学 ⑵ 芸 術Ａ ⑵ 芸 術Ｂ ⑵ 日 本 教 育 史 ⑵
西 洋 教 育 史 ⑵

社
会
科
学

法 学Ａ ⑵ 法 学Ｂ ⑵ 政 治 学Ａ ⑵ 政 治 学Ｂ ⑵
経 済 学Ａ ⑵ 経 済 学Ｂ ⑵ 商 学Ａ ⑵ 商 学Ｂ ⑵
社 会 学Ａ ⑵ 社 会 学Ｂ ⑵ 教 育 論Ａ ⑵ 教 育 論Ｂ ⑵
教育の原理・課程論 ⑵ 地 理 学Ａ ⑵ 地 理 学Ｂ ⑵ 地 誌 学 ⑵
心 理 学Ａ ⑵ 心 理 学Ｂ ⑵ 文 化 人 類 学Ａ ⑵ 文 化 人 類 学Ｂ ⑵

自
然
科
学

数 学 入 門 ⑵ 基 礎 数 学 ⑵ 統 計 入 門 ⑵ 物 理 科 学 入 門 ⑵
物 理 の 世 界 ⑵ 自然界と物質の化学 ⑵ 生活と環境の化学 ⑵ 地 球 圏 科 学 入 門 ⑵
新 し い 地 球 観 ⑵ 自 然 地 理 学 ⑵ ミクロの生物科学 ⑵ マクロの生物科学 ⑵
自 然 科 学 入 門 ⑵ 自 然 科 学 と 人 間 ⑵

総合系列
科 目

福岡大学で考える現代社会 ⑵

学修基盤
科 目

データサイエンス・ＡＩ入門 ⑵

外
国
語
科
目（
60
単
位
）

第
1

※フ レ ッ シ ュ マ ン ・ イ ン グ リ ッ シ ュ ⑷ ※インターミディエイト・イングリッシュ ⑷
ア ド バ ン ス ト ・ イ ン グ リ ッ シ ュ ⑵ 海 外 英 語 研 修 ⑵

第
2

ド イ ツ 語Ⅰ（2‐4） ド イ ツ 語Ⅱ（2‐4） フ ラ ン ス 語Ⅰ（2‐4） フ ラ ン ス 語Ⅱ（2‐4）
中 国 語Ⅰ（2‐4） 中 国 語Ⅱ（2‐4） ロ シ ア 語Ⅰ（2‐4） ロ シ ア 語Ⅱ（2‐4）
ス ペ イ ン 語Ⅰ（2‐4） ス ペ イ ン 語Ⅱ（2‐4） 朝 鮮 語Ⅰ（2‐4） 朝 鮮 語Ⅱ（2‐4）

保健体育科目
（4単位） ※生涯スポーツ演習 ⑵ ※生 涯 ス ポ ー ツ 論 ⑵

単位互換科目 他大学（短期大学を含む。）の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

専

門

教

育

科

目

必修科目
（4単位）

民 法 入 門 ⑵ 民 法 総 則 ⑵

選択必修科目
（74単位）

憲 法Ⅰ ⑵ 憲 法Ⅱ ⑵ 債 権 法Ⅰ ⑵ 債 権 法Ⅱ ⑵
物 権 法Ⅰ ⑵ 民 法 特 講Ⅰ ⑷ 民 法 特 講Ⅱ ⑷ 民 法 特 講Ⅲ ⑷
企 業 法 入 門 ⑵ 企 業 法 総 論 ⑵ 企 業 取 引 法 ⑵ 会 社 法Ⅰ ⑵
会 社 法Ⅱ ⑵ 国 際 関 係 学 入 門 ⑵ 裁 判 制 度 概 論 ⑵ 法 学 部 入 門 ゼ ミ ⑵
パワーアップゼミ ⑷ 演 習Ⅰ ⑷ 演 習Ⅱ ⑷ 演 習Ⅱａ ⑷
演 習Ⅱｂ ⑷ 演 習Ⅲ ⑷ 国際コミュニケーション・法政事情Ⅰ ⑷ 国際コミュニケーション・法政事情Ⅱ ⑵
国際コミュニケーション海外研修 ⑵ 企業法務特別演習 ⑷

選択科目
（236単位）

行 政 法Ⅰ ⑷ 税 法ⅠＡ ⑵ 税 法ⅠＢ ⑵ 税 法ⅡＡ ⑵
税 法ⅡＢ ⑵ 債 権 法Ⅲ ⑵ 物 権 法Ⅱ ⑵ 親 族 法 ⑵
相 続 法 ⑵ 刑 法Ⅰ ⑷ 企 業 取 引 決 済 法 ⑵ 企 業 金 融 法 ⑵
金 融 商 品 取 引 法 ⑵ 保 険 法 ⑵ 海 商 法 ⑵ 知 的 財 産 法 ⑷
中 小 企 業 と 法 ⑵ ベンチャー起業と法 ⑵ 商 事 法 総 合 講 義 ⑵ 民 事 訴 訟 法Ⅰ ⑵
民 事 訴 訟 法 Ⅱ ⑵ 民事執行・保全法 ⑵ 倒 産 処 理 法 ⑵ 国 際 法 総 論 ⑷
国 際 法 各 論 ⑷ 国 際 私 法 ⑷ 国 際 関 係 論 ⑷ 国 際 取 引 法 ⑵
国 際 知 的 財 産 法 ⑵ 国 際 民 事 手 続 法 ⑵ 国 際 経 済 法 ⑷ 国 際 税 法 ⑵
外 国 法 政 論 ⑵ アジア太平洋関係論 ⑵ 経 済 法 ⑷ 労 働 法 ⑷
社 会 保 障 法 ⑷ 環 境 法 ⑵ 比 較 憲 法 ⑵ 消 費 者 法 ⑵
観 光 法 ⑵ 不 動 産 登 記 法 ⑵ 商 業 登 記 法 ⑵ 英 米 法 ⑵
ア ジ ア 法 ⑵ ド イ ツ 法 ⑵ フ ラ ン ス 法 ⑵ Ｅ Ｕ法 ⑵
政 治 学 入 門 ⑵ 政 治 学 原 論 ⑷ 西 洋 政 治 史 ⑷ Ｎ Ｐ Ｏ論 ⑵
マ ス メ デ ィ ア 論 ⑵ 法 社 会 学 ⑷ 法 哲 学 ⑷ 西 洋 法 制 史 ⑷
東 洋 法 制 史 ⑷ ロ ー マ 法 ⑷ 近 代 日 本 法 史 ⑵ 外 交 史 通 論 ⑵
情 報 処 理 論Ａ ⑵ 情 報 処 理 論Ｂ ⑵ 警察活動の理論と実務 ⑵ 特 別 講 義Ａ ⑵
特 別 講 義Ｂ ⑵ 特 別 講 義Ｃ ⑵ 特 別 講 義Ｄ ⑵ 特 別 講 義Ｅ ⑵
キャリアプランニング ⑵ インターンシップ ⑵ 海 外 法 政 事 情Ⅰ ⑵ 海 外 法 政 事 情Ⅱ ⑵
海 外 法 政 研 修 ⑵ アメリカ法セミナーⅠ ⑷ アメリカ法セミナーⅡ ⑷ アメリカ法セミナーⅢ ⑷
アジア法セミナーⅠ ⑷ アジア法セミナーⅡ ⑷ ドイツ法セミナーⅠ ⑷ ドイツ法セミナーⅡ ⑷
フランス法セミナーⅠ ⑷ フランス法セミナーⅡ ⑷ 大学院連携特別演習Ⅰ ⑷ 大学院連携特別演習Ⅱ ⑷
卒 業 論 文 ⑵ 概 説 日 本 史 ⑵ 概 説 外 国 史 ⑵ 概 説 社 会 学 ⑵
概 説 哲 学 ⑵

関連教育科目 他学部の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

法学部 経営法学科

Ⅵ．諸 規 程
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令和6年度入学生（JJ24台）法学部 法律学科

総合教養科目

�
�
�
��
�
�
��

人文科学…………………………………4単位以上
社会科学…………………………………4単位以上
自然科学…………………………………4単位以上
総合系列科目
学修基盤科目

�
�
�
��
�
�
�	

計12単位以上

⑴共通教育科目

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
��

�
��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�	

総計124単位以上

外国語科目
�
�
�

第1外国語…………………………………………………8単位以上
第2外国語…………………………………………………4単位以上

保健体育科目…………………………………………………………………4単位
単位互換科目

⑵専門教育科目

�
�
�
�
�
�
�
�
�

必修科目……………………………………………………8単位 �
�
�
�
�
�
�
�
	

計72単位以上
選択必修科目………………14単位以上�

�
	
40単位以上

�
�
�
�
�
�
	

64単位以上
自コース科目※1
他コース科目※2
選択科目

⑶自由履修単位

�
�
�
�
�

共通教育科目
専門教育科目
関連教育科目

�
�
�
�
	

……………………………………………………………計24単位以上

※1 各自が所属するコースの「コース科目」
※2 各自が所属するコース以外の「コース科目」 ※イメージ図

福岡大学学科履修規程

第1章 総 則

第1条 卒業資格を得るための履修は、学則第31条から第34条までの規定及びこの履修規程の定めるとこ
ろによる。

第2章 科 目 の 履 修

第2条（抜粋）
2 法学部（法律学科、経営法学科）の学生は、次の単位を修得しなければならない。（学則第34条参照）

《卒業要件》

（注） 1．法律学科の学生は、法律学科に開設されていない経営法学科の専門教育科目を24単位を限度として選
択科目として修得することができる。

2．同一外国語について、第2外国語4単位以上を修得しない場合は、総合教養科目、専門教育科目、関連
教育科目のうちから4単位以上を修得しなければならない。

3．第2外国語を2単位のみ修得した場合は、各外国語について自由履修単位に算入する。
4．自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したも
のとみなす。

Ⅵ．諸 規 程
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令和6年度入学生（JJ24台）法学部 法律学科

第 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

共

通

教

育

科

目

総
合
教
養
科
目

人
文
科
学

哲 学Ａ 2 哲 学Ｂ 2 論 理 学Ａ 2 論 理 学Ｂ 2
倫 理 学Ａ 2 倫 理 学Ｂ 2 宗 教 学Ａ 2 宗 教 学Ｂ 2
日 本 史Ａ 2 日 本 史Ｂ 2 東 洋 史Ａ 2 東 洋 史Ｂ 2
西 洋 史Ａ 2 西 洋 史Ｂ 2 日 本 文 学Ａ 2 日 本 文 学Ｂ 2
ア ジ ア の 文 学Ａ 2 ア ジ ア の 文 学Ｂ 2 西 洋 文 学Ａ 2 西 洋 文 学Ｂ 2
人 文 地 理 学 2 芸 術Ａ 2 芸 術Ｂ 2 日 本 教 育 史 2
西 洋 教 育 史 2

社
会
科
学

法 学Ａ 2 法 学Ｂ 2 政 治 学Ａ 2 政 治 学Ｂ 2
経 済 学Ａ 2 経 済 学Ｂ 2 商 学Ａ 2 商 学Ｂ 2
社 会 学Ａ 2 社 会 学Ｂ 2 教 育 論Ａ 2 教 育 論Ｂ 2
教育の原理・課程論 2 地 理 学Ａ 2 地 理 学Ｂ 2 地 誌 学 2
心 理 学Ａ 2 心 理 学Ｂ 2 文 化 人 類 学Ａ 2 文 化 人 類 学Ｂ 2

自
然
科
学

数 学 入 門 2 基 礎 数 学 2 統 計 入 門 2 物 理 科 学 入 門 2
物 理 の 世 界 2 自然界と物質の化学 2 生活と環境の化学 2 地 球 圏 科 学 入 門 2
新 し い 地 球 観 2 ミクロの生物科学 2 マクロの生物科学 2 自 然 科 学 入 門 2
自 然 科 学 と 人 間 2 自然地理学（第3年次配当） 2

総合系列
科 目

福岡大学で考える現代社会 2

学修基盤
科 目

データサイエンス・ＡＩ入門 2

第 1 年 次 第 2 年 次 第 3 年 次 第 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

外
国
語
科
目

第
1

※フレッシュマン・イングリッシュⅠ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅠ 1 アドバンスト・イングリッシュⅠ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅡ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅡ 1 アドバンスト・イングリッシュⅡ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅢ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅢ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅣ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅣ 1

海 外 英 語 研 修 2

第

2

ド イ ツ 語ⅠＡ
ド イ ツ 語ⅠＢ

2 ド イ ツ 語ⅡＡ 2
2 ド イ ツ 語ⅡＢ 2

フ ラ ン ス 語ⅠＡ
フ ラ ン ス 語ⅠＢ

2 フ ラ ン ス 語ⅡＡ 2
2 フ ラ ン ス 語ⅡＢ 2

中 国 語ⅠＡ
中 国 語ⅠＢ

2 中 国 語ⅡＡ 2
2 中 国 語ⅡＢ 2

ロ シ ア 語ⅠＡ
ロ シ ア 語ⅠＢ

2 ロ シ ア 語ⅡＡ 2
2 ロ シ ア 語ⅡＢ 2

ス ペ イ ン 語ⅠＡ
ス ペ イ ン 語ⅠＢ

2 ス ペ イ ン 語ⅡＡ 2
2 ス ペ イ ン 語ⅡＢ 2

朝 鮮 語ⅠＡ
朝 鮮 語ⅠＢ

2 朝 鮮 語ⅡＡ 2
2 朝 鮮 語ⅡＢ 2

保健体育科目 ※生涯スポーツ演習Ⅰ 1 ※生 涯 ス ポ ー ツ 論 2
※生涯スポーツ演習Ⅱ 1

単位互換科目 他大学（短期大学を含む。）の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

専

門

教

育

科

目

必修科目
憲 法 Ⅰ 2
憲 法 Ⅱ 2
民 法 入 門 2
民 法 総 則 2

選択必修科目

政 治 学 入 門 2 債 権 法 Ⅰ 2 憲 法 特 講 4 演 習 Ⅱ ａ 4
裁 判 制 度 概 論 2 債 権 法 Ⅱ 2 民 法 特 講 Ⅱ 4 演 習 Ⅱ ｂ 4
法 学 部 入 門 ゼ ミ 2 物 権 法 Ⅰ 2 民 法 特 講 Ⅲ 4
基 礎 ゼ ミ 4 刑 法 Ⅰ 4 刑 事 法 特 講 Ⅱ 4

会 社 法 Ⅰ 2
会 社 法 Ⅱ 2
民 法 特 講 Ⅰ 4
刑 事 法 特 講 Ⅰ 4
政 治 学 原 論 4
演 習 Ⅰ 4 演 習 Ⅱ 4 演 習 Ⅲ 4

コ

ー

ス

科

目

法
律
総
合
コ
ー
ス

憲 法 Ⅲ 2 債 権 法 Ⅲ 2 税 法 Ⅰ Ａ 2
行 政 法 Ⅰ 4 相 続 法 2 税 法 Ⅰ Ｂ 2
物 権 法 Ⅱ 2 民 事 訴 訟 法 Ⅰ 2 税 法 Ⅱ Ａ 2
親 族 法 2 民 事 訴 訟 法 Ⅱ 2 税 法 Ⅱ Ｂ 2
商 法 総 則 2 刑 法 Ⅱ 4 民事執行・保全法 2
商 行 為 法 2 刑 事 訴 訟 法 4 倒 産 処 理 法 2
経 済 法 4 手 形 ・ 小 切 手 法 2 不 動 産 登 記 法 2
労 働 法 4 金 融 商 品 取 引 法 2 商 業 登 記 法 2
消 費 者 法 2 企 業 金 融 法 2 国 際 私 法 4
法 社 会 学 4 保 険 法 2 国 際 取 引 法 2

海 商 法 2 国 際 民 事 手 続 法 2
知 的 財 産 法 4 法 哲 学 4

公
共
法
務
コ
ー
ス

憲 法 Ⅲ 2 行 政 法 Ⅱ 4 税 法 Ⅰ Ａ 2
行 政 法 Ⅰ 4 地 方 自 治 法 2 税 法 Ⅰ Ｂ 2
物 権 法 Ⅱ 2 比 較 憲 法 2 社 会 保 障 法 4
親 族 法 2 債 権 法 Ⅲ 2 環 境 法 2
国 際 法 総 論 4 相 続 法 2 情 報 法 2
国 際 関 係 論 4 民 事 訴 訟 法 Ⅰ 2 政 治 過 程 論 4
経 済 法 4 民 事 訴 訟 法 Ⅱ 2 行 政 学 4
ミクロ経済学概論 2 刑 法 Ⅱ 4 法 哲 学 4
マクロ経済学概論 2 刑 事 訴 訟 法 4 行 政 特 別 演 習 Ⅰ 4

刑 事 政 策 4 行 政 特 別 演 習 Ⅱ 4
国 際 法 各 論 4

総
合
政
策
コ
ー
ス

行 政 法 Ⅰ 4 行 政 法 Ⅱ 4 都 市 政 策 2
労 働 法 4 地 方 自 治 法 2 九 州 地 域 政 策 2
国 際 関 係 論 4 社 会 保 障 法 4 福 祉 国 家 論 2
ミクロ経済学概論 2 環 境 法 2 社 会 福 祉 概 論 2
マクロ経済学概論 2 情 報 法 2 地 域 福 祉 論 2
日 本 政 治 外 交 史 2 政 治 過 程 論 4 Ｎ Ｐ Ｏ 論 2
西 洋 政 治 史 4 行 政 学 4 マ ス メ デ ィ ア 論 2
政 策 過 程 論 2 政 治 思 想 史 4 政 策 特 別 演 習 Ⅰ 4

政 策 評 価 論 2 政 策 特 別 演 習 Ⅱ 4

選択科目

公 共 政 策 概 論 2 情 報 処 理 論 Ａ 2 日 本 法 制 史 4 アジア法セミナーⅡ 4
アメリカ法セミナーⅠ 4 情 報 処 理 論 Ｂ 2 西 洋 法 制 史 4 ドイツ法セミナーⅡ 4
特 別 講 義 A 2 英 米 法 2 東 洋 法 制 史 4 フランス法セミナーⅡ 4

ド イ ツ 法 2 ロ ー マ 法 4 アメリカ法セミナーⅢ 4
フ ラ ン ス 法 2 近 代 日 本 法 史 2
キャリアプランニング 2 児 童 福 祉 論 2
アジア法セミナーⅠ 4 法 医 学 2
ドイツ法セミナーⅠ 4 警察活動の理論と実務 2
フランス法セミナーⅠ 4 特 別 講 義 C 2
アメリカ法セミナーⅡ 4 特 別 講 義 D 2
概 説 日 本 史 2 特 別 講 義 E 2
概 説 外 国 史 2
概 説 社 会 学 2 大学院連携特別演習Ⅰ 4
概 説 哲 学 2 大学院連携特別演習Ⅱ 4
特 別 講 義 B 2 卒 業 論 文 2

関連教育科目 他学部の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

年次別授業科目表《学科履修規程 第4条 別表》 ※印は必修

（注） ⑴ 専門教育科目の選択科目については、上記年次別授業科目表のほか、法律学科に開設されていない経営法学科の専門教育科目を24単位を
限度として選択科目として修得することができる。

⑵ 自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したものとみなす。
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令和5年度入学生（JJ23台）法学部 法律学科

総合教養科目

�
�
�
��
�
�
��

人文科学…………………………………4単位以上
社会科学…………………………………4単位以上
自然科学…………………………………4単位以上
総合系列科目
学修基盤科目

�
�
�
��
�
�
�	

計12単位以上

⑴共通教育科目

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
��

�
��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�	

総計124単位以上

外国語科目
�
�
�

第1外国語…………………………………………………8単位以上
第2外国語…………………………………………………4単位以上

保健体育科目…………………………………………………………………4単位
単位互換科目

⑵専門教育科目

�
�
�
�
�
�
�
�
�

必修科目……………………………………………………8単位 �
�
�
�
�
�
�
�
	

計72単位以上
選択必修科目………………14単位以上�

�
	
40単位以上

�
�
�
�
�
�
	

64単位以上
自コース科目※1
他コース科目※2
選択科目

⑶自由履修単位

�
�
�
�
�

共通教育科目
専門教育科目
関連教育科目

�
�
�
�
	

……………………………………………………………計24単位以上

※1 各自が所属するコースの「コース科目」
※2 各自が所属するコース以外の「コース科目」 ※イメージ図

《卒業要件》

（注） 1．法律学科の学生は、法律学科に開設されていない経営法学科の専門教育科目を24単位を限度として選
択科目として修得することができる。

2．同一外国語について、第2外国語4単位以上を修得しない場合は、総合教養科目、専門教育科目、関連
教育科目のうちから4単位以上を修得しなければならない。

3．第2外国語を2単位のみ修得した場合は、各外国語について自由履修単位に算入する。
4．自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したも
のとみなす。

Ⅵ．諸 規 程
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令和5年度入学生（JJ23台）法学部 法律学科

第 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

共

通

教

育

科

目

総
合
教
養
科
目

人
文
科
学

哲 学Ａ 2 哲 学Ｂ 2 論 理 学Ａ 2 論 理 学Ｂ 2
倫 理 学Ａ 2 倫 理 学Ｂ 2 宗 教 学Ａ 2 宗 教 学Ｂ 2
日 本 史Ａ 2 日 本 史Ｂ 2 東 洋 史Ａ 2 東 洋 史Ｂ 2
西 洋 史Ａ 2 西 洋 史Ｂ 2 日 本 文 学Ａ 2 日 本 文 学Ｂ 2
ア ジ ア の 文 学Ａ 2 ア ジ ア の 文 学Ｂ 2 西 洋 文 学Ａ 2 西 洋 文 学Ｂ 2
人 文 地 理 学 2 芸 術Ａ 2 芸 術Ｂ 2 日 本 教 育 史 2
西 洋 教 育 史 2

社
会
科
学

法 学Ａ 2 法 学Ｂ 2 政 治 学Ａ 2 政 治 学Ｂ 2
経 済 学Ａ 2 経 済 学Ｂ 2 商 学Ａ 2 商 学Ｂ 2
社 会 学Ａ 2 社 会 学Ｂ 2 教 育 論Ａ 2 教 育 論Ｂ 2
教育の原理・課程論 2 地 理 学Ａ 2 地 理 学Ｂ 2 地 誌 学 2
心 理 学Ａ 2 心 理 学Ｂ 2 文 化 人 類 学Ａ 2 文 化 人 類 学Ｂ 2

自
然
科
学

数 学 入 門 2 基 礎 数 学 2 統 計 入 門 2 物 理 科 学 入 門 2
物 理 の 世 界 2 自然界と物質の化学 2 生活と環境の化学 2 地 球 圏 科 学 入 門 2
新 し い 地 球 観 2 ミクロの生物科学 2 マクロの生物科学 2 自 然 科 学 入 門 2
自 然 科 学 と 人 間 2 自然地理学（第3年次配当） 2

総合系列
科 目

福岡大学で考える現代社会 2

学修基盤
科 目

〔データサイエンス・ＡＩ入門〕 2

第 1 年 次 第 2 年 次 第 3 年 次 第 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

外
国
語
科
目

第
1

※フレッシュマン・イングリッシュⅠ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅠ 1 アドバンスト・イングリッシュⅠ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅡ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅡ 1 アドバンスト・イングリッシュⅡ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅢ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅢ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅣ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅣ 1

海 外 英 語 研 修 2

第

2

ド イ ツ 語ⅠＡ
ド イ ツ 語ⅠＢ

2 ド イ ツ 語ⅡＡ 2
2 ド イ ツ 語ⅡＢ 2

フ ラ ン ス 語ⅠＡ
フ ラ ン ス 語ⅠＢ

2 フ ラ ン ス 語ⅡＡ 2
2 フ ラ ン ス 語ⅡＢ 2

中 国 語ⅠＡ
中 国 語ⅠＢ

2 中 国 語ⅡＡ 2
2 中 国 語ⅡＢ 2

ロ シ ア 語ⅠＡ
ロ シ ア 語ⅠＢ

2 ロ シ ア 語ⅡＡ 2
2 ロ シ ア 語ⅡＢ 2

ス ペ イ ン 語ⅠＡ
ス ペ イ ン 語ⅠＢ

2 ス ペ イ ン 語ⅡＡ 2
2 ス ペ イ ン 語ⅡＢ 2

朝 鮮 語ⅠＡ
朝 鮮 語ⅠＢ

2 朝 鮮 語ⅡＡ 2
2 朝 鮮 語ⅡＢ 2

保健体育科目 ※生涯スポーツ演習Ⅰ 1 ※生 涯 ス ポ ー ツ 論 2
※生涯スポーツ演習Ⅱ 1

単位互換科目 他大学（短期大学を含む。）の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

専

門

教

育

科

目

必修科目
憲 法 Ⅰ 2
憲 法 Ⅱ 2
民 法 入 門 2
民 法 総 則 2

選択必修科目

政 治 学 入 門 2 債 権 法 Ⅰ 2 憲 法 特 講 4 演 習 Ⅱ ａ 4
裁 判 制 度 概 論 2 債 権 法 Ⅱ 2 民 法 特 講 Ⅱ 4 演 習 Ⅱ ｂ 4
法 学 部 入 門 ゼ ミ 2 物 権 法 Ⅰ 2 民 法 特 講 Ⅲ 4
基 礎 ゼ ミ 4 刑 法 Ⅰ 4 刑 事 法 特 講 Ⅱ 4

会 社 法 Ⅰ 2
会 社 法 Ⅱ 2
民 法 特 講 Ⅰ 4
刑 事 法 特 講 Ⅰ 4
政 治 学 原 論 4
演 習 Ⅰ 4 演 習 Ⅱ 4 演 習 Ⅲ 4

コ

ー

ス

科

目

法
律
総
合
コ
ー
ス

憲 法 Ⅲ 2 債 権 法 Ⅲ 2 税 法 Ⅰ Ａ 2
行 政 法 Ⅰ 4 相 続 法 2 税 法 Ⅰ Ｂ 2
物 権 法 Ⅱ 2 民 事 訴 訟 法 Ⅰ 2 税 法 Ⅱ Ａ 2
親 族 法 2 民 事 訴 訟 法 Ⅱ 2 税 法 Ⅱ Ｂ 2
商 法 総 則 2 刑 法 Ⅱ 4 民事執行・保全法 2
商 行 為 法 2 刑 事 訴 訟 法 4 倒 産 処 理 法 2
経 済 法 4 手 形 ・ 小 切 手 法 2 不 動 産 登 記 法 2
労 働 法 4 金 融 商 品 取 引 法 2 商 業 登 記 法 2
消 費 者 法 2 企 業 金 融 法 2 国 際 私 法 4
法 社 会 学 4 保 険 法 2 国 際 取 引 法 2

海 商 法 2 国 際 民 事 手 続 法 2
知 的 財 産 法 4 法 哲 学 4

公
共
法
務
コ
ー
ス

憲 法 Ⅲ 2 行 政 法 Ⅱ 4 税 法 Ⅰ Ａ 2
行 政 法 Ⅰ 4 地 方 自 治 法 2 税 法 Ⅰ Ｂ 2
物 権 法 Ⅱ 2 比 較 憲 法 2 社 会 保 障 法 4
親 族 法 2 債 権 法 Ⅲ 2 環 境 法 2
国 際 法 総 論 4 相 続 法 2 情 報 法 2
国 際 関 係 論 4 民 事 訴 訟 法 Ⅰ 2 政 治 過 程 論 4
経 済 法 4 民 事 訴 訟 法 Ⅱ 2 行 政 学 4
ミクロ経済学概論 2 刑 法 Ⅱ 4 法 哲 学 4
マクロ経済学概論 2 刑 事 訴 訟 法 4 行 政 特 別 演 習 Ⅰ 4

刑 事 政 策 4 行 政 特 別 演 習 Ⅱ 4
国 際 法 各 論 4

総
合
政
策
コ
ー
ス

行 政 法 Ⅰ 4 行 政 法 Ⅱ 4 都 市 政 策 2
労 働 法 4 地 方 自 治 法 2 九 州 地 域 政 策 2
国 際 関 係 論 4 社 会 保 障 法 4 福 祉 国 家 論 2
ミクロ経済学概論 2 環 境 法 2 社 会 福 祉 概 論 2
マクロ経済学概論 2 情 報 法 2 地 域 福 祉 論 2
日 本 政 治 外 交 史 2 政 治 過 程 論 4 Ｎ Ｐ Ｏ 論 2
西 洋 政 治 史 4 行 政 学 4 マ ス メ デ ィ ア 論 2
政 策 過 程 論 2 政 治 思 想 史 4 政 策 特 別 演 習 Ⅰ 4

政 策 評 価 論 2 政 策 特 別 演 習 Ⅱ 4

選択科目

公 共 政 策 概 論 2 情 報 処 理 論 Ａ 2 日 本 法 制 史 4 アジア法セミナーⅡ 4
アメリカ法セミナーⅠ 4 情 報 処 理 論 Ｂ 2 西 洋 法 制 史 4 ドイツ法セミナーⅡ 4
特 別 講 義 A 2 英 米 法 2 東 洋 法 制 史 4 フランス法セミナーⅡ 4

ド イ ツ 法 2 ロ ー マ 法 4 アメリカ法セミナーⅢ 4
フ ラ ン ス 法 2 近 代 日 本 法 史 2
キャリアプランニング 2 児 童 福 祉 論 2
アジア法セミナーⅠ 4 法 医 学 2
〔ドイツ法セミナーⅠ〕 4 警察活動の理論と実務 2
〔フランス法セミナーⅠ〕 4 特 別 講 義 C 2
アメリカ法セミナーⅡ 4 特 別 講 義 D 2
概 説 日 本 史 2 特 別 講 義 E 2
概 説 外 国 史 2
概 説 社 会 学 2 大学院連携特別演習Ⅰ 4
概 説 哲 学 2 大学院連携特別演習Ⅱ 4
特 別 講 義 B 2 卒 業 論 文 2

関連教育科目 他学部の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

年次別授業科目表《学科履修規程 第4条 別表》 ※印は必修

（注） ⑴ 専門教育科目の選択科目については、上記年次別授業科目表のほか、法律学科に開設されていない経営法学科の専門教育科目を24単位を
限度として選択科目として修得することができる。

⑵ 自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したものとみなす。
⑶ 〔 〕内は、今年度休講。
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令和4年度入学生（JJ22台）法学部 法律学科

総合教養科目

�
�
�
��
�
�
��

人文科学…………………………………4単位以上
社会科学…………………………………4単位以上
自然科学…………………………………4単位以上
総合系列科目
学修基盤科目

�
�
�
��
�
�
�	

計12単位以上

⑴共通教育科目

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
��

�
��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�	

総計124単位以上

外国語科目
�
�
�

第1外国語…………………………………………………8単位以上
第2外国語…………………………………………………4単位以上

保健体育科目…………………………………………………………………4単位
単位互換科目

⑵専門教育科目

�
�
�
�
�
�
�
�
�

必修科目……………………………………………………8単位 �
�
�
�
�
�
�
�
	

計72単位以上
選択必修科目………………14単位以上�

�
	
40単位以上

�
�
�
�
�
�
	

64単位以上
自コース科目※1
他コース科目※2
選択科目

⑶自由履修単位

�
�
�
�
�

共通教育科目
専門教育科目
関連教育科目

�
�
�
�
	

……………………………………………………………計24単位以上

※1 各自が所属するコースの「コース科目」
※2 各自が所属するコース以外の「コース科目」 ※イメージ図

《卒業要件》

（注） 1．法律学科の学生は、法律学科に開設されていない経営法学科の専門教育科目を24単位を限度として選
択科目として修得することができる。

2．同一外国語について、第2外国語4単位以上を修得しない場合は、総合教養科目、専門教育科目、関連
教育科目のうちから4単位以上を修得しなければならない。

3．第2外国語を2単位のみ修得した場合は、各外国語について自由履修単位に算入する。
4．自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したも
のとみなす。

Ⅵ．諸 規 程
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令和4年度入学生（JJ22台）法学部 法律学科

第 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

共

通

教

育

科

目

総
合
教
養
科
目

人
文
科
学

哲 学Ａ 2 哲 学Ｂ 2 論 理 学Ａ 2 論 理 学Ｂ 2
倫 理 学Ａ 2 倫 理 学Ｂ 2 宗 教 学Ａ 2 宗 教 学Ｂ 2
日 本 史Ａ 2 日 本 史Ｂ 2 東 洋 史Ａ 2 東 洋 史Ｂ 2
西 洋 史Ａ 2 西 洋 史Ｂ 2 日 本 文 学Ａ 2 日 本 文 学Ｂ 2
ア ジ ア の 文 学Ａ 2 ア ジ ア の 文 学Ｂ 2 西 洋 文 学Ａ 2 西 洋 文 学Ｂ 2
人 文 地 理 学 2 芸 術Ａ 2 芸 術Ｂ 2 日 本 教 育 史 2
西 洋 教 育 史 2

社
会
科
学

法 学Ａ 2 法 学Ｂ 2 政 治 学Ａ 2 政 治 学Ｂ 2
経 済 学Ａ 2 経 済 学Ｂ 2 商 学Ａ 2 商 学Ｂ 2
社 会 学Ａ 2 社 会 学Ｂ 2 教 育 論Ａ 2 教 育 論Ｂ 2
教育の原理・課程論 2 地 理 学Ａ 2 地 理 学Ｂ 2 地 誌 学 2
心 理 学Ａ 2 心 理 学Ｂ 2 文 化 人 類 学Ａ 2 文 化 人 類 学Ｂ 2

自
然
科
学

数 学 入 門 2 基 礎 数 学 2 統 計 入 門 2 物 理 科 学 入 門 2
物 理 の 世 界 2 自然界と物質の化学 2 生活と環境の化学 2 地 球 圏 科 学 入 門 2
新 し い 地 球 観 2 ミクロの生物科学 2 マクロの生物科学 2 自 然 科 学 入 門 2
自 然 科 学 と 人 間 2 自然地理学（第3年次配当） 2

総合系列
科 目

地 球 環 境 2 〔生命・健康と医療〕 2 国 際 化 と 日 本 2 〔科学・技術・情報と社会〕 2

学修基盤
科 目

〔データサイエンス・ＡＩ入門〕 2

第 1 年 次 第 2 年 次 第 3 年 次 第 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

外
国
語
科
目

第
1

※フレッシュマン・イングリッシュⅠ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅠ 1 アドバンスト・イングリッシュⅠ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅡ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅡ 1 アドバンスト・イングリッシュⅡ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅢ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅢ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅣ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅣ 1

海 外 英 語 研 修 2

第

2

ド イ ツ 語ⅠＡ
ド イ ツ 語ⅠＢ

2 ド イ ツ 語ⅡＡ 2
2 ド イ ツ 語ⅡＢ 2

フ ラ ン ス 語ⅠＡ
フ ラ ン ス 語ⅠＢ

2 フ ラ ン ス 語ⅡＡ 2
2 フ ラ ン ス 語ⅡＢ 2

中 国 語ⅠＡ
中 国 語ⅠＢ

2 中 国 語ⅡＡ 2
2 中 国 語ⅡＢ 2

ロ シ ア 語ⅠＡ
ロ シ ア 語ⅠＢ

2 ロ シ ア 語ⅡＡ 2
2 ロ シ ア 語ⅡＢ 2

ス ペ イ ン 語ⅠＡ
ス ペ イ ン 語ⅠＢ

2 ス ペ イ ン 語ⅡＡ 2
2 ス ペ イ ン 語ⅡＢ 2

朝 鮮 語ⅠＡ
朝 鮮 語ⅠＢ

2 朝 鮮 語ⅡＡ 2
2 朝 鮮 語ⅡＢ 2

保健体育科目 ※生涯スポーツ演習Ⅰ 1 ※生 涯 ス ポ ー ツ 論 2
※生涯スポーツ演習Ⅱ 1

単位互換科目 他大学（短期大学を含む。）の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

専

門

教

育

科

目

必修科目
憲 法 Ⅰ 2
憲 法 Ⅱ 2
民 法 入 門 2
民 法 総 則 2

選択必修科目

政 治 学 入 門 2 債 権 法 Ⅰ 2 憲 法 特 講 4 〔演 習 Ⅱ ａ〕 4
裁 判 制 度 概 論 2 債 権 法 Ⅱ 2 民 法 特 講 Ⅱ 4 演 習 Ⅱ ｂ 4
法 学 部 入 門 ゼ ミ 2 物 権 法 Ⅰ 2 民 法 特 講 Ⅲ 4
基 礎 ゼ ミ 4 刑 法 Ⅰ 4 刑 事 法 特 講 Ⅱ 4

会 社 法 Ⅰ 2
会 社 法 Ⅱ 2
民 法 特 講 Ⅰ 4
刑 事 法 特 講 Ⅰ 4
政 治 学 原 論 4
演 習 Ⅰ 4 演 習 Ⅱ 4 演 習 Ⅲ 4

コ

ー

ス

科

目

法
律
総
合
コ
ー
ス

憲 法 Ⅲ 2 債 権 法 Ⅲ 2 税 法 Ⅰ Ａ 2
行 政 法 Ⅰ 4 相 続 法 2 税 法 Ⅰ Ｂ 2
物 権 法 Ⅱ 2 民 事 訴 訟 法 Ⅰ 2 税 法 Ⅱ Ａ 2
親 族 法 2 民 事 訴 訟 法 Ⅱ 2 税 法 Ⅱ Ｂ 2
商 法 総 則 2 刑 法 Ⅱ 4 民事執行・保全法 2
商 行 為 法 2 刑 事 訴 訟 法 4 倒 産 処 理 法 2
経 済 法 4 手 形 ・ 小 切 手 法 2 不 動 産 登 記 法 2
労 働 法 4 金 融 商 品 取 引 法 2 商 業 登 記 法 2
消 費 者 法 2 企 業 金 融 法 2 国 際 私 法 4
法 社 会 学 4 保 険 法 2 国 際 取 引 法 2

海 商 法 2 国 際 民 事 手 続 法 2
知 的 財 産 法 4 法 哲 学 4

公
共
法
務
コ
ー
ス

憲 法 Ⅲ 2 行 政 法 Ⅱ 4 税 法 Ⅰ Ａ 2
行 政 法 Ⅰ 4 地 方 自 治 法 2 税 法 Ⅰ Ｂ 2
物 権 法 Ⅱ 2 比 較 憲 法 2 社 会 保 障 法 4
親 族 法 2 債 権 法 Ⅲ 2 環 境 法 2
国 際 法 総 論 4 相 続 法 2 情 報 法 2
国 際 関 係 論 4 民 事 訴 訟 法 Ⅰ 2 政 治 過 程 論 4
経 済 法 4 民 事 訴 訟 法 Ⅱ 2 行 政 学 4
ミクロ経済学概論 2 刑 法 Ⅱ 4 法 哲 学 4
マクロ経済学概論 2 刑 事 訴 訟 法 4 行 政 特 別 演 習 Ⅰ 4

刑 事 政 策 4 行 政 特 別 演 習 Ⅱ 4
国 際 法 各 論 4

総
合
政
策
コ
ー
ス

行 政 法 Ⅰ 4 行 政 法 Ⅱ 4 都 市 政 策 2
労 働 法 4 地 方 自 治 法 2 九 州 地 域 政 策 2
国 際 関 係 論 4 社 会 保 障 法 4 福 祉 国 家 論 2
ミクロ経済学概論 2 環 境 法 2 社 会 福 祉 概 論 2
マクロ経済学概論 2 情 報 法 2 地 域 福 祉 論 2
日 本 政 治 外 交 史 2 政 治 過 程 論 4 〔Ｎ Ｐ Ｏ 論〕 2
西 洋 政 治 史 4 行 政 学 4 マ ス メ デ ィ ア 論 2
政 策 過 程 論 2 政 治 思 想 史 4 政 策 特 別 演 習 Ⅰ 4

政 策 評 価 論 2 〔政策特別演習Ⅱ〕 4

選択科目

公 共 政 策 概 論 2 情 報 処 理 論 Ａ 2 〔日 本 法 制 史〕 4 〔ドイツ法セミナーⅡ〕 4
世 界 外 交 史 4 情 報 処 理 論 Ｂ 2 西 洋 法 制 史 4 〔フランス法セミナーⅡ〕 4
アメリカ法セミナーⅠ 4 英 米 法 2 〔東 洋 法 制 史〕 4 〔アメリカ法セミナーⅢ〕 4

ド イ ツ 法 2 ロ ー マ 法 4
フ ラ ン ス 法 2 近 代 日 本 法 史 2
キャリアプランニング 2 児 童 福 祉 論 2
アジア法セミナーⅠ 4 法 医 学 2
〔ドイツ法セミナーⅠ〕 4 警察活動の理論と実務 2
〔フランス法セミナーⅠ〕 4 特 別 講 義 2‐10
アメリカ法セミナーⅡ 4 〔アジア法セミナーⅡ〕 4
概 説 日 本 史 2
概 説 外 国 史 2 大学院連携特別演習Ⅰ 4
概 説 社 会 学 2 大学院連携特別演習Ⅱ 4
概 説 哲 学 2 卒 業 論 文 2

関連教育科目 他学部の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

年次別授業科目表《学科履修規程 第4条 別表》 ※印は必修

（注） ⑴ 専門教育科目の選択科目については、上記年次別授業科目表のほか、法律学科に開設されていない経営法学科の専門教育科目を24単位を
限度として選択科目として修得することができる。

⑵ 自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したものとみなす。
⑶ 〔 〕内は、今年度休講。
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令和3年度入学生（JJ21台）法学部 法律学科

総合教養科目

�
�
�
�
�
�
�

人文科学…………………………………4単位以上
社会科学…………………………………4単位以上
自然科学…………………………………4単位以上
総合系列科目

�
�
�
�
�
�
�

計12単位以上��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

総計124単位以上

⑴共通教育科目

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

外国語科目
�
�
�

第1外国語…………………………………………………8単位以上
第2外国語…………………………………………………4単位以上

保健体育科目…………………………………………………………………4単位
単位互換科目

⑵専門教育科目

�
�
�
�
�
�
�
�
�

必修科目……………………………………………………8単位 �
�
�
�
�
�
�
�
�

計72単位以上
選択必修科目………………14単位以上�

�
�
40単位以上

�
�
�
�
�
�
�

64単位以上
自コース科目※1
他コース科目※2
選択科目

⑶自由履修単位

�
�
�
�
�

共通教育科目
専門教育科目
関連教育科目

�
�
�
�
�

……………………………………………………………計24単位以上

※1 各自が所属するコースの「コース科目」
※2 各自が所属するコース以外の「コース科目」

《卒業要件》

（注） 1．法律学科の学生は、法律学科に開設されていない経営法学科の専門教育科目を24単位を限度として選
択科目として修得することができる。

2．同一外国語について、第2外国語4単位以上を修得しない場合は、総合教養科目、専門教育科目、関連
教育科目のうちから4単位以上を修得しなければならない。

3．第2外国語を2単位のみ修得した場合は、各外国語について自由履修単位に算入する。
4．自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したも
のとみなす。

Ⅵ．諸 規 程

―164―



令和3年度入学生（JJ21台）法学部 法律学科

第 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

共

通

教

育

科

目

総
合
教
養
科
目

人
文
科
学

哲 学Ａ 2 哲 学Ｂ 2 論 理 学Ａ 2 論 理 学Ｂ 2
倫 理 学Ａ 2 倫 理 学Ｂ 2 宗 教 学Ａ 2 宗 教 学Ｂ 2
日 本 史Ａ 2 日 本 史Ｂ 2 東 洋 史Ａ 2 東 洋 史Ｂ 2
西 洋 史Ａ 2 西 洋 史Ｂ 2 日 本 文 学Ａ 2 日 本 文 学Ｂ 2
ア ジ ア の 文 学Ａ 2 ア ジ ア の 文 学Ｂ 2 西 洋 文 学Ａ 2 西 洋 文 学Ｂ 2
人 文 地 理 学 2 芸 術Ａ 2 芸 術Ｂ 2 日 本 教 育 史 2
西 洋 教 育 史 2

社
会
科
学

法 学Ａ 2 法 学Ｂ 2 政 治 学Ａ 2 政 治 学Ｂ 2
経 済 学Ａ 2 経 済 学Ｂ 2 商 学Ａ 2 商 学Ｂ 2
社 会 学Ａ 2 社 会 学Ｂ 2 教 育 論Ａ 2 教 育 論Ｂ 2
教育の原理・課程論 2 地 理 学Ａ 2 地 理 学Ｂ 2 地 誌 学 2
心 理 学Ａ 2 心 理 学Ｂ 2 文 化 人 類 学Ａ 2 文 化 人 類 学Ｂ 2

自
然
科
学

数 学 入 門 2 基 礎 数 学 2 統 計 入 門 2 物 理 科 学 入 門 2
物 理 の 世 界 2 自然界と物質の化学 2 生活と環境の化学 2 地 球 圏 科 学 入 門 2
新 し い 地 球 観 2 ミクロの生物科学 2 マクロの生物科学 2 自 然 科 学 入 門 2
自 然 科 学 と 人 間 2 自然地理学（第3年次配当） 2

総合系列
科 目

地 球 環 境 2 〔生命・健康と医療〕 2 国 際 化 と 日 本 2 〔科学・技術・情報と社会〕 2

第 1 年 次 第 2 年 次 第 3 年 次 第 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

外
国
語
科
目

第
1

※フレッシュマン・イングリッシュⅠ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅠ 1 アドバンスト・イングリッシュⅠ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅡ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅡ 1 アドバンスト・イングリッシュⅡ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅢ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅢ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅣ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅣ 1

海 外 英 語 研 修 2

第

2

ド イ ツ 語ⅠＡ
ド イ ツ 語ⅠＢ

2 ド イ ツ 語ⅡＡ 2
2 ド イ ツ 語ⅡＢ 2

フ ラ ン ス 語ⅠＡ
フ ラ ン ス 語ⅠＢ

2 フ ラ ン ス 語ⅡＡ 2
2 フ ラ ン ス 語ⅡＢ 2

中 国 語ⅠＡ
中 国 語ⅠＢ

2 中 国 語ⅡＡ 2
2 中 国 語ⅡＢ 2

ロ シ ア 語ⅠＡ
ロ シ ア 語ⅠＢ

2 ロ シ ア 語ⅡＡ 2
2 ロ シ ア 語ⅡＢ 2

ス ペ イ ン 語ⅠＡ
ス ペ イ ン 語ⅠＢ

2 ス ペ イ ン 語ⅡＡ 2
2 ス ペ イ ン 語ⅡＢ 2

朝 鮮 語ⅠＡ
朝 鮮 語ⅠＢ

2 朝 鮮 語ⅡＡ 2
2 朝 鮮 語ⅡＢ 2

保健体育科目 ※生涯スポーツ演習Ⅰ 1 ※生 涯 ス ポ ー ツ 論 2
※生涯スポーツ演習Ⅱ 1

単位互換科目 他大学（短期大学を含む。）の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

専

門

教

育

科

目

必修科目
憲 法 Ⅰ 2
憲 法 Ⅱ 2
民 法 入 門 2
民 法 総 則 2

選択必修科目

政 治 学 入 門 2 債 権 法 Ⅰ 2 憲 法 特 講 4 〔演 習 Ⅱ ａ〕 4
裁 判 制 度 概 論 2 債 権 法 Ⅱ 2 民 法 特 講 Ⅱ 4 演 習 Ⅱ ｂ 4
法 学 部 入 門 ゼ ミ 2 物 権 法 Ⅰ 2 民 法 特 講 Ⅲ 4
基 礎 ゼ ミ 4 刑 法 Ⅰ 4 刑 事 法 特 講 Ⅱ 4

会 社 法 Ⅰ 2
会 社 法 Ⅱ 2
民 法 特 講 Ⅰ 4
刑 事 法 特 講 Ⅰ 4
政 治 学 原 論 4
演 習 Ⅰ 4 演 習 Ⅱ 4 演 習 Ⅲ 4

コ

ー

ス

科

目

法
律
総
合
コ
ー
ス

憲 法 Ⅲ 2 債 権 法 Ⅲ 2 税 法 Ⅰ Ａ 2
行 政 法 Ⅰ 4 相 続 法 2 税 法 Ⅰ Ｂ 2
物 権 法 Ⅱ 2 民 事 訴 訟 法 Ⅰ 2 税 法 Ⅱ Ａ 2
親 族 法 2 民 事 訴 訟 法 Ⅱ 2 税 法 Ⅱ Ｂ 2
商 法 総 則 2 刑 法 Ⅱ 4 民事執行・保全法 2
商 行 為 法 2 刑 事 訴 訟 法 4 倒 産 処 理 法 2
経 済 法 4 手 形 ・ 小 切 手 法 2 不 動 産 登 記 法 2
労 働 法 4 金 融 商 品 取 引 法 2 商 業 登 記 法 2
消 費 者 法 2 企 業 金 融 法 2 国 際 私 法 4
法 社 会 学 4 保 険 法 2 国 際 取 引 法 2

海 商 法 2 国 際 民 事 手 続 法 2
知 的 財 産 法 4 法 哲 学 4

公
共
法
務
コ
ー
ス

憲 法 Ⅲ 2 行 政 法 Ⅱ 4 税 法 Ⅰ Ａ 2
行 政 法 Ⅰ 4 地 方 自 治 法 2 税 法 Ⅰ Ｂ 2
物 権 法 Ⅱ 2 比 較 憲 法 2 社 会 保 障 法 4
親 族 法 2 債 権 法 Ⅲ 2 環 境 法 2
国 際 法 総 論 4 相 続 法 2 情 報 法 2
国 際 関 係 論 4 民 事 訴 訟 法 Ⅰ 2 政 治 過 程 論 4
経 済 法 4 民 事 訴 訟 法 Ⅱ 2 行 政 学 4
ミクロ経済学概論 2 刑 法 Ⅱ 4 法 哲 学 4
マクロ経済学概論 2 刑 事 訴 訟 法 4 行 政 特 別 演 習 Ⅰ 4

刑 事 政 策 4 行 政 特 別 演 習 Ⅱ 4
国 際 法 各 論 4

総
合
政
策
コ
ー
ス

行 政 法 Ⅰ 4 行 政 法 Ⅱ 4 都 市 政 策 2
労 働 法 4 地 方 自 治 法 2 九 州 地 域 政 策 2
国 際 関 係 論 4 社 会 保 障 法 4 福 祉 国 家 論 2
ミクロ経済学概論 2 環 境 法 2 社 会 福 祉 概 論 2
マクロ経済学概論 2 情 報 法 2 地 域 福 祉 論 2
日 本 政 治 外 交 史 2 政 治 過 程 論 4 〔Ｎ Ｐ Ｏ 論〕 2
西 洋 政 治 史 4 行 政 学 4 マ ス メ デ ィ ア 論 2
政 策 過 程 論 2 政 治 思 想 史 4 政 策 特 別 演 習 Ⅰ 4

政 策 評 価 論 2 〔政策特別演習Ⅱ〕 4

選択科目

公 共 政 策 概 論 2 情 報 処 理 論 Ａ 2 〔日 本 法 制 史〕 4 〔ドイツ法セミナーⅡ〕 4
世 界 外 交 史 4 情 報 処 理 論 Ｂ 2 西 洋 法 制 史 4 〔フランス法セミナーⅡ〕 4
アメリカ法セミナーⅠ 4 英 米 法 2 〔東 洋 法 制 史〕 4 〔アメリカ法セミナーⅢ〕 4

ド イ ツ 法 2 ロ ー マ 法 4
フ ラ ン ス 法 2 近 代 日 本 法 史 2
キャリアプランニング 2 児 童 福 祉 論 2
アジア法セミナーⅠ 4 法 医 学 2
〔ドイツ法セミナーⅠ〕 4 警察活動の理論と実務 2
〔フランス法セミナーⅠ〕 4 特 別 講 義 2‐10
アメリカ法セミナーⅡ 4 〔アジア法セミナーⅡ〕 4
概 説 日 本 史 2
概 説 外 国 史 2 大学院連携特別演習Ⅰ 4
概 説 社 会 学 2 大学院連携特別演習Ⅱ 4
概 説 哲 学 2 卒 業 論 文 2

関連教育科目 他学部の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

年次別授業科目表《学科履修規程 第4条 別表》 ※印は必修

（注） ⑴ 専門教育科目の選択科目については、上記年次別授業科目表のほか、法律学科に開設されていない経営法学科の専門教育科目を24単位を
限度として選択科目として修得することができる。

⑵ 自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したものとみなす。
⑶ 〔 〕内は、今年度休講。
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令和2年度入学生（JJ20台）法学部 法律学科

総合教養科目

�
�
�
�
�
�
�

人文科学…………………………………4単位以上
社会科学…………………………………4単位以上
自然科学…………………………………4単位以上
総合系列科目

�
�
�
�
�
�
�

計12単位以上��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

総計124単位以上

⑴共通教育科目

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

外国語科目
�
�
�

第1外国語…………………………………………………8単位以上
第2外国語…………………………………………………4単位以上

保健体育科目…………………………………………………………………4単位
単位互換科目

⑵専門教育科目

�
�
�
�
�
�
�
�
�

必修科目……………………………………………………8単位 �
�
�
�
�
�
�
�
�

計72単位以上
選択必修科目………………14単位以上�

�
�
40単位以上

�
�
�
�
�
�
�

64単位以上
自コース科目※1
他コース科目※2
選択科目

⑶自由履修単位

�
�
�
�
�

共通教育科目
専門教育科目
関連教育科目

�
�
�
�
�

……………………………………………………………計24単位以上

※1 各自が所属するコースの「コース科目」
※2 各自が所属するコース以外の「コース科目」

《卒業要件》

（注） 1．法律学科の学生は、法律学科に開設されていない経営法学科の専門教育科目を24単位を限度として選
択科目として修得することができる。

2．同一外国語について、第2外国語4単位以上を修得しない場合は、総合教養科目、専門教育科目、関連
教育科目のうちから4単位以上を修得しなければならない。

3．第2外国語を2単位のみ修得した場合は、各外国語について自由履修単位に算入する。
4．自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したも
のとみなす。

Ⅵ．諸 規 程
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令和2年度入学生（JJ20台）法学部 法律学科

第 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

共

通

教

育

科

目

総
合
教
養
科
目

人
文
科
学

哲 学Ａ 2 哲 学Ｂ 2 論 理 学Ａ 2 論 理 学Ｂ 2
倫 理 学Ａ 2 倫 理 学Ｂ 2 宗 教 学Ａ 2 宗 教 学Ｂ 2
日 本 史Ａ 2 日 本 史Ｂ 2 東 洋 史Ａ 2 東 洋 史Ｂ 2
西 洋 史Ａ 2 西 洋 史Ｂ 2 日 本 文 学Ａ 2 日 本 文 学Ｂ 2
ア ジ ア の 文 学Ａ 2 ア ジ ア の 文 学Ｂ 2 西 洋 文 学Ａ 2 西 洋 文 学Ｂ 2
人 文 地 理 学 2 芸 術Ａ 2 芸 術Ｂ 2 日 本 教 育 史 2
西 洋 教 育 史 2

社
会
科
学

法 学Ａ 2 法 学Ｂ 2 政 治 学Ａ 2 政 治 学Ｂ 2
経 済 学Ａ 2 経 済 学Ｂ 2 商 学Ａ 2 商 学Ｂ 2
社 会 学Ａ 2 社 会 学Ｂ 2 教 育 論Ａ 2 教 育 論Ｂ 2
教育の原理・課程論 2 地 理 学Ａ 2 地 理 学Ｂ 2 地 誌 学 2
心 理 学Ａ 2 心 理 学Ｂ 2 文 化 人 類 学Ａ 2 文 化 人 類 学Ｂ 2

自
然
科
学

数 学 入 門 2 基 礎 数 学 2 統 計 入 門 2 物 理 科 学 入 門 2
物 理 の 世 界 2 自然界と物質の化学 2 生活と環境の化学 2 地 球 圏 科 学 入 門 2
新 し い 地 球 観 2 ミクロの生物科学 2 マクロの生物科学 2 自 然 科 学 入 門 2
自 然 科 学 と 人 間 2 自然地理学（第3年次配当） 2

総合系列
科 目

地 球 環 境 2 〔生命・健康と医療〕 2 国 際 化 と 日 本 2 〔科学・技術・情報と社会〕 2

第 1 年 次 第 2 年 次 第 3 年 次 第 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

外
国
語
科
目

第
1

※フレッシュマン・イングリッシュⅠ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅠ 1 アドバンスト・イングリッシュⅠ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅡ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅡ 1 アドバンスト・イングリッシュⅡ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅢ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅢ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅣ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅣ 1

海 外 英 語 研 修 2

第

2

ド イ ツ 語ⅠＡ
ド イ ツ 語ⅠＢ

2 ド イ ツ 語ⅡＡ 2
2 ド イ ツ 語ⅡＢ 2

フ ラ ン ス 語ⅠＡ
フ ラ ン ス 語ⅠＢ

2 フ ラ ン ス 語ⅡＡ 2
2 フ ラ ン ス 語ⅡＢ 2

中 国 語ⅠＡ
中 国 語ⅠＢ

2 中 国 語ⅡＡ 2
2 中 国 語ⅡＢ 2

ロ シ ア 語ⅠＡ
ロ シ ア 語ⅠＢ

2 ロ シ ア 語ⅡＡ 2
2 ロ シ ア 語ⅡＢ 2

ス ペ イ ン 語ⅠＡ
ス ペ イ ン 語ⅠＢ

2 ス ペ イ ン 語ⅡＡ 2
2 ス ペ イ ン 語ⅡＢ 2

朝 鮮 語ⅠＡ
朝 鮮 語ⅠＢ

2 朝 鮮 語ⅡＡ 2
2 朝 鮮 語ⅡＢ 2

保健体育科目 ※生涯スポーツ演習Ⅰ 1 ※生 涯 ス ポ ー ツ 論 2
※生涯スポーツ演習Ⅱ 1

単位互換科目 他大学（短期大学を含む。）の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

専

門

教

育

科

目

必修科目
憲 法 Ⅰ 2
憲 法 Ⅱ 2
民 法 入 門 2
民 法 総 則 2

選択必修科目

政 治 学 入 門 2 債 権 法 Ⅰ 2 憲 法 特 講 4 〔演 習 Ⅱ ａ〕 4
裁 判 制 度 概 論 2 債 権 法 Ⅱ 2 民 法 特 講 Ⅱ 4 演 習 Ⅱ ｂ 4
法 学 部 入 門 ゼ ミ 2 物 権 法 Ⅰ 2 民 法 特 講 Ⅲ 4
基 礎 ゼ ミ 4 刑 法 Ⅰ 4 刑 事 法 特 講 Ⅱ 4

会 社 法 Ⅰ 2
会 社 法 Ⅱ 2
民 法 特 講 Ⅰ 4
刑 事 法 特 講 Ⅰ 4
政 治 学 原 論 4
演 習 Ⅰ 4 演 習 Ⅱ 4 演 習 Ⅲ 4

コ

ー

ス

科

目

法
律
総
合
コ
ー
ス

憲 法 Ⅲ 2 債 権 法 Ⅲ 2 税 法 Ⅰ Ａ 2
行 政 法 Ⅰ 4 相 続 法 2 税 法 Ⅰ Ｂ 2
物 権 法 Ⅱ 2 民 事 訴 訟 法 Ⅰ 2 税 法 Ⅱ Ａ 2
親 族 法 2 民 事 訴 訟 法 Ⅱ 2 税 法 Ⅱ Ｂ 2
商 法 総 則 2 刑 法 Ⅱ 4 民事執行・保全法 2
商 行 為 法 2 刑 事 訴 訟 法 4 倒 産 処 理 法 2
経 済 法 4 手 形 ・ 小 切 手 法 2 不 動 産 登 記 法 2
労 働 法 4 金 融 商 品 取 引 法 2 商 業 登 記 法 2
消 費 者 法 2 企 業 金 融 法 2 国 際 私 法 4
法 社 会 学 4 保 険 法 2 国 際 取 引 法 2

海 商 法 2 国 際 民 事 手 続 法 2
知 的 財 産 法 4 法 哲 学 4

公
共
法
務
コ
ー
ス

憲 法 Ⅲ 2 行 政 法 Ⅱ 4 税 法 Ⅰ Ａ 2
行 政 法 Ⅰ 4 地 方 自 治 法 2 税 法 Ⅰ Ｂ 2
物 権 法 Ⅱ 2 比 較 憲 法 2 社 会 保 障 法 4
親 族 法 2 債 権 法 Ⅲ 2 環 境 法 2
国 際 法 総 論 4 相 続 法 2 情 報 法 2
国 際 関 係 論 4 民 事 訴 訟 法 Ⅰ 2 政 治 過 程 論 4
経 済 法 4 民 事 訴 訟 法 Ⅱ 2 行 政 学 4
ミクロ経済学概論 2 刑 法 Ⅱ 4 法 哲 学 4
マクロ経済学概論 2 刑 事 訴 訟 法 4 行 政 特 別 演 習 Ⅰ 4

刑 事 政 策 4 行 政 特 別 演 習 Ⅱ 4
国 際 法 各 論 4

総
合
政
策
コ
ー
ス

行 政 法 Ⅰ 4 行 政 法 Ⅱ 4 都 市 政 策 2
労 働 法 4 地 方 自 治 法 2 九 州 地 域 政 策 2
国 際 関 係 論 4 社 会 保 障 法 4 福 祉 国 家 論 2
ミクロ経済学概論 2 環 境 法 2 社 会 福 祉 概 論 2
マクロ経済学概論 2 情 報 法 2 地 域 福 祉 論 2
日 本 政 治 外 交 史 2 政 治 過 程 論 4 〔Ｎ Ｐ Ｏ 論〕 2
西 洋 政 治 史 4 行 政 学 4 マ ス メ デ ィ ア 論 2
政 策 過 程 論 2 政 治 思 想 史 4 政 策 特 別 演 習 Ⅰ 4

政 策 評 価 論 2 〔政策特別演習Ⅱ〕 4

選択科目

公 共 政 策 概 論 2 情 報 処 理 論 Ａ 2 〔日 本 法 制 史〕 4 〔ドイツ法セミナーⅡ〕 4
世 界 外 交 史 4 情 報 処 理 論 Ｂ 2 西 洋 法 制 史 4 〔フランス法セミナーⅡ〕 4
アメリカ法セミナーⅠ 4 英 米 法 2 〔東 洋 法 制 史〕 4 〔アメリカ法セミナーⅢ〕 4

ド イ ツ 法 2 ロ ー マ 法 4
フ ラ ン ス 法 2 近 代 日 本 法 史 2
キャリアプランニング 2 児 童 福 祉 論 2
アジア法セミナーⅠ 4 法 医 学 2
〔ドイツ法セミナーⅠ〕 4 警察活動の理論と実務 2
〔フランス法セミナーⅠ〕 4 特 別 講 義 2‐10
アメリカ法セミナーⅡ 4 〔アジア法セミナーⅡ〕 4
概 説 日 本 史 2
概 説 外 国 史 2 大学院連携特別演習Ⅰ 4
概 説 社 会 学 2 大学院連携特別演習Ⅱ 4
概 説 哲 学 2 卒 業 論 文 2

関連教育科目 他学部の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

年次別授業科目表《学科履修規程 第4条 別表》 ※印は必修

（注） ⑴ 専門教育科目の選択科目については、上記年次別授業科目表のほか、法律学科に開設されていない経営法学科の専門教育科目を24単位を
限度として選択科目として修得することができる。

⑵ 自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したものとみなす。
⑶ 〔 〕内は、今年度休講。
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平成31年度入学生（JJ19台）法学部 法律学科

総合教養科目

�
�
�
�
�
�
�

人文科学…………………………………4単位以上
社会科学…………………………………4単位以上
自然科学…………………………………4単位以上
総合系列科目

�
�
�
�
�
�
�

計12単位以上��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

総計124単位以上

⑴共通教育科目

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

外国語科目
�
�
�

第1外国語…………………………………………………8単位以上
第2外国語…………………………………………………4単位以上

保健体育科目…………………………………………………………………4単位
単位互換科目

⑵専門教育科目

�
�
�
�
�
�
�
�
�

必修科目……………………………………………………8単位 �
�
�
�
�
�
�
�
�

計72単位以上
選択必修科目………………14単位以上�

�
�
40単位以上

�
�
�
�
�
�
�

64単位以上
自コース科目※1
他コース科目※2
選択科目

⑶自由履修単位

�
�
�
�
�

共通教育科目
専門教育科目
関連教育科目

�
�
�
�
�

……………………………………………………………計24単位以上

※1 各自が所属するコースの「コース科目」
※2 各自が所属するコース以外の「コース科目」

《卒業要件》

（注） 1．法律学科の学生は、法律学科に開設されていない経営法学科の専門教育科目を24単位を限度として選
択科目として修得することができる。

2．同一外国語について、第2外国語4単位以上を修得しない場合は、総合教養科目、専門教育科目、関連
教育科目のうちから4単位以上を修得しなければならない。

3．第2外国語を2単位のみ修得した場合は、各外国語について自由履修単位に算入する。
4．自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したも
のとみなす。

Ⅵ．諸 規 程
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平成31年度入学生（JJ19台）法学部 法律学科

第 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

共

通

教

育

科

目

総
合
教
養
科
目

人
文
科
学

哲 学Ａ 2 哲 学Ｂ 2 論 理 学Ａ 2 論 理 学Ｂ 2
倫 理 学Ａ 2 倫 理 学Ｂ 2 宗 教 学Ａ 2 宗 教 学Ｂ 2
日 本 史Ａ 2 日 本 史Ｂ 2 東 洋 史Ａ 2 東 洋 史Ｂ 2
西 洋 史Ａ 2 西 洋 史Ｂ 2 日 本 文 学Ａ 2 日 本 文 学Ｂ 2
ア ジ ア の 文 学Ａ 2 ア ジ ア の 文 学Ｂ 2 西 洋 文 学Ａ 2 西 洋 文 学Ｂ 2
人 文 地 理 学 2 芸 術Ａ 2 芸 術Ｂ 2 日 本 教 育 史 2
西 洋 教 育 史 2

社
会
科
学

法 学Ａ 2 法 学Ｂ 2 政 治 学Ａ 2 政 治 学Ｂ 2
経 済 学Ａ 2 経 済 学Ｂ 2 商 学Ａ 2 商 学Ｂ 2
社 会 学Ａ 2 社 会 学Ｂ 2 教 育 論Ａ 2 教 育 論Ｂ 2
教育の原理・課程論 2 地 理 学Ａ 2 地 理 学Ｂ 2 地 誌 学 2
心 理 学Ａ 2 心 理 学Ｂ 2 文 化 人 類 学Ａ 2 文 化 人 類 学Ｂ 2

自
然
科
学

数 学 入 門 2 基 礎 数 学 2 統 計 入 門 2 物 理 科 学 入 門 2
物 理 の 世 界 2 自然界と物質の化学 2 生活と環境の化学 2 地 球 圏 科 学 入 門 2
新 し い 地 球 観 2 ミクロの生物科学 2 マクロの生物科学 2 自 然 科 学 入 門 2
自 然 科 学 と 人 間 2 自然地理学（第3年次配当） 2

総合系列
科 目

地 球 環 境 2 〔生命・健康と医療〕 2 国 際 化 と 日 本 2 〔科学・技術・情報と社会〕 2

第 1 年 次 第 2 年 次 第 3 年 次 第 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

外
国
語
科
目

第
1

※フレッシュマン・イングリッシュⅠ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅠ 1 アドバンスト・イングリッシュⅠ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅡ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅡ 1 アドバンスト・イングリッシュⅡ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅢ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅢ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅣ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅣ 1

海 外 英 語 研 修 2

第

2

ド イ ツ 語ⅠＡ
ド イ ツ 語ⅠＢ

2 ド イ ツ 語ⅡＡ 2
2 ド イ ツ 語ⅡＢ 2

フ ラ ン ス 語ⅠＡ
フ ラ ン ス 語ⅠＢ

2 フ ラ ン ス 語ⅡＡ 2
2 フ ラ ン ス 語ⅡＢ 2

中 国 語ⅠＡ
中 国 語ⅠＢ

2 中 国 語ⅡＡ 2
2 中 国 語ⅡＢ 2

ロ シ ア 語ⅠＡ
ロ シ ア 語ⅠＢ

2 ロ シ ア 語ⅡＡ 2
2 ロ シ ア 語ⅡＢ 2

ス ペ イ ン 語ⅠＡ
ス ペ イ ン 語ⅠＢ

2 ス ペ イ ン 語ⅡＡ 2
2 ス ペ イ ン 語ⅡＢ 2

朝 鮮 語ⅠＡ
朝 鮮 語ⅠＢ

2 朝 鮮 語ⅡＡ 2
2 朝 鮮 語ⅡＢ 2

保健体育科目 ※生涯スポーツ演習Ⅰ 1 ※生 涯 ス ポ ー ツ 論 2
※生涯スポーツ演習Ⅱ 1

単位互換科目 他大学（短期大学を含む。）の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

専

門

教

育

科

目

必修科目
憲 法 Ⅰ 2
憲 法 Ⅱ 2
民 法 入 門 2
民 法 総 則 2

選択必修科目

政 治 学 入 門 2 債 権 各 論 4 民 事 訴 訟 法 4 〔演 習 Ⅱａ〕 4
裁 判 制 度 概 論 2 物 権 法 4 刑 事 訴 訟 法 4 演 習 Ⅱｂ 4
法 学 部 入 門 ゼ ミ 2 刑 法 Ⅰ 4 憲 法 特 講 4
基 礎 ゼ ミ 4 会 社 法 4 民 法 特 講 Ⅱ 4

民 法 特 講 Ⅰ 4 民 法 特 講 Ⅲ 4
刑 事 法 特 講 Ⅰ 4 刑 事 法 特 講 Ⅱ 4
政 治 学 原 論 4
演 習 Ⅰ 4 演 習 Ⅱ 4 演 習 Ⅲ 4

コ

ー

ス

科

目

法
律
総
合
コ
ー
ス

憲 法 Ⅲ 2 〔債 権 総 論〕 4 税 法 Ⅰ 4
行 政 法 Ⅰ 4 相 続 法 2 税 法 Ⅱ 4
親 族 法 2 刑 法 Ⅱ 4 民事執行・保全法 2
商 法 総 則 2 手 形 ・ 小 切 手 法 2 倒 産 処 理 法 2
商 行 為 法 2 金 融 商 品 取 引 法 2 不 動 産 登 記 法 2
経 済 法 4 企 業 金 融 法 2 商 業 登 記 法 2
労 働 法 4 保 険 法 2 国 際 私 法 4
消 費 者 法 2 海 商 法 2 国 際 取 引 法 2
法 社 会 学 4 知 的 財 産 法 4 国 際 民 事 手 続 法 2

法 哲 学 4

公
共
法
務
コ
ー
ス

憲 法 Ⅲ 2 行 政 法 Ⅱ 4 税 法 Ⅰ 4
行 政 法 Ⅰ 4 地 方 自 治 法 2 社 会 保 障 法 4
親 族 法 2 比 較 憲 法 2 環 境 法 2
国 際 法 総 論 4 〔債 権 総 論〕 4 情 報 法 2
国 際 関 係 論 4 相 続 法 2 政 治 過 程 論 4
経 済 法 4 刑 法 Ⅱ 4 行 政 学 4
経 済 原 論 4 刑 事 政 策 4 法 哲 学 4

国 際 法 各 論 4 行 政 特 別 演 習 Ⅰ 4
行 政 特 別 演 習 Ⅱ 4

総
合
政
策
コ
ー
ス

行 政 法 Ⅰ 4 行 政 法 Ⅱ 4 都 市 政 策 2
労 働 法 4 地 方 自 治 法 2 九 州 地 域 政 策 2
国 際 関 係 論 4 社 会 保 障 法 4 福 祉 国 家 論 2
経 済 原 論 4 環 境 法 2 社 会 福 祉 概 論 2
日 本 政 治 外 交 史 2 情 報 法 2 地 域 福 祉 論 2
西 洋 政 治 史 4 政 治 過 程 論 4 〔Ｎ Ｐ Ｏ 論〕 2
政 策 過 程 論 2 行 政 学 4 マ ス メ デ ィ ア 論 2

政 治 思 想 史 4 政 策 特 別 演 習 Ⅰ 4
政 策 評 価 論 2 〔政策特別演習Ⅱ〕 4
〔労 働 政 策〕 2

選択科目

公 共 政 策 概 論 2 情 報 処 理 論Ａ 2 〔日 本 法 制 史〕 4 〔フランス法セミナーⅡ〕 4
世 界 外 交 史 4 情 報 処 理 論Ｂ 2 西 洋 法 制 史 4 〔アメリカ法セミナーⅢ〕 4
アメリカ法セミナーⅠ 4 英 米 法 2 〔東 洋 法 制 史〕 4

ド イ ツ 法 2 ロ ー マ 法 4
フ ラ ン ス 法 2 近 代 日 本 法 史 2
キャリアプランニング 2 児 童 福 祉 論 2
アジア法セミナーⅠ 4 法 医 学 2
〔ドイツ法セミナーⅠ〕 4 警察活動の理論と実務 2
〔フランス法セミナーⅠ〕 4 特 別 講 義 2‐10
アメリカ法セミナーⅡ 4 〔アジア法セミナーⅡ〕 4
概 説 日 本 史 2 〔ドイツ法セミナーⅡ〕 4
概 説 外 国 史 2 大学院連携特別演習Ⅰ 4
概 説 社 会 学 2 大学院連携特別演習Ⅱ 4
概 説 哲 学 2 卒 業 論 文 2

関連教育科目 他学部の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

年次別授業科目表《学科履修規程 第4条 別表》 ※印は必修

（注） ⑴ 専門教育科目の選択科目については、上記年次別授業科目表のほか、法律学科に開設されていない経営法学科の専門教育科目を24単位を
限度として選択科目として修得することができる。

⑵ 自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したものとみなす。
⑶ 〔 〕内は、今年度休講。
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平成30年度入学生（JJ18台）法学部 法律学科

総合教養科目

�
�
�
�
�
�
�

人文科学…………………………………4単位以上
社会科学…………………………………4単位以上
自然科学…………………………………4単位以上
総合系列科目

�
�
�
�
�
�
�

計12単位以上��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

総計124単位以上

⑴共通教育科目

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

外国語科目
�
�
�

第1外国語…………………………………………………8単位以上
第2外国語…………………………………………………4単位以上

保健体育科目…………………………………………………………………4単位
単位互換科目

⑵専門教育科目

�
�
�
�
�
�
�
�
�

必修科目……………………………………………………8単位 �
�
�
�
�
�
�
�
�

計72単位以上
選択必修科目………………14単位以上�

�
�
40単位以上

�
�
�
�
�
�
�

64単位以上
自コース科目※1
他コース科目※2
選択科目

⑶自由履修単位

�
�
�
�
�

共通教育科目
専門教育科目
関連教育科目

�
�
�
�
�

……………………………………………………………計24単位以上

※1 各自が所属するコースの「コース科目」
※2 各自が所属するコース以外の「コース科目」

《卒業要件》

（注） 1．法律学科の学生は、法律学科に開設されていない経営法学科の専門教育科目を24単位を限度として選
択科目として修得することができる。

2．同一外国語について、第2外国語4単位以上を修得しない場合は、総合教養科目、専門教育科目、関連
教育科目のうちから4単位以上を修得しなければならない。

3．第2外国語を2単位のみ修得した場合は、各外国語について自由履修単位に算入する。
4．自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したも
のとみなす。

Ⅵ．諸 規 程

―170―



平成30年度入学生（JJ18台）法学部 法律学科

第 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

共

通

教

育

科

目

総

合

教

養

科

目

人
文
科
学

哲 学Ａ 2 哲 学Ｂ 2 論 理 学Ａ 2 論 理 学Ｂ 2
倫 理 学Ａ 2 倫 理 学Ｂ 2 宗 教 学Ａ 2 宗 教 学Ｂ 2
日 本 史Ａ 2 日 本 史Ｂ 2 日 本 史 通 論Ａ 2 日 本 史 通 論Ｂ 2
東 洋 史Ａ 2 東 洋 史Ｂ 2 西 洋 史Ａ 2 西 洋 史Ｂ 2
外 国 史 通 論Ａ 2 外 国 史 通 論Ｂ 2 日 本 文 学Ａ 2 日 本 文 学Ｂ 2
〔中 国 文 学Ａ〕 2 〔中 国 文 学Ｂ〕 2 西 洋 文 学Ａ 2 西 洋 文 学Ｂ 2
人 文 地 理 学 2 芸 術Ａ 2 芸 術Ｂ 2 日 本 教 育 史 2
西 洋 教 育 史 2

社
会
科
学

法 学Ａ 2 法 学Ｂ 2 政 治 学Ａ 2 政 治 学Ｂ 2
〔政 治 学 概 論Ａ〕 2 〔政 治 学 概 論Ｂ〕 2 経 済 学Ａ 2 経 済 学Ｂ 2
〔経 済 学 概 論Ａ〕 2 〔経 済 学 概 論Ｂ〕 2 商 学Ａ 2 商 学Ｂ 2
社 会 学Ａ 2 社 会 学Ｂ 2 教 育 論Ａ 2 教 育 論Ｂ 2
教 育 原 論 2 地 理 学Ａ 2 地 理 学Ｂ 2 地 誌 学 2
心 理 学Ａ 2 心 理 学Ｂ 2 文 化 人 類 学Ａ 2 文 化 人 類 学Ｂ 2

自
然
科
学

数 学 入 門 2 基 礎 数 学 2 統 計 入 門 2 物 理 科 学 入 門 2
物 理 の 世 界 2 自然界と物質の化学 2 生活と環境の化学 2 地 球 圏 科 学 入 門 2
新 し い 地 球 観 2 ミクロの生物科学 2 マクロの生物科学 2 自 然 科 学 入 門 2
自 然 科 学 と 人 間 2 自然地理学（第3年次配当） 2

総合系列
科 目

地 球 環 境 2 〔生命・健康と医療〕 2 国 際 化 と 日 本 2 〔科学・技術・情報と社会〕 2

第 1 年 次 第 2 年 次 第 3 年 次 第 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

外
国
語
科
目

第
1

※フレッシュマン・イングリッシュⅠ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅠ 1 アドバンスト・イングリッシュⅠ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅡ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅡ 1 アドバンスト・イングリッシュⅡ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅢ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅢ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅣ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅣ 1

海 外 英 語 研 修 2

第

2

ド イ ツ 語ⅠＡ
ド イ ツ 語ⅠＢ

2 ド イ ツ 語ⅡＡ 2
2 ド イ ツ 語ⅡＢ 2

フ ラ ン ス 語ⅠＡ
フ ラ ン ス 語ⅠＢ

2 フ ラ ン ス 語ⅡＡ 2
2 フ ラ ン ス 語ⅡＢ 2

中 国 語ⅠＡ
中 国 語ⅠＢ

2 中 国 語ⅡＡ 2
2 中 国 語ⅡＢ 2

ロ シ ア 語ⅠＡ
ロ シ ア 語ⅠＢ

2 ロ シ ア 語ⅡＡ 2
2 ロ シ ア 語ⅡＢ 2

ス ペ イ ン 語ⅠＡ
ス ペ イ ン 語ⅠＢ

2 ス ペ イ ン 語ⅡＡ 2
2 ス ペ イ ン 語ⅡＢ 2

朝 鮮 語ⅠＡ
朝 鮮 語ⅠＢ

2 朝 鮮 語ⅡＡ 2
2 朝 鮮 語ⅡＢ 2

保健体育科目 ※生涯スポーツ演習Ⅰ 1 ※生 涯 ス ポ ー ツ 論 2
※生涯スポーツ演習Ⅱ 1

単位互換科目 他大学（短期大学を含む。）の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

専

門

教

育

科

目

必修科目
憲 法 Ⅰ 2
憲 法 Ⅱ 2
民 法 入 門 2
民 法 総 則 2

選択必修科目

政 治 学 入 門 2 債 権 各 論 4 民 事 訴 訟 法 4 〔演 習 Ⅱａ〕 4
裁 判 制 度 概 論 2 物 権 法 4 刑 事 訴 訟 法 4 演 習 Ⅱｂ 4
法 学 部 入 門 ゼ ミ 2 刑 法 Ⅰ 4 憲 法 特 講 4
基 礎 ゼ ミ 4 会 社 法 4 民 法 特 講 Ⅱ 4

民 法 特 講 Ⅰ 4 民 法 特 講 Ⅲ 4
刑 事 法 特 講 Ⅰ 4 刑 事 法 特 講 Ⅱ 4
政 治 学 原 論 4
演 習 Ⅰ 4 演 習 Ⅱ 4 演 習 Ⅲ 4

コ

ー

ス

科

目

法
律
総
合
コ
ー
ス

憲 法 Ⅲ 2 〔債 権 総 論〕 4 税 法 Ⅰ 4
行 政 法 Ⅰ 4 相 続 法 2 税 法 Ⅱ 4
親 族 法 2 刑 法 Ⅱ 4 民事執行・保全法 2
商 法 総 則 2 手 形 ・ 小 切 手 法 2 倒 産 処 理 法 2
商 行 為 法 2 金 融 商 品 取 引 法 2 不 動 産 登 記 法 2
経 済 法 4 企 業 金 融 法 2 商 業 登 記 法 2
労 働 法 4 保 険 法 2 国 際 私 法 4
消 費 者 法 2 海 商 法 2 国 際 取 引 法 2
法 社 会 学 4 知 的 財 産 法 4 国 際 民 事 手 続 法 2

法 哲 学 4

公
共
法
務
コ
ー
ス

憲 法 Ⅲ 2 行 政 法 Ⅱ 4 税 法 Ⅰ 4
行 政 法 Ⅰ 4 地 方 自 治 法 2 社 会 保 障 法 4
親 族 法 2 比 較 憲 法 2 環 境 法 2
国 際 法 総 論 4 〔債 権 総 論〕 4 情 報 法 2
国 際 関 係 論 4 相 続 法 2 政 治 過 程 論 4
経 済 法 4 刑 法 Ⅱ 4 行 政 学 4
経 済 原 論 4 刑 事 政 策 4 法 哲 学 4

国 際 法 各 論 4 行 政 特 別 演 習 Ⅰ 4
行 政 特 別 演 習 Ⅱ 4

総
合
政
策
コ
ー
ス

行 政 法 Ⅰ 4 行 政 法 Ⅱ 4 都 市 政 策 2
労 働 法 4 地 方 自 治 法 2 九 州 地 域 政 策 2
国 際 関 係 論 4 社 会 保 障 法 4 福 祉 国 家 論 2
経 済 原 論 4 環 境 法 2 社 会 福 祉 概 論 2
日 本 政 治 外 交 史 2 情 報 法 2 地 域 福 祉 論 2
西 洋 政 治 史 4 政 治 過 程 論 4 〔Ｎ Ｐ Ｏ 論〕 2
政 策 過 程 論 2 行 政 学 4 マ ス メ デ ィ ア 論 2

政 治 思 想 史 4 政 策 特 別 演 習 Ⅰ 4
政 策 評 価 論 2 〔政策特別演習Ⅱ〕 4
〔労 働 政 策〕 2

選択科目

公 共 政 策 概 論 2 情 報 処 理 論 4 〔日 本 法 制 史〕 4 〔フランス法セミナーⅡ〕 4
世 界 外 交 史 4 英 米 法 2 西 洋 法 制 史 4 〔アメリカ法セミナーⅢ〕 4
アメリカ法セミナーⅠ 4 ド イ ツ 法 2 〔東 洋 法 制 史〕 4

フ ラ ン ス 法 2 ロ ー マ 法 4
キャリアプランニング 2 近 代 日 本 法 史 2
アジア法セミナーⅠ 4 児 童 福 祉 論 2
〔ドイツ法セミナーⅠ〕 4 法 医 学 2
〔フランス法セミナーⅠ〕 4 警察活動の理論と実務 2
アメリカ法セミナーⅡ 4 特 別 講 義 2‐10 大学院連携特別演習Ⅰ 4

〔アジア法セミナーⅡ〕 4 大学院連携特別演習Ⅱ 4
〔ドイツ法セミナーⅡ〕 4 卒 業 論 文 2

関連教育科目 他学部の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

年次別授業科目表《学科履修規程 第4条 別表》 ※印は必修

（注） ⑴ 専門教育科目の選択科目については、上記年次別授業科目表のほか、法律学科に開設されていない経営法学科の専門教育科目を24単位を
限度として選択科目として修得することができる。

⑵ 自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したものとみなす。
⑶ 〔 〕内は、今年度休講。
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平成29年度入学生（JJ17台）法学部 法律学科

総合教養科目

�
�
�
�
�
�
�

人文科学…………………………………4単位以上
社会科学…………………………………4単位以上
自然科学…………………………………4単位以上
総合系列科目

�
�
�
�
�
�
�

計12単位以上��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

総計124単位以上

⑴共通教育科目

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

外国語科目
�
�
�

第1外国語…………………………………………………8単位以上
第2外国語…………………………………………………4単位以上

保健体育科目…………………………………………………………………4単位
単位互換科目

⑵専門教育科目

�
�
�
�
�
�
�
�
�

必修科目……………………………………………………8単位 �
�
�
�
�
�
�
�
�

計72単位以上
選択必修科目………………14単位以上�

�
�
40単位以上

�
�
�
�
�
�
�

64単位以上
自コース科目※1
他コース科目※2
選択科目

⑶自由履修単位

�
�
�
�
�

共通教育科目
専門教育科目
関連教育科目

�
�
�
�
�

……………………………………………………………計24単位以上

※1 各自が所属するコースの「コース科目」
※2 各自が所属するコース以外の「コース科目」

《卒業要件》

（注） 1．法律学科の学生は、法律学科に開設されていない経営法学科の専門教育科目を24単位を限度として選
択科目として修得することができる。

2．同一外国語について、第2外国語4単位以上を修得しない場合は、総合教養科目、専門教育科目、関連
教育科目のうちから4単位以上を修得しなければならない。

3．第2外国語を2単位のみ修得した場合は、各外国語について自由履修単位に算入する。
4．自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したも
のとみなす。

Ⅵ．諸 規 程
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平成29年度入学生（JJ17台）法学部 法律学科

第 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

共

通

教

育

科

目

総

合

教

養

科

目

人
文
科
学

哲 学Ａ 2 哲 学Ｂ 2 論 理 学Ａ 2 論 理 学Ｂ 2
倫 理 学Ａ 2 倫 理 学Ｂ 2 宗 教 学Ａ 2 宗 教 学Ｂ 2
日 本 史Ａ 2 日 本 史Ｂ 2 日 本 史 通 論Ａ 2 日 本 史 通 論Ｂ 2
東 洋 史Ａ 2 東 洋 史Ｂ 2 西 洋 史Ａ 2 西 洋 史Ｂ 2
外 国 史 通 論Ａ 2 外 国 史 通 論Ｂ 2 日 本 文 学Ａ 2 日 本 文 学Ｂ 2
〔中 国 文 学Ａ〕 2 〔中 国 文 学Ｂ〕 2 西 洋 文 学Ａ 2 西 洋 文 学Ｂ 2
人 文 地 理 学 2 芸 術Ａ 2 芸 術Ｂ 2 日 本 教 育 史 2
西 洋 教 育 史 2

社
会
科
学

法 学Ａ 2 法 学Ｂ 2 政 治 学Ａ 2 政 治 学Ｂ 2
〔政 治 学 概 論Ａ〕 2 〔政 治 学 概 論Ｂ〕 2 経 済 学Ａ 2 経 済 学Ｂ 2
〔経 済 学 概 論Ａ〕 2 〔経 済 学 概 論Ｂ〕 2 商 学Ａ 2 商 学Ｂ 2
社 会 学Ａ 2 社 会 学Ｂ 2 教 育 論Ａ 2 教 育 論Ｂ 2
教 育 原 論 2 地 理 学Ａ 2 地 理 学Ｂ 2 地 誌 学 2
心 理 学Ａ 2 心 理 学Ｂ 2 文 化 人 類 学Ａ 2 文 化 人 類 学Ｂ 2

自
然
科
学

数 学 入 門 2 基 礎 数 学 2 統 計 入 門 2 物 理 科 学 入 門 2
物 理 の 世 界 2 自然界と物質の化学 2 生活と環境の化学 2 地 球 圏 科 学 入 門 2
新 し い 地 球 観 2 ミクロの生物科学 2 マクロの生物科学 2 自 然 科 学 入 門 2
自 然 科 学 と 人 間 2 自然地理学（第3年次配当） 2

総合系列
科 目

地 球 環 境 2 〔生命・健康と医療〕 2 国 際 化 と 日 本 2 〔科学・技術・情報と社会〕 2

第 1 年 次 第 2 年 次 第 3 年 次 第 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

外
国
語
科
目

第
1

※フレッシュマン・イングリッシュⅠ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅠ 1 アドバンスト・イングリッシュⅠ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅡ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅡ 1 アドバンスト・イングリッシュⅡ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅢ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅢ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅣ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅣ 1

海 外 英 語 研 修 2

第

2

ド イ ツ 語ⅠＡ
ド イ ツ 語ⅠＢ

2 ド イ ツ 語ⅡＡ 2
2 ド イ ツ 語ⅡＢ 2

フ ラ ン ス 語ⅠＡ
フ ラ ン ス 語ⅠＢ

2 フ ラ ン ス 語ⅡＡ 2
2 フ ラ ン ス 語ⅡＢ 2

中 国 語ⅠＡ
中 国 語ⅠＢ

2 中 国 語ⅡＡ 2
2 中 国 語ⅡＢ 2

ロ シ ア 語ⅠＡ
ロ シ ア 語ⅠＢ

2 ロ シ ア 語ⅡＡ 2
2 ロ シ ア 語ⅡＢ 2

ス ペ イ ン 語ⅠＡ
ス ペ イ ン 語ⅠＢ

2 ス ペ イ ン 語ⅡＡ 2
2 ス ペ イ ン 語ⅡＢ 2

朝 鮮 語ⅠＡ
朝 鮮 語ⅠＢ

2 朝 鮮 語ⅡＡ 2
2 朝 鮮 語ⅡＢ 2

保健体育科目 ※生涯スポーツ演習Ⅰ 1 ※生 涯 ス ポ ー ツ 論 2
※生涯スポーツ演習Ⅱ 1

単位互換科目 他大学（短期大学を含む。）の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

専

門

教

育

科

目

必修科目
憲 法 Ⅰ 2
憲 法 Ⅱ 2
民 法 入 門 2
民 法 総 則 2

選択必修科目

政 治 学 入 門 2 債 権 各 論 4 民 事 訴 訟 法 4 〔演 習 Ⅱａ〕 4
裁 判 制 度 概 論 2 物 権 法 4 刑 事 訴 訟 法 4 演 習 Ⅱｂ 4
法 学 部 入 門 ゼ ミ 2 刑 法 Ⅰ 4 憲 法 特 講 4
基 礎 ゼ ミ 4 会 社 法 4 民 法 特 講 Ⅱ 4

民 法 特 講 Ⅰ 4 民 法 特 講 Ⅲ 4
刑 事 法 特 講 Ⅰ 4 刑 事 法 特 講 Ⅱ 4
政 治 学 原 論 4
演 習 Ⅰ 4 演 習 Ⅱ 4 演 習 Ⅲ 4

コ

ー

ス

科

目

法
律
総
合
コ
ー
ス

憲 法 Ⅲ 2 〔債 権 総 論〕 4 税 法 Ⅰ 4
行 政 法 Ⅰ 4 相 続 法 2 税 法 Ⅱ 4
親 族 法 2 〔民 法 総 合 講 義〕 2 民事執行・保全法 2
商 法 総 則 2 刑 法 Ⅱ 4 倒 産 処 理 法 2
商 行 為 法 2 手 形 ・ 小 切 手 法 2 不 動 産 登 記 法 2
経 済 法 4 金 融 商 品 取 引 法 2 商 業 登 記 法 2
労 働 法 4 企 業 金 融 法 2 国 際 私 法 4
消 費 者 法 2 保 険 法 2 国 際 取 引 法 2
法 社 会 学 4 海 商 法 2 国 際 民 事 手 続 法 2

知 的 財 産 法 4 法 哲 学 4

公
共
法
務
コ
ー
ス

憲 法 Ⅲ 2 行 政 法 Ⅱ 4 税 法 Ⅰ 4
行 政 法 Ⅰ 4 地 方 自 治 法 2 社 会 保 障 法 4
親 族 法 2 比 較 憲 法 2 環 境 法 2
国 際 法 総 論 4 〔債 権 総 論〕 4 情 報 法 2
国 際 関 係 論 4 相 続 法 2 政 治 過 程 論 4
経 済 法 4 刑 法 Ⅱ 4 行 政 学 4
経 済 原 論 4 刑 事 政 策 4 法 哲 学 4

国 際 法 各 論 4 行 政 特 別 演 習 Ⅰ 4
行 政 特 別 演 習 Ⅱ 4

総
合
政
策
コ
ー
ス

行 政 法 Ⅰ 4 行 政 法 Ⅱ 4 都 市 政 策 2
労 働 法 4 地 方 自 治 法 2 九 州 地 域 政 策 2
国 際 関 係 論 4 社 会 保 障 法 4 福 祉 国 家 論 2
経 済 原 論 4 環 境 法 2 社 会 福 祉 概 論 2
現 代 日 本 政 治 2 情 報 法 2 地 域 福 祉 論 2
西 洋 政 治 史 4 政 治 過 程 論 4 〔Ｎ Ｐ Ｏ 論〕 2
政 策 過 程 論 2 行 政 学 4 マ ス メ デ ィ ア 論 2

政 治 思 想 史 4 政 策 特 別 演 習 Ⅰ 4
政 策 評 価 論 2 〔政策特別演習Ⅱ〕 4
〔労 働 政 策〕 2

選択科目

公 共 政 策 概 論 2 情 報 処 理 論 4 〔日 本 法 制 史〕 4 〔フランス法セミナーⅡ〕 4
世 界 外 交 史 4 英 米 法 2 西 洋 法 制 史 4 〔アメリカ法セミナーⅢ〕 4
アメリカ法セミナーⅠ 4 ド イ ツ 法 2 〔東 洋 法 制 史〕 4

フ ラ ン ス 法 2 ロ ー マ 法 4
キャリアプランニング 2 児 童 福 祉 論 2
アジア法セミナーⅠ 4 法 医 学 2
〔ドイツ法セミナーⅠ〕 4 警察活動の理論と実務 2
〔フランス法セミナーⅠ〕 4 特 別 講 義 2‐10 大学院連携特別演習Ⅰ 4
アメリカ法セミナーⅡ 4 〔アジア法セミナーⅡ〕 4 大学院連携特別演習Ⅱ 4

〔ドイツ法セミナーⅡ〕 4 卒 業 論 文 2

関連教育科目 他学部の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

年次別授業科目表《学科履修規程 第4条 別表》 ※印は必修

（注） ⑴ 専門教育科目の選択科目については、上記年次別授業科目表のほか、法律学科に開設されていない経営法学科の専門教育科目を24単位を
限度として選択科目として修得することができる。

⑵ 自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したものとみなす。
⑶ 〔 〕内は、今年度休講。
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平成28年度入学生（JJ16台）法学部 法律学科

総合教養科目

�
�
�
�
�
�
�

人文科学…………………………………4単位以上
社会科学…………………………………4単位以上
自然科学…………………………………4単位以上
総合系列科目

�
�
�
�
�
�
�

計12単位以上��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

総計124単位以上

⑴共通教育科目

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

外国語科目
�
�
�

第1外国語…………………………………………………8単位以上
第2外国語…………………………………………………4単位以上

保健体育科目…………………………………………………………………4単位
単位互換科目

⑵専門教育科目

�
�
�
�
�
�
�
�
�

必修科目……………………………………………………8単位 �
�
�
�
�
�
�
�
�

計72単位以上
選択必修科目………………14単位以上�

�
�
40単位以上

�
�
�
�
�
�
�

64単位以上
自コース科目※1
他コース科目※2
選択科目

⑶自由履修単位

�
�
�
�
�

共通教育科目
専門教育科目
関連教育科目

�
�
�
�
�

……………………………………………………………計24単位以上

※1 各自が所属するコースの「コース科目」
※2 各自が所属するコース以外の「コース科目」

《卒業要件》

（注） 1．法律学科の学生は、法律学科に開設されていない経営法学科の専門教育科目を24単位を限度として選
択科目として修得することができる。

2．同一外国語について、第2外国語4単位以上を修得しない場合は、総合教養科目、専門教育科目、関連
教育科目のうちから4単位以上を修得しなければならない。

3．第2外国語を2単位のみ修得した場合は、各外国語について自由履修単位に算入する。
4．自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したも
のとみなす。

Ⅵ．諸 規 程
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平成28年度入学生（JJ16台）法学部 法律学科

第 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

共

通

教

育

科

目

総

合

教

養

科

目

人
文
科
学

哲 学Ａ 2 哲 学Ｂ 2 論 理 学Ａ 2 論 理 学Ｂ 2
倫 理 学Ａ 2 倫 理 学Ｂ 2 宗 教 学Ａ 2 宗 教 学Ｂ 2
日 本 史Ａ 2 日 本 史Ｂ 2 日 本 史 通 論Ａ 2 日 本 史 通 論Ｂ 2
東 洋 史Ａ 2 東 洋 史Ｂ 2 西 洋 史Ａ 2 西 洋 史Ｂ 2
外 国 史 通 論Ａ 2 外 国 史 通 論Ｂ 2 日 本 文 学Ａ 2 日 本 文 学Ｂ 2
〔中 国 文 学Ａ〕 2 〔中 国 文 学Ｂ〕 2 西 洋 文 学Ａ 2 西 洋 文 学Ｂ 2
人 文 地 理 学 2 芸 術Ａ 2 芸 術Ｂ 2 日 本 教 育 史 2
西 洋 教 育 史 2

社
会
科
学

法 学Ａ 2 法 学Ｂ 2 政 治 学Ａ 2 政 治 学Ｂ 2
〔政 治 学 概 論Ａ〕 2 〔政 治 学 概 論Ｂ〕 2 経 済 学Ａ 2 経 済 学Ｂ 2
〔経 済 学 概 論Ａ〕 2 〔経 済 学 概 論Ｂ〕 2 商 学Ａ 2 商 学Ｂ 2
社 会 学Ａ 2 社 会 学Ｂ 2 教 育 論Ａ 2 教 育 論Ｂ 2
教 育 原 論 2 地 理 学Ａ 2 地 理 学Ｂ 2 地 誌 学 2
心 理 学Ａ 2 心 理 学Ｂ 2 文 化 人 類 学Ａ 2 文 化 人 類 学Ｂ 2

自
然
科
学

数 学 入 門 2 基 礎 数 学 2 統 計 入 門 2 物 理 科 学 入 門 2
物 理 の 世 界 2 自然界と物質の化学 2 生活と環境の化学 2 地 球 圏 科 学 入 門 2
新 し い 地 球 観 2 ミクロの生物科学 2 マクロの生物科学 2 自 然 科 学 入 門 2
自 然 科 学 と 人 間 2 自然地理学（第3年次配当） 2

総合系列
科 目

地 球 環 境 2 〔生命・健康と医療〕 2 国 際 化 と 日 本 2 〔科学・技術・情報と社会〕 2

第 1 年 次 第 2 年 次 第 3 年 次 第 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

外
国
語
科
目

第
1

※フレッシュマン・イングリッシュⅠ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅠ 1 アドバンスト・イングリッシュⅠ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅡ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅡ 1 アドバンスト・イングリッシュⅡ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅢ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅢ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅣ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅣ 1

海 外 英 語 研 修 2

第

2

ド イ ツ 語ⅠＡ
ド イ ツ 語ⅠＢ

2 ド イ ツ 語ⅡＡ 2
2 ド イ ツ 語ⅡＢ 2

フ ラ ン ス 語ⅠＡ
フ ラ ン ス 語ⅠＢ

2 フ ラ ン ス 語ⅡＡ 2
2 フ ラ ン ス 語ⅡＢ 2

中 国 語ⅠＡ
中 国 語ⅠＢ

2 中 国 語ⅡＡ 2
2 中 国 語ⅡＢ 2

ロ シ ア 語ⅠＡ
ロ シ ア 語ⅠＢ

2 ロ シ ア 語ⅡＡ 2
2 ロ シ ア 語ⅡＢ 2

ス ペ イ ン 語ⅠＡ
ス ペ イ ン 語ⅠＢ

2 ス ペ イ ン 語ⅡＡ 2
2 ス ペ イ ン 語ⅡＢ 2

朝 鮮 語ⅠＡ
朝 鮮 語ⅠＢ

2 朝 鮮 語ⅡＡ 2
2 朝 鮮 語ⅡＢ 2

保健体育科目 ※生涯スポーツ演習Ⅰ 1 ※生 涯 ス ポ ー ツ 論 2
※生涯スポーツ演習Ⅱ 1

単位互換科目 他大学（短期大学を含む。）の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

専

門

教

育

科

目

必修科目
憲 法 Ⅰ 2
憲 法 Ⅱ 2
民 法 入 門 2
民 法 総 則 2

選択必修科目

政 治 学 入 門 2 債 権 各 論 4 民 事 訴 訟 法 4 〔演 習 Ⅱａ〕 4
裁 判 制 度 概 論 2 物 権 法 4 刑 事 訴 訟 法 4 演 習 Ⅱｂ 4
法 学 部 入 門 ゼ ミ 2 刑 法 Ⅰ 4 憲 法 特 講 4
基 礎 ゼ ミ 4 会 社 法 4 民 法 特 講 Ⅱ 4

民 法 特 講 Ⅰ 4 民 法 特 講 Ⅲ 4
刑 事 法 特 講 Ⅰ 4 刑 事 法 特 講 Ⅱ 4
政 治 学 原 論 4
演 習 Ⅰ 4 演 習 Ⅱ 4 演 習 Ⅲ 4

コ

ー

ス

科

目

法
律
総
合
コ
ー
ス

憲 法 Ⅲ 2 〔債 権 総 論〕 4 税 法 Ⅰ 4
行 政 法 Ⅰ 4 親 族 法 2 税 法 Ⅱ 4
商 法 総 則 2 相 続 法 2 民事執行・保全法 2
商 行 為 法 2 〔民 法 総 合 講 義〕 2 倒 産 処 理 法 2
経 済 法 4 刑 法 Ⅱ 4 不 動 産 登 記 法 2
労 働 法 4 手 形 ・ 小 切 手 法 2 商 業 登 記 法 2
消 費 者 法 2 金 融 商 品 取 引 法 2 国 際 私 法 4
法 社 会 学 4 企 業 金 融 法 2 国 際 取 引 法 2

保 険 法 2 国 際 民 事 手 続 法 2
海 商 法 2 法 哲 学 4
知 的 財 産 法 4

公
共
法
務
コ
ー
ス

憲 法 Ⅲ 2 行 政 法 Ⅱ 4 税 法 Ⅰ 4
行 政 法 Ⅰ 4 地 方 自 治 法 2 環 境 法 2
国 際 法 総 論 4 比 較 憲 法 2 情 報 法 2
国 際 関 係 論 4 〔債 権 総 論〕 4 政 治 過 程 論 4
経 済 法 4 親 族 法 2 行 政 学 4
社 会 保 障 法 4 相 続 法 2 法 哲 学 4
経 済 原 論 4 刑 法 Ⅱ 4 行 政 特 別 演 習 Ⅰ 4

刑 事 政 策 4 行 政 特 別 演 習 Ⅱ 4
国 際 法 各 論 4

総
合
政
策
コ
ー
ス

行 政 法 Ⅰ 4 行 政 法 Ⅱ 4 都 市 政 策 2
労 働 法 4 地 方 自 治 法 2 九 州 地 域 政 策 2
国 際 関 係 論 4 環 境 法 2 福 祉 国 家 論 2
社 会 保 障 法 4 情 報 法 2 社 会 福 祉 概 論 2
経 済 原 論 4 政 治 過 程 論 4 地 域 福 祉 論 2
現 代 日 本 政 治 2 行 政 学 4 〔Ｎ Ｐ Ｏ 論〕 2
西 洋 政 治 史 4 政 治 思 想 史 4 マ ス メ デ ィ ア 論 2
政 策 過 程 論 2 政 策 評 価 論 2 政 策 特 別 演 習 Ⅰ 4

〔労 働 政 策〕 2 〔政策特別演習Ⅱ〕 4

選択科目

公 共 政 策 概 論 2 情 報 処 理 論 4 〔日 本 法 制 史〕 4 〔フランス法セミナーⅡ〕 4
世 界 外 交 史 4 英 米 法 2 西 洋 法 制 史 4 〔アメリカ法セミナーⅢ〕 4
アメリカ法セミナーⅠ 4 ド イ ツ 法 2 〔東 洋 法 制 史〕 4

フ ラ ン ス 法 2 ロ ー マ 法 4
キャリアプランニング 2 児 童 福 祉 論 2
アジア法セミナーⅠ 4 法 医 学 2
〔ドイツ法セミナーⅠ〕 4 警察活動の理論と実務 2
〔フランス法セミナーⅠ〕 4 特 別 講 義 2‐10 大学院連携特別演習Ⅰ 4
アメリカ法セミナーⅡ 4 〔アジア法セミナーⅡ〕 4 大学院連携特別演習Ⅱ 4

〔ドイツ法セミナーⅡ〕 4 卒 業 論 文 2

関連教育科目 他学部の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

年次別授業科目表《学科履修規程 第4条 別表》 ※印は必修

（注） ⑴ 専門教育科目の選択科目については、上記年次別授業科目表のほか、法律学科に開設されていない経営法学科の専門教育科目を24単位を
限度として選択科目として修得することができる。

⑵ 自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したものとみなす。
⑶ 〔 〕内は、今年度休講。
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令和6年度入学生（JB24台）法学部 経営法学科

総合教養科目

�
��
�
�
�
�
��

人文科学…………………………………4単位以上
社会科学…………………………………4単位以上
自然科学…………………………………4単位以上
総合系列科目
学修基盤科目

�
��
�
�
�
�
�	

計12単位以上

⑴共通教育科目

�
��
�
�
�
�
�
�
�
�
��

�
��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�	

総計124単位以上

外国語科目
�
�
�

第1外国語…………………………………………………8単位以上
第2外国語…………………………………………………4単位以上

保健体育科目…………………………………………………………………4単位
単位互換科目

⑵専門教育科目

�
�
�
�
�
�
�
�
�

必修科目……………………………………………………4単位 �
�
�
�
�
�
�
�
	

計72単位以上
選択必修科目………………14単位以上�

�
	
40単位以上

�
�
�
�
�
�
	

68単位以上
自コース科目※1
他コース科目※2
選択科目

⑶自由履修単位

�
�
�
�
�

共通教育科目
専門教育科目
関連教育科目

�
�
�
�
	

……………………………………………………………計24単位以上

※1 各自が所属するコースの「コース科目」
※2 各自が所属するコース以外の「コース科目」 ※イメージ図

《卒業要件》

（注） 1．経営法学科の学生は、経営法学科に開設されていない法律学科の専門教育科目を24単位を限度として選
択科目として修得することができる。

2．同一外国語について、第2外国語4単位以上を修得しない場合は、総合教養科目、専門教育科目、関連
教育科目のうちから4単位以上を修得しなければならない。

3．第2外国語を2単位のみ修得した場合は、各外国語について自由履修単位に算入する。
4．自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したも
のとみなす。

Ⅵ．諸 規 程
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令和6年度入学生（JB24台）法学部 経営法学科

第 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

共

通

教

育

科

目

総
合
教
養
科
目

人
文
科
学

哲 学Ａ 2 哲 学Ｂ 2 論 理 学Ａ 2 論 理 学Ｂ 2
倫 理 学Ａ 2 倫 理 学Ｂ 2 宗 教 学Ａ 2 宗 教 学Ｂ 2
日 本 史Ａ 2 日 本 史Ｂ 2 東 洋 史Ａ 2 東 洋 史Ｂ 2
西 洋 史Ａ 2 西 洋 史Ｂ 2 日 本 文 学Ａ 2 日 本 文 学Ｂ 2
ア ジ ア の 文 学Ａ 2 ア ジ ア の 文 学Ｂ 2 西 洋 文 学Ａ 2 西 洋 文 学Ｂ 2
人 文 地 理 学 2 芸 術Ａ 2 芸 術Ｂ 2 日 本 教 育 史 2
西 洋 教 育 史 2

社
会
科
学

法 学Ａ 2 法 学Ｂ 2 政 治 学Ａ 2 政 治 学Ｂ 2
経 済 学Ａ 2 経 済 学Ｂ 2 商 学Ａ 2 商 学Ｂ 2
社 会 学Ａ 2 社 会 学Ｂ 2 教 育 論Ａ 2 教 育 論Ｂ 2
教育の原理・課程論 2 地 理 学Ａ 2 地 理 学Ｂ 2 地 誌 学 2
心 理 学Ａ 2 心 理 学Ｂ 2 文 化 人 類 学Ａ 2 文 化 人 類 学Ｂ 2

自
然
科
学

数 学 入 門 2 基 礎 数 学 2 統 計 入 門 2 物 理 科 学 入 門 2
物 理 の 世 界 2 自然界と物質の化学 2 生活と環境の化学 2 地 球 圏 科 学 入 門 2
新 し い 地 球 観 2 ミクロの生物科学 2 マクロの生物科学 2 自 然 科 学 入 門 2
自 然 科 学 と 人 間 2 自然地理学（第3年次配当） 2

総合系列
科 目

福岡大学で考える現代社会 2

学修基盤
科 目

データサイエンス・ＡＩ入門 2

第 1 年 次 第 2 年 次 第 3 年 次 第 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

外
国
語
科
目

第
1

※フレッシュマン・イングリッシュⅠ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅠ 1 アドバンスト・イングリッシュⅠ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅡ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅡ 1 アドバンスト・イングリッシュⅡ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅢ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅢ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅣ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅣ 1

海 外 英 語 研 修 2

第

2

ド イ ツ 語ⅠＡ
ド イ ツ 語ⅠＢ

2 ド イ ツ 語ⅡＡ
ド イ ツ 語ⅡＢ

2
2 2

フ ラ ン ス 語ⅠＡ
フ ラ ン ス 語ⅠＢ

2 フ ラ ン ス 語ⅡＡ
フ ラ ン ス 語ⅡＢ

2
2 2

中 国 語ⅠＡ
中 国 語ⅠＢ

2 中 国 語ⅡＡ
中 国 語ⅡＢ

2
2 2

ロ シ ア 語ⅠＡ
ロ シ ア 語ⅠＢ

2 ロ シ ア 語ⅡＡ
ロ シ ア 語ⅡＢ

2
2 2

ス ペ イ ン 語ⅠＡ
ス ペ イ ン 語ⅠＢ

2 ス ペ イ ン 語ⅡＡ
ス ペ イ ン 語ⅡＢ

2
2 2

朝 鮮 語ⅠＡ
朝 鮮 語ⅠＢ

2 朝 鮮 語ⅡＡ
朝 鮮 語ⅡＢ

2
2 2

保健体育科目 ※生涯スポーツ演習Ⅰ 1 ※生 涯 ス ポ ー ツ 論 2
※生涯スポーツ演習Ⅱ 1

単位互換科目 他大学（短期大学を含む。）の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

専

門

教

育

科

目

必修科目 民 法 入 門 2
民 法 総 則 2

選択必修科目

憲 法 Ⅰ 2 債 権 法 Ⅰ 2 民 法 特 講 Ⅱ 4
憲 法 Ⅱ 2 債 権 法 Ⅱ 2 民 法 特 講 Ⅲ 4
裁 判 制 度 概 論 2 物 権 法 Ⅰ 2 演 習 Ⅱ ａ 4
企 業 法 入 門 2 会 社 法 Ⅰ 2 演 習 Ⅱ ｂ 4
国 際 関 係 学 入 門 2 会 社 法 Ⅱ 2 企業法務特別演習 4
法 学 部 入 門 ゼ ミ 2 企 業 法 総 論 2
パワーアップゼミ 4 企 業 取 引 法 2
国際コミュニケーション・法政事情Ⅰ 4 民 法 特 講 Ⅰ 4
国際コミュニケーション・法政事情Ⅱ 2 演 習 Ⅰ 4
国際コミュニケーション海外研修 2 演 習 Ⅱ 4 演 習 Ⅲ 4

コ

ー

ス

科

目

企
業
法
コ
ー
ス

行 政 法 Ⅰ 4 債 権 法 Ⅲ 2 商 業 登 記 法 2
物 権 法 Ⅱ 2 相 続 法 2 民事執行・保全法 2
親 族 法 2 民 事 訴 訟 法 Ⅰ 2 倒 産 処 理 法 2
経 済 法 4 民 事 訴 訟 法 Ⅱ 2 税 法 Ⅰ Ａ 2
労 働 法 4 企 業 金 融 法 2 税 法 Ⅰ Ｂ 2
ベンチャー起業と法 2 企 業 取 引 決 済 法 2 税 法 Ⅱ Ａ 2
消 費 者 法 2 商 事 法 総 合 講 義 2 税 法 Ⅱ Ｂ 2
海 外 法 政 事 情 Ⅰ 2 金 融 商 品 取 引 法 2 環 境 法 2
海 外 法 政 事 情 Ⅱ 2 保 険 法 2 観 光 法 2
海 外 法 政 研 修 2 中 小 企 業 と 法 2 インターンシップ 2

知 的 財 産 法 4
社 会 保 障 法 4
不 動 産 登 記 法 2

国
際
コ
ー
ス

国 際 法 総 論 4 国 際 法 各 論 4 外 交 史 通 論 2
国 際 関 係 論 4 国 際 私 法 4 アジア法セミナーⅡ 4
外 国 法 政 論 2 国 際 取 引 法 2 ドイツ法セミナーⅡ 4
英 米 法 2 国 際 知 的 財 産 法 2 フランス法セミナーⅡ 4
ド イ ツ 法 2 国 際 民 事 手 続 法 2 アメリカ法セミナーⅢ 4
フ ラ ン ス 法 2 国 際 経 済 法 4 インターンシップ 2
ア ジ ア 法 2 国 際 税 法 2
Ｅ Ｕ 法 2 アジア太平洋関係論 2
西 洋 政 治 史 4 海 商 法 2
海 外 法 政 事 情 Ⅰ 2 知 的 財 産 法 4
海 外 法 政 事 情 Ⅱ 2 環 境 法 2
海 外 法 政 研 修 2 比 較 憲 法 2
アジア法セミナーⅠ 4 観 光 法 2
ドイツ法セミナーⅠ 4 Ｎ Ｐ Ｏ 論 2
フランス法セミナーⅠ 4 マ ス メ デ ィ ア 論 2
アメリカ法セミナーⅡ 4 西 洋 法 制 史 4

選択科目

政 治 学 入 門 2 刑 法 Ⅰ 4 法 哲 学 4
アメリカ法セミナーⅠ 4 政 治 学 原 論 4 東 洋 法 制 史 4
特 別 講 義 Ａ 2 法 社 会 学 4 ロ ー マ 法 4

情 報 処 理 論 Ａ 2 近 代 日 本 法 史 2
情 報 処 理 論 Ｂ 2 警察活動の理論と実務 2
キャリアプランニング 2 特 別 講 義 Ｃ 2
概 説 日 本 史 2 特 別 講 義 Ｄ 2
概 説 外 国 史 2 特 別 講 義 Ｅ 2
概 説 社 会 学 2 大学院連携特別演習Ⅰ 4
概 説 哲 学 2 大学院連携特別演習Ⅱ 4
特 別 講 義 Ｂ 2 卒 業 論 文 2

関連教育科目 他学部の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

年次別授業科目表《学科履修規程 第4条 別表》 ※印は必修

（注） ⑴ 専門教育科目の選択科目については、上記年次別授業科目表のほか、経営法学科に開設されていない法律学科の専門教育科目を24単位を
限度として選択科目として修得することができる。

⑵ 自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したものとみなす。
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令和5年度入学生（JB23台）法学部 経営法学科

総合教養科目

�
��
�
�
�
�
��

人文科学…………………………………4単位以上
社会科学…………………………………4単位以上
自然科学…………………………………4単位以上
総合系列科目
学修基盤科目

�
��
�
�
�
�
�	

計12単位以上

⑴共通教育科目

�
��
�
�
�
�
�
�
�
�
��

�
��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�	

総計124単位以上

外国語科目
�
�
�

第1外国語…………………………………………………8単位以上
第2外国語…………………………………………………4単位以上

保健体育科目…………………………………………………………………4単位
単位互換科目

⑵専門教育科目

�
�
�
�
�
�
�
�
�

必修科目……………………………………………………4単位 �
�
�
�
�
�
�
�
	

計72単位以上
選択必修科目………………14単位以上�

�
	
40単位以上

�
�
�
�
�
�
	

68単位以上
自コース科目※1
他コース科目※2
選択科目

⑶自由履修単位

�
�
�
�
�

共通教育科目
専門教育科目
関連教育科目

�
�
�
�
	

……………………………………………………………計24単位以上

※1 各自が所属するコースの「コース科目」
※2 各自が所属するコース以外の「コース科目」 ※イメージ図

《卒業要件》

（注） 1．経営法学科の学生は、経営法学科に開設されていない法律学科の専門教育科目を24単位を限度として選
択科目として修得することができる。

2．同一外国語について、第2外国語4単位以上を修得しない場合は、総合教養科目、専門教育科目、関連
教育科目のうちから4単位以上を修得しなければならない。

3．第2外国語を2単位のみ修得した場合は、各外国語について自由履修単位に算入する。
4．自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したも
のとみなす。

Ⅵ．諸 規 程
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令和5年度入学生（JB23台）法学部 経営法学科

第 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

共

通

教

育

科

目

総
合
教
養
科
目

人
文
科
学

哲 学Ａ 2 哲 学Ｂ 2 論 理 学Ａ 2 論 理 学Ｂ 2
倫 理 学Ａ 2 倫 理 学Ｂ 2 宗 教 学Ａ 2 宗 教 学Ｂ 2
日 本 史Ａ 2 日 本 史Ｂ 2 東 洋 史Ａ 2 東 洋 史Ｂ 2
西 洋 史Ａ 2 西 洋 史Ｂ 2 日 本 文 学Ａ 2 日 本 文 学Ｂ 2
ア ジ ア の 文 学Ａ 2 ア ジ ア の 文 学Ｂ 2 西 洋 文 学Ａ 2 西 洋 文 学Ｂ 2
人 文 地 理 学 2 芸 術Ａ 2 芸 術Ｂ 2 日 本 教 育 史 2
西 洋 教 育 史 2

社
会
科
学

法 学Ａ 2 法 学Ｂ 2 政 治 学Ａ 2 政 治 学Ｂ 2
経 済 学Ａ 2 経 済 学Ｂ 2 商 学Ａ 2 商 学Ｂ 2
社 会 学Ａ 2 社 会 学Ｂ 2 教 育 論Ａ 2 教 育 論Ｂ 2
教育の原理・課程論 2 地 理 学Ａ 2 地 理 学Ｂ 2 地 誌 学 2
心 理 学Ａ 2 心 理 学Ｂ 2 文 化 人 類 学Ａ 2 文 化 人 類 学Ｂ 2

自
然
科
学

数 学 入 門 2 基 礎 数 学 2 統 計 入 門 2 物 理 科 学 入 門 2
物 理 の 世 界 2 自然界と物質の化学 2 生活と環境の化学 2 地 球 圏 科 学 入 門 2
新 し い 地 球 観 2 ミクロの生物科学 2 マクロの生物科学 2 自 然 科 学 入 門 2
自 然 科 学 と 人 間 2 自然地理学（第3年次配当） 2

総合系列
科 目

福岡大学で考える現代社会 2

学修基盤
科 目

〔データサイエンス・ＡＩ入門〕 2

第 1 年 次 第 2 年 次 第 3 年 次 第 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

外
国
語
科
目

第
1

※フレッシュマン・イングリッシュⅠ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅠ 1 アドバンスト・イングリッシュⅠ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅡ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅡ 1 アドバンスト・イングリッシュⅡ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅢ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅢ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅣ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅣ 1

海 外 英 語 研 修 2

第

2

ド イ ツ 語ⅠＡ
ド イ ツ 語ⅠＢ

2 ド イ ツ 語ⅡＡ
ド イ ツ 語ⅡＢ

2
2 2

フ ラ ン ス 語ⅠＡ
フ ラ ン ス 語ⅠＢ

2 フ ラ ン ス 語ⅡＡ
フ ラ ン ス 語ⅡＢ

2
2 2

中 国 語ⅠＡ
中 国 語ⅠＢ

2 中 国 語ⅡＡ
中 国 語ⅡＢ

2
2 2

ロ シ ア 語ⅠＡ
ロ シ ア 語ⅠＢ

2 ロ シ ア 語ⅡＡ
ロ シ ア 語ⅡＢ

2
2 2

ス ペ イ ン 語ⅠＡ
ス ペ イ ン 語ⅠＢ

2 ス ペ イ ン 語ⅡＡ
ス ペ イ ン 語ⅡＢ

2
2 2

朝 鮮 語ⅠＡ
朝 鮮 語ⅠＢ

2 朝 鮮 語ⅡＡ
朝 鮮 語ⅡＢ

2
2 2

保健体育科目 ※生涯スポーツ演習Ⅰ 1 ※生 涯 ス ポ ー ツ 論 2
※生涯スポーツ演習Ⅱ 1

単位互換科目 他大学（短期大学を含む。）の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

専

門

教

育

科

目

必修科目 民 法 入 門 2
民 法 総 則 2

選択必修科目

憲 法 Ⅰ 2 債 権 法 Ⅰ 2 民 法 特 講 Ⅱ 4
憲 法 Ⅱ 2 債 権 法 Ⅱ 2 民 法 特 講 Ⅲ 4
裁 判 制 度 概 論 2 物 権 法 Ⅰ 2 演 習 Ⅱ ａ 4
企 業 法 入 門 2 会 社 法 Ⅰ 2 演 習 Ⅱ ｂ 4
国 際 関 係 学 入 門 2 会 社 法 Ⅱ 2 企業法務特別演習 4
法 学 部 入 門 ゼ ミ 2 企 業 法 総 論 2
パワーアップゼミ 4 企 業 取 引 法 2
国際コミュニケーション・法政事情Ⅰ 4 民 法 特 講 Ⅰ 4
国際コミュニケーション・法政事情Ⅱ 2 演 習 Ⅰ 4
国際コミュニケーション海外研修 2 演 習 Ⅱ 4 演 習 Ⅲ 4

コ

ー

ス

科

目

企
業
法
コ
ー
ス

行 政 法 Ⅰ 4 債 権 法 Ⅲ 2 商 業 登 記 法 2
物 権 法 Ⅱ 2 相 続 法 2 民事執行・保全法 2
親 族 法 2 民 事 訴 訟 法 Ⅰ 2 倒 産 処 理 法 2
経 済 法 4 民 事 訴 訟 法 Ⅱ 2 税 法 Ⅰ Ａ 2
労 働 法 4 企 業 金 融 法 2 税 法 Ⅰ Ｂ 2
ベンチャー起業と法 2 企 業 取 引 決 済 法 2 税 法 Ⅱ Ａ 2
消 費 者 法 2 商 事 法 総 合 講 義 2 税 法 Ⅱ Ｂ 2
〔海外法政事情Ⅰ〕 2 金 融 商 品 取 引 法 2 環 境 法 2
〔海外法政事情Ⅱ〕 2 保 険 法 2 観 光 法 2
〔海 外 法 政 研 修〕 2 中 小 企 業 と 法 2 インターンシップ 2

知 的 財 産 法 4
社 会 保 障 法 4
不 動 産 登 記 法 2

国
際
コ
ー
ス

国 際 法 総 論 4 国 際 法 各 論 4 外 交 史 通 論 2
国 際 関 係 論 4 国 際 私 法 4 アジア法セミナーⅡ 4
外 国 法 政 論 2 国 際 取 引 法 2 ドイツ法セミナーⅡ 4
英 米 法 2 国 際 知 的 財 産 法 2 フランス法セミナーⅡ 4
ド イ ツ 法 2 国 際 民 事 手 続 法 2 アメリカ法セミナーⅢ 4
フ ラ ン ス 法 2 国 際 経 済 法 4 インターンシップ 2
ア ジ ア 法 2 国 際 税 法 2
〔Ｅ Ｕ 法〕 2 アジア太平洋関係論 2
西 洋 政 治 史 4 海 商 法 2
〔海外法政事情Ⅰ〕 2 知 的 財 産 法 4
〔海外法政事情Ⅱ〕 2 環 境 法 2
〔海 外 法 政 研 修〕 2 比 較 憲 法 2
アジア法セミナーⅠ 4 観 光 法 2
〔ドイツ法セミナーⅠ〕 4 Ｎ Ｐ Ｏ 論 2
〔フランス法セミナーⅠ〕 4 マ ス メ デ ィ ア 論 2
アメリカ法セミナーⅡ 4 西 洋 法 制 史 4

選択科目

政 治 学 入 門 2 刑 法 Ⅰ 4 法 哲 学 4
アメリカ法セミナーⅠ 4 政 治 学 原 論 4 東 洋 法 制 史 4
特 別 講 義 Ａ 2 法 社 会 学 4 ロ ー マ 法 4

情 報 処 理 論 Ａ 2 近 代 日 本 法 史 2
情 報 処 理 論 Ｂ 2 警察活動の理論と実務 2
キャリアプランニング 2 特 別 講 義 Ｃ 2
概 説 日 本 史 2 特 別 講 義 Ｄ 2
概 説 外 国 史 2 特 別 講 義 Ｅ 2
概 説 社 会 学 2 大学院連携特別演習Ⅰ 4
概 説 哲 学 2 大学院連携特別演習Ⅱ 4
特 別 講 義 Ｂ 2 卒 業 論 文 2

関連教育科目 他学部の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

年次別授業科目表《学科履修規程 第4条 別表》 ※印は必修

（注） ⑴ 専門教育科目の選択科目については、上記年次別授業科目表のほか、経営法学科に開設されていない法律学科の専門教育科目を24単位を
限度として選択科目として修得することができる。

⑵ 自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したものとみなす。
⑶ 〔 〕内は、今年度休講。 ―179―



令和4年度入学生（JB22台）法学部 経営法学科

総合教養科目

�
��
�
�
�
�
��

人文科学…………………………………4単位以上
社会科学…………………………………4単位以上
自然科学…………………………………4単位以上
総合系列科目
学修基盤科目

�
��
�
�
�
�
�	

計12単位以上

⑴共通教育科目

�
��
�
�
�
�
�
�
�
�
��

�
��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�	

総計124単位以上

外国語科目
�
�
�

第1外国語…………………………………………………8単位以上
第2外国語…………………………………………………4単位以上

保健体育科目…………………………………………………………………4単位
単位互換科目

⑵専門教育科目

�
�
�
�
�
�
�
�
�

必修科目……………………………………………………4単位 �
�
�
�
�
�
�
�
	

計72単位以上
選択必修科目………………14単位以上�

�
	
40単位以上

�
�
�
�
�
�
	

68単位以上
自コース科目※1
他コース科目※2
選択科目

⑶自由履修単位

�
�
�
�
�

共通教育科目
専門教育科目
関連教育科目

�
�
�
�
	

……………………………………………………………計24単位以上

※1 各自が所属するコースの「コース科目」
※2 各自が所属するコース以外の「コース科目」 ※イメージ図

《卒業要件》

（注） 1．経営法学科の学生は、経営法学科に開設されていない法律学科の専門教育科目を24単位を限度として選
択科目として修得することができる。

2．同一外国語について、第2外国語4単位以上を修得しない場合は、総合教養科目、専門教育科目、関連
教育科目のうちから4単位以上を修得しなければならない。

3．第2外国語を2単位のみ修得した場合は、各外国語について自由履修単位に算入する。
4．自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したも
のとみなす。

Ⅵ．諸 規 程

―180―



令和4年度入学生（JB22台）法学部 経営法学科

第 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

共

通

教

育

科

目

総
合
教
養
科
目

人
文
科
学

哲 学Ａ 2 哲 学Ｂ 2 論 理 学Ａ 2 論 理 学Ｂ 2
倫 理 学Ａ 2 倫 理 学Ｂ 2 宗 教 学Ａ 2 宗 教 学Ｂ 2
日 本 史Ａ 2 日 本 史Ｂ 2 東 洋 史Ａ 2 東 洋 史Ｂ 2
西 洋 史Ａ 2 西 洋 史Ｂ 2 日 本 文 学Ａ 2 日 本 文 学Ｂ 2
ア ジ ア の 文 学Ａ 2 ア ジ ア の 文 学Ｂ 2 西 洋 文 学Ａ 2 西 洋 文 学Ｂ 2
人 文 地 理 学 2 芸 術Ａ 2 芸 術Ｂ 2 日 本 教 育 史 2
西 洋 教 育 史 2

社
会
科
学

法 学Ａ 2 法 学Ｂ 2 政 治 学Ａ 2 政 治 学Ｂ 2
経 済 学Ａ 2 経 済 学Ｂ 2 商 学Ａ 2 商 学Ｂ 2
社 会 学Ａ 2 社 会 学Ｂ 2 教 育 論Ａ 2 教 育 論Ｂ 2
教育の原理・課程論 2 地 理 学Ａ 2 地 理 学Ｂ 2 地 誌 学 2
心 理 学Ａ 2 心 理 学Ｂ 2 文 化 人 類 学Ａ 2 文 化 人 類 学Ｂ 2

自
然
科
学

数 学 入 門 2 基 礎 数 学 2 統 計 入 門 2 物 理 科 学 入 門 2
物 理 の 世 界 2 自然界と物質の化学 2 生活と環境の化学 2 地 球 圏 科 学 入 門 2
新 し い 地 球 観 2 ミクロの生物科学 2 マクロの生物科学 2 自 然 科 学 入 門 2
自 然 科 学 と 人 間 2 自然地理学（第3年次配当） 2

総合系列
科 目

地 球 環 境 2 〔生命・健康と医療〕 2 国 際 化 と 日 本 2 〔科学・技術・情報と社会〕 2

学修基盤
科 目

〔データサイエンス・ＡＩ入門〕 2

第 1 年 次 第 2 年 次 第 3 年 次 第 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

外
国
語
科
目

第
1

※フレッシュマン・イングリッシュⅠ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅠ 1 アドバンスト・イングリッシュⅠ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅡ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅡ 1 アドバンスト・イングリッシュⅡ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅢ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅢ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅣ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅣ 1

海 外 英 語 研 修 2

第

2

ド イ ツ 語ⅠＡ
ド イ ツ 語ⅠＢ

2 ド イ ツ 語ⅡＡ
ド イ ツ 語ⅡＢ

2
2 2

フ ラ ン ス 語ⅠＡ
フ ラ ン ス 語ⅠＢ

2 フ ラ ン ス 語ⅡＡ
フ ラ ン ス 語ⅡＢ

2
2 2

中 国 語ⅠＡ
中 国 語ⅠＢ

2 中 国 語ⅡＡ
中 国 語ⅡＢ

2
2 2

ロ シ ア 語ⅠＡ
ロ シ ア 語ⅠＢ

2 ロ シ ア 語ⅡＡ
ロ シ ア 語ⅡＢ

2
2 2

ス ペ イ ン 語ⅠＡ
ス ペ イ ン 語ⅠＢ

2 ス ペ イ ン 語ⅡＡ
ス ペ イ ン 語ⅡＢ

2
2 2

朝 鮮 語ⅠＡ
朝 鮮 語ⅠＢ

2 朝 鮮 語ⅡＡ
朝 鮮 語ⅡＢ

2
2 2

保健体育科目 ※生涯スポーツ演習Ⅰ 1 ※生 涯 ス ポ ー ツ 論 2
※生涯スポーツ演習Ⅱ 1

単位互換科目 他大学（短期大学を含む。）の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

専

門

教

育

科

目

必修科目 民 法 入 門 2
民 法 総 則 2

選択必修科目

憲 法 Ⅰ 2 債 権 法 Ⅰ 2 民 法 特 講 Ⅱ 4
憲 法 Ⅱ 2 債 権 法 Ⅱ 2 民 法 特 講 Ⅲ 4
裁 判 制 度 概 論 2 物 権 法 Ⅰ 2 〔演 習 Ⅱ ａ〕 4
企 業 法 入 門 2 会 社 法 Ⅰ 2 演 習 Ⅱ ｂ 4
法 学 部 入 門 ゼ ミ 2 会 社 法 Ⅱ 2 企業法務特別演習 4
パワーアップゼミ 4 企 業 法 総 論 2
国際コミュニケーション・法政事情Ⅰ 4 企 業 取 引 法 2
国際コミュニケーション・法政事情Ⅱ 2 民 法 特 講 Ⅰ 4
国際コミュニケーション海外研修 2 演 習 Ⅰ 4 演 習 Ⅱ 4 演 習 Ⅲ 4

コ

ー

ス

科

目

企
業
法
コ
ー
ス

行 政 法 Ⅰ 4 債 権 法 Ⅲ 2 商 業 登 記 法 2
物 権 法 Ⅱ 2 相 続 法 2 民事執行・保全法 2
親 族 法 2 民 事 訴 訟 法 Ⅰ 2 倒 産 処 理 法 2
経 済 法 4 民 事 訴 訟 法 Ⅱ 2 税 法 Ⅰ Ａ 2
労 働 法 4 企 業 金 融 法 2 税 法 Ⅰ Ｂ 2
ベンチャー起業と法 2 企 業 取 引 決 済 法 2 税 法 Ⅱ Ａ 2
消 費 者 法 2 商 事 法 総 合 講 義 2 税 法 Ⅱ Ｂ 2
〔海外法政事情Ⅰ〕 2 金 融 商 品 取 引 法 2 環 境 法 2
〔海外法政事情Ⅱ〕 2 保 険 法 2 観 光 法 2
〔海 外 法 政 研 修〕 2 中 小 企 業 と 法 2 インターンシップ 2

知 的 財 産 法 4
社 会 保 障 法 4
不 動 産 登 記 法 2

国
際
コ
ー
ス

国 際 法 総 論 4 国 際 法 各 論 4 〔アジア法セミナーⅡ〕 4
国 際 関 係 論 4 国 際 私 法 4 〔ドイツ法セミナーⅡ〕 4
外 国 法 政 論 2 国 際 取 引 法 2 〔フランス法セミナーⅡ〕 4
英 米 法 2 国 際 知 的 財 産 法 2 〔アメリカ法セミナーⅢ〕 4
ド イ ツ 法 2 国 際 民 事 手 続 法 2 インターンシップ 2
フ ラ ン ス 法 2 国 際 経 済 法 4
ア ジ ア 法 2 国 際 税 法 2
〔Ｅ Ｕ 法〕 2 アジア太平洋関係論 2
西 洋 政 治 史 4 海 商 法 2
〔海外法政事情Ⅰ〕 2 知 的 財 産 法 4
〔海外法政事情Ⅱ〕 2 環 境 法 2
〔海 外 法 政 研 修〕 2 比 較 憲 法 2
アジア法セミナーⅠ 4 観 光 法 2
〔ドイツ法セミナーⅠ〕 4 〔Ｎ Ｐ Ｏ 論〕 2
〔フランス法セミナーⅠ〕 4 マ ス メ デ ィ ア 論 2
アメリカ法セミナーⅡ 4 西 洋 法 制 史 4

選択科目

政 治 学 入 門 2 刑 法 Ⅰ 4 法 哲 学 4
世 界 外 交 史 4 政 治 学 原 論 4 〔東 洋 法 制 史〕 4
アメリカ法セミナーⅠ 4 法 社 会 学 4 ロ ー マ 法 4

情 報 処 理 論 Ａ 2 近 代 日 本 法 史 2
情 報 処 理 論 Ｂ 2 警察活動の理論と実務 2
キャリアプランニング 2 特 別 講 義2‐10
概 説 日 本 史 2
概 説 外 国 史 2 大学院連携特別演習Ⅰ 4
概 説 社 会 学 2 大学院連携特別演習Ⅱ 4
概 説 哲 学 2 卒 業 論 文 2

関連教育科目 他学部の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

年次別授業科目表《学科履修規程 第4条 別表》 ※印は必修

（注） ⑴ 専門教育科目の選択科目については、上記年次別授業科目表のほか、経営法学科に開設されていない法律学科の専門教育科目を24単位を
限度として選択科目として修得することができる。

⑵ 自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したものとみなす。
⑶ 〔 〕内は、今年度休講。
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令和3年度入学生（JB21台）法学部 経営法学科

総合教養科目

�
�
�
�
�
�
�

人文科学…………………………………4単位以上
社会科学…………………………………4単位以上
自然科学…………………………………4単位以上
総合系列科目

�
�
�
�
�
�
�

計12単位以上��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

総計124単位以上

⑴共通教育科目

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

外国語科目
�
�
�

第1外国語…………………………………………………8単位以上
第2外国語…………………………………………………4単位以上

保健体育科目…………………………………………………………………4単位
単位互換科目

⑵専門教育科目

�
�
�
�
�
�
�
�
�

必修科目……………………………………………………4単位 �
�
�
�
�
�
�
�
�

計72単位以上
選択必修科目………………14単位以上�

�
�
40単位以上

�
�
�
�
�
�
�

68単位以上
自コース科目※1
他コース科目※2
選択科目

⑶自由履修単位

�
�
�
�
�

共通教育科目
専門教育科目
関連教育科目

�
�
�
�
�

……………………………………………………………計24単位以上

※1 各自が所属するコースの「コース科目」
※2 各自が所属するコース以外の「コース科目」

《卒業要件》

（注） 1．経営法学科の学生は、経営法学科に開設されていない法律学科の専門教育科目を24単位を限度として選
択科目として修得することができる。

2．同一外国語について、第2外国語4単位以上を修得しない場合は、総合教養科目、専門教育科目、関連
教育科目のうちから4単位以上を修得しなければならない。

3．第2外国語を2単位のみ修得した場合は、各外国語について自由履修単位に算入する。
4．自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したも
のとみなす。

Ⅵ．諸 規 程
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令和3年度入学生（JB21台）法学部 経営法学科

第 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

共

通

教

育

科

目

総
合
教
養
科
目

人
文
科
学

哲 学Ａ 2 哲 学Ｂ 2 論 理 学Ａ 2 論 理 学Ｂ 2
倫 理 学Ａ 2 倫 理 学Ｂ 2 宗 教 学Ａ 2 宗 教 学Ｂ 2
日 本 史Ａ 2 日 本 史Ｂ 2 東 洋 史Ａ 2 東 洋 史Ｂ 2
西 洋 史Ａ 2 西 洋 史Ｂ 2 日 本 文 学Ａ 2 日 本 文 学Ｂ 2
ア ジ ア の 文 学Ａ 2 ア ジ ア の 文 学Ｂ 2 西 洋 文 学Ａ 2 西 洋 文 学Ｂ 2
人 文 地 理 学 2 芸 術Ａ 2 芸 術Ｂ 2 日 本 教 育 史 2
西 洋 教 育 史 2

社
会
科
学

法 学Ａ 2 法 学Ｂ 2 政 治 学Ａ 2 政 治 学Ｂ 2
経 済 学Ａ 2 経 済 学Ｂ 2 商 学Ａ 2 商 学Ｂ 2
社 会 学Ａ 2 社 会 学Ｂ 2 教 育 論Ａ 2 教 育 論Ｂ 2
教育の原理・課程論 2 地 理 学Ａ 2 地 理 学Ｂ 2 地 誌 学 2
心 理 学Ａ 2 心 理 学Ｂ 2 文 化 人 類 学Ａ 2 文 化 人 類 学Ｂ 2

自
然
科
学

数 学 入 門 2 基 礎 数 学 2 統 計 入 門 2 物 理 科 学 入 門 2
物 理 の 世 界 2 自然界と物質の化学 2 生活と環境の化学 2 地 球 圏 科 学 入 門 2
新 し い 地 球 観 2 ミクロの生物科学 2 マクロの生物科学 2 自 然 科 学 入 門 2
自 然 科 学 と 人 間 2 自然地理学（第3年次配当） 2

総合系列
科 目

地 球 環 境 2 〔生命・健康と医療〕 2 国 際 化 と 日 本 2 〔科学・技術・情報と社会〕 2

第 1 年 次 第 2 年 次 第 3 年 次 第 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

外
国
語
科
目

第
1

※フレッシュマン・イングリッシュⅠ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅠ 1 アドバンスト・イングリッシュⅠ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅡ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅡ 1 アドバンスト・イングリッシュⅡ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅢ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅢ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅣ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅣ 1

海 外 英 語 研 修 2

第

2

ド イ ツ 語ⅠＡ
ド イ ツ 語ⅠＢ

2 ド イ ツ 語ⅡＡ
ド イ ツ 語ⅡＢ

2
2 2

フ ラ ン ス 語ⅠＡ
フ ラ ン ス 語ⅠＢ

2 フ ラ ン ス 語ⅡＡ
フ ラ ン ス 語ⅡＢ

2
2 2

中 国 語ⅠＡ
中 国 語ⅠＢ

2 中 国 語ⅡＡ
中 国 語ⅡＢ

2
2 2

ロ シ ア 語ⅠＡ
ロ シ ア 語ⅠＢ

2 ロ シ ア 語ⅡＡ
ロ シ ア 語ⅡＢ

2
2 2

ス ペ イ ン 語ⅠＡ
ス ペ イ ン 語ⅠＢ

2 ス ペ イ ン 語ⅡＡ
ス ペ イ ン 語ⅡＢ

2
2 2

朝 鮮 語ⅠＡ
朝 鮮 語ⅠＢ

2 朝 鮮 語ⅡＡ
朝 鮮 語ⅡＢ

2
2 2

保健体育科目 ※生涯スポーツ演習Ⅰ 1 ※生 涯 ス ポ ー ツ 論 2
※生涯スポーツ演習Ⅱ 1

単位互換科目 他大学（短期大学を含む。）の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

専

門

教

育

科

目

必修科目 民 法 入 門 2
民 法 総 則 2

選択必修科目

憲 法 Ⅰ 2 債 権 法 Ⅰ 2 民 法 特 講 Ⅱ 4
憲 法 Ⅱ 2 債 権 法 Ⅱ 2 民 法 特 講 Ⅲ 4
裁 判 制 度 概 論 2 物 権 法 Ⅰ 2 〔演 習 Ⅱ ａ〕 4
企 業 法 入 門 2 会 社 法 Ⅰ 2 演 習 Ⅱ ｂ 4
法 学 部 入 門 ゼ ミ 2 会 社 法 Ⅱ 2 企業法務特別演習 4
パワーアップゼミ 4 企 業 法 総 論 2
国際コミュニケーション・法政事情Ⅰ 4 企 業 取 引 法 2
国際コミュニケーション・法政事情Ⅱ 2 民 法 特 講 Ⅰ 4
国際コミュニケーション海外研修 2 演 習 Ⅰ 4 演 習 Ⅱ 4 演 習 Ⅲ 4

コ

ー

ス

科

目

企
業
法
コ
ー
ス

行 政 法 Ⅰ 4 債 権 法 Ⅲ 2 商 業 登 記 法 2
物 権 法 Ⅱ 2 相 続 法 2 民事執行・保全法 2
親 族 法 2 民 事 訴 訟 法 Ⅰ 2 倒 産 処 理 法 2
経 済 法 4 民 事 訴 訟 法 Ⅱ 2 税 法 Ⅰ Ａ 2
労 働 法 4 企 業 金 融 法 2 税 法 Ⅰ Ｂ 2
ベンチャー起業と法 2 企 業 取 引 決 済 法 2 税 法 Ⅱ Ａ 2
消 費 者 法 2 商 事 法 総 合 講 義 2 税 法 Ⅱ Ｂ 2
〔海外法政事情Ⅰ〕 2 金 融 商 品 取 引 法 2 環 境 法 2
〔海外法政事情Ⅱ〕 2 保 険 法 2 観 光 法 2
〔海 外 法 政 研 修〕 2 中 小 企 業 と 法 2 インターンシップ 2

知 的 財 産 法 4
社 会 保 障 法 4
不 動 産 登 記 法 2

国
際
コ
ー
ス

国 際 法 総 論 4 国 際 法 各 論 4 〔アジア法セミナーⅡ〕 4
国 際 関 係 論 4 国 際 私 法 4 〔ドイツ法セミナーⅡ〕 4
外 国 法 政 論 2 国 際 取 引 法 2 〔フランス法セミナーⅡ〕 4
英 米 法 2 国 際 知 的 財 産 法 2 〔アメリカ法セミナーⅢ〕 4
ド イ ツ 法 2 国 際 民 事 手 続 法 2 インターンシップ 2
フ ラ ン ス 法 2 国 際 経 済 法 4
ア ジ ア 法 2 国 際 税 法 2
〔Ｅ Ｕ 法〕 2 アジア太平洋関係論 2
西 洋 政 治 史 4 海 商 法 2
〔海外法政事情Ⅰ〕 2 知 的 財 産 法 4
〔海外法政事情Ⅱ〕 2 環 境 法 2
〔海 外 法 政 研 修〕 2 比 較 憲 法 2
アジア法セミナーⅠ 4 観 光 法 2
〔ドイツ法セミナーⅠ〕 4 〔Ｎ Ｐ Ｏ 論〕 2
〔フランス法セミナーⅠ〕 4 マ ス メ デ ィ ア 論 2
アメリカ法セミナーⅡ 4 西 洋 法 制 史 4

選択科目

政 治 学 入 門 2 刑 法 Ⅰ 4 法 哲 学 4
世 界 外 交 史 4 政 治 学 原 論 4 〔東 洋 法 制 史〕 4
アメリカ法セミナーⅠ 4 法 社 会 学 4 ロ ー マ 法 4

情 報 処 理 論 Ａ 2 近 代 日 本 法 史 2
情 報 処 理 論 Ｂ 2 警察活動の理論と実務 2
キャリアプランニング 2 特 別 講 義2‐10
概 説 日 本 史 2
概 説 外 国 史 2 大学院連携特別演習Ⅰ 4
概 説 社 会 学 2 大学院連携特別演習Ⅱ 4
概 説 哲 学 2 卒 業 論 文 2

関連教育科目 他学部の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

年次別授業科目表《学科履修規程 第4条 別表》 ※印は必修

（注） ⑴ 専門教育科目の選択科目については、上記年次別授業科目表のほか、経営法学科に開設されていない法律学科の専門教育科目を24単位を
限度として選択科目として修得することができる。

⑵ 自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したものとみなす。
⑶ 〔 〕内は、今年度休講。
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令和2年度入学生（JB20台）法学部 経営法学科

総合教養科目

�
�
�
�
�
�
�

人文科学…………………………………4単位以上
社会科学…………………………………4単位以上
自然科学…………………………………4単位以上
総合系列科目

�
�
�
�
�
�
�

計12単位以上��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

総計124単位以上

⑴共通教育科目

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

外国語科目
�
�
�

第1外国語…………………………………………………8単位以上
第2外国語…………………………………………………4単位以上

保健体育科目…………………………………………………………………4単位
単位互換科目

⑵専門教育科目

�
�
�
�
�
�
�
�
�

必修科目……………………………………………………4単位 �
�
�
�
�
�
�
�
�

計72単位以上
選択必修科目………………14単位以上�

�
�
40単位以上

�
�
�
�
�
�
�

68単位以上
自コース科目※1
他コース科目※2
選択科目

⑶自由履修単位

�
�
�
�
�

共通教育科目
専門教育科目
関連教育科目

�
�
�
�
�

……………………………………………………………計24単位以上

※1 各自が所属するコースの「コース科目」
※2 各自が所属するコース以外の「コース科目」

《卒業要件》

（注） 1．経営法学科の学生は、経営法学科に開設されていない法律学科の専門教育科目を24単位を限度として選
択科目として修得することができる。

2．同一外国語について、第2外国語4単位以上を修得しない場合は、総合教養科目、専門教育科目、関連
教育科目のうちから4単位以上を修得しなければならない。

3．第2外国語を2単位のみ修得した場合は、各外国語について自由履修単位に算入する。
4．自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したも
のとみなす。

Ⅵ．諸 規 程
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令和2年度入学生（JB20台）法学部 経営法学科

第 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

共

通

教

育

科

目

総
合
教
養
科
目

人
文
科
学

哲 学Ａ 2 哲 学Ｂ 2 論 理 学Ａ 2 論 理 学Ｂ 2
倫 理 学Ａ 2 倫 理 学Ｂ 2 宗 教 学Ａ 2 宗 教 学Ｂ 2
日 本 史Ａ 2 日 本 史Ｂ 2 東 洋 史Ａ 2 東 洋 史Ｂ 2
西 洋 史Ａ 2 西 洋 史Ｂ 2 日 本 文 学Ａ 2 日 本 文 学Ｂ 2
ア ジ ア の 文 学Ａ 2 ア ジ ア の 文 学Ｂ 2 西 洋 文 学Ａ 2 西 洋 文 学Ｂ 2
人 文 地 理 学 2 芸 術Ａ 2 芸 術Ｂ 2 日 本 教 育 史 2
西 洋 教 育 史 2

社
会
科
学

法 学Ａ 2 法 学Ｂ 2 政 治 学Ａ 2 政 治 学Ｂ 2
経 済 学Ａ 2 経 済 学Ｂ 2 商 学Ａ 2 商 学Ｂ 2
社 会 学Ａ 2 社 会 学Ｂ 2 教 育 論Ａ 2 教 育 論Ｂ 2
教育の原理・課程論 2 地 理 学Ａ 2 地 理 学Ｂ 2 地 誌 学 2
心 理 学Ａ 2 心 理 学Ｂ 2 文 化 人 類 学Ａ 2 文 化 人 類 学Ｂ 2

自
然
科
学

数 学 入 門 2 基 礎 数 学 2 統 計 入 門 2 物 理 科 学 入 門 2
物 理 の 世 界 2 自然界と物質の化学 2 生活と環境の化学 2 地 球 圏 科 学 入 門 2
新 し い 地 球 観 2 ミクロの生物科学 2 マクロの生物科学 2 自 然 科 学 入 門 2
自 然 科 学 と 人 間 2 自然地理学（第3年次配当） 2

総合系列
科 目

地 球 環 境 2 〔生命・健康と医療〕 2 国 際 化 と 日 本 2 〔科学・技術・情報と社会〕 2

第 1 年 次 第 2 年 次 第 3 年 次 第 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

外
国
語
科
目

第
1

※フレッシュマン・イングリッシュⅠ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅠ 1 アドバンスト・イングリッシュⅠ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅡ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅡ 1 アドバンスト・イングリッシュⅡ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅢ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅢ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅣ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅣ 1

海 外 英 語 研 修 2

第

2

ド イ ツ 語ⅠＡ
ド イ ツ 語ⅠＢ

2 ド イ ツ 語ⅡＡ
ド イ ツ 語ⅡＢ

2
2 2

フ ラ ン ス 語ⅠＡ
フ ラ ン ス 語ⅠＢ

2 フ ラ ン ス 語ⅡＡ
フ ラ ン ス 語ⅡＢ

2
2 2

中 国 語ⅠＡ
中 国 語ⅠＢ

2 中 国 語ⅡＡ
中 国 語ⅡＢ

2
2 2

ロ シ ア 語ⅠＡ
ロ シ ア 語ⅠＢ

2 ロ シ ア 語ⅡＡ
ロ シ ア 語ⅡＢ

2
2 2

ス ペ イ ン 語ⅠＡ
ス ペ イ ン 語ⅠＢ

2 ス ペ イ ン 語ⅡＡ
ス ペ イ ン 語ⅡＢ

2
2 2

朝 鮮 語ⅠＡ
朝 鮮 語ⅠＢ

2 朝 鮮 語ⅡＡ
朝 鮮 語ⅡＢ

2
2 2

保健体育科目 ※生涯スポーツ演習Ⅰ 1 ※生 涯 ス ポ ー ツ 論 2
※生涯スポーツ演習Ⅱ 1

単位互換科目 他大学（短期大学を含む。）の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

専

門

教

育

科

目

必修科目 民 法 入 門 2
民 法 総 則 2

選択必修科目

憲 法 Ⅰ 2 債 権 法 Ⅰ 2 民 法 特 講 Ⅱ 4
憲 法 Ⅱ 2 債 権 法 Ⅱ 2 民 法 特 講 Ⅲ 4
裁 判 制 度 概 論 2 物 権 法 Ⅰ 2 〔演 習 Ⅱ ａ〕 4
企 業 法 入 門 2 会 社 法 Ⅰ 2 演 習 Ⅱ ｂ 4
法 学 部 入 門 ゼ ミ 2 会 社 法 Ⅱ 2 企業法務特別演習 4
パワーアップゼミ 4 企 業 法 総 論 2
国際コミュニケーション・法政事情Ⅰ 4 企 業 取 引 法 2
国際コミュニケーション・法政事情Ⅱ 2 民 法 特 講 Ⅰ 4
国際コミュニケーション海外研修 2 演 習 Ⅰ 4 演 習 Ⅱ 4 演 習 Ⅲ 4

コ

ー

ス

科

目

企
業
法
コ
ー
ス

行 政 法 Ⅰ 4 債 権 法 Ⅲ 2 商 業 登 記 法 2
物 権 法 Ⅱ 2 相 続 法 2 民事執行・保全法 2
親 族 法 2 民 事 訴 訟 法 Ⅰ 2 倒 産 処 理 法 2
経 済 法 4 民 事 訴 訟 法 Ⅱ 2 税 法 Ⅰ Ａ 2
労 働 法 4 企 業 金 融 法 2 税 法 Ⅰ Ｂ 2
ベンチャー起業と法 2 企 業 取 引 決 済 法 2 税 法 Ⅱ Ａ 2
消 費 者 法 2 商 事 法 総 合 講 義 2 税 法 Ⅱ Ｂ 2
〔海外法政事情Ⅰ〕 2 金 融 商 品 取 引 法 2 環 境 法 2
〔海外法政事情Ⅱ〕 2 保 険 法 2 観 光 法 2
〔海 外 法 政 研 修〕 2 中 小 企 業 と 法 2 インターンシップ 2

知 的 財 産 法 4
社 会 保 障 法 4
不 動 産 登 記 法 2

国
際
コ
ー
ス

国 際 法 総 論 4 国 際 法 各 論 4 〔アジア法セミナーⅡ〕 4
国 際 関 係 論 4 国 際 私 法 4 〔ドイツ法セミナーⅡ〕 4
外 国 法 政 論 2 国 際 取 引 法 2 〔フランス法セミナーⅡ〕 4
英 米 法 2 国 際 知 的 財 産 法 2 〔アメリカ法セミナーⅢ〕 4
ド イ ツ 法 2 国 際 民 事 手 続 法 2 インターンシップ 2
フ ラ ン ス 法 2 国 際 経 済 法 4
ア ジ ア 法 2 国 際 税 法 2
〔Ｅ Ｕ 法〕 2 アジア太平洋関係論 2
西 洋 政 治 史 4 海 商 法 2
〔海外法政事情Ⅰ〕 2 知 的 財 産 法 4
〔海外法政事情Ⅱ〕 2 環 境 法 2
〔海 外 法 政 研 修〕 2 比 較 憲 法 2
アジア法セミナーⅠ 4 観 光 法 2
〔ドイツ法セミナーⅠ〕 4 〔Ｎ Ｐ Ｏ 論〕 2
〔フランス法セミナーⅠ〕 4 マ ス メ デ ィ ア 論 2
アメリカ法セミナーⅡ 4 西 洋 法 制 史 4

選択科目

政 治 学 入 門 2 刑 法 Ⅰ 4 法 哲 学 4
世 界 外 交 史 4 政 治 学 原 論 4 〔東 洋 法 制 史〕 4
アメリカ法セミナーⅠ 4 法 社 会 学 4 ロ ー マ 法 4

情 報 処 理 論 Ａ 2 近 代 日 本 法 史 2
情 報 処 理 論 Ｂ 2 警察活動の理論と実務 2
キャリアプランニング 2 特 別 講 義2‐10
概 説 日 本 史 2
概 説 外 国 史 2 大学院連携特別演習Ⅰ 4
概 説 社 会 学 2 大学院連携特別演習Ⅱ 4
概 説 哲 学 2 卒 業 論 文 2

関連教育科目 他学部の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

年次別授業科目表《学科履修規程 第4条 別表》 ※印は必修

（注） ⑴ 専門教育科目の選択科目については、上記年次別授業科目表のほか、経営法学科に開設されていない法律学科の専門教育科目を24単位を
限度として選択科目として修得することができる。

⑵ 自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したものとみなす。
⑶ 〔 〕内は、今年度休講。
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平成31年度入学生（JB19台）法学部 経営法学科

総合教養科目

�
�
�
�
�
�
�

人文科学…………………………………4単位以上
社会科学…………………………………4単位以上
自然科学…………………………………4単位以上
総合系列科目

�
�
�
�
�
�
�

計12単位以上��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

総計124単位以上

⑴共通教育科目

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

外国語科目
�
�
�

第1外国語…………………………………………………8単位以上
第2外国語…………………………………………………4単位以上

保健体育科目…………………………………………………………………4単位
単位互換科目

⑵専門教育科目

�
�
�
�
�
�
�
�
�

必修科目……………………………………………………4単位 �
�
�
�
�
�
�
�
�

計72単位以上
選択必修科目………………14単位以上�

�
�
40単位以上

�
�
�
�
�
�
�

68単位以上
自コース科目※1
他コース科目※2
選択科目

⑶自由履修単位

�
�
�
�
�

共通教育科目
専門教育科目
関連教育科目

�
�
�
�
�

……………………………………………………………計24単位以上

※1 各自が所属するコースの「コース科目」
※2 各自が所属するコース以外の「コース科目」

《卒業要件》

（注） 1．経営法学科の学生は、経営法学科に開設されていない法律学科の専門教育科目を24単位を限度として選
択科目として修得することができる。

2．同一外国語について、第2外国語4単位以上を修得しない場合は、総合教養科目、専門教育科目、関連
教育科目のうちから4単位以上を修得しなければならない。

3．第2外国語を2単位のみ修得した場合は、各外国語について自由履修単位に算入する。
4．自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したも
のとみなす。

Ⅵ．諸 規 程
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平成31年度入学生（JB19台）法学部 経営法学科

第 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

共

通

教

育

科

目

総
合
教
養
科
目

人
文
科
学

哲 学Ａ 2 哲 学Ｂ 2 論 理 学Ａ 2 論 理 学Ｂ 2
倫 理 学Ａ 2 倫 理 学Ｂ 2 宗 教 学Ａ 2 宗 教 学Ｂ 2
日 本 史Ａ 2 日 本 史Ｂ 2 東 洋 史Ａ 2 東 洋 史Ｂ 2
西 洋 史Ａ 2 西 洋 史Ｂ 2 日 本 文 学Ａ 2 日 本 文 学Ｂ 2
ア ジ ア の 文 学Ａ 2 ア ジ ア の 文 学Ｂ 2 西 洋 文 学Ａ 2 西 洋 文 学Ｂ 2
人 文 地 理 学 2 芸 術Ａ 2 芸 術Ｂ 2 日 本 教 育 史 2
西 洋 教 育 史 2

社
会
科
学

法 学Ａ 2 法 学Ｂ 2 政 治 学Ａ 2 政 治 学Ｂ 2
経 済 学Ａ 2 経 済 学Ｂ 2 商 学Ａ 2 商 学Ｂ 2
社 会 学Ａ 2 社 会 学Ｂ 2 教 育 論Ａ 2 教 育 論Ｂ 2
教育の原理・課程論 2 地 理 学Ａ 2 地 理 学Ｂ 2 地 誌 学 2
心 理 学Ａ 2 心 理 学Ｂ 2 文 化 人 類 学Ａ 2 文 化 人 類 学Ｂ 2

自
然
科
学

数 学 入 門 2 基 礎 数 学 2 統 計 入 門 2 物 理 科 学 入 門 2
物 理 の 世 界 2 自然界と物質の化学 2 生活と環境の化学 2 地 球 圏 科 学 入 門 2
新 し い 地 球 観 2 ミクロの生物科学 2 マクロの生物科学 2 自 然 科 学 入 門 2
自 然 科 学 と 人 間 2 自然地理学（第3年次配当） 2

総合系列
科 目

地 球 環 境 2 〔生命・健康と医療〕 2 国 際 化 と 日 本 2 〔科学・技術・情報と社会〕 2

第 1 年 次 第 2 年 次 第 3 年 次 第 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

外
国
語
科
目

第
1

※フレッシュマン・イングリッシュⅠ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅠ 1 アドバンスト・イングリッシュⅠ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅡ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅡ 1 アドバンスト・イングリッシュⅡ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅢ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅢ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅣ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅣ 1

海 外 英 語 研 修 2

第

2

ド イ ツ 語ⅠＡ
ド イ ツ 語ⅠＢ

2 ド イ ツ 語ⅡＡ
ド イ ツ 語ⅡＢ

2
2 2

フ ラ ン ス 語ⅠＡ
フ ラ ン ス 語ⅠＢ

2 フ ラ ン ス 語ⅡＡ
フ ラ ン ス 語ⅡＢ

2
2 2

中 国 語ⅠＡ
中 国 語ⅠＢ

2 中 国 語ⅡＡ
中 国 語ⅡＢ

2
2 2

ロ シ ア 語ⅠＡ
ロ シ ア 語ⅠＢ

2 ロ シ ア 語ⅡＡ
ロ シ ア 語ⅡＢ

2
2 2

ス ペ イ ン 語ⅠＡ
ス ペ イ ン 語ⅠＢ

2 ス ペ イ ン 語ⅡＡ
ス ペ イ ン 語ⅡＢ

2
2 2

朝 鮮 語ⅠＡ
朝 鮮 語ⅠＢ

2 朝 鮮 語ⅡＡ
朝 鮮 語ⅡＢ

2
2 2

保健体育科目 ※生涯スポーツ演習Ⅰ 1 ※生 涯 ス ポ ー ツ 論 2
※生涯スポーツ演習Ⅱ 1

単位互換科目 他大学（短期大学を含む。）の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

専

門

教

育

科

目

必修科目 民 法 入 門 2
民 法 総 則 2

選択必修科目

憲 法 Ⅰ 2 債 権 各 論 4 民 法 特 講 Ⅱ 4
憲 法 Ⅱ 2 物 権 法 4 民 法 特 講 Ⅲ 4
裁 判 制 度 概 論 2 会 社 法 4 〔演 習 Ⅱａ〕 4
企 業 実 務 と 法 2 企 業 法 総 論 2 演 習 Ⅱｂ 4
法 学 部 入 門 ゼ ミ 2 企 業 取 引 法 2 企業法務特別演習 4
パワーアップゼミ 4 民 法 特 講 Ⅰ 4
国際コミュニケーション・法政事情Ⅰ 4 演 習 Ⅰ 4
国際コミュニケーション・法政事情Ⅱ 2
国際コミュニケーション海外研修 2 演 習 Ⅱ 4 演 習 Ⅲ 4

コ

ー

ス

科

目

コ
ー
ス

ビ
ジ
ネ
ス
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト

行 政 法 Ⅰ 4 〔債 権 総 論〕 4 商 業 登 記 法 2
親 族 法 2 相 続 法 2 民事執行・保全法 2
経 済 法 4 民 事 訴 訟 法 4 倒 産 処 理 法 2
労 働 法 4 企 業 金 融 法 2 税 法 Ⅰ 4
ベンチャー起業と法 2 企 業 取 引 決 済 法 2 税 法 Ⅱ 4
消 費 者 法 2 商 事 法 総 合 講 義 2 環 境 法 2
〔アメリカ法政事情〕 2 金 融 商 品 取 引 法 2 観 光 法 2
〔アメリカ海外研修〕 2 保 険 法 2 インターンシップ 2
〔アジア法政事情〕 2 中 小 企 業 と 法 2
〔アジア海外研修〕 2 知 的 財 産 法 4
〔Ｅ Ｕ 法 政 事 情〕 2 社 会 保 障 法 4
〔Ｅ Ｕ 海 外 研 修〕 2 不 動 産 登 記 法 2

コ
ー
ス

イ
ン
タ
ー
ナ
シ
ョ
ナ
ル
ス
タ
デ
ィ

国 際 法 総 論 4 国 際 法 各 論 4 西 洋 法 制 史 4
国 際 関 係 論 4 国 際 私 法 4 インターンシップ 2
外 国 法 政 論 2 国 際 取 引 法 2
英 米 法 2 国 際 知 的 財 産 法 2
ド イ ツ 法 2 国 際 民 事 手 続 法 2
フ ラ ン ス 法 2 国 際 経 済 法 4
ア ジ ア 法 2 国 際 税 法 2
〔Ｅ Ｕ 法〕 2 アジア太平洋関係論 2
西 洋 政 治 史 4 海 商 法 2
〔アメリカ法政事情〕 2 知 的 財 産 法 4
〔アメリカ海外研修〕 2 環 境 法 2
〔アジア法政事情〕 2 比 較 憲 法 2
〔アジア海外研修〕 2 観 光 法 2
〔Ｅ Ｕ 法 政 事 情 〕 2 〔Ｎ Ｐ Ｏ 論〕 2
〔Ｅ Ｕ 海 外 研 修 〕 2 マ ス メ デ ィ ア 論 2

選択科目

政 治 学 入 門 2 刑 法 Ⅰ 4 法 哲 学 4
世 界 外 交 史 4 政 治 学 原 論 4 〔東 洋 法 制 史〕 4
アメリカ法セミナーⅠ 4 法 社 会 学 4 ロ ー マ 法 4

情 報 処 理 論Ａ 2 近 代 日 本 法 史 2
情 報 処 理 論Ｂ 2 警察活動の理論と実務 2
キャリアプランニング 2 特 別 講 義2‐10
アジア法セミナーⅠ 4 〔アジア法セミナーⅡ〕 4
〔ドイツ法セミナーⅠ〕 4 〔ドイツ法セミナーⅡ〕 4
〔フランス法セミナーⅠ〕 4 〔フランス法セミナーⅡ〕 4
アメリカ法セミナーⅡ 4 〔アメリカ法セミナーⅢ〕 4
概 説 日 本 史 2
概 説 外 国 史 2 大学院連携特別演習Ⅰ 4
概 説 社 会 学 2 大学院連携特別演習Ⅱ 4
概 説 哲 学 2 卒 業 論 文 2

関連教育科目 他学部の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

年次別授業科目表《学科履修規程 第4条 別表》 ※印は必修

（注） ⑴ 専門教育科目の選択科目については、上記年次別授業科目表のほか、経営法学科に開設されていない法律学科の専門教育科目を24単位を
限度として選択科目として修得することができる。

⑵ 自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したものとみなす。
⑶ 〔 〕内は、今年度休講。
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平成30年度入学生（JB18台）法学部 経営法学科

総合教養科目

�
�
�
�
�
�
�

人文科学…………………………………4単位以上
社会科学…………………………………4単位以上
自然科学…………………………………4単位以上
総合系列科目

�
�
�
�
�
�
�

計12単位以上��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

総計124単位以上

⑴共通教育科目

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

外国語科目
�
�
�

第1外国語…………………………………………………8単位以上
第2外国語…………………………………………………4単位以上

保健体育科目…………………………………………………………………4単位
単位互換科目

⑵専門教育科目

�
�
�
�
�
�
�
�
�

必修科目……………………………………………………4単位 �
�
�
�
�
�
�
�
�

計72単位以上
選択必修科目………………14単位以上�

�
�
40単位以上

�
�
�
�
�
�
�

68単位以上
自コース科目※1
他コース科目※2
選択科目

⑶自由履修単位

�
�
�
�
�

共通教育科目
専門教育科目
関連教育科目

�
�
�
�
�

……………………………………………………………計24単位以上

※1 各自が所属するコースの「コース科目」
※2 各自が所属するコース以外の「コース科目」

《卒業要件》

（注） 1．経営法学科の学生は、経営法学科に開設されていない法律学科の専門教育科目を24単位を限度として選
択科目として修得することができる。

2．同一外国語について、第2外国語4単位以上を修得しない場合は、総合教養科目、専門教育科目、関連
教育科目のうちから4単位以上を修得しなければならない。

3．第2外国語を2単位のみ修得した場合は、各外国語について自由履修単位に算入する。
4．自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したも
のとみなす。

Ⅵ．諸 規 程
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平成30年度入学生（JB18台）法学部 経営法学科

第 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

共

通

教

育

科

目

総
合
教
養
科
目

人
文
科
学

哲 学Ａ 2 哲 学Ｂ 2 論 理 学Ａ 2 論 理 学Ｂ 2
倫 理 学Ａ 2 倫 理 学Ｂ 2 宗 教 学Ａ 2 宗 教 学Ｂ 2
日 本 史Ａ 2 日 本 史Ｂ 2 日 本 史 通 論Ａ 2 日 本 史 通 論Ｂ 2
東 洋 史Ａ 2 東 洋 史Ｂ 2 西 洋 史Ａ 2 西 洋 史Ｂ 2
外 国 史 通 論Ａ 2 外 国 史 通 論Ｂ 2 日 本 文 学Ａ 2 日 本 文 学Ｂ 2
〔中 国 文 学Ａ〕 2 〔中 国 文 学Ｂ〕 2 西 洋 文 学Ａ 2 西 洋 文 学Ｂ 2
人 文 地 理 学 2 芸 術Ａ 2 芸 術Ｂ 2 日 本 教 育 史 2
西 洋 教 育 史 2

社
会
科
学

法 学Ａ 2 法 学Ｂ 2 政 治 学Ａ 2 政 治 学Ｂ 2
〔政 治 学 概 論Ａ〕 2 〔政 治 学 概 論Ｂ〕 2 経 済 学Ａ 2 経 済 学Ｂ 2
〔経 済 学 概 論Ａ〕 2 〔経 済 学 概 論Ｂ〕 2 商 学Ａ 2 商 学Ｂ 2
社 会 学Ａ 2 社 会 学Ｂ 2 教 育 論Ａ 2 教 育 論Ｂ 2
教 育 原 論 2 地 理 学Ａ 2 地 理 学Ｂ 2 地 誌 学 2
心 理 学Ａ 2 心 理 学Ｂ 2 文 化 人 類 学Ａ 2 文 化 人 類 学Ｂ 2

自
然
科
学

数 学 入 門 2 基 礎 数 学 2 統 計 入 門 2 物 理 科 学 入 門 2
物 理 の 世 界 2 自然界と物質の化学 2 生活と環境の化学 2 地 球 圏 科 学 入 門 2
新 し い 地 球 観 2 ミクロの生物科学 2 マクロの生物科学 2 自 然 科 学 入 門 2
自 然 科 学 と 人 間 2 自然地理学（第3年次配当） 2

総合系列
科 目

地 球 環 境 2 〔生命・健康と医療〕 2 国 際 化 と 日 本 2 〔科学・技術・情報と社会〕 2

第 1 年 次 第 2 年 次 第 3 年 次 第 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

外
国
語
科
目

第
1

※フレッシュマン・イングリッシュⅠ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅠ 1 アドバンスト・イングリッシュⅠ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅡ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅡ 1 アドバンスト・イングリッシュⅡ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅢ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅢ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅣ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅣ 1

海 外 英 語 研 修 2

第

2

ド イ ツ 語ⅠＡ
ド イ ツ 語ⅠＢ

2 ド イ ツ 語ⅡＡ
ド イ ツ 語ⅡＢ

2
2 2

フ ラ ン ス 語ⅠＡ
フ ラ ン ス 語ⅠＢ

2 フ ラ ン ス 語ⅡＡ
フ ラ ン ス 語ⅡＢ

2
2 2

中 国 語ⅠＡ
中 国 語ⅠＢ

2 中 国 語ⅡＡ
中 国 語ⅡＢ

2
2 2

ロ シ ア 語ⅠＡ
ロ シ ア 語ⅠＢ

2 ロ シ ア 語ⅡＡ
ロ シ ア 語ⅡＢ

2
2 2

ス ペ イ ン 語ⅠＡ
ス ペ イ ン 語ⅠＢ

2 ス ペ イ ン 語ⅡＡ
ス ペ イ ン 語ⅡＢ

2
2 2

朝 鮮 語ⅠＡ
朝 鮮 語ⅠＢ

2 朝 鮮 語ⅡＡ
朝 鮮 語ⅡＢ

2
2 2

保健体育科目 ※生涯スポーツ演習Ⅰ 1 ※生 涯 ス ポ ー ツ 論 2
※生涯スポーツ演習Ⅱ 1

単位互換科目 他大学（短期大学を含む。）の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

専

門

教

育

科

目

必修科目 民 法 入 門 2
民 法 総 則 2

選択必修科目

憲 法 Ⅰ 2 債 権 各 論 4 民 法 特 講 Ⅱ 4
憲 法 Ⅱ 2 物 権 法 4 民 法 特 講 Ⅲ 4
裁 判 制 度 概 論 2 会 社 法 4 〔演 習 Ⅱａ〕 4
企 業 実 務 と 法 2 企 業 法 総 論 2 演 習 Ⅱｂ 4
法 学 部 入 門 ゼ ミ 2 企 業 取 引 法 2 企業法務特別演習 4
パワーアップゼミ 4 民 法 特 講 Ⅰ 4
国際コミュニケーション・法政事情Ⅰ 4 演 習 Ⅰ 4
国際コミュニケーション・法政事情Ⅱ 2
国際コミュニケーション海外研修 2 演 習 Ⅱ 4 演 習 Ⅲ 4

コ

ー

ス

科

目

コ
ー
ス

ビ
ジ
ネ
ス
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト

行 政 法 Ⅰ 4 〔債 権 総 論〕 4 商 業 登 記 法 2
親 族 法 2 相 続 法 2 民事執行・保全法 2
経 済 法 4 民 事 訴 訟 法 4 倒 産 処 理 法 2
労 働 法 4 企 業 金 融 法 2 税 法 Ⅰ 4
ベンチャー起業と法 2 企 業 取 引 決 済 法 2 税 法 Ⅱ 4
消 費 者 法 2 商 事 法 総 合 講 義 2 環 境 法 2
〔アメリカ法政事情〕 2 金 融 商 品 取 引 法 2 観 光 法 2
〔アメリカ海外研修〕 2 保 険 法 2 インターンシップ 2
〔アジア法政事情〕 2 中 小 企 業 と 法 2
〔アジア海外研修〕 2 知 的 財 産 法 4
〔Ｅ Ｕ 法 政 事 情〕 2 社 会 保 障 法 4
〔Ｅ Ｕ 海 外 研 修〕 2 不 動 産 登 記 法 2

コ
ー
ス

イ
ン
タ
ー
ナ
シ
ョ
ナ
ル
ス
タ
デ
ィ

国 際 法 総 論 4 国 際 法 各 論 4 西 洋 法 制 史 4
国 際 関 係 論 4 国 際 私 法 4 インターンシップ 2
外 国 法 政 論 2 国 際 取 引 法 2
英 米 法 2 国 際 知 的 財 産 法 2
ド イ ツ 法 2 国 際 民 事 手 続 法 2
フ ラ ン ス 法 2 国 際 経 済 法 4
ア ジ ア 法 2 国 際 税 法 2
〔Ｅ Ｕ 法〕 2 アジア太平洋関係論 2
西 洋 政 治 史 4 海 商 法 2
〔アメリカ法政事情〕 2 知 的 財 産 法 4
〔アメリカ海外研修〕 2 環 境 法 2
〔アジア法政事情〕 2 比 較 憲 法 2
〔アジア海外研修〕 2 観 光 法 2
〔Ｅ Ｕ 法 政 事 情〕 2 〔Ｎ Ｐ Ｏ 論〕 2
〔Ｅ Ｕ 海 外 研 修〕 2 マ ス メ デ ィ ア 論 2

選択科目

政 治 学 入 門 2 刑 法 Ⅰ 4 法 哲 学 4
世 界 外 交 史 4 政 治 学 原 論 4 〔東 洋 法 制 史〕 4
アメリカ法セミナーⅠ 4 法 社 会 学 4 ロ ー マ 法 4

情 報 処 理 論 4 近 代 日 本 法 史 2
キャリアプランニング 2 警察活動の理論と実務 2
アジア法セミナーⅠ 4 特 別 講 義2‐10
〔ドイツ法セミナーⅠ〕 4 〔アジア法セミナーⅡ〕 4
〔フランス法セミナーⅠ〕 4 〔ドイツ法セミナーⅡ〕 4 大学院連携特別演習Ⅰ 4
アメリカ法セミナーⅡ 4 〔フランス法セミナーⅡ〕 4 大学院連携特別演習Ⅱ 4

〔アメリカ法セミナーⅢ〕 4 卒 業 論 文 2

関連教育科目
日 本 経 済 史 4
東 洋 経 済 史 4
西 洋 経 済 史 4

他学部の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

年次別授業科目表《学科履修規程 第4条 別表》 ※印は必修

（注） ⑴ 専門教育科目の選択科目については、上記年次別授業科目表のほか、経営法学科に開設されていない法律学科の専門教育科目を24単位を
限度として選択科目として修得することができる。

⑵ 自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したものとみなす。
⑶ 〔 〕内は、今年度休講。
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平成29年度入学生（JB17台）法学部 経営法学科

総合教養科目

�
�
�
�
�
�
�

人文科学…………………………………4単位以上
社会科学…………………………………4単位以上
自然科学…………………………………4単位以上
総合系列科目

�
�
�
�
�
�
�

計12単位以上��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

総計124単位以上

⑴共通教育科目

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

外国語科目
�
�
�

第1外国語…………………………………………………8単位以上
第2外国語…………………………………………………4単位以上

保健体育科目…………………………………………………………………4単位
単位互換科目

⑵専門教育科目

�
�
�
�
�
�
�
�
�

必修科目……………………………………………………4単位 �
�
�
�
�
�
�
�
�

計72単位以上
選択必修科目………………14単位以上�

�
�
40単位以上

�
�
�
�
�
�
�

68単位以上
自コース科目※1
他コース科目※2
選択科目

⑶自由履修単位

�
�
�
�
�

共通教育科目
専門教育科目
関連教育科目

�
�
�
�
�

……………………………………………………………計24単位以上

※1 各自が所属するコースの「コース科目」
※2 各自が所属するコース以外の「コース科目」

《卒業要件》

（注） 1．経営法学科の学生は、経営法学科に開設されていない法律学科の専門教育科目を24単位を限度として選
択科目として修得することができる。

2．同一外国語について、第2外国語4単位以上を修得しない場合は、総合教養科目、専門教育科目、関連
教育科目のうちから4単位以上を修得しなければならない。

3．第2外国語を2単位のみ修得した場合は、各外国語について自由履修単位に算入する。
4．自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したも
のとみなす。

Ⅵ．諸 規 程
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平成29年度入学生（JB17台）法学部 経営法学科

第 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

共

通

教

育

科

目

総
合
教
養
科
目

人
文
科
学

哲 学Ａ 2 哲 学Ｂ 2 論 理 学Ａ 2 論 理 学Ｂ 2
倫 理 学Ａ 2 倫 理 学Ｂ 2 宗 教 学Ａ 2 宗 教 学Ｂ 2
日 本 史Ａ 2 日 本 史Ｂ 2 日 本 史 通 論Ａ 2 日 本 史 通 論Ｂ 2
東 洋 史Ａ 2 東 洋 史Ｂ 2 西 洋 史Ａ 2 西 洋 史Ｂ 2
外 国 史 通 論Ａ 2 外 国 史 通 論Ｂ 2 日 本 文 学Ａ 2 日 本 文 学Ｂ 2
〔中 国 文 学Ａ〕 2 〔中 国 文 学Ｂ〕 2 西 洋 文 学Ａ 2 西 洋 文 学Ｂ 2
人 文 地 理 学 2 芸 術Ａ 2 芸 術Ｂ 2 日 本 教 育 史 2
西 洋 教 育 史 2

社
会
科
学

法 学Ａ 2 法 学Ｂ 2 政 治 学Ａ 2 政 治 学Ｂ 2
〔政 治 学 概 論Ａ〕 2 〔政 治 学 概 論Ｂ〕 2 経 済 学Ａ 2 経 済 学Ｂ 2
〔経 済 学 概 論Ａ〕 2 〔経 済 学 概 論Ｂ〕 2 商 学Ａ 2 商 学Ｂ 2
社 会 学Ａ 2 社 会 学Ｂ 2 教 育 論Ａ 2 教 育 論Ｂ 2
教 育 原 論 2 地 理 学Ａ 2 地 理 学Ｂ 2 地 誌 学 2
心 理 学Ａ 2 心 理 学Ｂ 2 文 化 人 類 学Ａ 2 文 化 人 類 学Ｂ 2

自
然
科
学

数 学 入 門 2 基 礎 数 学 2 統 計 入 門 2 物 理 科 学 入 門 2
物 理 の 世 界 2 自然界と物質の化学 2 生活と環境の化学 2 地 球 圏 科 学 入 門 2
新 し い 地 球 観 2 ミクロの生物科学 2 マクロの生物科学 2 自 然 科 学 入 門 2
自 然 科 学 と 人 間 2 自然地理学（第3年次配当） 2

総合系列
科 目

地 球 環 境 2 〔生命・健康と医療〕 2 国 際 化 と 日 本 2 〔科学・技術・情報と社会〕 2

第 1 年 次 第 2 年 次 第 3 年 次 第 4 年 次
授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位 授 業 科 目 単

位 授 業 科 目 単
位

外
国
語
科
目

第
1

※フレッシュマン・イングリッシュⅠ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅠ 1 アドバンスト・イングリッシュⅠ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅡ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅡ 1 アドバンスト・イングリッシュⅡ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅢ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅢ 1
※フレッシュマン・イングリッシュⅣ 1 ※インターミディエイト・イングリッシュⅣ 1

海 外 英 語 研 修 2

第

2

ド イ ツ 語ⅠＡ
ド イ ツ 語ⅠＢ

2 ド イ ツ 語ⅡＡ
ド イ ツ 語ⅡＢ

2
2 2

フ ラ ン ス 語ⅠＡ
フ ラ ン ス 語ⅠＢ

2 フ ラ ン ス 語ⅡＡ
フ ラ ン ス 語ⅡＢ

2
2 2

中 国 語ⅠＡ
中 国 語ⅠＢ

2 中 国 語ⅡＡ
中 国 語ⅡＢ

2
2 2

ロ シ ア 語ⅠＡ
ロ シ ア 語ⅠＢ

2 ロ シ ア 語ⅡＡ
ロ シ ア 語ⅡＢ

2
2 2

ス ペ イ ン 語ⅠＡ
ス ペ イ ン 語ⅠＢ

2 ス ペ イ ン 語ⅡＡ
ス ペ イ ン 語ⅡＢ

2
2 2

朝 鮮 語ⅠＡ
朝 鮮 語ⅠＢ

2 朝 鮮 語ⅡＡ
朝 鮮 語ⅡＢ

2
2 2

保健体育科目 ※生涯スポーツ演習Ⅰ 1 ※生 涯 ス ポ ー ツ 論 2
※生涯スポーツ演習Ⅱ 1

単位互換科目 他大学（短期大学を含む。）の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

専

門

教

育

科

目

必修科目 民 法 入 門 2
民 法 総 則 2

選択必修科目

憲 法 Ⅰ 2 債 権 各 論 4 民 法 特 講 Ⅱ 4
憲 法 Ⅱ 2 物 権 法 4 民 法 特 講 Ⅲ 4
裁 判 制 度 概 論 2 会 社 法 4 〔演 習 Ⅱａ〕 4
企 業 実 務 と 法 2 企 業 法 総 論 2 演 習 Ⅱｂ 4
法 学 部 入 門 ゼ ミ 2 企 業 取 引 法 2 企業法務特別演習 4
パワーアップゼミ 4 民 法 特 講 Ⅰ 4
国際コミュニケーション・法政事情Ⅰ 4 演 習 Ⅰ 4
国際コミュニケーション・法政事情Ⅱ 2
国際コミュニケーション海外研修 2 演 習 Ⅱ 4 演 習 Ⅲ 4

コ

ー

ス

科

目

コ
ー
ス

ビ
ジ
ネ
ス
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト

行 政 法 Ⅰ 4 〔債 権 総 論〕 4 商 業 登 記 法 2
親 族 法 2 相 続 法 2 民事執行・保全法 2
経 済 法 4 民 事 訴 訟 法 4 倒 産 処 理 法 2
労 働 法 4 企 業 金 融 法 2 税 法 Ⅰ 4
ベンチャー起業と法 2 企 業 取 引 決 済 法 2 税 法 Ⅱ 4
消 費 者 法 2 商 事 法 総 合 講 義 2 環 境 法 2
〔アメリカ法政事情〕 2 金 融 商 品 取 引 法 2 観 光 法 2
〔アメリカ海外研修〕 2 保 険 法 2 インターンシップ 2
〔アジア法政事情〕 2 中 小 企 業 と 法 2
〔アジア海外研修〕 2 知 的 財 産 法 4
〔Ｅ Ｕ 法 政 事 情〕 2 社 会 保 障 法 4
〔Ｅ Ｕ 海 外 研 修〕 2 不 動 産 登 記 法 2

コ
ー
ス

イ
ン
タ
ー
ナ
シ
ョ
ナ
ル
ス
タ
デ
ィ

国 際 法 総 論 4 国 際 法 各 論 4 西 洋 法 制 史 4
国 際 関 係 論 4 国 際 私 法 4 インターンシップ 2
外 国 法 政 論 2 国 際 取 引 法 2
英 米 法 2 国 際 知 的 財 産 法 2
ド イ ツ 法 2 国 際 民 事 手 続 法 2
フ ラ ン ス 法 2 国 際 経 済 法 4
ア ジ ア 法 2 国 際 税 法 2
〔Ｅ Ｕ 法〕 2 アジア太平洋関係論 2
西 洋 政 治 史 4 海 商 法 2
〔アメリカ法政事情〕 2 知 的 財 産 法 4
〔アメリカ海外研修〕 2 環 境 法 2
〔アジア法政事情〕 2 比 較 憲 法 2
〔アジア海外研修〕 2 観 光 法 2
〔Ｅ Ｕ 法 政 事 情〕 2 〔Ｎ Ｐ Ｏ 論〕 2
〔Ｅ Ｕ 海 外 研 修〕 2 マ ス メ デ ィ ア 論 2

選択科目

政 治 学 入 門 2 刑 法 Ⅰ 4 法 哲 学 4
世 界 外 交 史 4 政 治 学 原 論 4 〔東 洋 法 制 史〕 4
アメリカ法セミナーⅠ 4 法 社 会 学 4 ロ ー マ 法 4

情 報 処 理 論 4 警察活動の理論と実務 2
キャリアプランニング 2 特 別 講 義2‐10
アジア法セミナーⅠ 4 〔アジア法セミナーⅡ〕 4
〔ドイツ法セミナーⅠ〕 4 〔ドイツ法セミナーⅡ〕 4 大学院連携特別演習Ⅰ 4
〔フランス法セミナーⅠ〕 4 〔フランス法セミナーⅡ〕 4 大学院連携特別演習Ⅱ 4
アメリカ法セミナーⅡ 4 〔アメリカ法セミナーⅢ〕 4 卒 業 論 文 2

関連教育科目
日 本 経 済 史 4
東 洋 経 済 史 4
西 洋 経 済 史 4

他学部の授業科目のうち法学部教授会が適当と認める授業科目

年次別授業科目表《学科履修規程 第4条 別表》 ※印は必修

（注） ⑴ 専門教育科目の選択科目については、上記年次別授業科目表のほか、経営法学科に開設されていない法律学科の専門教育科目を24単位を
限度として選択科目として修得することができる。

⑵ 自コースと他コースに配置された同一科目の単位を修得した場合は、自コース科目の単位を修得したものとみなす。
⑶ 〔 〕内は、今年度休講。
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令和6年度入学生（24台）

第2条の2 学部留学生は、外国語科目のうち当該学生の母語である科目を履修することはできない。
第3条 各授業科目の単位数は、次の基準による。（学則第32条参照）
⑴ 講義・演習・外国語……15時間から30時間までの範囲で各学部が定める時間の授業をもって1単位

とする。
⑵ 実験・実習・実技………30時間から45時間までの範囲で各学部が定める時間の授業をもって1単位

とする。
⑶ 授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二つ以上の方法の併用により行う場合
の単位数は、その組み合わせに応じ、前2号に規定する基準を考慮して各学部が定める時間の授業を
もって1単位とする。

⑷ 卒業論文・卒業演習・卒業計画等については、これらの必要な学修の成果を考慮して単位数を定める。
第4条 各学部各学科において、各年次の学生が履修する授業科目及び単位・時間数は、別表各年次別授
業科目表のとおりとする。履修する授業科目の選択にあたっては、授業科目表に指示する履修の順序に
従わなければならない。

第5条 人文学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として45単位を超えてはならない。ただし、
前期で履修できる単位数は25単位以内、後期で履修できる単位数は25単位以内とする。
2 法学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各40単位、第
4年次48単位を超えてはならない。ただし、第2年次に履修する単位数は、前年度までの修得単位数が
40単位に不足する場合、その不足単位数について4単位を限度として40単位を超えることができ、第3
年次に履修する単位数は、前年度までの修得単位数が80単位に不足する場合、その不足単位数について
8単位を限度として40単位を超えることができる。休学等により当該年度始めにおいて在学期間が2年
以下の場合、前年度までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が120単位を超えてはなら
ない。

3 経済学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各42単位、
第4年次46単位を超えてはならない。

4 商学部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。
⑴ 商学部の学生（会計専門職プログラムの学生を除く。）は、原則として第1年次、第2年次、第3
年次各42単位、第4年次46単位を超えてはならない。
⑵ 商学部の会計専門職プログラム（以下この号において「プログラム」という。）の学生は、原則と
して第1年次、第2年次、第3年次各48単位、第4年次46単位を超えてはならない。また、第3年次
については、第2年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が126単位を超えては
ならない。ただし、第1年次にプログラムの学生でなくなった者が第2年次に履修する単位数は、第
1年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が84単位を超えてはならず、第2年次
にプログラムの学生でなくなった者が第3年次に履修する単位数は、第2年次までの修得単位数と当
該年度における登録単位数の総計が126単位を超えてはならない。

5 商学部第二部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。
⑴ 商学部第二部の学生（会計専門職プログラムの学生を除く。）は、原則として41単位を超えてはな
らない。

⑵ 商学部第二部の会計専門職プログラム（以下この号において「プログラム」という。）の学生は、
原則として第1年次、第2年次、第3年次、第4年次各48単位を超えてはならない。また、第3年次
については、第2年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が123単位を超えては
ならない。ただし、第1年次にプログラムの学生でなくなった者が第2年次に履修する単位数は、第
1年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が82単位を超えてはならず、第2年次
にプログラムの学生でなくなった者が第3年次に履修する単位数は、第2年次までの修得単位数と当
該年度における登録単位数の総計が123単位を超えてはならない。

6 理学部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。
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⑴ 応用数学科の学生は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各46単位、第4年次40単位を超え
てはならない。ただし、学科履修規程第6条の5第1項第1号又は第6条の5第2項第1号に該当す
る者は、46単位まで履修することができる。

⑵ 物理科学科及び化学科の学生は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各48単位、第4年次40
単位を超えてはならない。ただし、学科履修規程第6条の5第1項第2号・3号又は第6条の5第2
項第2号・3号に該当する者は、48単位まで履修することができる。

⑶ 地球圏科学科の学生は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各49単位、第4年次40単位を超
えてはならない。ただし、学科履修規程第6条の5第1項第4号又は第6条の5第2項第4号に該当
する者は、49単位まで履修することができる。

7 工学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として49単位を超えてはならない。
8 医学部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。
⑴ 医学科の学生は原則として、第1学年において61単位を超えてはならない。ただし、原級に留まっ
た場合において共通教育科目の修得単位があるときは、61単位からこれを減じた単位を上限とする。

⑵ 看護学科の学生は原則として、第1年次、第2年次各48単位、第3年次37単位、第4年次30単位を
超えてはならない。

9 薬学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として第1年次49単位、第2年次49単位、第3年次
49単位、第4年次38単位、第5年次37単位、第6年次29単位を超えてはならない。

10 スポーツ科学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として46単位を超えてはならない。
11 外国語科目の再履修は、下位年次から順次登録しなければならない。
第5条の2 医学部医学科の学生が原級に留まった場合は、原級の年次において修得した専門教育科目は
無効とし、再度、原級の年次に配当している専門教育科目の全てを履修し、合格点の成績評価を得なけ
ればならない。

第5条の3 薬学部の学生が進級できなかった場合は、当該年次から進級の条件に必要な科目を履修しな
ければならない。この場合、第5条第9項の規定にかかわらず、教授会の承認を経て進級の条件に必要
な科目の単位の他に、上位年次実習科目を除き10単位まで登録を認めることがある。
2 薬学部の学生は、原則として下位年次の専門教育科目の登録は認めない。
第6条 人文学部のドイツ語学科及びフランス語学科の学生は、次の各号に定める条件を満たしていなけ
れば、当該各号に定める授業科目の登録をすることができない。
⑴ ドイツ語学科の学生は、2年以上在学し、ドイツ語ⅠＡ及びドイツ語ⅠＢの計4単位を修得してい
なければ、第3・4年次授業科目のうち、専門教育科目の各演習及び各講読の登録をすることができ
ない。

⑵ フランス語学科の学生は、2年以上在学し、フランス語ⅠＡ及びフランス語ⅠＢの計4単位を修得
していなければ、第3・4年次授業科目のうち、専門教育科目の各演習及び各講読の登録をすること
ができない。

⑶ ドイツ語学科及びフランス語学科の学生は、原則として、1年以上在学し、前年度の専門教育科目
のGPA評価が3．0以上でなければ、他コースの授業科目の登録をすることができない。

2 人文学部の英語学科、ドイツ語学科、フランス語学科及び東アジア地域言語学科の学生は、多言語強
化プログラムを履修することができる。

3 多言語強化プログラムの修了の認定を希望する学生は、第2条第1項に規定する単位数を修得すると
ともに、学則第31条第1項に定める授業科目のうちから所定の科目を履修しなければならない。多言語
強化プログラムについて必要な事項は、別に定める。

第6条の2 法学部の法律学科の学生は法律特修プログラム、経営法学科の学生は企業法務特修プログラ
ムを各々履修することができる。

2 前項に定める法律特修プログラム及び企業法務特修プログラムの修了の認定を希望する学生は、第2
条第2項に規定する単位数を修得するとともに、学則第31条第1項に定める授業科目のうちから所定の
科目を履修しなければならない。

3 第1項に定める法律特修プログラム又は企業法務特修プログラムについて必要な事項は、別に定める。
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第6条の3 経済学部産業経済学科の学生は、起業家育成プログラム及び地域イノベーションプログラム
を履修することができる。

2 起業家育成プログラムの修了の認定を希望する学生は、学則第31条第1項に定める授業科目のうちか
ら所定の科目を履修しなければならない。起業家育成プログラムについて必要な事項は、別に定める。

3 地域イノベーションプログラムの履修を希望する学生は、第2条第3項に規定する単位数を修得する
とともに、学則第31条第1項に定める授業科目のうちから所定の科目を履修しなければならない。地域
イノベーションプログラムについて必要な事項は、別に定める。

第6条の4 商学部及び商学部第二部の会計専門職プログラム（以下この項において「プログラム」とい
う。）を履修する学生は、第2条第4項又は第5項に規定する単位数を修得するとともに、所定の科目
を履修しなければならない。プログラムについて必要な事項は、別に定める。

2 商学部及び商学部第二部のクリエイティブ・マネジメント・プログラム（以下この項において「プロ
グラム」という。）を履修する学生は、第2条第4項又は第5項に規定する単位数を修得するとともに、
所定の科目を履修しなければならない。プログラムについて必要な事項は、別に定める。

3 商学部商学科及び経営学科並びに商学部第二部の高校商業・情報科教員育成プログラム（以下この項
において「プログラム」という。）を履修する学生は、第2条第4項又は第5項に規定する単位数及び
教育職員免許状の授与を受けるための資格の取得に必要な教職課程科目（教科に関する科目を含む。）
の単位数を修得するとともに、所定の科目を履修しなければならない。プログラムについて必要な事項
は、別に定める。

4 商学部第二部の地域ビジネスデザインプログラム（以下この項において「プログラム」という。）を
履修する学生は、第2条第5項に規定する単位数を修得するとともに、所定の科目を履修しなければな
らない。プログラムについて必要な事項は、別に定める。

第6条の5 理学部の学生は、2年以上在学し、次の単位を修得していなければ、第3年次開講科目の登
録をすることができない。
⑴ 応用数学科の学生は、共通教育科目、専門教育科目及び関連教育科目について60単位以上。ただし、
専門教育科目については、第1年次開講の必修科目13単位以上及び第2年次開講科目8単位以上を含
む24単位以上を修得していること。

⑵ 物理科学科の学生は、共通教育科目、専門教育科目及び関連教育科目について64単位以上
⑶ 化学科の学生は、共通教育科目及び専門教育科目について64単位以上
⑷ 地球圏科学科の学生は、共通教育科目及び専門教育科目について64単位以上。ただし、専門教育科
目については、第2年次までの必修科目8単位を含む。

2 理学部の学生は、3年以上在学し、次の各号の単位を修得していなければ、当該各号に定める第4年
次開講科目の登録をすることができない。
⑴ 応用数学科において、応用数学コースの学生は、専門教育科目の第3年次までの必修科目27単位を
含む92単位以上、社会数理・情報インスティテュートコースの学生は、専門教育科目の第3年次まで
の必修科目29単位を含む92単位以上を修得していなければ、第4年次開講の全科目の登録をすること
ができない。

⑵ 物理科学科の学生は、専門教育科目の必修実験科目10単位及び物理科学研究の2単位並びに共通教
育科目の外国語科目8単位を含む100単位以上を修得していなければ、第4年次開講の卒業論文の登
録をすることができない。

⑶ 化学科の学生は、専門教育科目の第3年次までの選択必修実験・実習科目から18単位以上及び共通
教育科目の外国語科目8単位を含む100単位以上を修得していなければ、第4年次開講の卒業論文の
登録をすることができない。

⑷ 地球圏科学科の学生は、専門教育科目の選択必修科目（Ａ・Ｂ・Ｃ群のうちのいずれかの科目群の
全科目）8単位及び共通教育科目の外国語科目8単位を含む100単位以上を修得していなければ、第
4年次開講の卒業論文の登録をすることができない。

第6条の6 工学部の学生は、2年以上在学し、60単位以上を修得していなければ、第3年次開講科目の
登録をすることはできない。
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2 工学部の学生は、3年以上在学し、第1・2年次必修の第1外国語科目6単位、選択必修の第2外国
語科目4単位、学科別に指定された専門教育科目の単位を含む100単位以上を修得していなければ、第
4年次開講科目の登録をすることはできない。

3 第1項の60単位・第2項の100単位に算入する総合教養科目、第1外国語科目、第2外国語科目、工
学共通科目の単位数は、次のとおりとする。
⑴ 総合教養科目は、12単位までとする。
⑵ 第1項の60単位に算入するのは、第1外国語科目の必修科目6単位、第2外国語科目の選択必修科
目4単位までとする。また、第2項の100単位に算入するのは、第1外国語科目の必修科目8単位、
第2外国語科目の選択必修科目4単位までとする。

⑶ 工学共通科目は、機械工学科は24単位まで、電気工学科は20単位まで、電子情報工学科は18単位ま
で、化学システム工学科は20単位まで、社会デザイン工学科、建築学科は18単位までとする。

第6条の7 医学部医学科の学生は、第1学年において共通教育科目については、総合教養科目として人
文科学、社会科学、総合系列科目及び学修基盤科目から6単位以上、自然科学から6単位以上、計12単
位以上、必修の外国語科目8単位、保健体育科目2単位、合計34単位以上、専門教育科目については18
単位、総計52単位以上を修得しなければ、第2学年に進級することができない。ただし、50単位以上修
得している学生については、医学部教授会の議を経て第2学年に進級させることがある。この場合、進
級後未修得科目の再履修が可能なものに限るものとし、不足単位は第2学年で修得しなければならない。

2 医学部看護学科の学生は、次に掲げる条件を満たしていなければ、上位年次に進級又は3年次後期の
実習科目を履修することができない。
⑴ 第1年次においては、共通教育科目について、総合教養科目として人文科学、社会科学、総合系列
科目及び学修基盤科目より10単位以上、自然科学より2単位以上、必修の外国語科目4単位、必修の
保健体育科目2単位、計18単位以上、専門基礎科目について必修科目の17単位、専門教育科目につい
て必修科目の8単位、合計43単位以上を修得していなければ第2年次に進級することができない。
⑵ 第2年次においては、共通教育科目について、総合教養科目として人文科学、社会科学、総合系列
科目及び学修基盤科目より12単位以上、自然科学より4単位以上、必修の外国語科目8単位、選択必
修の外国語科目より2単位以上、必修の保健体育科目2単位、計28単位以上、専門基礎科目について
必修科目の26単位、専門教育科目について必修科目の34単位、合計88単位以上を修得していなければ
第3年次に進級することができない。

⑶ 第3年次前期終了時において、第3年次前期に開講する専門基礎科目について必修科目の1単位、
専門教育科目について必修科目の13単位及び選択必修科目の1単位を修得していなければ、第3年次
後期に開講する看護学実習科目を履修することができない。この場合、第3年次の学年始めに登録し
た看護学実習科目の登録を取り消す。

⑷ 第3年次後期終了時において、共通教育科目について、総合教養科目として人文科学、社会科学、
総合系列科目及び学修基盤科目より12単位以上、自然科学より4単位以上、必修の外国語科目8単位、
選択必修の外国語科目より2単位以上、必修の保健体育科目2単位、計28単位以上、専門基礎科目に
ついて必修科目の27単位、専門教育科目について必修科目の60単位及び選択必修科目の1単位、合計
116単位以上を修得していなければ第4年次に進級することができない。

第6条の8 薬学部の学生は、第1年次から第5年次までのそれぞれにおいて、必修科目を含んで次の単
位を修得していなければ、上位年次に進級することができない。
⑴ 第1年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から10単位以上、必修の外国語科目か
ら2単位以上を含め計20単位以上、専門教育科目について、1年次の必修科目1単位、1年次の選択
必修科目のうち、基礎薬学から9単位以上、臨床薬学から3単位以上を含め計15単位以上、合計36単
位以上を修得していなければならない。

⑵ 第2年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目か
ら6単位以上を含め計26単位以上、専門教育科目について、1年次科目16単位以上、2年次の必修科
目5単位、2年次の選択必修科目のうち、基礎薬学から16単位以上、衛生薬学から2単位以上、医療
薬学から4単位以上、臨床薬学から1単位以上を含め計27単位以上、合計48単位以上、総計74単位以
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上を修得していなければならない。
⑶ 第3年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目8
単位を含め計28単位以上、専門教育科目について、1年次科目16単位以上、2年次科目32単位以上、
3年次の必修科目7単位、3年次の選択必修科目のうち、基礎薬学から4単位以上、衛生薬学から4
単位以上、医療薬学から10単位以上、臨床薬学から3単位以上を含め計25単位以上、合計80単位以上、
総計108単位以上を修得していなければならない。

⑷ 第4年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目8
単位を含め計28単位以上、専門教育科目について、1年次科目16単位以上、2年次科目32単位以上、
3年次科目32単位以上、4年次の必修科目13単位、4年次の選択必修科目のうち、衛生薬学から2単
位以上、医療薬学から8単位以上、臨床薬学から2単位以上を含め計14単位以上、合計107単位以上、
総計135単位以上を修得していなければならない。

⑸ 第5年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目8
単位を含め計28単位以上、専門教育科目について、1年次科目16単位以上、2年次科目32単位以上、
3年次科目32単位以上、4年次科目27単位以上、5年次の必修科目32単位、計139単位以上、合計167
単位以上を修得していなければならない。

2 薬学部のクリニカルファーマシスト養成プログラム（以下この項において「プログラム」という。）
を履修する学生は、第2条第9項に規定する単位数を修得するとともに、所定の科目を履修しなければ
ならない。プログラムについて必要な事項は、別に定める。

第7条 同一時間に二つ以上の科目を重複して登録することはできない。
第8条 学生は、学年始めの登録日にその学年において履修しようとする授業科目について、所定の方法
で登録手続きをしなければならない。

第9条 登録日以後の登録は、一切認めない。
2 登録の撤回、変更、追加及び削除は、次の各号に掲げる場合（あらかじめ教授会等が定めた授業科目
を除く。）に限って認める。
⑴ 前期及び後期開講日から所定の期間内に、その学期において履修するために登録手続きをした授業
科目（後期については開講期間が通年の講義科目は除く。）について、2科目かつ8単位以内で登録
の撤回をする場合

⑵ 後期開講前の登録日に、学年始めの登録日にその学年の後期において履修するために登録手続きを
した授業科目（開講期間が通年の講義科目は除く。）について、登録の変更、追加、削除をする場合

第3章 受 講
第10条 学生は、登録した授業科目でなければ受講することはできない。
第11条 講義は、その開講期間によって、次の5種類とする。
⑴ 通年講義（1年間の継続講義）
⑵ 前期完結講義（前期開講、前期完結の講義）
⑶ 後期完結講義（後期開講、後期完結の講義）
⑷ 集中講義（休暇中の講義）
⑸ 臨時講義

第12条 選択科目は年度により開講しないことがある。開講した講義でも、受講人員が10人に満たない場
合は、開講を取りやめることがある。

第13条 各講義は、その内容、教室の都合により、受講人員を制限することがある。
第14条 演習に出席常でない者及び研究報告をおこたる者は、演習及び論文の登録を取り消す。受講人員
は20人を原則とする。

附 則
この規程は、令和6年4月1日から施行する。
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卒業見込者の定義について（医学部医学科を除く）
薬学部を除く学部の4年次生（5年次以上も含む）及び薬学部の6年次生（7年次以上も含む）

になって卒業見込者とみなされる者を次のとおり定義する。よって学科履修規程等を十分理解して
おくこと。
〝既得単位数と学科履修規程第5条（理学部は第5条と第6条の5、工学部は第5条と第6条の
6、薬学部は第5条と第6条の8）〞により登録した単位数との和が学科履修規程第2条を満足して
いる者を卒業見込者という。
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令和5年度入学生（23台）

第2条の2 学部留学生は、外国語科目のうち当該学生の母語である科目を履修することはできない。
第3条 各授業科目の単位数は、次の基準による。（学則第32条参照）
⑴ 講義・演習・外国語……15時間から30時間までの範囲で各学部が定める時間の授業をもって1単位

とする。
⑵ 実験・実習・実技………30時間から45時間までの範囲で各学部が定める時間の授業をもって1単位

とする。
⑶ 授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二つ以上の方法の併用により行う場合
の単位数は、その組み合わせに応じ、前2号に規定する基準を考慮して各学部が定める時間の授業を
もって1単位とする。

⑷ 卒業論文・卒業演習・卒業計画等については、これらの必要な学修の成果を考慮して単位数を定める。
第4条 各学部各学科において、各年次の学生が履修する授業科目及び単位・時間数は、別表各年次別授
業科目表のとおりとする。履修する授業科目の選択にあたっては、授業科目表に指示する履修の順序に
従わなければならない。

第5条 人文学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として45単位を超えてはならない。ただし、
前期で履修できる単位数は25単位以内、後期で履修できる単位数は25単位以内とする。
2 法学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各40単位、第
4年次48単位を超えてはならない。ただし、第2年次に履修する単位数は、前年度までの修得単位数が
40単位に不足する場合、その不足単位数について4単位を限度として40単位を超えることができ、第3
年次に履修する単位数は、前年度までの修得単位数が80単位に不足する場合、その不足単位数について
8単位を限度として40単位を超えることができる。休学等により当該年度始めにおいて在学期間が2年
以下の場合、前年度までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が120単位を超えてはなら
ない。

3 経済学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各42単位、
第4年次46単位を超えてはならない。

4 商学部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。
⑴ 商学部の学生（会計専門職プログラムの学生を除く。）は、原則として第1年次、第2年次、第3
年次各42単位、第4年次46単位を超えてはならない。
⑵ 商学部の会計専門職プログラム（以下この号において「プログラム」という。）の学生は、原則と
して第1年次、第2年次、第3年次各48単位、第4年次46単位を超えてはならない。また、第3年次
については、第2年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が126単位を超えては
ならない。ただし、第1年次にプログラムの学生でなくなった者が第2年次に履修する単位数は、第
1年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が84単位を超えてはならず、第2年次
にプログラムの学生でなくなった者が第3年次に履修する単位数は、第2年次までの修得単位数と当
該年度における登録単位数の総計が126単位を超えてはならない。

5 商学部第二部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。
⑴ 商学部第二部の学生（会計専門職プログラムの学生を除く。）は、原則として41単位を超えてはな
らない。

⑵ 商学部第二部の会計専門職プログラム（以下この号において「プログラム」という。）の学生は、
原則として第1年次、第2年次、第3年次、第4年次各48単位を超えてはならない。また、第3年次
については、第2年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が123単位を超えては
ならない。ただし、第1年次にプログラムの学生でなくなった者が第2年次に履修する単位数は、第
1年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が82単位を超えてはならず、第2年次
にプログラムの学生でなくなった者が第3年次に履修する単位数は、第2年次までの修得単位数と当
該年度における登録単位数の総計が123単位を超えてはならない。

6 理学部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。
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⑴ 応用数学科の学生は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各46単位、第4年次40単位を超え
てはならない。ただし、学科履修規程第6条の5第1項第1号又は第6条の5第2項第1号に該当す
る者は、46単位まで履修することができる。

⑵ 物理科学科及び化学科の学生は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各48単位、第4年次40
単位を超えてはならない。ただし、学科履修規程第6条の5第1項第2号・3号又は第6条の5第2
項第2号・3号に該当する者は、48単位まで履修することができる。

⑶ 地球圏科学科の学生は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各49単位、第4年次40単位を超
えてはならない。ただし、学科履修規程第6条の5第1項第4号又は第6条の5第2項第4号に該当
する者は、49単位まで履修することができる。

7 工学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として49単位を超えてはならない。
8 医学部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。
⑴ 医学科の学生は原則として、第1学年において61単位を超えてはならない。ただし、原級に留まっ
た場合において共通教育科目の修得単位があるときは、61単位からこれを減じた単位を上限とする。

⑵ 看護学科の学生は原則として、第1年次、第2年次各48単位、第3年次37単位、第4年次30単位を
超えてはならない。

9 薬学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として第1年次49単位、第2年次49単位、第3年次
40単位、第4年次36単位、第5年次34単位、第6年次37単位を超えてはならない。

10 スポーツ科学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として46単位を超えてはならない。
11 外国語科目の再履修は、下位年次から順次登録しなければならない。
第5条の2 医学部医学科の学生が原級に留まった場合は、原級の年次において修得した専門教育科目は
無効とし、再度、原級の年次に配当している専門教育科目の全てを履修し、合格点の成績評価を得なけ
ればならない。

第5条の3 薬学部の学生が進級できなかった場合は、当該年次から進級の条件に必要な科目を履修しな
ければならない。この場合、第5条第9項の規定にかかわらず、教授会の承認を経て進級の条件に必要
な科目の単位の他に、上位年次実習科目を除き10単位まで登録を認めることがある。
2 薬学部の学生は、原則として下位年次の専門教育科目の登録は認めない。
第6条 人文学部のドイツ語学科及びフランス語学科の学生は、次の各号に定める条件を満たしていなけ
れば、当該各号に定める授業科目の登録をすることができない。
⑴ ドイツ語学科の学生は、2年以上在学し、ドイツ語ⅠＡ及びドイツ語ⅠＢの計4単位を修得してい
なければ、第3・4年次授業科目のうち、専門教育科目の各演習及び各講読の登録をすることができ
ない。

⑵ フランス語学科の学生は、2年以上在学し、フランス語ⅠＡ及びフランス語ⅠＢの計4単位を修得
していなければ、第3・4年次授業科目のうち、専門教育科目の各演習及び各講読の登録をすること
ができない。

⑶ ドイツ語学科及びフランス語学科の学生は、原則として、1年以上在学し、前年度の専門教育科目
のGPA評価が3．0以上でなければ、他コースの授業科目の登録をすることができない。

2 人文学部の英語学科、ドイツ語学科、フランス語学科及び東アジア地域言語学科の学生は、多言語強
化プログラムを履修することができる。

3 多言語強化プログラムの修了の認定を希望する学生は、第2条第1項に規定する単位数を修得すると
ともに、学則第31条第1項に定める授業科目のうちから所定の科目を履修しなければならない。多言語
強化プログラムについて必要な事項は、別に定める。

第6条の2 法学部の法律学科の学生は法律特修プログラム、経営法学科の学生は企業法務特修プログラ
ムを各々履修することができる。

2 前項に定める法律特修プログラム及び企業法務特修プログラムの修了の認定を希望する学生は、第2
条第2項に規定する単位数を修得するとともに、学則第31条第1項に定める授業科目のうちから所定の
科目を履修しなければならない。

3 第1項に定める法律特修プログラム又は企業法務特修プログラムについて必要な事項は、別に定める。
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第6条の3 経済学部産業経済学科の学生は、起業家育成プログラム及び地域イノベーションプログラム
を履修することができる。

2 起業家育成プログラムの修了の認定を希望する学生は、学則第31条第1項に定める授業科目のうちか
ら所定の科目を履修しなければならない。起業家育成プログラムについて必要な事項は、別に定める。

3 地域イノベーションプログラムの履修を希望する学生は、第2条第3項に規定する単位数を修得する
とともに、学則第31条第1項に定める授業科目のうちから所定の科目を履修しなければならない。地域
イノベーションプログラムについて必要な事項は、別に定める。

第6条の4 商学部及び商学部第二部の会計専門職プログラム（以下この項において「プログラム」とい
う。）を履修する学生は、第2条第4項又は第5項に規定する単位数を修得するとともに、所定の科目
を履修しなければならない。プログラムについて必要な事項は、別に定める。

2 商学部及び商学部第二部のクリエイティブ・マネジメント・プログラム（以下この項において「プロ
グラム」という。）を履修する学生は、第2条第4項又は第5項に規定する単位数を修得するとともに、
所定の科目を履修しなければならない。プログラムについて必要な事項は、別に定める。

3 商学部商学科及び経営学科並びに商学部第二部の高校商業・情報科教員育成プログラム（以下この項
において「プログラム」という。）を履修する学生は、第2条第4項又は第5項に規定する単位数及び
教育職員免許状の授与を受けるための資格の取得に必要な教職課程科目（教科に関する科目を含む。）
の単位数を修得するとともに、所定の科目を履修しなければならない。プログラムについて必要な事項
は、別に定める。

4 商学部第二部の地域ビジネスデザインプログラム（以下この項において「プログラム」という。）を
履修する学生は、第2条第5項に規定する単位数を修得するとともに、所定の科目を履修しなければな
らない。プログラムについて必要な事項は、別に定める。

第6条の5 理学部の学生は、2年以上在学し、次の単位を修得していなければ、第3年次開講科目の登
録をすることができない。
⑴ 応用数学科の学生は、共通教育科目、専門教育科目及び関連教育科目について60単位以上。ただし、
専門教育科目については、第1年次開講の必修科目13単位以上及び第2年次開講科目8単位以上を含
む24単位以上を修得していること。

⑵ 物理科学科において、物理科学コースの学生は共通教育科目、専門教育科目及び関連教育科目につ
いて64単位以上、ナノサイエンス・インスティテュートコースの学生は共通教育科目及び専門教育科
目について64単位以上。
⑶ 化学科の学生は、共通教育科目及び専門教育科目について64単位以上。
⑷ 地球圏科学科の学生は、共通教育科目及び専門教育科目について64単位以上。ただし、専門教育科
目については、第2年次までの必修科目8単位を含む。

2 理学部の学生は、3年以上在学し、次の各号の単位を修得していなければ、当該各号に定める第4年
次開講科目の登録をすることができない。
⑴ 応用数学科において、応用数学コースの学生は、専門教育科目の第3年次までの必修科目27単位を
含む92単位以上、社会数理・情報インスティテュートコースの学生は、専門教育科目の第3年次まで
の必修科目29単位を含む92単位以上を修得していなければ、第4年次開講の全科目の登録をすること
ができない。

⑵ 物理科学科において、物理科学コースの学生は、専門教育科目の必修実験科目10単位及び物理科学
研究の2単位並びに共通教育科目の外国語科目8単位を含む100単位以上、ナノサイエンス・インス
ティテュートコースの学生は、専門教育科目の必修実験科目16単位及び選択必修実験科目4単位並び
に共通教育科目の外国語科目8単位を含む100単位以上を修得していなければ、第4年次開講の卒業
論文の登録をすることができない。

⑶ 化学科において、化学コースの学生は、専門教育科目の第3年次までの選択必修実験・実習科目か
ら18単位以上及び共通教育科目の外国語科目8単位を含む100単位以上、ナノサイエンス・インスティ
テュートコースの学生は、専門教育科目の必修実験科目20単位及び共通教育科目の外国語科目8単位
を含む100単位以上を修得していなければ、第4年次開講の卒業論文の登録をすることができない。
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⑷ 地球圏科学科の学生は、専門教育科目の選択必修科目（Ａ・Ｂ・Ｃ群のうちのいずれかの科目群の
全科目）8単位及び共通教育科目の外国語科目8単位を含む100単位以上を修得していなければ、第
4年次開講の卒業論文の登録をすることができない。

第6条の6 工学部の学生は、2年以上在学し、60単位以上を修得していなければ、第3年次開講科目の
登録をすることはできない。

2 工学部の学生は、3年以上在学し、第1・2年次必修の第1外国語科目6単位、選択必修の第2外国
語科目4単位、学科別に指定された専門教育科目の単位を含む100単位以上を修得していなければ、第
4年次開講科目の登録をすることはできない。

3 第1項の60単位・第2項の100単位に算入する総合教養科目、第1外国語科目、第2外国語科目、工
学共通科目の単位数は、次のとおりとする。
⑴ 総合教養科目は、12単位までとする。
⑵ 第1項の60単位に算入するのは、第1外国語科目の必修科目6単位、第2外国語科目の選択必修科
目4単位までとする。また、第2項の100単位に算入するのは、第1外国語科目の必修科目8単位、
第2外国語科目の選択必修科目4単位までとする。

⑶ 工学共通科目は、機械工学科は24単位まで、電気工学科は20単位まで、電子情報工学科は18単位ま
で、化学システム工学科は20単位まで、社会デザイン工学科、建築学科は18単位までとする。

第6条の7 医学部医学科の学生は、第1学年において共通教育科目については、総合教養科目として人
文科学、社会科学、総合系列科目及び学修基盤科目から6単位以上、自然科学から7単位以上、計13単
位以上、必修の外国語科目8単位、保健体育科目2単位、合計35単位以上、専門教育科目については18
単位、総計53単位以上を修得しなければ、第2学年に進級することができない。ただし、51単位以上修
得している学生については、医学部教授会の議を経て第2学年に進級させることがある。この場合、進
級後未修得科目の再履修が可能なものに限るものとし、不足単位は第2学年で修得しなければならない。

2 医学部看護学科の学生は、次に掲げる条件を満たしていなければ、上位年次に進級又は3年次後期の
実習科目を履修することができない。
⑴ 第1年次においては、共通教育科目について、総合教養科目として人文科学、社会科学、総合系列
科目及び学修基盤科目より10単位以上、自然科学より2単位以上、必修の外国語科目4単位、必修の
保健体育科目2単位、計18単位以上、専門基礎科目について必修科目の17単位、専門教育科目につい
て必修科目の8単位、合計43単位以上を修得していなければ第2年次に進級することができない。
⑵ 第2年次においては、共通教育科目について、総合教養科目として人文科学、社会科学、総合系列
科目及び学修基盤科目より12単位以上、自然科学より4単位以上、必修の外国語科目8単位、選択必
修の外国語科目より2単位以上、必修の保健体育科目2単位、計28単位以上、専門基礎科目について
必修科目の26単位、専門教育科目について必修科目の34単位、合計88単位以上を修得していなければ
第3年次に進級することができない。

⑶ 第3年次前期終了時において、第3年次前期に開講する専門基礎科目について必修科目の1単位、
専門教育科目について必修科目の13単位及び選択必修科目の1単位を修得していなければ、第3年次
後期に開講する看護学実習科目を履修することができない。この場合、第3年次の学年始めに登録し
た看護学実習科目の登録を取り消す。

⑷ 第3年次後期終了時において、共通教育科目について、総合教養科目として人文科学、社会科学、
総合系列科目及び学修基盤科目より12単位以上、自然科学より4単位以上、必修の外国語科目8単位、
選択必修の外国語科目より2単位以上、必修の保健体育科目2単位、計28単位以上、専門基礎科目に
ついて必修科目の27単位、専門教育科目について必修科目の60単位及び選択必修科目の1単位、合計
116単位以上を修得していなければ第4年次に進級することができない。

第6条の8 薬学部の学生は、第1年次から第5年次までのそれぞれにおいて、必修科目を含んで次の単
位を修得していなければ、上位年次に進級することができない。
⑴ 第1年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から10単位以上、必修の外国語科目か
ら2単位以上を含め計18単位以上、専門教育科目について、1年次の選択科目のうち、物理分野から
2単位以上、化学分野から6単位以上、生物分野から4単位以上、総合分野から1単位以上を含め計
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20単位以上、合計38単位以上を修得していなければならない。
⑵ 第2年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目か
ら6単位以上を含め計26単位以上、専門教育科目について、1年次科目20単位以上、2年次の必修科
目4単位、2年次の選択科目のうち、物理分野から4単位以上、化学分野から4単位以上、生物分野
から4単位以上、衛生分野から2単位以上、薬理分野から2単位以上、薬剤分野から2単位以上を含
め計28単位以上、合計52単位以上、総計78単位以上を修得していなければならない。

⑶ 第3年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目8
単位を含め計28単位以上、専門教育科目について、1年次科目20単位以上、2年次科目32単位以上、
3年次の必修科目7単位、3年次の選択科目のうち、物理分野から3単位以上、化学分野から1単位
以上、生物分野から1単位以上、衛生分野から1単位以上、薬理分野から2単位以上、薬剤分野から
4単位以上、実務分野から1単位以上を含め計19単位以上、合計78単位以上、総計106単位以上を修
得していなければならない。

⑷ 第4年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目8
単位を含め計28単位以上、専門教育科目について、1年次科目20単位以上、2年次科目32単位以上、
3年次科目26単位以上、4年次の必修科目12単位、4年次の選択科目のうち、化学分野から1単位以
上、生物分野から1単位以上、薬理分野から1単位以上、薬剤分野から1単位以上、実務分野から1
単位以上を含め計9単位以上、合計99単位以上、総計127単位以上を修得していなければならない。
⑸ 第5年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目8
単位を含め計28単位以上、専門教育科目について、1年次科目20単位以上、2年次科目32単位以上、
3年次科目26単位以上、4年次科目21単位以上、5年次の必修科目32単位、計131単位以上、合計159
単位以上を修得していなければならない。

第7条 同一時間に二つ以上の科目を重複して登録することはできない。
第8条 学生は、学年始めの登録日にその学年において履修しようとする授業科目について、所定の方法
で登録手続きをしなければならない。

第9条 登録日以後の登録は、一切認めない。
2 登録の撤回、変更、追加及び削除は、次の各号に掲げる場合（あらかじめ教授会等が定めた授業科目
を除く。）に限って認める。
⑴ 前期及び後期開講日から所定の期間内に、その学期において履修するために登録手続きをした授業
科目（後期については開講期間が通年の講義科目は除く。）について、2科目かつ8単位以内で登録
の撤回をする場合

⑵ 後期開講前の登録日に、学年始めの登録日にその学年の後期において履修するために登録手続きを
した授業科目（開講期間が通年の講義科目は除く。）について、登録の変更、追加、削除をする場合

第3章 受 講
第10条 学生は、登録した授業科目でなければ受講することはできない。
第11条 講義は、その開講期間によって、次の5種類とする。
⑴ 通年講義（1年間の継続講義）
⑵ 前期完結講義（前期開講、前期完結の講義）
⑶ 後期完結講義（後期開講、後期完結の講義）
⑷ 集中講義（休暇中の講義）
⑸ 臨時講義

第12条 選択科目は年度により開講しないことがある。開講した講義でも、受講人員が10人に満たない場
合は、開講を取りやめることがある。

第13条 各講義は、その内容、教室の都合により、受講人員を制限することがある。
第14条 演習に出席常でない者及び研究報告をおこたる者は、演習及び論文の登録を取り消す。受講人員
は20人を原則とする。

Ⅵ．諸 規 程
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附 則
この規程は、令和5年4月1日から施行する。

卒業見込者の定義について（医学部医学科を除く）
薬学部を除く学部の4年次生（5年次以上も含む）及び薬学部の6年次生（7年次以上も含む）

になって卒業見込者とみなされる者を次のとおり定義する。よって学科履修規程等を十分理解して
おくこと。
〝既得単位数と学科履修規程第5条（理学部は第5条と第6条の5、工学部は第5条と第6条の
6、薬学部は第5条と第6条の8）〞により登録した単位数との和が学科履修規程第2条を満足して
いる者を卒業見込者という。
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令和4年度入学生（22台）

第2条の2 学部留学生は、外国語科目のうち当該学生の母語である科目を履修することはできない。
第3条 各授業科目の単位数は、次の基準による。（学則第32条参照）
⑴ 講義・演習・外国語……15時間から30時間までの範囲で各学部が定める時間の授業をもって1単位

とする。
⑵ 実験・実習・実技………30時間から45時間までの範囲で各学部が定める時間の授業をもって1単位

とする。
⑶ 授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二つ以上の方法の併用により行う場合
の単位数は、その組み合わせに応じ、前2号に規定する基準を考慮して各学部が定める時間の授業を
もって1単位とする。

⑷ 卒業論文・卒業演習・卒業計画等については、これらの必要な学修の成果を考慮して単位数を定める。
第4条 各学部各学科において、各年次の学生が履修する授業科目及び単位・時間数は、別表各年次別授
業科目表のとおりとする。履修する授業科目の選択にあたっては、授業科目表に指示する履修の順序に
従わなければならない。

第5条 人文学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として45単位を超えてはならない。ただし、
前期で履修できる単位数は25単位以内、後期で履修できる単位数は25単位以内とする。
2 法学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各40単位、第
4年次48単位を超えてはならない。ただし、第2年次に履修する単位数は、前年度までの修得単位数が
40単位に不足する場合、その不足単位数について4単位を限度として40単位を超えることができ、第3
年次に履修する単位数は、前年度までの修得単位数が80単位に不足する場合、その不足単位数について
8単位を限度として40単位を超えることができる。休学等により当該年度始めにおいて在学期間が2年
以下の場合、前年度までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が120単位を超えてはなら
ない。

3 経済学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各42単位、
第4年次46単位を超えてはならない。

4 商学部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。
⑴ 商学部の学生（会計専門職プログラムの学生を除く。）は、原則として第1年次、第2年次、第3
年次各42単位、第4年次46単位を超えてはならない。
⑵ 商学部の会計専門職プログラム（以下この号において「プログラム」という。）の学生は、原則と
して第1年次、第2年次、第3年次各48単位、第4年次46単位を超えてはならない。また、第3年次
については、第2年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が126単位を超えては
ならない。ただし、第1年次にプログラムの学生でなくなった者が第2年次に履修する単位数は、第
1年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が84単位を超えてはならず、第2年次
にプログラムの学生でなくなった者が第3年次に履修する単位数は、第2年次までの修得単位数と当
該年度における登録単位数の総計が126単位を超えてはならない。

5 商学部第二部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。
⑴ 商学部第二部の学生（会計専門職プログラムの学生を除く。）は、原則として41単位を超えてはな
らない。

⑵ 商学部第二部の会計専門職プログラム（以下この号において「プログラム」という。）の学生は、
原則として第1年次、第2年次、第3年次、第4年次各48単位を超えてはならない。また、第3年次
については、第2年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が123単位を超えては
ならない。ただし、第1年次にプログラムの学生でなくなった者が第2年次に履修する単位数は、第
1年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が82単位を超えてはならず、第2年次
にプログラムの学生でなくなった者が第3年次に履修する単位数は、第2年次までの修得単位数と当
該年度における登録単位数の総計が123単位を超えてはならない。

6 理学部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。

Ⅵ．諸 規 程

―204―



⑴ 応用数学科の学生は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各46単位、第4年次40単位を超え
てはならない。ただし、学科履修規程第6条の5第1項第1号又は第6条の5第2項第1号に該当す
る者は、46単位まで履修することができる。

⑵ 物理科学科及び化学科の学生は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各48単位、第4年次40
単位を超えてはならない。ただし、学科履修規程第6条の5第1項第2号・3号又は第6条の5第2
項第2号・3号に該当する者は、48単位まで履修することができる。

⑶ 地球圏科学科の学生は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各49単位、第4年次40単位を超
えてはならない。ただし、学科履修規程第6条の5第1項第4号又は第6条の5第2項第4号に該当
する者は、49単位まで履修することができる。

7 工学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として49単位を超えてはならない。
8 医学部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。
⑴ 医学科の学生は原則として、第1学年において61単位を超えてはならない。ただし、原級に留まっ
た場合において共通教育科目の修得単位があるときは、61単位からこれを減じた単位を上限とする。

⑵ 看護学科の学生は原則として、第1年次、第2年次各48単位、第3年次37単位、第4年次30単位を
超えてはならない。

9 薬学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として第1年次49単位、第2年次49単位、第3年次
40単位、第4年次36単位、第5年次34単位、第6年次37単位を超えてはならない。

10 スポーツ科学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として46単位を超えてはならない。
11 外国語科目の再履修は、下位年次から順次登録しなければならない。
第5条の2 医学部医学科の学生が原級に留まった場合は、原級の年次において修得した専門教育科目は
無効とし、再度、原級の年次に配当している専門教育科目の全てを履修し、合格点の成績評価を得なけ
ればならない。

第5条の3 薬学部の学生が進級できなかった場合は、当該年次から進級の条件に必要な科目を履修しな
ければならない。この場合、第5条第9項の規定にかかわらず、教授会の承認を経て進級の条件に必要
な科目の単位の他に、上位年次実習科目を除き10単位まで登録を認めることがある。
2 薬学部の学生は、原則として下位年次の専門教育科目の登録は認めない。
第6条 人文学部のドイツ語学科及びフランス語学科の学生は、次の各号に定める条件を満たしていなけ
れば、当該各号に定める授業科目の登録をすることができない。
⑴ ドイツ語学科の学生は、2年以上在学し、ドイツ語ⅠＡ及びドイツ語ⅠＢの計4単位を修得してい
なければ、第3・4年次授業科目のうち、専門教育科目の各演習及び各講読の登録をすることができ
ない。

⑵ フランス語学科の学生は、2年以上在学し、フランス語ⅠＡ及びフランス語ⅠＢの計4単位を修得
していなければ、第3・4年次授業科目のうち、専門教育科目の各演習及び各講読の登録をすること
ができない。

⑶ ドイツ語学科及びフランス語学科の学生は、原則として、1年以上在学し、前年度の専門教育科目
のGPA評価が3．0以上でなければ、他コースの授業科目の登録をすることができない。

2 人文学部の英語学科、ドイツ語学科及びフランス語学科の学生は、語学力強化プログラムを履修する
ことができる。

3 語学力強化プログラムの修了の認定を希望する学生は、第2条第1項に規定する単位数を修得すると
ともに、学則第31条第1項に定める授業科目のうちから所定の科目を履修しなければならない。語学力
強化プログラムについて必要な事項は、別に定める。

第6条の2 法学部の法律学科の学生は法律特修プログラム、経営法学科の学生は企業法務特修プログラ
ムを各々履修することができる。

2 前項に定める法律特修プログラム及び企業法務特修プログラムの修了の認定を希望する学生は、第2
条第2項に規定する単位数を修得するとともに、学則第31条第1項に定める授業科目のうちから所定の
科目を履修しなければならない。

3 第1項に定める法律特修プログラム又は企業法務特修プログラムについて必要な事項は、別に定める。
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第6条の3 経済学部産業経済学科の学生は、起業家育成プログラム及び地域イノベーションプログラム
を履修することができる。

2 起業家育成プログラムの修了の認定を希望する学生は、学則第31条第1項に定める授業科目のうちか
ら所定の科目を履修しなければならない。起業家育成プログラムについて必要な事項は、別に定める。

3 地域イノベーションプログラムの履修を希望する学生は、第2条第3項に規定する単位数を修得する
とともに、学則第31条第1項に定める授業科目のうちから所定の科目を履修しなければならない。地域
イノベーションプログラムについて必要な事項は、別に定める。

第6条の4 商学部及び商学部第二部の会計専門職プログラム（以下この項において「プログラム」とい
う。）を履修する学生は、第2条第4項又は第5項に規定する単位数を修得するとともに、所定の科目
を履修しなければならない。プログラムについて必要な事項は、別に定める。

2 商学部及び商学部第二部のクリエイティブ・マネジメント・プログラム（以下この項において「プロ
グラム」という。）を履修する学生は、第2条第4項又は第5項に規定する単位数を修得するとともに、
所定の科目を履修しなければならない。プログラムについて必要な事項は、別に定める。

3 商学部商学科及び経営学科並びに商学部第二部の高校商業・情報科教員育成プログラム（以下この項
において「プログラム」という。）を履修する学生は、第2条第4項又は第5項に規定する単位数及び
教育職員免許状の授与を受けるための資格の取得に必要な教職課程科目（教科に関する科目を含む。）
の単位数を修得するとともに、所定の科目を履修しなければならない。プログラムについて必要な事項
は、別に定める。

4 商学部第二部の地域ビジネスデザインプログラム（以下この項において「プログラム」という。）を
履修する学生は、第2条第5項に規定する単位数を修得するとともに、所定の科目を履修しなければな
らない。プログラムについて必要な事項は、別に定める。

第6条の5 理学部の学生は、2年以上在学し、次の単位を修得していなければ、第3年次開講科目の登
録をすることができない。
⑴ 応用数学科の学生は、共通教育科目、専門教育科目及び関連教育科目について60単位以上。ただし、
専門教育科目については、第1年次開講の必修科目13単位以上及び第2年次開講科目8単位以上を含
む24単位以上を修得していること。

⑵ 物理科学科において、物理科学コースの学生は共通教育科目、専門教育科目及び関連教育科目につ
いて64単位以上、ナノサイエンス・インスティテュートコースの学生は共通教育科目及び専門教育科
目について64単位以上。
⑶ 化学科の学生は、共通教育科目及び専門教育科目について64単位以上。
⑷ 地球圏科学科の学生は、共通教育科目及び専門教育科目について64単位以上。ただし、専門教育科
目については、第2年次までの必修科目8単位を含む。

2 理学部の学生は、3年以上在学し、次の各号の単位を修得していなければ、当該各号に定める第4年
次開講科目の登録をすることができない。
⑴ 応用数学科において、応用数学コースの学生は、専門教育科目の第3年次までの必修科目27単位を
含む92単位以上、社会数理・情報インスティテュートコースの学生は、専門教育科目の第3年次まで
の必修科目29単位を含む92単位以上を修得していなければ、第4年次開講の全科目の登録をすること
ができない。

⑵ 物理科学科において、物理科学コースの学生は、専門教育科目の必修実験科目10単位及び物理学基
礎ゼミナール、物理科学研究Ⅰ、物理科学研究Ⅱの各2単位並びに共通教育科目の外国語科目8単位
を含む100単位以上、ナノサイエンス・インスティテュートコースの学生は、専門教育科目の必修実
験科目16単位及び選択必修実験科目4単位並びに共通教育科目の外国語科目8単位を含む100単位以
上を修得していなければ、第4年次開講の卒業論文の登録をすることができない。

⑶ 化学科において、化学コースの学生は、専門教育科目の第3年次までの選択必修実験・実習科目か
ら18単位以上及び共通教育科目の外国語科目8単位を含む100単位以上、ナノサイエンス・インスティ
テュートコースの学生は、専門教育科目の必修実験科目20単位及び共通教育科目の外国語科目8単位
を含む100単位以上を修得していなければ、第4年次開講の卒業論文の登録をすることができない。

Ⅵ．諸 規 程
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⑷ 地球圏科学科の学生は、専門教育科目の選択必修科目（Ａ・Ｂ・Ｃ群のうちのいずれかの科目群の
全科目）8単位及び共通教育科目の外国語科目8単位を含む100単位以上を修得していなければ、第
4年次開講の卒業論文の登録をすることができない。

第6条の6 工学部の学生は、2年以上在学し、60単位以上を修得していなければ、第3年次開講科目の
登録をすることはできない。

2 工学部の学生は、3年以上在学し、第1・2年次必修の第1外国語科目6単位、選択必修の第2外国
語科目4単位、学科別に指定された専門教育科目の単位を含む100単位以上を修得していなければ、第
4年次開講科目の登録をすることはできない。

3 第1項の60単位・第2項の100単位に算入する総合教養科目、第1外国語科目、第2外国語科目、工
学共通科目の単位数は、次のとおりとする。
⑴ 総合教養科目は、12単位までとする。
⑵ 第1項の60単位に算入するのは、第1外国語科目の必修科目6単位、第2外国語科目の選択必修科
目4単位までとする。また、第2項の100単位に算入するのは、第1外国語科目の必修科目8単位、
第2外国語科目の選択必修科目4単位までとする。

⑶ 工学共通科目は、機械工学科は24単位まで、電気工学科は20単位まで、電子情報工学科は18単位ま
で、化学システム工学科は20単位まで、社会デザイン工学科、建築学科は18単位までとする。

第6条の7 医学部医学科の学生は、第1学年において共通教育科目については、総合教養科目として人
文科学、社会科学、総合系列科目及び学修基盤科目から6単位以上、自然科学から7単位以上、計13単
位以上、必修の外国語科目8単位、保健体育科目2単位、合計35単位以上、専門教育科目については18
単位、総計53単位以上を修得しなければ、第2学年に進級することができない。ただし、51単位以上修
得している学生については、医学部教授会の議を経て第2学年に進級させることがある。この場合、進
級後未修得科目の再履修が可能なものに限るものとし、不足単位は第2学年で修得しなければならない。

2 医学部看護学科の学生は、次に掲げる条件を満たしていなければ、上位年次に進級又は3年次後期の
実習科目を履修することができない。
⑴ 第1年次においては、共通教育科目について、総合教養科目として人文科学、社会科学、総合系列
科目及び学修基盤科目より10単位以上、自然科学より2単位以上、必修の外国語科目4単位、必修の
保健体育科目2単位、計18単位以上、専門基礎科目について必修科目の17単位、専門教育科目につい
て必修科目の8単位、合計43単位以上を修得していなければ第2年次に進級することができない。
⑵ 第2年次においては、共通教育科目について、総合教養科目として人文科学、社会科学、総合系列
科目及び学修基盤科目より12単位以上、自然科学より4単位以上、必修の外国語科目8単位、選択必
修の外国語科目より2単位以上、必修の保健体育科目2単位、計28単位以上、専門基礎科目について
必修科目の26単位、専門教育科目について必修科目の34単位、合計88単位以上を修得していなければ
第3年次に進級することができない。

⑶ 第3年次前期終了時において、第3年次前期に開講する専門基礎科目について必修科目の1単位、
専門教育科目について必修科目の13単位及び選択必修科目の1単位を修得していなければ、第3年次
後期に開講する看護学実習科目を履修することができない。この場合、第3年次の学年始めに登録し
た看護学実習科目の登録を取り消す。

⑷ 第3年次後期終了時において、共通教育科目について、総合教養科目として人文科学、社会科学、
総合系列科目及び学修基盤科目より12単位以上、自然科学より4単位以上、必修の外国語科目8単位、
選択必修の外国語科目より2単位以上、必修の保健体育科目2単位、計28単位以上、専門基礎科目に
ついて必修科目の27単位、専門教育科目について必修科目の60単位及び選択必修科目の1単位、合計
116単位以上を修得していなければ第4年次に進級することができない。

第6条の8 薬学部の学生は、第1年次から第5年次までのそれぞれにおいて、必修科目を含んで次の単
位を修得していなければ、上位年次に進級することができない。
⑴ 第1年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から10単位以上、必修の外国語科目か
ら2単位以上を含め計18単位以上、専門教育科目について、1年次の選択科目のうち、物理分野から
2単位以上、化学分野から6単位以上、生物分野から4単位以上、総合分野から1単位以上を含め計
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20単位以上、合計38単位以上を修得していなければならない。
⑵ 第2年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目か
ら6単位以上を含め計26単位以上、専門教育科目について、1年次科目20単位以上、2年次の必修科
目4単位、2年次の選択科目のうち、物理分野から4単位以上、化学分野から4単位以上、生物分野
から4単位以上、衛生分野から2単位以上、薬理分野から2単位以上、薬剤分野から2単位以上を含
め計28単位以上、合計52単位以上、総計78単位以上を修得していなければならない。

⑶ 第3年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目8
単位を含め計28単位以上、専門教育科目について、1年次科目20単位以上、2年次科目32単位以上、
3年次の必修科目7単位、3年次の選択科目のうち、物理分野から3単位以上、化学分野から1単位
以上、生物分野から1単位以上、衛生分野から1単位以上、薬理分野から2単位以上、薬剤分野から
4単位以上、実務分野から1単位以上を含め計19単位以上、合計78単位以上、総計106単位以上を修
得していなければならない。

⑷ 第4年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目8
単位を含め計28単位以上、専門教育科目について、1年次科目20単位以上、2年次科目32単位以上、
3年次科目26単位以上、4年次の必修科目12単位、4年次の選択科目のうち、化学分野から1単位以
上、生物分野から1単位以上、薬理分野から1単位以上、薬剤分野から1単位以上、実務分野から1
単位以上を含め計9単位以上、合計99単位以上、総計127単位以上を修得していなければならない。
⑸ 第5年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目8
単位を含め計28単位以上、専門教育科目について、1年次科目20単位以上、2年次科目32単位以上、
3年次科目26単位以上、4年次科目21単位以上、5年次の必修科目32単位、計131単位以上、合計159
単位以上を修得していなければならない。

第7条 同一時間に二つ以上の科目を重複して登録することはできない。
第8条 学生は、学年始めの登録日にその学年において履修しようとする授業科目について、所定の方法
で登録手続きをしなければならない。

第9条 登録日以後の登録は、一切認めない。
2 登録の撤回、変更、追加及び削除は、次の各号に掲げる場合（あらかじめ教授会等が定めた授業科目
を除く。）に限って認める。
⑴ 前期及び後期開講日から所定の期間内に、その学期において履修するために登録手続きをした授業
科目（後期については開講期間が通年の講義科目は除く。）について、2科目かつ8単位以内で登録
の撤回をする場合

⑵ 後期開講前の登録日に、学年始めの登録日にその学年の後期において履修するために登録手続きを
した授業科目（開講期間が通年の講義科目は除く。）について、登録の変更、追加、削除をする場合

第3章 受 講
第10条 学生は、登録した授業科目でなければ受講することはできない。
第11条 講義は、その開講期間によって、次の5種類とする。
⑴ 通年講義（1年間の継続講義）
⑵ 前期完結講義（前期開講、前期完結の講義）
⑶ 後期完結講義（後期開講、後期完結の講義）
⑷ 集中講義（休暇中の講義）
⑸ 臨時講義

第12条 選択科目は年度により開講しないことがある。開講した講義でも、受講人員が10人に満たない場
合は、開講を取りやめることがある。

第13条 各講義は、その内容、教室の都合により、受講人員を制限することがある。
第14条 演習に出席常でない者及び研究報告をおこたる者は、演習及び論文の登録を取り消す。受講人員
は20人を原則とする。

Ⅵ．諸 規 程
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附 則
この規程は、令和4年4月1日から施行する。

卒業見込者の定義について（医学部医学科を除く）
薬学部を除く学部の4年次生（5年次以上も含む）及び薬学部の6年次生（7年次以上も含む）

になって卒業見込者とみなされる者を次のとおり定義する。よって学科履修規程等を十分理解して
おくこと。
〝既得単位数と学科履修規程第5条（理学部は第5条と第6条の5、工学部は第5条と第6条の
6、薬学部は第5条と第6条の8）〞により登録した単位数との和が学科履修規程第2条を満足して
いる者を卒業見込者という。
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令和3年度入学生（21台）

第2条の2 学部留学生は、外国語科目のうち当該学生の母語である科目を履修することはできない。
第3条 各授業科目の単位数は、次の基準による。（学則第32条参照）
⑴ 講義・演習・外国語……15時間から30時間までの範囲で各学部が定める時間の授業をもって1単位

とする。
⑵ 実験・実習・実技………30時間から45時間までの範囲で各学部が定める時間の授業をもって1単位

とする。
⑶ 授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二つ以上の方法の併用により行う場合
の単位数は、その組み合わせに応じ、前2号に規定する基準を考慮して各学部が定める時間の授業を
もって1単位とする。

⑷ 卒業論文・卒業演習・卒業計画等については、これらの必要な学修の成果を考慮して単位数を定める。
第4条 各学部各学科において、各年次の学生が履修する授業科目及び単位・時間数は、別表各年次別授
業科目表のとおりとする。履修する授業科目の選択にあたっては、授業科目表に指示する履修の順序に
従わなければならない。

第5条 人文学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として45単位を超えてはならない。ただし、
前期で履修できる単位数は25単位以内、後期で履修できる単位数は25単位以内とする。
2 法学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各40単位、第
4年次48単位を超えてはならない。ただし、第2年次に履修する単位数は、前年度までの修得単位数が
40単位に不足する場合、その不足単位数について4単位を限度として40単位を超えることができ、第3
年次に履修する単位数は、前年度までの修得単位数が80単位に不足する場合、その不足単位数について
8単位を限度として40単位を超えることができる。休学等により当該年度始めにおいて在学期間が2年
以下の場合、前年度までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が120単位を超えてはなら
ない。

3 経済学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各42単位、
第4年次46単位を超えてはならない。

4 商学部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。
⑴ 商学部の学生（会計専門職プログラムの学生を除く。）は、原則として第1年次、第2年次、第3
年次各42単位、第4年次46単位を超えてはならない。
⑵ 商学部の会計専門職プログラム（以下この号において「プログラム」という。）の学生は、原則と
して第1年次、第2年次、第3年次各48単位、第4年次46単位を超えてはならない。また、第3年次
については、第2年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が126単位を超えては
ならない。ただし、第1年次にプログラムの学生でなくなった者が第2年次に履修する単位数は、第
1年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が84単位を超えてはならず、第2年次
にプログラムの学生でなくなった者が第3年次に履修する単位数は、第2年次までの修得単位数と当
該年度における登録単位数の総計が126単位を超えてはならない。

5 商学部第二部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。
⑴ 商学部第二部の学生（会計専門職プログラムの学生を除く。）は、原則として41単位を超えてはな
らない。

⑵ 商学部第二部の会計専門職プログラム（以下この号において「プログラム」という。）の学生は、
原則として第1年次、第2年次、第3年次、第4年次各48単位を超えてはならない。また、第3年次
については、第2年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が123単位を超えては
ならない。ただし、第1年次にプログラムの学生でなくなった者が第2年次に履修する単位数は、第
1年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が82単位を超えてはならず、第2年次
にプログラムの学生でなくなった者が第3年次に履修する単位数は、第2年次までの修得単位数と当
該年度における登録単位数の総計が123単位を超えてはならない。

6 理学部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。
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⑴ 応用数学科の学生は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各46単位、第4年次40単位を超え
てはならない。ただし、学科履修規程第6条の5第1項第1号又は第6条の5第2項第1号に該当す
る者は、46単位まで履修することができる。

⑵ 物理科学科及び化学科の学生は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各48単位、第4年次40
単位を超えてはならない。ただし、学科履修規程第6条の5第1項第2号・3号又は第6条の5第2
項第2号・3号に該当する者は、48単位まで履修することができる。

⑶ 地球圏科学科の学生は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各49単位、第4年次40単位を超
えてはならない。ただし、学科履修規程第6条の5第1項第4号又は第6条の5第2項第4号に該当
する者は、49単位まで履修することができる。

7 工学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として49単位を超えてはならない。
8 医学部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。
⑴ 医学科の学生は原則として、第1学年において61単位を超えてはならない。ただし、原級に留まっ
た場合において共通教育科目の修得単位があるときは、61単位からこれを減じた単位を上限とする。

⑵ 看護学科の学生は原則として、第1年次、第2年次各48単位、第3年次37単位、第4年次30単位を
超えてはならない。

9 薬学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として第1年次49単位、第2年次49単位、第3年次
40単位、第4年次36単位、第5年次34単位、第6年次37単位を超えてはならない。

10 スポーツ科学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として46単位を超えてはならない。
11 外国語科目の再履修は、下位年次から順次登録しなければならない。
第5条の2 医学部医学科の学生が原級に留まった場合は、原級の年次において修得した専門教育科目は
無効とし、再度、原級の年次に配当している専門教育科目の全てを履修し、合格点の成績評価を得なけ
ればならない。

第5条の3 薬学部の学生が進級できなかった場合は、当該年次から進級の条件に必要な科目を履修しな
ければならない。この場合、第5条第9項の規定にかかわらず、教授会の承認を経て進級の条件に必要
な科目の単位の他に、上位年次実習科目を除き10単位まで登録を認めることがある。
2 薬学部の学生は、原則として下位年次の専門教育科目の登録は認めない。
第6条 人文学部のドイツ語学科及びフランス語学科の学生は、次の各号に定める条件を満たしていなけ
れば、当該各号に定める授業科目の登録をすることができない。
⑴ ドイツ語学科の学生は、2年以上在学し、ドイツ語ⅠＡ及びドイツ語ⅠＢの計4単位を修得してい
なければ、第3・4年次授業科目のうち、専門教育科目の各演習及び各講読の登録をすることができ
ない。

⑵ フランス語学科の学生は、2年以上在学し、フランス語ⅠＡ及びフランス語ⅠＢの計4単位を修得
していなければ、第3・4年次授業科目のうち、専門教育科目の各演習及び各講読の登録をすること
ができない。

⑶ ドイツ語学科及びフランス語学科の学生は、原則として、1年以上在学し、前年度の専門教育科目
のGPA評価が3．0以上でなければ、他コースの授業科目の登録をすることができない。

2 人文学部の英語学科、ドイツ語学科及びフランス語学科の学生は、語学力強化プログラムを履修する
ことができる。

3 語学力強化プログラムの修了の認定を希望する学生は、第2条第1項に規定する単位数を修得すると
ともに、学則第31条第1項に定める授業科目のうちから所定の科目を履修しなければならない。語学力
強化プログラムについて必要な事項は、別に定める。

第6条の2 法学部の法律学科の学生は法律特修プログラム、経営法学科の学生は企業法務特修プログラ
ムを各々履修することができる。

2 前項に定める法律特修プログラム及び企業法務特修プログラムの修了の認定を希望する学生は、第2
条第2項に規定する単位数を修得するとともに、学則第31条第1項に定める授業科目のうちから所定の
科目を履修しなければならない。

3 第1項に定める法律特修プログラム又は企業法務特修プログラムについて必要な事項は、別に定める。
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第6条の3 経済学部産業経済学科の学生は、起業家育成プログラム及び地域イノベーションプログラム
を履修することができる。

2 起業家育成プログラムの修了の認定を希望する学生は、学則第31条第1項に定める授業科目のうちか
ら所定の科目を履修しなければならない。起業家育成プログラムについて必要な事項は、別に定める。

3 地域イノベーションプログラムの履修を希望する学生は、第2条第3項に規定する単位数を修得する
とともに、学則第31条第1項に定める授業科目のうちから所定の科目を履修しなければならない。地域
イノベーションプログラムについて必要な事項は、別に定める。

第6条の4 商学部及び商学部第二部の会計専門職プログラム（以下この項において「プログラム」とい
う。）を履修する学生は、第2条第4項又は第5項に規定する単位数を修得するとともに、所定の科目
を履修しなければならない。プログラムについて必要な事項は、別に定める。

2 商学部及び商学部第二部のクリエイティブ・マネジメント・プログラム（以下この項において「プロ
グラム」という。）を履修する学生は、第2条第4項又は第5項に規定する単位数を修得するとともに、
所定の科目を履修しなければならない。プログラムについて必要な事項は、別に定める。

3 商学部商学科及び経営学科並びに商学部第二部の高校商業・情報科教員育成プログラム（以下この項
において「プログラム」という。）を履修する学生は、第2条第4項又は第5項に規定する単位数及び
教育職員免許状の授与を受けるための資格の取得に必要な教職課程科目（教科に関する科目を含む。）
の単位数を修得するとともに、所定の科目を履修しなければならない。プログラムについて必要な事項
は、別に定める。

4 商学部第二部の地域ビジネスデザインプログラム（以下この項において「プログラム」という。）を
履修する学生は、第2条第5項に規定する単位数を修得するとともに、所定の科目を履修しなければな
らない。プログラムについて必要な事項は、別に定める。

第6条の5 理学部の学生は、2年以上在学し、次の単位を修得していなければ、第3年次開講科目の登
録をすることができない。
⑴ 応用数学科の学生は、共通教育科目、専門教育科目及び関連教育科目について60単位以上。ただし、
専門教育科目については、第1年次開講の必修科目13単位以上及び第2年次開講科目8単位以上を含
む24単位以上を修得していること。

⑵ 物理科学科において、物理科学コースの学生は共通教育科目、専門教育科目及び関連教育科目につ
いて64単位以上、ナノサイエンス・インスティテュートコースの学生は共通教育科目及び専門教育科
目について64単位以上。
⑶ 化学科の学生は、共通教育科目及び専門教育科目について64単位以上。ただし、化学コースの学生
は専門教育科目については、第2年次までの選択必修実験科目10単位以上を含む。
⑷ 地球圏科学科の学生は、共通教育科目及び専門教育科目について64単位以上。ただし、専門教育科
目については、第2年次までの必修科目8単位を含む。

2 理学部の学生は、3年以上在学し、次の各号の単位を修得していなければ、当該各号に定める第4年
次開講科目の登録をすることができない。
⑴ 応用数学科において、応用数学コースの学生は、専門教育科目の第3年次までの必修科目27単位を
含む92単位以上、社会数理・情報インスティテュートコースの学生は、専門教育科目の第3年次まで
の必修科目29単位を含む92単位以上を修得していなければ、第4年次開講の全科目の登録をすること
ができない。

⑵ 物理科学科において、物理科学コースの学生は、専門教育科目の必修実験科目10単位及び物理学基
礎ゼミナール、物理科学研究Ⅰ、物理科学研究Ⅱの各2単位並びに共通教育科目の外国語科目8単位
を含む100単位以上、ナノサイエンス・インスティテュートコースの学生は、専門教育科目の必修実
験科目22単位及び共通教育科目の外国語科目8単位を含む100単位以上を修得していなければ、第4
年次開講の卒業論文の登録をすることができない。

⑶ 化学科において、化学コースの学生は、専門教育科目の第3年次までの選択必修実験科目から12単
位以上及び系別の必修科目のうち実験科目4単位並びに共通教育科目の外国語科目8単位を含む100
単位以上、ナノサイエンス・インスティテュートコースの学生は、専門教育科目の必修実験科目22単
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位及び共通教育科目の外国語科目8単位を含む100単位以上を修得していなければ、第4年次開講の
卒業論文の登録をすることができない。

⑷ 地球圏科学科の学生は、専門教育科目の選択必修科目（Ａ・Ｂ・Ｃ群のうちのいずれかの科目群の
全科目）8単位及び共通教育科目の外国語科目8単位を含む100単位以上を修得していなければ、第
4年次開講の卒業論文の登録をすることができない。

第6条の6 工学部の学生は、2年以上在学し、60単位以上を修得していなければ、第3年次開講科目の
登録をすることはできない。

2 工学部の学生は、3年以上在学し、第1・2年次必修の第1外国語科目6単位、選択必修の第2外国
語科目4単位、学科別に指定された専門教育科目の単位を含む100単位以上を修得していなければ、第
4年次開講科目の登録をすることはできない。

3 第1項の60単位・第2項の100単位に算入する総合教養科目、第1外国語科目、第2外国語科目、工
学共通科目の単位数は、次のとおりとする。
⑴ 総合教養科目は、12単位までとする。
⑵ 第1項の60単位に算入するのは、第1外国語科目の必修科目6単位、第2外国語科目の選択必修科
目4単位までとする。また、第2項の100単位に算入するのは、第1外国語科目の必修科目8単位、
第2外国語科目の選択必修科目4単位までとする。

⑶ 工学共通科目は、機械工学科は24単位まで、電気工学科は20単位まで、電子情報工学科は18単位ま
で、化学システム工学科は20単位まで、社会デザイン工学科、建築学科は18単位までとする。

第6条の7 医学部医学科の学生は、第1学年において共通教育科目については、総合教養科目として人
文科学、社会科学及び総合系列科目より6単位以上、自然科学より15単位以上、計21単位以上、外国語
科目の第1外国語8単位、第2外国語4単位以上、計12単位以上、保健体育科目の2単位、専門教育科
目については18単位、合計53単位以上を修得しなければ、第2学年に進級することができない。ただし、
51単位以上修得している学生については、医学部教授会の議を経て第2学年に進級させることがある。
この場合、進級後未修得科目の再履修が可能なものに限るものとし、不足単位は第2学年で修得しなけ
ればならない。

2 医学部看護学科の学生は、次に掲げる条件を満たしていなければ、上位年次に進級又は3年次後期の
実習科目を履修することができない。
⑴ 第1年次においては、共通教育科目について、総合教養科目として人文科学、社会科学、総合系列
科目及び学修基盤科目より10単位以上、自然科学より2単位以上、必修の外国語科目4単位、必修の
保健体育科目2単位、計18単位以上、専門基礎科目について必修科目の17単位、専門教育科目につい
て必修科目の8単位、合計43単位以上を修得していなければ第2年次に進級することができない。
⑵ 第2年次においては、共通教育科目について、総合教養科目として人文科学、社会科学、総合系列
科目及び学修基盤科目より12単位以上、自然科学より4単位以上、必修の外国語科目8単位、選択必
修の外国語科目より2単位以上、必修の保健体育科目2単位、計28単位以上、専門基礎科目について
必修科目の26単位、専門教育科目について必修科目の34単位、合計88単位以上を修得していなければ
第3年次に進級することができない。

⑶ 第3年次前期終了時において、第3年次前期に開講する専門基礎科目について必修科目の1単位、
専門教育科目について必修科目の13単位及び選択必修科目の1単位を修得していなければ、第3年次
後期に開講する看護学実習科目を履修することができない。この場合、第3年次の学年始めに登録し
た看護学実習科目の登録を取り消す。

⑷ 第3年次後期終了時において、共通教育科目について、総合教養科目として人文科学、社会科学、
総合系列科目及び学修基盤科目より12単位以上、自然科学より4単位以上、必修の外国語科目8単位、
選択必修の外国語科目より2単位以上、必修の保健体育科目2単位、計28単位以上、専門基礎科目に
ついて必修科目の27単位、専門教育科目について必修科目の60単位及び選択必修科目の1単位、合計
116単位以上を修得していなければ第4年次に進級することができない。

第6条の8 薬学部の学生は、第1年次から第5年次までのそれぞれにおいて、必修科目を含んで次の単
位を修得していなければ、上位年次に進級することができない。
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⑴ 第1年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から10単位以上、必修の外国語科目か
ら2単位以上を含め計18単位以上、専門教育科目について、1年次の選択科目のうち、物理分野から
2単位以上、化学分野から6単位以上、生物分野から4単位以上、総合分野から1単位以上を含め計
20単位以上、合計38単位以上を修得していなければならない。
⑵ 第2年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目か
ら6単位以上を含め計26単位以上、専門教育科目について、1年次科目20単位以上、2年次の必修科
目4単位、2年次の選択科目のうち、物理分野から4単位以上、化学分野から4単位以上、生物分野
から4単位以上、衛生分野から2単位以上、薬理分野から2単位以上、薬剤分野から2単位以上を含
め計28単位以上、合計52単位以上、総計78単位以上を修得していなければならない。
⑶ 第3年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目8
単位を含め計28単位以上、専門教育科目について、1年次科目20単位以上、2年次科目32単位以上、
3年次の必修科目7単位、3年次の選択科目のうち、物理分野から3単位以上、化学分野から1単位
以上、生物分野から1単位以上、衛生分野から1単位以上、薬理分野から2単位以上、薬剤分野から
4単位以上、実務分野から1単位以上を含め計19単位以上、合計78単位以上、総計106単位以上を修
得していなければならない。

⑷ 第4年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目8
単位を含め計28単位以上、専門教育科目について、1年次科目20単位以上、2年次科目32単位以上、
3年次科目26単位以上、4年次の必修科目12単位、4年次の選択科目のうち、化学分野から1単位以
上、生物分野から1単位以上、薬理分野から1単位以上、薬剤分野から1単位以上、実務分野から1
単位以上を含め計9単位以上、合計99単位以上、総計127単位以上を修得していなければならない。
⑸ 第5年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目8
単位を含め計28単位以上、専門教育科目について、1年次科目20単位以上、2年次科目32単位以上、
3年次科目26単位以上、4年次科目21単位以上、5年次の必修科目32単位、計131単位以上、合計159
単位以上を修得していなければならない。

第7条 同一時間に二つ以上の科目を重複して登録することはできない。
第8条 学生は、学年始めの登録日にその学年において履修しようとする授業科目について、所定の方法
で登録手続きをしなければならない。

第9条 登録日以後の登録は、一切認めない。
2 登録の撤回、変更、追加及び削除は、次の各号に掲げる場合（あらかじめ教授会等が定めた授業科目
を除く。）に限って認める。
⑴ 前期及び後期開講日から所定の期間内に、その学期において履修するために登録手続きをした授業
科目（後期については開講期間が通年の講義科目は除く。）について、2科目かつ8単位以内で登録
の撤回をする場合

⑵ 後期開講前の登録日に、学年始めの登録日にその学年の後期において履修するために登録手続きを
した授業科目（開講期間が通年の講義科目は除く。）について、登録の変更、追加、削除をする場合

第3章 受 講
第10条 学生は、登録した授業科目でなければ受講することはできない。
第11条 講義は、その開講期間によって、次の5種類とする。
⑴ 通年講義（1年間の継続講義）
⑵ 前期完結講義（前期開講、前期完結の講義）
⑶ 後期完結講義（後期開講、後期完結の講義）
⑷ 集中講義（休暇中の講義）
⑸ 臨時講義

第12条 選択科目は年度により開講しないことがある。開講した講義でも、受講人員が10人に満たない場
合は、開講を取りやめることがある。
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第13条 各講義は、その内容、教室の都合により、受講人員を制限することがある。
第14条 演習に出席常でない者及び研究報告をおこたる者は、演習及び論文の登録を取り消す。受講人員
は20人を原則とする。

附 則
この規程は、令和3年4月1日から施行する。

卒業見込者の定義について（医学部医学科を除く）
薬学部を除く学部の4年次生（5年次以上も含む）及び薬学部の6年次生（7年次以上も含む）

になって卒業見込者とみなされる者を次のとおり定義する。よって学科履修規程等を十分理解して
おくこと。
〝既得単位数と学科履修規程第5条（理学部は第5条と第6条の5、工学部は第5条と第6条の
6、薬学部は第5条と第6条の8）〞により登録した単位数との和が学科履修規程第2条を満足して
いる者を卒業見込者という。
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令和2年度入学生（20台）

第2条の2 学部留学生は、外国語科目のうち当該学生の母語である科目を履修することはできない。
第3条 各授業科目の単位数は、次の基準による。（学則第32条参照）
⑴ 講義・演習・外国語……15時間から30時間までの範囲で各学部が定める時間の授業をもって1単位

とする。
⑵ 実験・実習・実技………30時間から45時間までの範囲で各学部が定める時間の授業をもって1単位

とする。
⑶ 授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二つ以上の方法の併用により行う場合
の単位数は、その組み合わせに応じ、前2号に規定する基準を考慮して各学部が定める時間の授業を
もって1単位とする。

⑷ 卒業論文・卒業演習・卒業計画等については、これらの必要な学修の成果を考慮して単位数を定める。
第4条 各学部各学科において、各年次の学生が履修する授業科目及び単位・時間数は、別表各年次別授
業科目表のとおりとする。履修する授業科目の選択にあたっては、授業科目表に指示する履修の順序に
従わなければならない。

第5条 人文学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として45単位を超えてはならない。ただし、
前期で履修できる単位数は25単位以内、後期で履修できる単位数は25単位以内とする。
2 法学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各40単位、第
4年次48単位を超えてはならない。ただし、第2年次に履修する単位数は、前年度までの修得単位数が
40単位に不足する場合、その不足単位数について4単位を限度として40単位を超えることができ、第3
年次に履修する単位数は、前年度までの修得単位数が80単位に不足する場合、その不足単位数について
8単位を限度として40単位を超えることができる。休学等により当該年度始めにおいて在学期間が2年
以下の場合、前年度までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が120単位を超えてはなら
ない。

3 経済学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各42単位、
第4年次46単位を超えてはならない。

4 商学部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。
⑴ 商学部の学生（会計専門職プログラムの学生を除く。）は、原則として第1年次、第2年次、第3
年次各42単位、第4年次46単位を超えてはならない。
⑵ 商学部の会計専門職プログラム（以下この号において「プログラム」という。）の学生は、原則と
して第1年次、第2年次、第3年次各48単位、第4年次46単位を超えてはならない。また、第3年次
については、第2年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が126単位を超えては
ならない。ただし、第1年次にプログラムの学生でなくなった者が第2年次に履修する単位数は、第
1年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が84単位を超えてはならず、第2年次
にプログラムの学生でなくなった者が第3年次に履修する単位数は、第2年次までの修得単位数と当
該年度における登録単位数の総計が126単位を超えてはならない。

5 商学部第二部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。
⑴ 商学部第二部の学生（会計専門職プログラムの学生を除く。）は、原則として41単位を超えてはな
らない。ただし、前年度における修得単位数が41単位に不足するときは、これに加えてその不足単位
数に相当する単位を8単位を限度に履修することができる。

⑵ 商学部第二部の会計専門職プログラム（以下この号において「プログラム」という。）の学生は、
原則として第1年次、第2年次、第3年次、第4年次各48単位を超えてはならない。また、第3年次
については、第2年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が123単位を超えては
ならない。ただし、第1年次にプログラムの学生でなくなった者が第2年次に履修する単位数は、第
1年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が82単位を超えてはならず、第2年次
にプログラムの学生でなくなった者が第3年次に履修する単位数は、第2年次までの修得単位数と当
該年度における登録単位数の総計が123単位を超えてはならない。

Ⅵ．諸 規 程

―216―



6 理学部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。
⑴ 応用数学科の学生は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各46単位、第4年次40単位を超え
てはならない。ただし、学科履修規程第6条の5第1項第1号又は第6条の5第2項第1号に該当す
る者は、46単位まで履修することができる。

⑵ 物理科学科及び化学科の学生は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各48単位、第4年次40
単位を超えてはならない。ただし、学科履修規程第6条の5第1項第2号・3号又は第6条の5第2
項第2号・3号に該当する者は、48単位まで履修することができる。

⑶ 地球圏科学科の学生は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各49単位、第4年次40単位を超
えてはならない。ただし、学科履修規程第6条の5第1項第4号又は第6条の5第2項第4号に該当
する者は、49単位まで履修することができる。

7 工学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として49単位を超えてはならない。
8 医学部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。
⑴ 医学科の学生は原則として、第1学年において61単位を超えてはならない。ただし、原級に留まっ
た場合において共通教育科目の修得単位があるときは、61単位からこれを減じた単位を上限とする。

⑵ 看護学科の学生は原則として、第1年次、第2年次各48単位、第3年次37単位、第4年次30単位を
超えてはならない。

9 薬学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として第1年次49単位、第2年次49単位、第3年次
40単位、第4年次36単位、第5年次34単位、第6年次37単位を超えてはならない。

10 スポーツ科学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として46単位を超えてはならない。
11 外国語科目の再履修は、下位年次から順次登録しなければならない。
第5条の2 医学部医学科の学生が原級に留まった場合は、再度その学年の専門教育科目の全科目を受講
し、受験しなければならない。その学年における専門教育科目の既得の全科目は、すべてこれを無効と
する。

第5条の3 薬学部の学生が進級できなかった場合は、当該年次から進級の条件に必要な科目を履修しな
ければならない。この場合、第5条第9項の規定にかかわらず、教授会の承認を経て進級の条件に必要
な科目の単位の他に、上位年次実習科目を除き10単位まで登録を認めることがある。
2 薬学部の学生は、原則として下位年次の専門教育科目の登録は認めない。
第6条 人文学部のドイツ語学科及びフランス語学科の学生は、次の各号に定める条件を満たしていなけ
れば、当該各号に定める授業科目の登録をすることができない。
⑴ ドイツ語学科の学生は、2年以上在学し、ドイツ語ⅠＡ及びドイツ語ⅠＢの計4単位を修得してい
なければ、第3・4年次授業科目のうち、専門教育科目の各演習及び各講読の登録をすることができ
ない。

⑵ フランス語学科の学生は、2年以上在学し、フランス語ⅠＡ及びフランス語ⅠＢの計4単位を修得
していなければ、第3・4年次授業科目のうち、専門教育科目の各演習及び各講読の登録をすること
ができない。

⑶ ドイツ語学科及びフランス語学科の学生は、原則として、1年以上在学し、前年度の専門教育科目
のGPA評価が3．0以上でなければ、他コースの授業科目の登録をすることができない。

2 人文学部の英語学科、ドイツ語学科及びフランス語学科の学生は、語学力強化プログラムを履修する
ことができる。

3 語学力強化プログラムの修了の認定を希望する学生は、第2条第1項に規定する単位数を修得すると
ともに、学則第31条第1項に定める授業科目のうちから所定の科目を履修しなければならない。語学力
強化プログラムについて必要な事項は、別に定める。

第6条の2 法学部の法律学科の学生は法律特修プログラム、経営法学科の学生は企業法務特修プログラ
ムを各々履修することができる。

2 前項に定める法律特修プログラム及び企業法務特修プログラムの修了の認定を希望する学生は、第2
条第2項に規定する単位数を修得するとともに、学則第31条第1項に定める授業科目のうちから所定の
科目を履修しなければならない。
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3 第1項に定める法律特修プログラム又は企業法務特修プログラムについて必要な事項は、別に定める。
第6条の3 経済学部産業経済学科の学生は、起業家育成プログラム及び地域イノベーションプログラム
を履修することができる。

2 起業家育成プログラムの修了の認定を希望する学生は、学則第31条第1項に定める授業科目のうちか
ら所定の科目を履修しなければならない。起業家育成プログラムについて必要な事項は、別に定める。

3 地域イノベーションプログラムの履修を希望する学生は、第2条第3項に規定する単位数を修得する
とともに、学則第31条第1項に定める授業科目のうちから所定の科目を履修しなければならない。地域
イノベーションプログラムについて必要な事項は、別に定める。

第6条の4 商学部及び商学部第二部の会計専門職プログラム（以下この項において「プログラム」とい
う。）を履修する学生は、第2条第4項又は第5項に規定する単位数を修得するとともに、所定の科目
を履修しなければならない。プログラムについて必要な事項は、別に定める。

2 商学部のクリエイティブ・マネジメントプログラム（以下この項において「プログラム」という。）
を履修する学生は、第2条第4項に規定する単位数を修得するとともに、所定の科目を履修しなければ
ならない。プログラムについて必要な事項は、別に定める。

3 商学部商学科及び経営学科並びに商学部第二部の高校商業・情報科教員育成プログラム（以下この項
において「プログラム」という。）を履修する学生は、第2条第4項又は第5項に規定する単位数及び
教育職員免許状の授与を受けるための資格の取得に必要な教職課程科目（教科に関する科目を含む。）
の単位数を修得するとともに、所定の科目を履修しなければならない。プログラムについて必要な事項
は、別に定める。

第6条の5 理学部の学生は、2年以上在学し、次の単位を修得していなければ、第3年次開講科目の登
録をすることができない。
⑴ 応用数学科の学生は、共通教育科目、専門教育科目及び関連教育科目について60単位以上。ただし、
専門教育科目については、第1年次開講の必修科目13単位以上及び第2年次開講科目8単位以上を含
む24単位以上を修得していること。

⑵ 物理科学科において、物理科学コースの学生は共通教育科目、専門教育科目及び関連教育科目につ
いて64単位以上、ナノサイエンス・インスティテュートコースの学生は共通教育科目及び専門教育科
目について64単位以上。
⑶ 化学科の学生は、共通教育科目及び専門教育科目について64単位以上。ただし、化学コースの学生
は専門教育科目については、第2年次までの選択必修実験科目10単位以上を含む。
⑷ 地球圏科学科の学生は、共通教育科目及び専門教育科目について64単位以上。ただし、専門教育科
目については、第2年次までの必修科目8単位を含む。

2 理学部の学生は、3年以上在学し、次の各号の単位を修得していなければ、当該各号に定める第4年
次開講科目の登録をすることができない。
⑴ 応用数学科において、応用数学コースの学生は、専門教育科目の第3年次までの必修科目27単位を
含む92単位以上、社会数理・情報インスティテュートコースの学生は、専門教育科目の第3年次まで
の必修科目29単位を含む92単位以上を修得していなければ、第4年次開講の全科目の登録をすること
ができない。

⑵ 物理科学科において、物理科学コースの学生は、専門教育科目の必修実験科目10単位及び物理学基
礎ゼミナール、物理科学研究Ⅰ、物理科学研究Ⅱの各2単位並びに共通教育科目の外国語科目8単位
を含む100単位以上、ナノサイエンス・インスティテュートコースの学生は、専門教育科目の必修実
験科目22単位及び共通教育科目の外国語科目8単位を含む100単位以上を修得していなければ、第4
年次開講の卒業論文の登録をすることができない。

⑶ 化学科において、化学コースの学生は、専門教育科目の第3年次までの選択必修実験科目から12単
位以上及び系別の必修科目のうち実験科目4単位並びに共通教育科目の外国語科目8単位を含む100
単位以上、ナノサイエンス・インスティテュートコースの学生は、専門教育科目の必修実験科目22単
位及び共通教育科目の外国語科目8単位を含む100単位以上を修得していなければ、第4年次開講の
卒業論文の登録をすることができない。
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⑷ 地球圏科学科の学生は、専門教育科目の選択必修科目（Ａ・Ｂ・Ｃ群のうちのいずれかの科目群の
全科目）8単位及び共通教育科目の外国語科目8単位を含む100単位以上を修得していなければ、第
4年次開講の卒業論文の登録をすることができない。

第6条の6 工学部の学生は、2年以上在学し、60単位以上を修得していなければ、第3年次開講科目の
登録をすることはできない。

2 工学部の学生は、3年以上在学し、第1・2年次必修の第1外国語科目6単位、選択必修の第2外国
語科目4単位、学科別に指定された専門教育科目の単位を含む100単位以上を修得していなければ、第
4年次開講科目の登録をすることはできない。

3 第1項の60単位・第2項の100単位に算入する総合教養科目、第1外国語科目、第2外国語科目、工
学共通科目の単位数は、次のとおりとする。
⑴ 総合教養科目は、12単位までとする。
⑵ 第1項の60単位に算入するのは、第1外国語科目の必修科目6単位、第2外国語科目の選択必修科
目4単位までとする。また、第2項の100単位に算入するのは、第1外国語科目の必修科目8単位、
第2外国語科目の選択必修科目4単位までとする。

⑶ 工学共通科目は、機械工学科は24単位まで、電気工学科は20単位まで、電子情報工学科は18単位ま
で、化学システム工学科は20単位まで、社会デザイン工学科、建築学科は18単位までとする。

第6条の7 医学部医学科の学生は、第1学年において共通教育科目については、総合教養科目として人
文科学、社会科学及び総合系列科目より6単位以上、自然科学より15単位以上、計21単位以上、外国語
科目の第1外国語8単位、第2外国語4単位以上、計12単位以上、保健体育科目の2単位、専門教育科
目については18単位、合計53単位以上を修得しなければ、第2学年に進級することができない。ただし、
51単位以上修得している学生については、医学部教授会の議を経て第2学年に進級させることがある。
この場合、進級後未修得科目の再履修が可能なものに限るものとし、不足単位は第2学年で修得しなけ
ればならない。

2 医学部看護学科の学生は、次に掲げる条件を満たしていなければ、上位年次に進級又は3年次後期の
実習科目を履修することができない。
⑴ 第1年次においては、共通教育科目について、総合教養科目として人文科学、社会科学、総合系列
科目及び学修基盤科目より8単位以上、自然科学より2単位以上、必修の外国語科目4単位、必修の
保健体育科目2単位、計16単位以上、必修の専門基礎科目18単位、専門教育科目9単位、合計43単位
以上を修得していなければ第2年次に進級することができない。

⑵ 第2年次においては、共通教育科目について、総合教養科目として人文科学、社会科学、総合系列
科目及び学修基盤科目より12単位以上、自然科学より4単位以上、必修の外国語科目6単位、必修の
保健体育科目2単位、計24単位以上、必修の専門基礎科目28単位、必修の専門教育科目37単位、合計
89単位以上を修得していなければ第3年次に進級することができない。
⑶ 第3年次前期終了時において、必修の外国語科目6単位、選択必修の外国語科目より2単位以上、
並びに第3年次前期に開講する必修の専門基礎科目1単位、必修の専門教育科目10単位を修得してい
なければ、第3年次後期に開講する看護学実習科目を履修することができない。この場合、第3年次
の学年始めに登録した看護学実習科目の登録を取消す。

⑷ 第3年次後期終了時において、共通教育科目について、総合教養科目として人文科学、社会科学、
総合系列科目及び学修基盤科目より12単位以上、自然科学より4単位以上、必修の外国語科目6単位、
選択必修の外国語科目より2単位以上、必修の保健体育科目2単位、計26単位以上、必修の専門基礎
科目29単位、必修の専門教育科目61単位、合計116単位以上を修得していなければ第4年次に進級す
ることができない。

第6条の8 薬学部の学生は、第1年次から第5年次までのそれぞれにおいて、必修科目を含んで次の単
位を修得していなければ、上位年次に進級することができない。
⑴ 第1年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から10単位以上、必修の外国語科目か
ら2単位以上を含め計18単位以上、専門教育科目について、1年次の選択科目のうち、物理分野から
2単位以上、化学分野から6単位以上、生物分野から4単位以上、総合分野から1単位以上を含め計
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20単位以上、合計38単位以上を修得していなければならない。
⑵ 第2年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目か
ら6単位以上を含め計26単位以上、専門教育科目について、1年次科目20単位以上、2年次の必修科
目4単位、2年次の選択科目のうち、物理分野から4単位以上、化学分野から4単位以上、生物分野
から4単位以上、衛生分野から2単位以上、薬理分野から2単位以上、薬剤分野から2単位以上を含
め計28単位以上、合計52単位以上、総計78単位以上を修得していなければならない。

⑶ 第3年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目8
単位を含め計28単位以上、専門教育科目について、1年次科目20単位以上、2年次科目32単位以上、
3年次の必修科目7単位、3年次の選択科目のうち、物理分野から3単位以上、化学分野から1単位
以上、生物分野から1単位以上、衛生分野から1単位以上、薬理分野から2単位以上、薬剤分野から
4単位以上、実務分野から1単位以上を含め計19単位以上、合計78単位以上、総計106単位以上を修
得していなければならない。

⑷ 第4年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目8
単位を含め計28単位以上、専門教育科目について、1年次科目20単位以上、2年次科目32単位以上、
3年次科目26単位以上、4年次の必修科目12単位、4年次の選択科目のうち、化学分野から1単位以
上、生物分野から1単位以上、薬理分野から1単位以上、薬剤分野から1単位以上、実務分野から1
単位以上を含め計9単位以上、合計99単位以上、総計127単位以上を修得していなければならない。
⑸ 第5年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目8
単位を含め計28単位以上、専門教育科目について、1年次科目20単位以上、2年次科目32単位以上、
3年次科目26単位以上、4年次科目21単位以上、5年次の必修科目32単位、計131単位以上、合計159
単位以上を修得していなければならない。

第7条 同一時間に二つ以上の科目を重複して登録することはできない。
第8条 学生は、学年始めの登録日にその学年において履修しようとする授業科目について、所定の方法
で登録手続きをしなければならない。

第9条 登録日以後の登録は、一切認めない。
2 登録の撤回、変更、追加及び削除は、次の各号に掲げる場合（あらかじめ教授会等が定めた授業科目
を除く。）に限って認める。
⑴ 前期及び後期開講日から所定の期間内に、その学期において履修するために登録手続きをした授業
科目（後期については開講期間が通年の講義科目は除く。）について、2科目かつ8単位以内で登録
の撤回をする場合

⑵ 後期開講前の登録日に、学年始めの登録日にその学年の後期において履修するために登録手続きを
した授業科目（開講期間が通年の講義科目は除く。）について、登録の変更、追加、削除をする場合

第3章 受 講
第10条 学生は、登録した授業科目でなければ受講することはできない。
第11条 講義は、その開講期間によって、次の5種類とする。
⑴ 通年講義（1年間の継続講義）
⑵ 前期完結講義（前期開講、前期完結の講義）
⑶ 後期完結講義（後期開講、後期完結の講義）
⑷ 集中講義（休暇中の講義）
⑸ 臨時講義

第12条 選択科目は年度により開講しないことがある。開講した講義でも、受講人員が10人に満たない場
合は、開講を取りやめることがある。

第13条 各講義は、その内容、教室の都合により、受講人員を制限することがある。
第14条 演習に出席常でない者及び研究報告をおこたる者は、演習及び論文の登録を取り消す。受講人員
は20人を原則とする。
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附 則
この規程は、令和2年4月1日から施行する。

卒業見込者の定義について（医学部医学科を除く）

薬学部を除く学部の4年次生（5年次以上も含む）及び薬学部の6年次生（7年次以上も含む）
になって卒業見込者とみなされる者を次のとおり定義する。よって学科履修規程等を十分理解して
おくこと。
〝既得単位数と学科履修規程第5条（理学部は第5条と第6条の5、工学部は第5条と第6条の
6、薬学部は第5条と第6条の8）〞により登録した単位数との和が学科履修規程第2条を満足して
いる者を卒業見込者という。
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平成31年度入学生（19台）

第2条の2 学部留学生は、外国語科目のうち当該学生の母語である科目を履修することはできない。
第3条 各授業科目の単位数は、次の基準による。（学則第32条参照）
⑴ 講義・演習・外国語……15時間から30時間までの範囲で各学部が定める時間の授業をもって1単位

とする。
⑵ 実験・実習・実技………30時間から45時間までの範囲で各学部が定める時間の授業をもって1単位

とする。
⑶ 授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二つ以上の方法の併用により行う場合
の単位数は、その組み合わせに応じ、前2号に規定する基準を考慮して各学部が定める時間の授業を
もって1単位とする。

⑷ 卒業論文・卒業演習・卒業計画等については、これらの必要な学修の成果を考慮して単位数を定める。
第4条 各学部各学科において、各年次の学生が履修する授業科目及び単位・時間数は、別表各年次別授
業科目表のとおりとする。履修する授業科目の選択にあたっては、授業科目表に指示する履修の順序に
従わなければならない。

第5条 人文学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として45単位を超えてはならない。ただし、
前期で履修できる単位数は25単位以内、後期で履修できる単位数は25単位以内とする。
2 法学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各40単位、第
4年次48単位を超えてはならない。ただし、第2年次に履修する単位数は、前年度までの修得単位数が
40単位に不足する場合、その不足単位数について4単位を限度として40単位を超えることができ、第3
年次に履修する単位数は、前年度までの修得単位数が80単位に不足する場合、その不足単位数について
8単位を限度として40単位を超えることができる。休学等により当該年度始めにおいて在学期間が2年
以下の場合、前年度までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が120単位を超えてはなら
ない。

3 経済学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各42単位、
第4年次46単位を超えてはならない。

4 商学部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。
⑴ 商学部の学生（会計専門職プログラムの学生を除く。）は、原則として第1年次、第2年次、第3
年次各42単位、第4年次46単位を超えてはならない。
⑵ 商学部の会計専門職プログラム（以下この号において「プログラム」という。）の学生は、原則と
して第1年次、第2年次、第3年次各48単位、第4年次46単位を超えてはならない。また、第3年次
については、第2年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が126単位を超えては
ならない。ただし、第1年次にプログラムの学生でなくなった者が第2年次に履修する単位数は、第
1年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が84単位を超えてはならず、第2年次
にプログラムの学生でなくなった者が第3年次に履修する単位数は、第2年次までの修得単位数と当
該年度における登録単位数の総計が126単位を超えてはならない。

5 商学部第二部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。
⑴ 商学部第二部の学生（会計専門職プログラムの学生を除く。）は、原則として41単位を超えてはな
らない。ただし、前年度における修得単位数が41単位に不足するときは、これに加えてその不足単位
数に相当する単位を8単位を限度に履修することができる。

⑵ 商学部第二部の会計専門職プログラム（以下この号において「プログラム」という。）の学生は、
原則として第1年次、第2年次、第3年次、第4年次各48単位を超えてはならない。また、第3年次
については、第2年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が123単位を超えては
ならない。ただし、第1年次にプログラムの学生でなくなった者が第2年次に履修する単位数は、第
1年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が82単位を超えてはならず、第2年次
にプログラムの学生でなくなった者が第3年次に履修する単位数は、第2年次までの修得単位数と当
該年度における登録単位数の総計が123単位を超えてはならない。
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6 理学部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。
⑴ 応用数学科の学生は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各46単位、第4年次40単位を超え
てはならない。ただし、学科履修規程第6条の5第1項第1号又は第6条の5第2項第1号に該当す
る者は、46単位まで履修することができる。

⑵ 物理科学科及び化学科の学生は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各48単位、第4年次40
単位を超えてはならない。ただし、学科履修規程第6条の5第1項第2号・3号又は第6条の5第2
項第2号・3号に該当する者は、48単位まで履修することができる。

⑶ 地球圏科学科の学生は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各49単位、第4年次40単位を超
えてはならない。ただし、学科履修規程第6条の5第1項第4号又は第6条の5第2項第4号に該当
する者は、49単位まで履修することができる。

7 工学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として49単位を超えてはならない。
8 医学部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。
⑴ 医学科の学生は原則として、第1学年において61単位を超えてはならない。ただし、原級に留まっ
た場合において共通教育科目の修得単位があるときは、61単位からこれを減じた単位を上限とする。

⑵ 看護学科の学生は原則として、第1年次、第2年次各48単位、第3年次37単位、第4年次30単位を
超えてはならない。

9 薬学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として第1年次49単位、第2年次49単位、第3年次
40単位、第4年次36単位、第5年次34単位、第6年次37単位を超えてはならない。

10 スポーツ科学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として46単位を超えてはならない。
11 外国語科目の再履修は、下位年次から順次登録しなければならない。
第5条の2 医学部医学科の学生が原級に留まった場合は、再度その学年の専門教育科目の全科目を受講
し、受験しなければならない。その学年における専門教育科目の既得の全科目は、すべてこれを無効と
する。

第5条の3 薬学部の学生が進級できなかった場合は、当該年次から進級の条件に必要な科目を履修しな
ければならない。この場合、第5条第9項の規定にかかわらず、教授会の承認を経て進級の条件に必要
な科目の単位の他に、上位年次実習科目を除き10単位まで登録を認めることがある。
2 薬学部の学生は、原則として下位年次の専門教育科目の登録は認めない。
第6条 人文学部のドイツ語学科及びフランス語学科の学生は、次の各号に定める条件を満たしていなけ
れば、当該各号に定める授業科目の登録をすることができない。
⑴ ドイツ語学科の学生は、2年以上在学し、ドイツ語ⅠＡ及びドイツ語ⅠＢの計4単位を修得してい
なければ、第3・4年次授業科目のうち、専門教育科目の各演習及び各講読の登録をすることができ
ない。

⑵ フランス語学科の学生は、2年以上在学し、フランス語ⅠＡ及びフランス語ⅠＢの計4単位を修得
していなければ、第3・4年次授業科目のうち、専門教育科目の各演習及び各講読の登録をすること
ができない。

⑶ ドイツ語学科及びフランス語学科の学生は、原則として、1年以上在学し、前年度の専門教育科目
のGPA評価が3．0以上でなければ、他コースの授業科目の登録をすることができない。

2 人文学部の英語学科、ドイツ語学科及びフランス語学科の学生は、語学力強化プログラムを履修する
ことができる。

3 語学力強化プログラムの修了の認定を希望する学生は、第2条第1項に規定する単位数を修得すると
ともに、学則第31条第1項に定める授業科目のうちから所定の科目を履修しなければならない。語学力
強化プログラムについて必要な事項は、別に定める。

第6条の2 法学部の法律学科の学生は法律特修プログラム、経営法学科の学生は企業法務特修プログラ
ムを各々履修することができる。

2 前項に定める法律特修プログラム及び企業法務特修プログラムの修了の認定を希望する学生は、第2
条第2項に規定する単位数を修得するとともに、学則第31条第1項に定める授業科目のうちから所定の
科目を履修しなければならない。
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3 第1項に定める法律特修プログラム又は企業法務特修プログラムについて必要な事項は、別に定める。
第6条の3 経済学部産業経済学科の学生は、起業家育成プログラム及び地域イノベーションプログラム
を履修することができる。

2 起業家育成プログラムの修了の認定を希望する学生は、学則第31条第1項に定める授業科目のうちか
ら所定の科目を履修しなければならない。起業家育成プログラムについて必要な事項は、別に定める。

3 地域イノベーションプログラムの履修を希望する学生は、第2条第3項に規定する単位数を修得する
とともに、学則第31条第1項に定める授業科目のうちから所定の科目を履修しなければならない。地域
イノベーションプログラムについて必要な事項は、別に定める。

第6条の4 商学部及び商学部第二部の会計専門職プログラム（以下この項において「プログラム」とい
う。）を履修する学生は、第2条第4項又は第5項に規定する単位数を修得するとともに、所定の科目
を履修しなければならない。プログラムについて必要な事項は、別に定める。

2 商学部のクリエイティブ・マネジメントプログラム（以下この項において「プログラム」という。）
を履修する学生は、第2条第4項に規定する単位数を修得するとともに、所定の科目を履修しなければ
ならない。プログラムについて必要な事項は、別に定める。

第6条の5 理学部の学生は、2年以上在学し、次の単位を修得していなければ、第3年次開講科目の登
録をすることができない。
⑴ 応用数学科の学生は、共通教育科目、専門教育科目及び関連教育科目について60単位以上。ただし、
専門教育科目については、第1年次開講の必修科目13単位以上及び第2年次開講科目8単位以上を含
む24単位以上を修得していること。

⑵ 物理科学科において、物理科学コースの学生は共通教育科目、専門教育科目及び関連教育科目につ
いて64単位以上、ナノサイエンス・インスティテュートコースの学生は共通教育科目及び専門教育科
目について64単位以上。
⑶ 化学科の学生は、共通教育科目及び専門教育科目について64単位以上。ただし、化学コースの学生
は専門教育科目については、第2年次までの選択必修実験科目10単位以上を含む。
⑷ 地球圏科学科の学生は、共通教育科目及び専門教育科目について64単位以上。ただし、専門教育科
目については、第2年次までの必修科目8単位を含む。

2 理学部の学生は、3年以上在学し、次の各号の単位を修得していなければ、当該各号に定める第4年
次開講科目の登録をすることができない。
⑴ 応用数学科において、応用数学コースの学生は、専門教育科目の第3年次までの必修科目27単位を
含む92単位以上、社会数理・情報インスティテュートコースの学生は、専門教育科目の第3年次まで
の必修科目29単位を含む92単位以上を修得していなければ、第4年次開講の全科目の登録をすること
ができない。

⑵ 物理科学科において、物理科学コースの学生は、専門教育科目の必修実験科目10単位及び物理学基
礎ゼミナール、物理科学研究Ⅰ、物理科学研究Ⅱの各2単位並びに共通教育科目の外国語科目8単位
を含む100単位以上、ナノサイエンス・インスティテュートコースの学生は、専門教育科目の必修実
験科目22単位及び共通教育科目の外国語科目8単位を含む100単位以上を修得していなければ、第4
年次開講の卒業論文の登録をすることができない。

⑶ 化学科において、化学コースの学生は、専門教育科目の第3年次までの選択必修実験科目から12単
位以上及び系別の必修科目のうち実験科目4単位並びに共通教育科目の外国語科目8単位を含む100
単位以上、ナノサイエンス・インスティテュートコースの学生は、専門教育科目の必修実験科目22単
位及び共通教育科目の外国語科目8単位を含む100単位以上を修得していなければ、第4年次開講の
卒業論文の登録をすることができない。

⑷ 地球圏科学科の学生は、専門教育科目の選択必修科目（Ａ・Ｂ・Ｃ群のうちのいずれかの科目群の
全科目）8単位及び共通教育科目の外国語科目8単位を含む100単位以上を修得していなければ、第
4年次開講の卒業論文の登録をすることができない。

第6条の6 工学部の学生は、2年以上在学し、60単位以上を修得していなければ、第3年次開講科目の
登録をすることはできない。

Ⅵ．諸 規 程
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2 工学部の学生は、3年以上在学し、第1・2年次必修の第1外国語科目6単位、選択必修の第2外国
語科目4単位、学科別に指定された専門教育科目の単位を含む100単位以上を修得していなければ、第
4年次開講科目の登録をすることはできない。

3 第1項の60単位・第2項の100単位に算入する総合教養科目、第1外国語科目、第2外国語科目、工
学共通科目の単位数は、次のとおりとする。
⑴ 総合教養科目は、12単位までとする。
⑵ 第1項の60単位に算入するのは、第1外国語科目の必修科目6単位、第2外国語科目の選択必修科
目4単位までとする。また、第2項の100単位に算入するのは、第1外国語科目の必修科目8単位、
第2外国語科目の選択必修科目4単位までとする。

⑶ 工学共通科目は、機械工学科は24単位まで、電気工学科は20単位まで、電子情報工学科は18単位ま
で、化学システム工学科は20単位まで、社会デザイン工学科、建築学科は18単位までとする。

第6条の7 医学部医学科の学生は、第1学年において共通教育科目については、総合教養科目として人
文科学、社会科学及び総合系列科目より6単位以上、自然科学より15単位以上、計21単位以上、外国語
科目の第1外国語8単位、第2外国語4単位以上、計12単位以上、保健体育科目の2単位、専門教育科
目については18単位、合計53単位以上を修得しなければ、第2学年に進級することができない。ただし、
51単位以上修得している学生については、医学部教授会の議を経て第2学年に進級させることがある。
この場合、進級後未修得科目の再履修が可能なものに限るものとし、不足単位は第2学年で修得しなけ
ればならない。

2 医学部看護学科の学生は、次に掲げる条件を満たしていなければ、上位年次に進級又は3年次後期の
実習科目を履修することができない。
⑴ 第1年次においては、共通教育科目について、総合教養科目として人文科学、社会科学、総合系列
科目及び学修基盤科目より8単位以上、自然科学より2単位以上、必修の外国語科目4単位、必修の
保健体育科目2単位、計16単位以上、必修の専門基礎科目18単位、専門教育科目9単位、合計43単位
以上を修得していなければ第2年次に進級することができない。

⑵ 第2年次においては、共通教育科目について、総合教養科目として人文科学、社会科学、総合系列
科目及び学修基盤科目より12単位以上、自然科学より4単位以上、必修の外国語科目6単位、必修の
保健体育科目2単位、計24単位以上、必修の専門基礎科目28単位、必修の専門教育科目37単位、合計
89単位以上を修得していなければ第3年次に進級することができない。
⑶ 第3年次前期終了時において、必修の外国語科目6単位、選択必修の外国語科目より2単位以上、
並びに第3年次前期に開講する必修の専門基礎科目1単位、必修の専門教育科目10単位を修得してい
なければ、第3年次後期に開講する看護学実習科目を履修することができない。この場合、第3年次
の学年始めに登録した看護学実習科目の登録を取り消す。

⑷ 第3年次後期終了時において、共通教育科目について、総合教養科目として人文科学、社会科学、
総合系列科目及び学修基盤科目より12単位以上、自然科学より4単位以上、必修の外国語科目6単位、
選択必修の外国語科目より2単位以上、必修の保健体育科目2単位、計26単位以上、必修の専門基礎
科目29単位、必修の専門教育科目61単位、合計116単位以上を修得していなければ第4年次に進級す
ることができない。

第6条の8 薬学部の学生は、第1年次から第5年次までのそれぞれにおいて、必修科目を含んで次の単
位を修得していなければ、上位年次に進級することができない。
⑴ 第1年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から10単位以上、必修の外国語科目か
ら2単位以上を含め計18単位以上、専門教育科目について、1年次の選択科目のうち、物理分野から
2単位以上、化学分野から6単位以上、生物分野から4単位以上、総合分野から1単位以上を含め計
20単位以上、合計38単位以上を修得していなければならない。
⑵ 第2年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目か
ら6単位以上を含め計26単位以上、専門教育科目について、1年次科目20単位以上、2年次の必修科
目4単位、2年次の選択科目のうち、物理分野から4単位以上、化学分野から4単位以上、生物分野
から4単位以上、衛生分野から2単位以上、薬理分野から2単位以上、薬剤分野から2単位以上を含
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め計28単位以上、合計52単位以上、総計78単位以上を修得していなければならない。
⑶ 第3年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目8
単位を含め計28単位以上、専門教育科目について、1年次科目20単位以上、2年次科目32単位以上、
3年次の必修科目7単位、3年次の選択科目のうち、物理分野から3単位以上、化学分野から1単位
以上、生物分野から1単位以上、衛生分野から1単位以上、薬理分野から2単位以上、薬剤分野から
4単位以上、実務分野から1単位以上を含め計19単位以上、合計78単位以上、総計106単位以上を修
得していなければならない。

⑷ 第4年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目8
単位を含め計28単位以上、専門教育科目について、1年次科目20単位以上、2年次科目32単位以上、
3年次科目26単位以上、4年次の必修科目12単位、4年次の選択科目のうち、化学分野から1単位以
上、生物分野から1単位以上、薬理分野から1単位以上、薬剤分野から1単位以上、実務分野から1
単位以上を含め計9単位以上、合計99単位以上、総計127単位以上を修得していなければならない。
⑸ 第5年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目8
単位を含め計28単位以上、専門教育科目について、1年次科目20単位以上、2年次科目32単位以上、
3年次科目26単位以上、4年次科目21単位以上、5年次の必修科目32単位、計131単位以上、合計159
単位以上を修得していなければならない。

第7条 同一時間に二つ以上の科目を重複して登録することはできない。
第8条 学生は、学年始めの登録日にその学年において履修しようとする授業科目について、所定の方法
で登録手続きをしなければならない。

第9条 登録日以後の登録は、一切認めない。
2 登録の撤回、変更、追加及び削除は、次の各号に掲げる場合（あらかじめ教授会等が定めた授業科目
を除く。）に限って認める。
⑴ 前期及び後期開講日から所定の期間内に、その学期において履修するために登録手続きをした授業
科目（後期については開講期間が通年の講義科目は除く。）について、2科目かつ8単位以内で登録
の撤回をする場合

⑵ 後期開講前の登録日に、学年始めの登録日にその学年の後期において履修するために登録手続きを
した授業科目（開講期間が通年の講義科目は除く。）について、登録の変更、追加、削除をする場合

第3章 受 講
第10条 学生は、登録した授業科目でなければ受講することはできない。
第11条 講義は、その開講期間によって、次の5種類とする。
⑴ 通年講義（1年間の継続講義）
⑵ 前期完結講義（前期開講、前期完結の講義）
⑶ 後期完結講義（後期開講、後期完結の講義）
⑷ 集中講義（休暇中の講義）
⑸ 臨時講義

第12条 選択科目は年度により開講しないことがある。開講した講義でも、受講人員が10人に満たない場
合は、開講を取りやめることがある。

第13条 各講義は、その内容、教室の都合により、受講人員を制限することがある。
第14条 演習に出席常でない者及び研究報告をおこたる者は、演習及び論文の登録を取り消す。受講人員
は20人を原則とする。

附 則
この規程は、平成31年4月1日から施行する。

Ⅵ．諸 規 程
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卒業見込者の定義について（医学部医学科を除く）
薬学部を除く学部の4年次生（5年次以上も含む）及び薬学部の6年次生（7年次以上も含む）

になって卒業見込者とみなされる者を次のとおり定義する。よって学科履修規程等を十分理解して
おくこと。
〝既得単位数と学科履修規程第5条（理学部は第5条と第6条の5、工学部は第5条と第6条の
6、薬学部は第5条と第6条の8）〞により登録した単位数との和が学科履修規程第2条を満足して
いる者を卒業見込者という。
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平成30年度入学生（18台）

第2条の2 学部留学生は、外国語科目のうち当該学生の母語である科目を履修することはできない。
第3条 各授業科目の単位数は、次の基準による。（学則第32条参照）
⑴ 講義・演習・外国語……15時間から30時間までの範囲で各学部が定める時間の授業をもって1単位

とする。
⑵ 実験・実習・実技………30時間から45時間までの範囲で各学部が定める時間の授業をもって1単位

とする。
⑶ 授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二つ以上の方法の併用により行う場合
の単位数は、その組み合わせに応じ、前2号に規定する基準を考慮して各学部が定める時間の授業を
もって1単位とする。

⑷ 卒業論文・卒業演習・卒業計画等については、これらの必要な学修の成果を考慮して単位数を定める。
第4条 各学部各学科において、各年次の学生が履修する授業科目及び単位・時間数は、別表各年次別授
業科目表のとおりとする。履修する授業科目の選択にあたっては、授業科目表に指示する履修の順序に
従わなければならない。

第5条 人文学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として45単位を超えてはならない。ただし、
前期で履修できる単位数は25単位以内、後期で履修できる単位数は25単位以内とする。
2 法学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各40単位、第
4年次48単位を超えてはならない。ただし、第2年次に履修する単位数は、前年度までの修得単位数が
40単位に不足する場合、その不足単位数について4単位を限度として40単位を超えることができ、第3
年次に履修する単位数は、前年度までの修得単位数が80単位に不足する場合、その不足単位数について
8単位を限度として40単位を超えることができる。休学等により当該年度始めにおいて在学期間が2年
以下の場合、前年度までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が120単位を超えてはなら
ない。

3 経済学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各42単位、
第4年次46単位を超えてはならない。

4 商学部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。
⑴ 商学部の学生（会計専門職プログラムの学生を除く。）は、原則として第1年次、第2年次、第3
年次各42単位、第4年次46単位を超えてはならない。
⑵ 商学部の会計専門職プログラム（以下この号において「プログラム」という。）の学生は、原則と
して第1年次、第2年次、第3年次各48単位、第4年次46単位を超えてはならない。また、第3年次
については、第2年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が126単位を超えては
ならない。ただし、第1年次にプログラムの学生でなくなった者が第2年次に履修する単位数は、第
1年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が84単位を超えてはならず、第2年次
にプログラムの学生でなくなった者が第3年次に履修する単位数は、第2年次までの修得単位数と当
該年度における登録単位数の総計が126単位を超えてはならない。

5 商学部第二部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。
⑴ 商学部第二部の学生（会計専門職プログラムの学生を除く。）は、原則として41単位を超えてはな
らない。ただし、前年度における修得単位数が41単位に不足するときは、これに加えてその不足単位
数に相当する単位を8単位を限度に履修することができる。

⑵ 商学部第二部の会計専門職プログラム（以下この号において「プログラム」という。）の学生は、
原則として第1年次、第2年次、第3年次、第4年次各48単位を超えてはならない。また、第3年次
については、第2年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が123単位を超えては
ならない。ただし、第1年次にプログラムの学生でなくなった者が第2年次に履修する単位数は、第
1年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が82単位を超えてはならず、第2年次
にプログラムの学生でなくなった者が第3年次に履修する単位数は、第2年次までの修得単位数と当
該年度における登録単位数の総計が123単位を超えてはならない。
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6 理学部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。
⑴ 応用数学科の学生は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各46単位、第4年次40単位を超え
てはならない。ただし、学科履修規程第6条の5第1項第1号又は第6条の5第2項第1号に該当す
る者は、46単位まで履修することができる。

⑵ 物理科学科及び化学科の学生は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各48単位、第4年次40
単位を超えてはならない。ただし、学科履修規程第6条の5第1項第2号・3号又は第6条の5第2
項第2号・3号に該当する者は、48単位まで履修することができる。

⑶ 地球圏科学科の学生は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各49単位、第4年次40単位を超
えてはならない。ただし、学科履修規程第6条の5第1項第4号又は第6条の5第2項第4号に該当
する者は、49単位まで履修することができる。

7 工学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として49単位を超えてはならない。
8 医学部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。
⑴ 医学科の学生は原則として、第1学年において61単位を超えてはならない。ただし、原級に留まっ
た場合において共通教育科目の修得単位があるときは、61単位からこれを減じた単位を上限とする。

⑵ 看護学科の学生は原則として、第1年次、第2年次各48単位、第3年次37単位、第4年次30単位を
超えてはならない。

9 薬学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として第1年次49単位、第2年次49単位、第3年次
40単位、第4年次36単位、第5年次34単位、第6年次37単位を超えてはならない。

10 スポーツ科学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として46単位を超えてはならない。
11 外国語科目の再履修は、下位年次から順次登録しなければならない。
第5条の2 医学部医学科の学生が原級に留まった場合は、再度その学年の専門教育科目の全科目を受講
し、受験しなければならない。その学年における専門教育科目の既得の全科目は、すべてこれを無効と
する。

第5条の3 薬学部の学生が進級できなかった場合は、当該年次から進級の条件に必要な科目を履修しな
ければならない。この場合、第5条第9項の規定にかかわらず、教授会の承認を経て進級の条件に必要
な科目の単位の他に、上位年次実習科目を除き10単位まで登録を認めることがある。
2 薬学部の学生は、原則として下位年次の専門教育科目の登録は認めない。
第6条 人文学部のドイツ語学科及びフランス語学科の学生は、次の各号に定める条件を満たしていなけ
れば、当該各号に定める授業科目の登録をすることができない。
⑴ ドイツ語学科の学生は、2年以上在学し、ドイツ語ⅠＡ及びドイツ語ⅠＢの計4単位を修得してい
なければ、第3・4年次授業科目のうち、専門教育科目の各演習及び各講読の登録をすることができ
ない。

⑵ フランス語学科の学生は、2年以上在学し、フランス語ⅠＡ及びフランス語ⅠＢの計4単位を修得
していなければ、第3・4年次授業科目のうち、専門教育科目の各演習及び各講読の登録をすること
ができない。

⑶ ドイツ語学科及びフランス語学科の学生は、原則として、1年以上在学し、前年度の専門教育科目
のGPA評価が3．0以上でなければ、他コースの授業科目の登録をすることができない。

2 人文学部の英語学科、ドイツ語学科及びフランス語学科の学生は、語学力強化プログラムを履修する
ことができる。

3 語学力強化プログラムの修了の認定を希望する学生は、第2条第1項に規定する単位数を修得すると
ともに、学則第31条第1項に定める授業科目のうちから所定の科目を履修しなければならない。語学力
強化プログラムについて必要な事項は、別に定める。

第6条の2 法学部の法律学科の学生は法律特修プログラム、経営法学科の学生は企業法務特修プログラ
ムを各々履修することができる。

2 前項に定める法律特修プログラム及び企業法務特修プログラムの修了の認定を希望する学生は、第2
条第2項に規定する単位数を修得するとともに、学則第31条第1項に定める授業科目のうちから所定の
科目を履修しなければならない。
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3 第1項に定める法律特修プログラム又は企業法務特修プログラムについて必要な事項は、別に定める。
第6条の3 経済学部産業経済学科の学生は、起業家育成プログラム及び地域イノベーションプログラム
を履修することができる。

2 起業家育成プログラムの修了の認定を希望する学生は、学則第31条第1項に定める授業科目のうちか
ら所定の科目を履修しなければならない。起業家育成プログラムについて必要な事項は、別に定める。

3 地域イノベーションプログラムの履修を希望する学生は、第2条第3項に規定する単位数を修得する
とともに、学則第31条第1項に定める授業科目のうちから所定の科目を履修しなければならない。地域
イノベーションプログラムについて必要な事項は、別に定める。

第6条の4 商学部及び商学部第二部の会計専門職プログラム（以下この項において「プログラム」とい
う。）を履修する学生は、第2条第4項又は第5項に規定する単位数を修得するとともに、所定の科目
を履修しなければならない。プログラムについて必要な事項は、別に定める。

2 商学部のクリエイティブ・マネジメントプログラム（以下この項において「プログラム」という。）
を履修する学生は、第2条第4項に規定する単位数を修得するとともに、所定の科目を履修しなければ
ならない。プログラムについて必要な事項は、別に定める。

第6条の5 理学部の学生は、2年以上在学し、次の単位を修得していなければ、第3年次開講科目の登
録をすることができない。
⑴ 応用数学科の学生は、共通教育科目、専門教育科目及び関連教育科目について60単位以上。ただし、
専門教育科目については、第1年次開講の必修科目13単位以上及び第2年次開講科目8単位以上を含
む24単位以上を修得していること。

⑵ 物理科学科において、物理科学コースの学生は共通教育科目、専門教育科目及び関連教育科目につ
いて64単位以上、ナノサイエンス・インスティテュートコースの学生は共通教育科目及び専門教育科
目について64単位以上。
⑶ 化学科の学生は、共通教育科目及び専門教育科目について64単位以上。ただし、化学コースの学生
は専門教育科目については、第2年次までの選択必修実験科目10単位以上を含む。
⑷ 地球圏科学科の学生は、共通教育科目及び専門教育科目について64単位以上。ただし、専門教育科
目については、第2年次までの必修科目8単位を含む。

2 理学部の学生は、3年以上在学し、次の各号の単位を修得していなければ、当該各号に定める第4年
次開講科目の登録をすることができない。
⑴ 応用数学科において、応用数学コースの学生は、専門教育科目の第3年次までの必修科目27単位を
含む92単位以上、社会数理・情報インスティテュートコースの学生は、専門教育科目の第3年次まで
の必修科目29単位を含む92単位以上を修得していなければ、第4年次開講の全科目の登録をすること
ができない。

⑵ 物理科学科において、物理科学コースの学生は、専門教育科目の必修実験科目10単位及び物理学基
礎ゼミナール、物理科学研究Ⅰ、物理科学研究Ⅱの各2単位並びに共通教育科目の外国語科目8単位
を含む100単位以上、ナノサイエンス・インスティテュートコースの学生は、専門教育科目の必修実
験科目22単位及び共通教育科目の外国語科目8単位を含む100単位以上を修得していなければ、第4
年次開講の卒業論文の登録をすることができない。

⑶ 化学科において、化学コースの学生は、専門教育科目の第3年次までの選択必修実験科目から12単
位以上及び系別の必修科目のうち実験科目4単位並びに共通教育科目の外国語科目8単位を含む100
単位以上、ナノサイエンス・インスティテュートコースの学生は、専門教育科目の必修実験科目22単
位及び共通教育科目の外国語科目8単位を含む100単位以上を修得していなければ、第4年次開講の
卒業論文の登録をすることができない。

⑷ 地球圏科学科の学生は、専門教育科目の選択必修科目（Ａ・Ｂ・Ｃ群のうちのいずれかの科目群の
全科目）8単位及び共通教育科目の外国語科目8単位を含む100単位以上を修得していなければ、第
4年次開講の卒業論文の登録をすることができない。

第6条の6 工学部の学生は、2年以上在学し、60単位以上を修得していなければ、第3年次開講科目の
登録をすることはできない。
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2 工学部の学生は、3年以上在学し、第1・2年次必修の第1外国語科目6単位、選択必修の第2外国
語科目4単位、学科別に指定された専門教育科目の単位を含む100単位以上を修得していなければ、第
4年次開講科目の登録をすることはできない。

3 第1項の60単位・第2項の100単位に算入する総合教養科目、第1外国語科目、第2外国語科目、工
学共通科目の単位数は、次のとおりとする。
⑴ 総合教養科目は、12単位までとする。
⑵ 第1項の60単位に算入するのは、第1外国語科目の必修科目6単位、第2外国語科目の選択必修科
目4単位までとする。また、第2項の100単位に算入するのは、第1外国語科目の必修科目8単位、
第2外国語科目の選択必修科目4単位までとする。

⑶ 工学共通科目は、機械工学科は24単位まで、電気工学科は20単位まで、電子情報工学科は18単位ま
で、化学システム工学科は20単位まで、社会デザイン工学科、建築学科は18単位までとする。

第6条の7 医学部医学科の学生は、第1学年において共通教育科目については、総合教養科目として人
文科学、社会科学及び総合系列科目より6単位以上、自然科学より15単位以上、計21単位以上、外国語
科目の第1外国語8単位、第2外国語4単位以上、計12単位以上、保健体育科目の2単位、専門教育科
目については18単位、合計53単位以上を修得しなければ、第2学年に進級することができない。ただし、
51単位以上修得している学生については、医学部教授会の議を経て第2学年に進級させることがある。
この場合、進級後未修得科目の再履修が可能なものに限るものとし、不足単位は第2学年で修得しなけ
ればならない。

2 医学部看護学科の学生は、次に掲げる条件を満たしていなければ、上位年次に進級又は3年次後期の
実習科目を履修することができない。
⑴ 第1年次においては、共通教育科目について、総合教養科目として人文科学、社会科学、総合系列
科目及び学修基盤科目より8単位以上、自然科学より2単位以上、必修の外国語科目4単位、必修の
保健体育科目2単位、計16単位以上、必修の専門基礎科目18単位、専門教育科目9単位、合計43単位
以上を修得していなければ第2年次に進級することができない。

⑵ 第2年次においては、共通教育科目について、総合教養科目として人文科学、社会科学、総合系列
科目及び学修基盤科目より12単位以上、自然科学より4単位以上、必修の外国語科目6単位、必修の
保健体育科目2単位、計24単位以上、必修の専門基礎科目28単位、必修の専門教育科目37単位、合計
89単位以上を修得していなければ第3年次に進級することができない。
⑶ 第3年次前期終了時において、必修の外国語科目6単位、選択必修の外国語科目より2単位以上、
並びに第3年次前期に開講する必修の専門基礎科目1単位、必修の専門教育科目10単位を修得してい
なければ、第3年次後期に開講する看護学実習科目を履修することができない。この場合、第3年次
の学年始めに登録した看護学実習科目の登録を取り消す。

⑷ 第3年次後期終了時において、共通教育科目について、総合教養科目として人文科学、社会科学、
総合系列科目及び学修基盤科目より12単位以上、自然科学より4単位以上、必修の外国語科目6単位、
選択必修の外国語科目より2単位以上、必修の保健体育科目2単位、計26単位以上、必修の専門基礎
科目29単位、必修の専門教育科目61単位、合計116単位以上を修得していなければ第4年次に進級す
ることができない。

第6条の8 薬学部の学生は、第1年次から第5年次までのそれぞれにおいて、必修科目を含んで次の単
位を修得していなければ、上位年次に進級することができない。
⑴ 第1年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から10単位以上、必修の外国語科目か
ら2単位以上を含め計18単位以上、専門教育科目について、1年次の選択科目のうち、物理分野から
2単位以上、化学分野から6単位以上、生物分野から4単位以上、総合分野から1単位以上を含め計
20単位以上、合計38単位以上を修得していなければならない。ただし、学則第23条第2項第1号の規
定に該当し編入学する者（以下「学士入学者」という。）は、共通教育科目については、計18単位以
上の修得をもって足りる。

⑵ 第2年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目か
ら6単位以上を含め計26単位以上、専門教育科目について、1年次科目20単位以上、2年次の必修科
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目4単位、2年次の選択科目のうち、物理分野から4単位以上、化学分野から4単位以上、生物分野
から4単位以上、衛生分野から2単位以上、薬理分野から2単位以上、薬剤分野から2単位以上を含
め計28単位以上、合計52単位以上、総計78単位以上を修得していなければならない。ただし、学士入
学者は、共通教育科目については、計26単位以上の修得をもって足りる。
⑶ 第3年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目8
単位を含め計28単位以上、専門教育科目について、1年次科目20単位以上、2年次科目32単位以上、
3年次の必修科目7単位、3年次の選択科目のうち、物理分野から3単位以上、化学分野から1単位
以上、生物分野から1単位以上、衛生分野から1単位以上、薬理分野から2単位以上、薬剤分野から
4単位以上、実務分野から1単位以上を含め計19単位以上、合計78単位以上、総計106単位以上を修
得していなければならない。ただし、学士入学者は、共通教育科目については、計28単位以上の修得
をもって足りる。

⑷ 第4年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目8
単位を含め計28単位以上、専門教育科目について、1年次科目20単位以上、2年次科目32単位以上、
3年次科目26単位以上、4年次の必修科目12単位、4年次の選択科目のうち、化学分野から1単位以
上、生物分野から1単位以上、薬理分野から1単位以上、薬剤分野から1単位以上、実務分野から1
単位以上を含め計9単位以上、合計99単位以上、総計127単位以上を修得していなければならない。
ただし、学士入学者は、共通教育科目については、計28単位以上の修得をもって足りる。
⑸ 第5年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目8
単位を含め計28単位以上、専門教育科目について、1年次科目20単位以上、2年次科目32単位以上、
3年次科目26単位以上、4年次科目21単位以上、5年次の必修科目32単位、計131単位以上、合計159
単位以上を修得していなければならない。ただし、学士入学者は、共通教育科目については、計28単
位以上の修得をもって足りる。

第7条 同一時間に二つ以上の科目を重複して登録することはできない。
第8条 学生は、学年始めの登録日にその学年において履修しようとする授業科目について、所定の方法
で登録手続きをしなければならない。

第9条 登録日以後の登録は、一切認めない。
2 登録の撤回、変更、追加及び削除は、次の各号に掲げる場合（あらかじめ教授会等が定めた授業科目
を除く。）に限って認める。
⑴ 前期及び後期開講日から所定の期間内に、その学期において履修するために登録手続きをした授業
科目（後期については開講期間が通年の講義科目は除く。）について、2科目かつ8単位以内で登録
の撤回をする場合

⑵ 後期開講前の登録日に、学年始めの登録日にその学年の後期において履修するために登録手続きを
した授業科目（開講期間が通年の講義科目は除く。）について、登録の変更、追加、削除をする場合

第3章 受 講
第10条 学生は、登録した授業科目でなければ受講することはできない。
第11条 講義は、その開講期間によって、次の5種類とする。
⑴ 通年講義（1年間の継続講義）
⑵ 前期完結講義（前期開講、前期完結の講義）
⑶ 後期完結講義（後期開講、後期完結の講義）
⑷ 集中講義（休暇中の講義）
⑸ 臨時講義

第12条 選択科目は年度により開講しないことがある。開講した講義でも、受講人員が10人に満たない場
合は、開講を取りやめることがある。

第13条 各講義は、その内容、教室の都合により、受講人員を制限することがある。
第14条 演習に出席常でない者及び研究報告をおこたる者は、演習及び論文の登録を取り消す。受講人員
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は20人を原則とする。
附 則

この規程は、平成30年4月1日から施行する。

卒業見込者の定義について（医学部医学科を除く）

薬学部を除く学部の4年次生（5年次以上も含む）及び薬学部の6年次生（7年次以上も含む）
になって卒業見込者とみなされる者を次のとおり定義する。よって学科履修規程等を十分理解して
おくこと。
〝既得単位数と学科履修規程第5条（理学部は第5条と第6条の5、工学部は第5条と第6条の
6、薬学部は第5条と第6条の8）〞により登録した単位数との和が学科履修規程第2条を満足して
いる者を卒業見込者という。
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平成29年度入学生（17台）

第2条の2 学部留学生は、外国語科目のうち当該学生の母語である科目を履修することはできない。
第3条 各授業科目の単位数は、次の基準による。（学則第32条参照）
⑴ 講義・演習・外国語……15時間から30時間までの範囲で各学部が定める時間の授業をもって1単位

とする。
⑵ 実験・実習・実技………30時間から45時間までの範囲で各学部が定める時間の授業をもって1単位

とする。
⑶ 授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二つ以上の方法の併用により行う場合
の単位数は、その組み合わせに応じ、前2号に規定する基準を考慮して各学部が定める時間の授業を
もって1単位とする。

⑷ 卒業論文・卒業演習・卒業計画等については、これらの必要な学修の成果を考慮して単位数を定める。
第4条 各学部各学科において、各年次の学生が履修する授業科目及び単位・時間数は、別表各年次別授
業科目表のとおりとする。履修する授業科目の選択にあたっては、授業科目表に指示する履修の順序に
従わなければならない。

第5条 人文学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として45単位を超えてはならない。ただし、
前期で履修できる単位数は25単位以内、後期で履修できる単位数は25単位以内とする。
2 法学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各40単位、第
4年次48単位を超えてはならない。ただし、第2年次に履修する単位数は、前年度までの修得単位数が
40単位に不足する場合、その不足単位数について4単位を限度として40単位を超えることができ、第3
年次に履修する単位数は、前年度までの修得単位数が80単位に不足する場合、その不足単位数について
8単位を限度として40単位を超えることができる。休学等により当該年度始めにおいて在学期間が2年
以下の場合、前年度までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が120単位を超えてはなら
ない。

3 経済学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各42単位、
第4年次46単位を超えてはならない。

4 商学部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。
⑴ 商学部の学生（会計専門職プログラムの学生を除く。）は、原則として第1年次、第2年次、第3
年次各42単位、第4年次46単位を超えてはならない。
⑵ 商学部の会計専門職プログラム（以下この号において「プログラム」という。）の学生は、原則と
して第1年次、第2年次、第3年次各48単位、第4年次46単位を超えてはならない。また、第3年次
については、第2年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が126単位を超えては
ならない。ただし、第1年次にプログラムの学生でなくなった者が第2年次に履修する単位数は、第
1年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が84単位を超えてはならず、第2年次
にプログラムの学生でなくなった者が第3年次に履修する単位数は、第2年次までの修得単位数と当
該年度における登録単位数の総計が126単位を超えてはならない。

5 商学部第二部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。
⑴ 商学部第二部の学生（会計専門職プログラムの学生を除く。）は、原則として41単位を超えてはな
らない。ただし、前年度における修得単位数が41単位に不足するときは、これに加えてその不足単位
数に相当する単位を8単位を限度に履修することができる。

⑵ 商学部第二部の会計専門職プログラム（以下この号において「プログラム」という。）の学生は、
原則として第1年次、第2年次、第3年次、第4年次各48単位を超えてはならない。また、第3年次
については、第2年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が123単位を超えては
ならない。ただし、第1年次にプログラムの学生でなくなった者が第2年次に履修する単位数は、第
1年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が82単位を超えてはならず、第2年次
にプログラムの学生でなくなった者が第3年次に履修する単位数は、第2年次までの修得単位数と当
該年度における登録単位数の総計が123単位を超えてはならない。
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6 理学部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。
⑴ 応用数学科の学生は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各46単位、第4年次40単位を超え
てはならない。ただし、学科履修規程第6条の5第1項第1号又は第6条の5第2項第1号に該当す
る者は、46単位まで履修することができる。

⑵ 物理科学科及び化学科の学生は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各48単位、第4年次40
単位を超えてはならない。ただし、学科履修規程第6条の5第1項第2号・3号又は第6条の5第2
項第2号・3号に該当する者は、48単位まで履修することができる。

⑶ 地球圏科学科の学生は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各49単位、第4年次40単位を超
えてはならない。ただし、学科履修規程第6条の5第1項第4号又は第6条の5第2項第4号に該当
する者は、49単位まで履修することができる。

7 工学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として49単位を超えてはならない。
8 医学部看護学科の学生が1年間に履修する単位数は、原則として第1年次、第2年次各48単位、第3
年次37単位、第4年次30単位を超えてはならない。
9 薬学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として第1年次49単位、第2年次49単位、第3年次
40単位、第4年次36単位、第5年次34単位、第6年次37単位を超えてはならない。

10 スポーツ科学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として46単位を超えてはならない。
11 外国語科目の再履修は、下位年次から順次登録しなければならない。
第5条の2 医学部医学科の学生が原級に留まった場合は、再度その学年の専門教育科目の全科目を受講
し、受験しなければならない。その学年における専門教育科目の既得の全科目は、すべてこれを無効と
する。

第5条の3 薬学部の学生が進級できなかった場合は、当該年次から進級の条件に必要な科目を履修しな
ければならない。この場合、第5条第9項の規定にかかわらず、教授会の承認を経て進級の条件に必要
な科目の単位の他に、上位年次実習科目を除き10単位まで登録を認めることがある。
2 薬学部の学生は、原則として下位年次の専門教育科目の登録は認めない。
第6条 人文学部のドイツ語学科及びフランス語学科の学生は、次の各号に定める条件を満たしていなけ
れば、当該各号に定める授業科目の登録をすることができない。
⑴ ドイツ語学科の学生は、2年以上在学し、ドイツ語ⅠＡ及びドイツ語ⅠＢの計4単位を修得してい
なければ、第3・4年次授業科目のうち、専門教育科目の各演習及び各講読の登録をすることができ
ない。

⑵ フランス語学科の学生は、2年以上在学し、フランス語ⅠＡ及びフランス語ⅠＢの計4単位を修得
していなければ、第3・4年次授業科目のうち、専門教育科目の各演習及び各講読の登録をすること
ができない。

⑶ ドイツ語学科及びフランス語学科の学生は、原則として、1年以上在学し、前年度の専門教育科目
のGPA評価が3．0以上でなければ、他コースの授業科目の登録をすることができない。

2 人文学部の英語学科、ドイツ語学科及びフランス語学科の学生は、語学力強化プログラムを履修する
ことができる。

3 語学力強化プログラムの修了の認定を希望する学生は、第2条第1項に規定する単位数を修得すると
ともに、学則第31条第1項に定める授業科目のうちから所定の科目を履修しなければならない。語学力
強化プログラムについて必要な事項は、別に定める。

第6条の2 法学部の法律学科の学生は法律特修プログラム、経営法学科の学生は企業法務特修プログラ
ムを各々履修することができる。

2 前項に定める法律特修プログラム及び企業法務特修プログラムの修了の認定を希望する学生は、第2
条第2項に規定する単位数を修得するとともに、学則第31条第1項に定める授業科目のうちから所定の
科目を履修しなければならない。

3 第1項に定める法律特修プログラム又は企業法務特修プログラムについて必要な事項は、別に定める。
第6条の3 経済学部産業経済学科の学生は、起業家育成プログラム及び地域イノベーションプログラム
を履修することができる。
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2 起業家育成プログラムの修了の認定を希望する学生は、学則第31条第1項に定める授業科目のうちか
ら所定の科目を履修しなければならない。起業家育成プログラムについて必要な事項は、別に定める。

3 地域イノベーションプログラムの履修を希望する学生は、第2条第3項に規定する単位数を修得する
とともに、学則第31条第1項に定める授業科目のうちから所定の科目を履修しなければならない。地域
イノベーションプログラムについて必要な事項は、別に定める。

第6条の4 商学部及び商学部第二部の会計専門職プログラム（以下この条において「プログラム」とい
う。）を履修する学生は、第2条第4項又は第5項に規定する単位数を修得するとともに、所定の科目
を履修しなければならない。プログラムについて必要な事項は、別に定める。

第6条の5 理学部の学生は、2年以上在学し、次の単位を修得していなければ、第3年次開講科目の登
録をすることができない。
⑴ 応用数学科の学生は、共通教育科目、専門教育科目及び関連教育科目について60単位以上。ただし、
専門教育科目については、第1年次開講の必修科目11単位以上及び第2年次開講科目8単位以上を含
む24単位以上を修得していること。

⑵ 物理科学科において、物理科学コースの学生は共通教育科目、専門教育科目及び関連教育科目につ
いて64単位以上、ナノサイエンス・インスティテュートコースの学生は共通教育科目及び専門教育科
目について64単位以上。
⑶ 化学科の学生は、共通教育科目及び専門教育科目について64単位以上。ただし、化学コースの学生
は専門教育科目については、第2年次までの選択必修実験科目10単位以上を含む。
⑷ 地球圏科学科の学生は、共通教育科目及び専門教育科目について64単位以上。ただし、専門教育科
目については、第2年次までの必修科目8単位を含む。

2 理学部の学生は、3年以上在学し、次の各号の単位を修得していなければ、当該各号に定める第4年
次開講科目の登録をすることができない。
⑴ 応用数学科において、応用数学コースの学生は、専門教育科目の第3年次までの必修科目25単位を
含む92単位以上、社会数理・情報インスティテュートコースの学生は、専門教育科目の第3年次まで
の必修科目27単位を含む92単位以上を修得していなければ、第4年次開講の全科目の登録をすること
ができない。

⑵ 物理科学科において、物理科学コースの学生は、専門教育科目の必修実験科目10単位及び物理学基
礎ゼミナール、物理科学研究Ⅰ、物理科学研究Ⅱの各2単位並びに共通教育科目の外国語科目8単位
を含む100単位以上、ナノサイエンス・インスティテュートコースの学生は、専門教育科目の必修実
験科目22単位及び共通教育科目の外国語科目8単位を含む100単位以上を修得していなければ、第4
年次開講の卒業論文の登録をすることができない。

⑶ 化学科において、化学コースの学生は、専門教育科目の第3年次までの選択必修実験科目から12単
位以上及び系別の必修科目のうち実験科目4単位並びに共通教育科目の外国語科目8単位を含む100
単位以上、ナノサイエンス・インスティテュートコースの学生は、専門教育科目の必修実験科目22単
位及び共通教育科目の外国語科目8単位を含む100単位以上を修得していなければ、第4年次開講の
卒業論文の登録をすることができない。

⑷ 地球圏科学科の学生は、専門教育科目の選択必修科目（Ａ・Ｂ・Ｃ群のうちのいずれかの科目群の
全科目）8単位及び共通教育科目の外国語科目8単位を含む100単位以上を修得していなければ、第
4年次開講の卒業論文の登録をすることができない。

第6条の6 工学部の学生は、2年以上在学し、60単位以上を修得していなければ、第3年次開講科目の
登録をすることはできない。

2 工学部の学生は、3年以上在学し、第1・2年次必修の第1外国語科目6単位、選択必修の第2外国
語科目4単位、学科別に指定された専門教育科目の単位を含む100単位以上を修得していなければ、第
4年次開講科目の登録をすることはできない。

3 第1項の60単位・第2項の100単位に算入する総合教養科目、第1外国語科目、第2外国語科目、工
学共通科目の単位数は、次のとおりとする。
⑴ 総合教養科目は、12単位までとする。

Ⅵ．諸 規 程
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⑵ 第1項の60単位に算入するのは、第1外国語科目の必修科目6単位、第2外国語科目の選択必修科
目4単位までとする。また、第2項の100単位に算入するのは、第1外国語科目の必修科目8単位、
第2外国語科目の選択必修科目4単位までとする。

⑶ 工学共通科目は、機械工学科は24単位まで、電気工学科は20単位まで、電子情報工学科は18単位ま
で、化学システム工学科は20単位まで、社会デザイン工学科、建築学科は18単位までとする。

第6条の7 医学部医学科の学生は、第1学年において共通教育科目については、総合教養科目として人
文科学、社会科学及び総合系列科目より6単位以上、自然科学より15単位以上、計21単位以上、外国語
科目の第1外国語8単位、第2外国語4単位以上、計12単位以上、保健体育科目の2単位、専門教育科
目については18単位、合計53単位以上を修得しなければ、第2学年に進級することができない。ただし、
51単位以上修得している学生については、医学部教授会の議を経て第2学年に進級させることがある。
この場合、進級後未修得科目の再履修が可能なものに限るものとし、不足単位は第2学年で修得しなけ
ればならない。

2 医学部看護学科の学生は、次に掲げる条件を満たしていなければ、上位年次に進級又は3年次後期の
実習科目を履修することができない。
⑴ 第1年次においては、共通教育科目について、総合教養科目として人文科学、社会科学、総合系列
科目及び学修基盤科目より8単位以上、自然科学より2単位以上、必修の外国語科目4単位、必修の
保健体育科目2単位、計16単位以上、必修の専門基礎科目18単位、専門教育科目9単位、合計43単位
以上を修得していなければ第2年次に進級することができない。

⑵ 第2年次においては、共通教育科目について、総合教養科目として人文科学、社会科学、総合系列
科目及び学修基盤科目より12単位以上、自然科学より4単位以上、必修の外国語科目6単位、必修の
保健体育科目2単位、計24単位以上、必修の専門基礎科目28単位、必修の専門教育科目37単位、合計
89単位以上を修得していなければ第3年次に進級することができない。
⑶ 第3年次前期終了時において、必修の外国語科目6単位、選択必修の外国語科目より2単位以上、
並びに第3年次前期に開講する必修の専門基礎科目1単位、必修の専門教育科目10単位を修得してい
なければ、第3年次後期に開講する看護学実習科目を履修することができない。この場合、第3年次
の学年始めに登録した看護学実習科目の登録を取り消す。

⑷ 第3年次後期終了時において、共通教育科目について、総合教養科目として人文科学、社会科学、
総合系列科目及び学修基盤科目より12単位以上、自然科学より4単位以上、必修の外国語科目6単位、
選択必修の外国語科目より2単位以上、必修の保健体育科目2単位、計26単位以上、必修の専門基礎
科目29単位、必修の専門教育科目61単位、合計116単位以上を修得していなければ第4年次に進級す
ることができない。

第6条の8 薬学部の学生は、第1年次から第5年次までのそれぞれにおいて、必修科目を含んで次の単
位を修得していなければ、上位年次に進級することができない。
⑴ 第1年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から10単位以上、必修の外国語科目か
ら2単位以上を含め計18単位以上、専門教育科目について、1年次の選択科目のうち、物理分野から
2単位以上、化学分野から6単位以上、生物分野から4単位以上、総合分野から1単位以上を含め計
20単位以上、合計38単位以上を修得していなければならない。ただし、学則第23条第2項第1号の規
定に該当し編入学する者（以下「学士入学者」という。）は、共通教育科目については、計18単位以
上の修得をもって足りる。

⑵ 第2年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目か
ら6単位以上を含め計26単位以上、専門教育科目について、1年次科目20単位以上、2年次の必修科
目4単位、2年次の選択科目のうち、物理分野から4単位以上、化学分野から4単位以上、生物分野
から4単位以上、衛生分野から2単位以上、薬理分野から2単位以上、薬剤分野から2単位以上を含
め計28単位以上、合計52単位以上、総計78単位以上を修得していなければならない。ただし、学士入
学者は、共通教育科目については、計26単位以上の修得をもって足りる。
⑶ 第3年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目8
単位を含め計28単位以上、専門教育科目について、1年次科目20単位以上、2年次科目32単位以上、
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3年次の必修科目7単位、3年次の選択科目のうち、物理分野から3単位以上、化学分野から1単位
以上、生物分野から1単位以上、衛生分野から1単位以上、薬理分野から2単位以上、薬剤分野から
4単位以上、実務分野から1単位以上を含め計19単位以上、合計78単位以上、総計106単位以上を修
得していなければならない。ただし、学士入学者は、共通教育科目については、計28単位以上の修得
をもって足りる。

⑷ 第4年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目8
単位を含め計28単位以上、専門教育科目について、1年次科目20単位以上、2年次科目32単位以上、
3年次科目26単位以上、4年次の必修科目12単位、4年次の選択科目のうち、化学分野から1単位以
上、生物分野から1単位以上、薬理分野から1単位以上、薬剤分野から1単位以上、実務分野から1
単位以上を含め計9単位以上、合計99単位以上、総計127単位以上を修得していなければならない。
ただし、学士入学者は、共通教育科目については、計28単位以上の修得をもって足りる。
⑸ 第5年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目8
単位を含め計28単位以上、専門教育科目について、1年次科目20単位以上、2年次科目32単位以上、
3年次科目26単位以上、4年次科目21単位以上、5年次の必修科目32単位、計131単位以上、合計159
単位以上を修得していなければならない。ただし、学士入学者は、共通教育科目については、計28単
位以上の修得をもって足りる。

第7条 同一時間に二つ以上の科目を重複して登録することはできない。
第8条 学生は、学年始めの登録日にその学年において履修しようとする授業科目について、所定の方法
で登録手続きをしなければならない。

第9条 登録日以後の登録は、一切認めない。
2 登録の撤回、変更、追加及び削除は、次の各号に掲げる場合（あらかじめ教授会等が定めた授業科目
を除く。）に限って認める。
⑴ 前期及び後期開講日から所定の期間内に、その学期において履修するために登録手続きをした授業
科目（後期については開講期間が通年の講義科目は除く。）について、2科目かつ8単位以内で登録
の撤回をする場合

⑵ 後期開講前の登録日に、学年始めの登録日にその学年の後期において履修するために登録手続きを
した授業科目（開講期間が通年の講義科目は除く。）について、登録の変更、追加、削除をする場合

第3章 受 講
第10条 学生は、登録した授業科目でなければ受講することはできない。
第11条 講義は、その開講期間によって、次の5種類とする。
⑴ 通年講義（1年間の継続講義）
⑵ 前期完結講義（前期開講、前期完結の講義）
⑶ 後期完結講義（後期開講、後期完結の講義）
⑷ 集中講義（休暇中の講義）
⑸ 臨時講義

第12条 選択科目は年度により開講しないことがある。開講した講義でも、受講人員が10人に満たない場
合は、開講を取りやめることがある。

第13条 各講義は、その内容、教室の都合により、受講人員を制限することがある。
第14条 演習に出席常でない者及び研究報告をおこたる者は、演習及び論文の登録を取り消す。受講人員
は20人を原則とする。

附 則
この規程は、平成29年4月1日から施行する。

Ⅵ．諸 規 程
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卒業見込者の定義について（医学部医学科を除く）

薬学部を除く学部の4年次生（5年次以上も含む）及び薬学部の6年次生（7年次以上も含む）
になって卒業見込者とみなされる者を次のとおり定義する。よって学科履修規程等を十分理解して
おくこと。
〝既得単位数と学科履修規程第5条（理学部は第5条と第6条の5、工学部は第5条と第6条の
6、薬学部は第5条と第6条の8）〞により登録した単位数との和が学科履修規程第2条を満足して
いる者を卒業見込者という。
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平成28年度入学生（16台）

第2条の2 学部留学生は、外国語科目のうち当該学生の母語である科目を履修することはできない。
第3条 各授業科目の単位数は、次の基準による。（学則第32条参照）
⑴ 講義・演習・外国語……15時間から30時間までの範囲で各学部が定める時間の授業をもって1単位

とする。
⑵ 実験・実習・実技………30時間から45時間までの範囲で各学部が定める時間の授業をもって1単位

とする。
⑶ 授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二つ以上の方法の併用により行う場合
の単位数は、その組み合わせに応じ、前2号に規定する基準を考慮して各学部が定める時間の授業を
もって1単位とする。

⑷ 卒業論文・卒業演習・卒業計画等については、これらの必要な学修の成果を考慮して単位数を定める。
第4条 各学部各学科において、各年次の学生が履修する授業科目及び単位・時間数は、別表各年次別授
業科目表のとおりとする。履修する授業科目の選択にあたっては、授業科目表に指示する履修の順序に
従わなければならない。

第5条 人文学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として45単位を超えてはならない。
ただし、前期で履修できる単位数は25単位以内、後期で履修できる単位数は25単位以内とする。

2 法学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各40単位、第
4年次48単位を超えてはならない。ただし、第2年次に履修する単位数は、前年度までの修得単位数が
40単位に不足する場合、その不足単位数について4単位を限度として40単位を超えることができ、第3
年次に履修する単位数は、前年度までの修得単位数が80単位に不足する場合、その不足単位数について
8単位を限度として40単位を超えることができる。休学等により当該年度始めにおいて在学期間が2年
以下の場合、前年度までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が120単位を超えてはなら
ない。

3 経済学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各42単位、
第4年次46単位を超えてはならない。

4 商学部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。
⑴ 商学部の学生（会計専門職プログラムの学生を除く。）は、原則として第1年次、第2年次、第3年
次各42単位、第4年次46単位を超えてはならない。

⑵ 商学部の会計専門職プログラム（以下この号において「プログラム」という。）の学生は、原則と
して第1年次、第2年次、第3年次各48単位、第4年次46単位を超えてはならない。また、第3年次
については、第2年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が126単位を超えては
ならない。ただし、第1年次にプログラムの学生でなくなった者が第2年次に履修する単位数は、第
1年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が84単位を超えてはならず、第2年次
にプログラムの学生でなくなった者が第3年次に履修する単位数は、第2年次までの修得単位数と当
該年度における登録単位数の総計が126単位を超えてはならない。

5 商学部第二部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。
⑴ 商学部第二部の学生（会計専門職プログラムの学生を除く。）は、原則として41単位を超えてはなら
ない。ただし、前年度における修得単位数が41単位に不足するときは、これに加えてその不足単位数
に相当する単位を8単位を限度に履修することができる。

⑵ 商学部第二部の会計専門職プログラム（以下この号において「プログラム」という。）の学生は、
原則として第1年次、第2年次、第3年次、第4年次各48単位を超えてはならない。また、第3年次
については、第2年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が123単位を超えては
ならない。ただし、第1年次にプログラムの学生でなくなった者が第2年次に履修する単位数は、第
1年次までの修得単位数と当該年度における登録単位数の総計が82単位を超えてはならず、第2年次
にプログラムの学生でなくなった者が第3年次に履修する単位数は、第2年次までの修得単位数と当
該年度における登録単位数の総計が123単位を超えてはならない。
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6 理学部の学生が1年間に履修する単位数は、次のとおりとする。
⑴ 応用数学科の学生は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各46単位、第4年次40単位を超え
てはならない。ただし、学科履修規程第6条の5第1項第1号又は第6条の5第2項第1号に該当す
る者は、46単位まで履修することができる。

⑵ 物理科学科及び化学科の学生は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各48単位、第4年次40
単位を超えてはならない。ただし、学科履修規程第6条の5第1項第2号・3号又は第6条の5第2
項第2号・3号に該当する者は、48単位まで履修することができる。

⑶ 地球圏科学科の学生は、原則として第1年次、第2年次、第3年次各49単位、第4年次40単位を超
えてはならない。ただし、学科履修規程第6条の5第1項第4号又は第6条の5第2項第4号に該当
する者は、49単位まで履修することができる。

7 工学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として49単位を超えてはならない。
8 医学部看護学科の学生が1年間に履修する単位数は、原則として第1年次、第2年次各48単位、第3
年次37単位、第4年次30単位を超えてはならない。
9 薬学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として第1年次49単位、第2年次49単位、第3年次
40単位、第4年次36単位、第5年次34単位、第6年次37単位を超えてはならない。

10 スポーツ科学部の学生が1年間に履修する単位数は、原則として46単位を超えてはならない。
11 外国語科目の再履修は、下位年次から順次登録しなければならない。
第5条の2 医学部医学科の学生が原級に留まった場合は、再度その学年の専門教育科目の全科目を受講
し、受験しなければならない。その学年における専門教育科目の既得の全科目は、すべてこれを無効と
する。

第5条の3 薬学部の学生が進級できなかった場合は、当該年次から進級の条件に必要な科目を履修しな
ければならない。この場合、第5条第9項の規定に関わらず、教授会の承認を経て進級の条件に必要な
科目の単位の他に、上位年次実習科目を除き10単位まで登録を認めることがある。

2 薬学部の学生は、原則として下位年次の専門教育科目の登録は認めない。ただし、上位年次への進級
又は卒業に関わるときは、教授会の承認を経て4単位までの登録を認めることがある。

第6条 人文学部のドイツ語学科及びフランス語学科の学生は、2年以上在学し、次の各号に定める授業
科目の単位を修得していなければ、当該各号に定める授業科目の登録をすることができない。
⑴ ドイツ語学科の学生は、ドイツ語ⅠＡ及びドイツ語ⅠＢの計4単位を修得していなければ、第3・
4年次授業科目のうち、専門教育科目の各演習及び各講読の登録をすることができない。

⑵ フランス語学科の学生は、フランス語ⅠＡ及びフランス語ⅠＢの計4単位を修得していなければ、
第3・4年次授業科目のうち、専門教育科目の各演習及び各講読の登録をすることができない。

第6条の2 法学部法律学科の学生は、法律特修プログラムを履修することができる。
2 法律特修プログラムの修了の認定を希望する学生は、第2条第2項に規定する単位数を修得するとと
もに、学則第31条第1項に定める授業科目のうちから所定の科目を履修しなければならない。法律特修
プログラムについて必要な事項は、別に定める。

第6条の3 経済学部産業経済学科の学生は、起業家育成プログラム及び地域イノベーションプログラム
を履修することができる。

2 起業家育成プログラムの修了の認定を希望する学生は、学則第31条第1項に定める授業科目のうちか
ら所定の科目を履修しなければならない。起業家育成プログラムについて必要な事項は、別に定める。

3 地域イノベーションプログラムの履修を希望する学生は、第2条第3項に規定する単位数を修得する
とともに、学則第31条第1項に定める授業科目のうちから所定の科目を履修しなければならない。地域
イノベーションプログラムについて必要な事項は、別に定める。

第6条の4 商学部及び商学部第二部の会計専門職プログラム（以下この条において「プログラム」とい
う。）を履修する学生は、第2条第4項又は第5項に規定する単位数を修得するとともに、所定の科目
を履修しなければならない。プログラムについて必要な事項は、別に定める。

第6条の5 理学部の学生は、2年以上在学し、次の単位を修得していなければ、第3年次開講科目の登
録をすることができない。
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⑴ 応用数学科の学生は、共通教育科目、専門教育科目及び関連教育科目について60単位以上。ただし、
専門教育科目については、第1年次開講の必修科目11単位以上及び第2年次開講科目8単位以上を含
む24単位以上を修得していること。

⑵ 物理科学科において、物理科学コースの学生は共通教育科目、専門教育科目及び関連教育科目につ
いて64単位以上、ナノサイエンス・インスティテュートコースの学生は共通教育科目及び専門教育科
目について64単位以上。
⑶ 化学科の学生は、共通教育科目及び専門教育科目について64単位以上。ただし、化学コースの学生
は専門教育科目については、第2年次までの選択必修実験科目10単位以上を含む。
⑷ 地球圏科学科の学生は、共通教育科目及び専門教育科目について64単位以上。ただし、専門教育科
目については、第2年次までの必修科目8単位を含む。

2 理学部の学生は、3年以上在学し、次の各号の単位を修得していなければ、当該各号に定める第4年
次開講科目の登録をすることができない。
⑴ 応用数学科において、応用数学コースの学生は、専門教育科目の第3年次までの必修科目25単位を
含む92単位以上、社会数理・情報インスティテュートコースの学生は、専門教育科目の第3年次まで
の必修科目27単位を含む92単位以上を修得していなければ、第4年次開講の全科目の登録をすること
ができない。

⑵ 物理科学科において、物理科学コースの学生は、専門教育科目の必修実験科目10単位及び物理学基
礎ゼミナール、物理科学研究Ⅰ、物理科学研究Ⅱの各2単位並びに共通教育科目の外国語科目8単位
を含む100単位以上、ナノサイエンス・インスティテュートコースの学生は、専門教育科目の必修実
験科目22単位及び共通教育科目の外国語科目8単位を含む100単位以上を修得していなければ、第4
年次開講の卒業論文の登録をすることができない。

⑶ 化学科において、化学コースの学生は、専門教育科目の第3年次までの選択必修実験科目から12単
位以上及び系別の必修科目のうち実験科目4単位並びに共通教育科目の外国語科目8単位を含む100
単位以上、ナノサイエンス・インスティテュートコースの学生は、専門教育科目の必修実験科目22単
位及び共通教育科目の外国語科目8単位を含む100単位以上を修得していなければ、第4年次開講の
卒業論文の登録をすることができない。

⑷ 地球圏科学科の学生は、専門教育科目の選択必修科目（Ａ・Ｂ・Ｃ群のうちのいずれかの科目群の
全科目）8単位及び共通教育科目の外国語科目8単位を含む100単位以上を修得していなければ、第
4年次開講の卒業論文の登録をすることができない。

第6条の6 工学部の学生は、2年以上在学し、60単位以上を修得していなければ、第3年次開講科目の
登録をすることはできない。

2 工学部の学生は、3年以上在学し、第1・2年次必修の第1外国語科目6単位、選択必修の第2外国
語科目4単位、学科別に指定された専門教育科目の単位を含む100単位以上を修得していなければ、第4
年次開講科目の登録をすることはできない。

3 第1項の60単位・第2項の100単位に算入する総合教養科目、第1外国語科目、第2外国語科目、工学
共通科目の単位数は、次のとおりとする。
⑴ 総合教養科目は、12単位までとする。
⑵ 第1項の60単位に算入するのは、第1外国語科目の必修科目6単位、第2外国語科目の選択必修科
目4単位までとする。また、第2項の100単位に算入するのは、第1外国語科目の必修科目8単位、第
2外国語科目の選択必修科目4単位までとする。

⑶ 工学共通科目は、機械工学科は24単位まで、電気工学科は20単位まで、電子情報工学科は18単位ま
で、化学システム工学科は20単位まで、社会デザイン工学科、建築学科は18単位までとする。

第6条の7 医学部医学科の学生は、第1学年において共通教育科目については、総合教養科目として人
文科学、社会科学及び総合系列科目より6単位以上、自然科学より15単位以上、計21単位以上、外国語
科目の第1外国語8単位、第2外国語4単位以上、計12単位以上、保健体育科目の2単位、専門教育科
目については18単位、合計53単位以上を修得しなければ、第2学年に進級することができない。ただし、
51単位以上修得している学生については、医学部教授会の議を経て第2学年に進級させることがある。

Ⅵ．諸 規 程
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この場合、進級後未修得科目の再履修が可能なものに限るものとし、不足単位は第2学年で修得しなけ
ればならない。

2 医学部看護学科の学生は、次に掲げる条件を満たしていなければ、上位年次に進級又は3年次後期の
実習科目を履修することができない。
⑴ 第1年次においては、共通教育科目について、総合教養科目として人文科学、社会科学、総合系列
科目及び学修基盤科目より8単位以上、自然科学より2単位以上、必修の外国語科目4単位、必修の
保健体育科目2単位、計16単位以上、必修の専門基礎科目18単位、専門教育科目9単位、合計43単位
以上を修得していなければ第2年次に進級することができない。

⑵ 第2年次においては、共通教育科目について、総合教養科目として人文科学、社会科学、総合系列
科目及び学修基盤科目より12単位以上、自然科学より4単位以上、必修の外国語科目6単位、必修の
保健体育科目2単位、計24単位以上、必修の専門基礎科目28単位、必修の専門教育科目37単位、合計
89単位以上を修得していなければ第3年次に進級することができない。
⑶ 第3年次前期終了時において、必修の外国語科目6単位、選択必修の外国語科目より2単位以上、
並びに第3年次前期に開講する必修の専門基礎科目1単位、必修の専門教育科目10単位を修得してい
なければ、第3年次後期に開講する看護学実習科目を履修することができない。この場合、第3年次
の学年始めに登録した看護学実習科目の登録を取り消す。

⑷ 第3年次後期終了時において、共通教育科目について、総合教養科目として人文科学、社会科学、
総合系列科目及び学修基盤科目より12単位以上、自然科学より4単位以上、必修の外国語科目6単位、
選択必修の外国語科目より2単位以上、必修の保健体育科目2単位、計26単位以上、必修の専門基礎
科目29単位、必修の専門教育科目61単位、合計116単位以上を修得していなければ第4年次に進級す
ることができない。

第6条の8 薬学部の学生は、第1年次から第5年次までのそれぞれにおいて、必修科目を含んで次の単
位を修得していなければ、上位年次に進級することができない。
⑴ 第1年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から10単位以上、必修の外国語科目か
ら2単位以上を含め計18単位以上、専門教育科目について、1年次の選択科目のうち、物理分野から
2単位以上、化学分野から6単位以上、生物分野から4単位以上、総合分野から1単位以上を含め計
20単位以上、合計38単位以上を修得していなければならない。ただし、学則第23条第2項第1号の規
定に該当し編入学する者（以下「学士入学者」という）は、共通教育科目については、計18単位以上
の修得をもって足りる。

⑵ 第2年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目か
ら6単位以上を含め計26単位以上、専門教育科目について、1年次科目20単位以上、2年次の必修科
目4単位、2年次の選択科目のうち、物理分野から4単位以上、化学分野から4単位以上、生物分野
から4単位以上、衛生分野から2単位以上、薬理分野から2単位以上、薬剤分野から2単位以上を含
め計28単位以上、合計52単位以上、総計78単位以上を修得していなければならない。ただし、学士入
学者は、共通教育科目については、計26単位以上の修得をもって足りる。
⑶ 第3年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目8
単位を含め計28単位以上、専門教育科目について、1年次科目20単位以上、2年次科目32単位以上、
3年次の必修科目7単位、3年次の選択科目のうち、物理分野から3単位以上、化学分野から1単位
以上、生物分野から1単位以上、衛生分野から1単位以上、薬理分野から2単位以上、薬剤分野から
4単位以上、実務分野から1単位以上を含め計19単位以上、合計78単位以上、総計106単位以上を修
得していなければならない。ただし、学士入学者は、共通教育科目については、計28単位以上の修得
をもって足りる。

⑷ 第4年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目8
単位を含め計28単位以上、専門教育科目について、1年次科目20単位以上、2年次科目32単位以上、
3年次科目26単位以上、4年次の必修科目12単位、4年次の選択科目のうち、化学分野から1単位以
上、生物分野から1単位以上、薬理分野から1単位以上、薬剤分野から1単位以上、実務分野から1
単位以上を含め計9単位以上、合計99単位以上、総計127単位以上を修得していなければならない。
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ただし、学士入学者は、共通教育科目については、計28単位以上の修得をもって足りる。
⑸ 第5年次においては、共通教育科目について、総合教養科目から12単位以上、必修の外国語科目8
単位を含め計28単位以上、専門教育科目について、1年次科目20単位以上、2年次科目32単位以上、
3年次科目26単位以上、4年次科目21単位以上、5年次の必修科目32単位、計131単位以上、合計159
単位以上を修得していなければならない。ただし、学士入学者は、共通教育科目については、計28単
位以上の修得をもって足りる。

第7条 同一時間に二つ以上の科目を重複して登録することはできない。
第8条 学生は、学年始めの登録日にその学年において履修しようとする授業科目について、所定の方法
で登録手続きをしなければならない。

第9条 登録日以後の登録は、一切認めない。
2 登録の撤回、変更、追加及び削除は、次の各号に掲げる場合（あらかじめ、教授会等が定めた授業科
目を除く。）に限って認める。
⑴ 前期及び後期開講日から所定の期間内に、その学期において履修するために登録手続きをした授業
科目（後期については開講期間が通年の講義科目は除く）について、2科目かつ8単位以内で登録の
撤回をする場合。

⑵ 後期開講前の登録日に、学年始めの登録日にその学年の後期において履修するために登録手続きを
した授業科目（開講期間が通年の講義科目は除く）について、登録の変更、追加、削除をする場合。

第3章 受 講
第10条 学生は、登録した授業科目でなければ受講することはできない。
第11条 講義は、その開講期間によって、次の5種類とする。
⑴ 通年講義（1年間の継続講義）
⑵ 前期完結講義（前期開講、前期完結の講義）
⑶ 後期完結講義（後期開講、後期完結の講義）
⑷ 集中講義（休暇中の講義）
⑸ 臨時講義

第12条 選択科目は、年度により開講しないことがある。開講した講義でも、受講人員が10人に満たない
場合は、開講を取止めることがある。

第13条 各講義は、その内容、教室の都合により、受講人員を制限することがある。
第14条 演習に出席常でない者及び研究報告をおこたる者は、演習及び論文の登録を取り消す。受講人員
は20人を原則とする。

附 則
この規程は、平成28年4月1日から施行する。

Ⅵ．諸 規 程
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卒業見込者の定義について（医学部医学科を除く）

薬学部を除く学部の4年次生（5年次以上も含む）及び薬学部の6年次生（7年次以上も含む）
になって卒業見込者とみなされる者を次のとおり定義する。よって学科履修規程等を十分理解して
おくこと。
〝既得単位数と学科履修規程第5条（理学部は第5条と第6条の5、工学部は第5条と第6条の
6、薬学部は第5条と第6条の8）〞により登録した単位数との和が学科履修規程第2条を満足して
いる者を卒業見込者という。

―245―



福岡大学成績考査規程
第1条 福岡大学学則（以下「学則」という。）に定める試験の実施及び成績考査については、学則第35
条から第39条までに定めるもののほか、この規程の定めるところによる。

第2条 試験は、次の各号のいずれかの方法によるものとする。
⑴ 試験時に筆記により行うもの
⑵ 教務委員会が認めた方法により行うもの

第2条の2 各授業科目の成績の評価は、試験により行う。ただし、平素の学習状況を考慮することがで
きる。

2 前項本文の規定にかかわらず、教授会等において、演習、演習及び論文、実習、実験、実技その他こ
れに準ずるものと認められた授業科目又はその開講期間内に適正な成績評価を行うことが可能であると
認められた授業科目の成績については、試験によらず、これを評価することができる。

3 開講期間が通年の授業科目の成績評価を行うときは、各学期の成績を考慮する。
4 授業科目を履修し、合格の成績評価を得た学生には、その授業科目所定の単位を与える。ただし、各
学期の授業料等納入金又は各授業科目の受講料を納入していないときは、当該各学期又は当該各授業科
目についての成績評価を行わない。

第3条 次の各号のいずれかに該当する場合には、試験を受けることができない。
⑴ 試験を受けようとする授業科目をその学年において登録していないとき。
⑵ 受験中に学生証を所持していないとき。
⑶ 試験開始後20分以上遅刻したとき。

2 前項の規定により、試験を受けなかった授業科目は無効とする。
第3条の2 医学部医学科の時間制の授業科目については、出席時間数が授業を行った時間数の3分の2
に満たない場合、原則として試験を受けることができない。

2 医学部看護学科の専門基礎科目及び専門教育科目の講義・演習科目については、出席回数が実施授業
回数の3分の2に満たない場合、原則として試験を受けることができない。その場合、当該授業科目の
成績評語は放棄とし、追試験の対象としない。また、専門教育科目の実習科目については、出席回数が
実施授業回数の4分の3に満たない場合、原則として成績評価を受けることができない。その場合も当
該科目の成績評語は放棄とする。

第4条 成績評価は評点をもって行い、成績通知は評点又は秀A、優B、良C、可D、不可F、放棄Hの
成績評語をもって行う。ただし、教務委員会が認める授業科目（評点による成績評価を行わない授業科
目に限る。）については、評点及び成績評語によらず、合否のみにより成績評価及び成績通知を行うこ
とができる。

2 次の各号に掲げる成績評語は、当該各号に定める評点等を基準に区分する。
⑴ 秀A 100点から90点まで
⑵ 優B 89点から80点まで
⑶ 良C 79点から70点まで
⑷ 可D 69点から60点まで
⑸ 不可F 59点以下
⑹ 放棄H 試験放棄又は成績評価不能

3 第1項本文の規定により成績評価を行う授業科目は、前項の成績標語が秀A、優B、良C及び可Dで
あるものを合格とし、不可Fであるものを不合格とする。

4 履修した授業科目のうち、第1項本文の規定により成績評価を行うものについては、評点等に応じ、
次に掲げるGP評点を与える。
⑴ 100点から90点まで＝4．0
⑵ 89点から80点まで＝3．0
⑶ 79点から70点まで＝2．0

Ⅵ．諸 規 程
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⑷ 69点から60点まで＝1．0
⑸ 59点以下及び試験放棄又は成績評価不能＝0．0

5 履修した評点により成績評価を行う各授業科目のGP評点に当該各授業科目の単位数を乗じて算出し
た値の総和を履修登録した授業科目の総単位数で除した値を、GPA評価とする。ただし、福岡大学（以
下「本学」という。）における授業科目の履修により修得したものとみなして単位を認定した授業科目
及び合否のみにより成績評価を行う授業科目については、GPA評価の対象としない。

第5条 受験中に不正行為を行った者に対しては、当該期間（前期又は後期）に完結する全授業科目及び
通年で実施する全授業科目を放棄とみなす。

2 前項で放棄とみなした科目については、追試験の対象としない。
第5条の2 受験中に答案を持ち出した者に対しては、その受験科目を放棄とみなす。
2 前項で放棄とみなした科目については、追試験の対象としない。
第6条 病気その他やむを得ない理由によって定期試験を受験することができなかった者に対しては、本
人の願出により追試験を行うことがある。

2 追試験の願出は、所定の書式により、病気の場合には医師の診断書を、病気以外のやむを得ない理由
の場合には証明書を添え、定期試験終了後5日以内に学生課に提出しなければならない。

第7条 追試験は、定期試験終了後本学が定める日に1回だけ行う。
第8条 追試験を受験した者の評価は、80点を限度とする。ただし、情状によりこの制限を免除し、又は
緩和することがある。

第9条 合格点の成績評価を得た授業科目は、再履修することができない。
第10条 授業科目の再履修により合格点を得た場合は、その合格点をもって以前の不合格点に代える。
第11条 追試験の受験料は1科目につき2，000円とする。ただし、情状によりこれを減額又は免除するこ
とがある。

2 いったん納めた受験料は、これを返還しない。
第12条 次の者に対しては、本人の願出により当該年度に受験した定期試験の授業科目について、学年末
に再試験を行うことがある。
⑴ 第4年次以上（薬学部は第6年次以上）の卒業見込者にして、既得単位数と新たに登録した単位数
との和が卒業に必要な単位数に達し、かつ、その必要単位数のうち8単位以内の不合格点を得た者（後
期の追試験の結果、不合格点を得た者を除く。）

⑵ 教職課程、博物館学芸員課程、社会教育主事課程及び日本語教員課程資格取得を目的とする場合、
第4年次以上の卒業見込者にして、既得単位数と新たに登録した単位数との和が各課程の資格取得に
必要な単位数に達し、かつ、その必要単位数のうち各課程につき4単位以内の不合格点を得た者。（当
該学科の卒業に必要な単位数に算入しない科目に限る。）ただし、後期の追試験の結果、不合格点を
得た者を除く。

⑶ 理学部の第2年次生にして、不合格の成績評価を得た者（後期の追試験の結果、不合格点を得た者
を除く。）

⑷ 医学部医学科の学生にして、不合格の成績評価を得た者。ただし、単位制の授業科目については、
15単位以内とする。第3学年及び第4学年の専門教育科目については、その学年の授業科目数の60パー
セント以内とする。（追試験の結果、不合格点を得た授業科目を含む。）
⑸ 医学部看護学科の第1年次生から第3年次生については、次のとおりとする。
ア 第1年次生及び第2年次生にして、不合格の成績評価を得た者で、再試験により、進級の見込み
のある者。ただし、各年次8単位以内とする。（各年次の後期の追試験の結果、不合格点を得た授
業科目を除く。）

イ 第3年次生にして、前期に開講する専門基礎科目及び専門教育科目について不合格の成績評価を
得た者で、再試験により、第3年次後期に開講する看護学実習科目の履修見込みのある者。ただし、
8単位以内（前期の追試験の結果、不合格点を得た授業科目を除く。）とし、本項柱書きの規定に
かかわらず再試験は前期末に実施する。

⑹ 薬学部の第1年次生から第5年次生にして不合格の成績評価を得た者で、再試験により、進級の見
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込みのある者（後期の追試験の結果、不合格点を得た者を除く。）
第13条 再試験の願出は、前条第1号については、卒業に必要な最小限度の単位数（8単位以内）、同条
第2号については、各課程の資格取得に必要な最小限度の単位数（4単位以内）とし、成績発表後所定
の期日までに、願書を各学部等の教務担当事務課（室）に提出しなければならない。

2 理学部学生の再試験の願出は、前条第3号については、8単位以内とし、成績発表後所定の期日まで
に願書を教務三課に提出しなければならない。

3 医学部医学科学生の再試験の願出は、成績発表後所定の期日までに、願書を医学部事務課に提出しな
ければならない。

4 医学部看護学科学生の再試験の願出は、前条第5号アについては、成績発表後所定の期日までに、同
号イについては、別途定める日までに願書を看護学科事務室に提出しなければならない。

5 薬学部学生の再試験の願出は、前条第1号については、卒業に必要な最小限度の単位数（8単位以内）、
同条第6号については、進級に必要な最小限度の単位数（8単位以内かつ4科目以内）とし、成績発表
後所定の期日までに願書を教務三課に提出しなければならない。ただし、同号の第3年次生については、
共通教育科目の再試験は行わない。また、専門教育科目については、再試験の結果、上位年次に進級で
きない者は、その再試験を無効とする。

第14条 再試験の得点は、60点を限度とする。
第15条 再試験の受験料は1単位につき1，000円とする。ただし、医学部医学科の時間制の専門教育科目
は、1科目につき4，000円とする。

2 いったん納めた受験料は、これを返還しない。
附 則

この規程は、令和4年4月1日から施行する。

Ⅵ．諸 規 程
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福岡大学における既修得単位等の取扱いに関する規程
第1条 福岡大学学則（以下「学則」という。）第34条の3第1項又は第34条の4第1項（学則第34条の
3第4項又は第34条の4第6項により準用される場合を含む。）により修得したものとみなすことので
きる単位及び学則第34条の3の2第1項又は第34条の4第2項（学則第34条の3の2第4項又は第34条
の4第6項により準用される場合を含む。）により認定することのできる単位の取扱いについては、学
則第34条の3から第34条の4の2までに定めるほか、この規程による。

2 この規程は、学則第33条第2項の規定により授業時間の履修をもって単位の修得に代える授業科目に
ついて、これを準用する。

第2条 学則第34条の3の2の規定により、本学において単位を認定することのできる学修は、次の各号
に掲げるとおりとする。
⑴ 大学の専攻科における学修
⑵ 高等専門学校の課程における学修で、教務委員会において大学教育に相当する水準を有すると認め
たもの

⑶ 専修学校の専門課程のうち修業年限が2年以上のものにおける学修で、教務委員会において大学教
育に相当する水準を有すると認めたもの

⑷ 教育職員免許法（昭和24年法律第147号）第6条別表第三備考第4号の規定により文部科学大臣の
認定を受けて大学、短期大学等が行う講習又は公開講座における学修で、教務委員会において大学教
育に相当する水準を有すると認めたもの

⑸ 社会教育法（昭和24年法律第207号）第9条の5の規定により文部科学大臣の委嘱を受けて大学、
短期大学その他の教育機関が行う社会教育主事の講習における学修で、教務委員会において大学教育
に相当する水準を有すると認めたもの

⑹ 図書館法（昭和25年法律第118号）第6条の規定により文部科学大臣の委嘱を受けて大学又は短期
大学が行う司書及び司書補の講習における学修で、教務委員会において大学教育に相当する水準を有
すると認めたもの

⑺ 学校図書館法（昭和28年法律第185号）第5条第3項の規定により文部科学大臣の委嘱を受けて大
学又は短期大学が行う司書教諭の講習における学修で、教務委員会において大学教育に相当する水準
を有すると認めたもの

⑻ 青少年及び成人の学習活動に係る知識・技能審査事業の認定に関する規則（平成12年文部省令第25
号）又は技能審査の認定に関する規則（昭和42年文部省告示第237号）による文部科学大臣の認定を
受けた技能審査の合格に係る学修で、教務委員会において大学教育に相当する水準を有すると認めた
もの

⑼ アメリカ合衆国の営利を目的としない法人であるエデュケーショナル・テスティング・サービスが
英語の能力を判定するために実施するトフル及びトーイック又は次に掲げる要件を備えた知識及び技
能に関する審査であってこれらと同等以上の社会的評価を有するものにおける成果に係る学修で、教
務委員会において大学教育に相当する水準を有すると認めたもの
ア 審査を行うものが国又は民法（明治29年法律第89号）第34条の規定による法人その他の団体であ
ること。

イ 審査の内容が、学校教育法（昭和22年法律第26号）第83条に規定する大学の目的に照らし適切な
ものであること。

ウ 審査が全国的な規模において、毎年1回以上行われるものであること。
エ 審査の実施方法が、適切かつ公正であること。

2 前項に基づいて当該学修をもって単位を認定する授業科目が共通教育科目である場合については、教
授会に先立って、教務委員会の議を経るものとする。

第3条 学則第34条の3第1項又は第34条の3の2第1項（学則第34条の3第4項又は第34条の3の2第
4項により準用される場合を含む。）の規定に基づく単位の取扱いを受けようとする者は、各年度にお
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いて1月20日までに単位修得申請書（所定書式）に学業成績証明書（高等専門学校、専修学校専門課程
等にあっては授業科目等の内容を明記したものを添付すること。）等を添えて、教務部長に提出すべき
ものとする。ただし、本学との協定等により学生が他の大学又は短期大学（外国の大学又は短期大学を
含む。）において履修した授業科目について修得した単位を本学における授業科目の履修により修得し
たものとみなす場合及び本学との協定等により学生が外国の大学又は短期大学において行った学修を本
学における授業科目の履修とみなし、単位を認定する場合については、この限りではない。

2 学則第34条の4第1項又は第2項（学則第34条の4第6項により準用される場合を含む。）の規定に
基づく単位の取扱いを受けようとする者は、入学した年度の4月20日までに単位修得申請書（所定書式）
に学業成績証明書（高等専門学校、専修学校専門課程等にあっては授業科目等の内容を明記したものを
添付すること。）等を添えて、教務部長に提出すべきものとする。
第4条 教務部長は、学則第34条の3第3項、第34条の3の2第3項及び第34条の4第5項に定める場合
（学則第34条の3第4項、第34条の3の2第4項又は第34条の4第6項により準用される場合を含む。）
には教務委員会の議を経たうえで、前条に基づく申請書を申請者である学生が所属する学部の教授会に
回付するものとする。

第5条 学則第34条の3第1項又は第34条の4第1項（学則第34条の3第4項又は第34条の4第6項によ
り準用される場合を含む。）により単位を修得したものとみなす場合及び学則第34条の3の2第1項又
は第34条の4第2項（学則第34条の3の2第4項又は第34条の4第6項により準用される場合を含む。）
により単位を認定する場合に、教授会は、本学におけるいずれの授業科目について単位を取得したもの
とみなし、又は認定するのかを特定しなければならない。ただし、他の大学又は短期大学（以下この条
において「他大学等」という。）との協定に基づき、学生が他大学等で開講された授業科目（本学及び
他大学等において共同で開講する授業科目を含む。）の修得単位の取扱いについては、この限りでない。

2 前項に基づいて本学におけるいずれの授業科目について単位を修得したものとみなし、又は認定する
のかを特定するにあたっては、学生が他の大学若しくは短期大学において修得した授業科目の授業時間
数又は学生が行った短期大学若しくは高等専門学校の専攻科における学修又はその他別に定める学修
（学則第34条の3の2第4項により準用される場合にあっては、本学との協定等により学生が外国の大
学又は短期大学において行った学修）の時間数を考慮すべきものとする。

第6条 学科履修規程第5条によって定められた当該年度において履修できる単位数を超えて、学則第34
条の3第1項及び第34条の3の2第1項（学則第34条の3第4項又は第34条の3の2第4項により準用
される場合を含む。）により単位を修得したものとみなし、又は単位を認定することはできないものと
する。

第7条 学則第34条の4第2項（学則第34条の4第6項により準用される場合を含む。）により単位の認
定を受けようとする者は、その対象となる学修が学則第34条の4第1項（学則第34条の4第6項により
準用される場合を含む。）に規定する本学に入学する前に大学又は短期大学において履修した授業科目
について修得した単位として認定されていないことの証明書等を提出しなければならない。

第8条 編入学及び転入学の場合に、学則第34条の4第1項及び第2項（学則第34条の4第6項により準
用される場合を含む。）により単位を修得したものとみなし、又は認定することのできる単位数につい
ては、教務委員会の申合せによって定めるものとする。

第9条 学則第34条の3第1項又は第34条の4第1項（学則第34条の3第4項又は第34条の4第6項によ
り準用される場合を含む。）により単位を修得したものとみなされた本学における授業科目及び学則第
34条の3の2第1項又は第34条の4第2項（学則第34条の3の2第4項又は第34条の4第6項により準
用される場合を含む。）により単位を認定された本学における授業科目は、特待生の選考にあたって考
慮しない。

附 則
この規程は、令和3年4月1日から施行する。

Ⅵ．諸 規 程

―250―



【平成27年度以降入学生適用】

福岡大学法学部早期卒業に関する内規

（趣 旨）
第1条 この内規に基づく早期卒業は、福岡大学学則第38条第1項ただし書に基づき、本学法学部に入学
して3年間在学した学生が、本学部の卒業要件として定める単位を優秀な成績で修得し、かつ、本学大
学院への進学が確定している場合に、在学3年目の年度終了時での卒業を認める制度である。この制度
は、成績優秀で意欲のある学生に対して、早期に本学大学院への進学機会を与えることを目的とする。
（早期卒業の認定）

第2条 早期卒業の認定を受けることができる者は、3年間在学し、その終了時において次の各号に掲げ
るすべての要件を満たしていなければならない。
⑴ 本人が早期卒業を希望していること。
⑵ 本学大学院への進学が確定していること。
⑶ 卒業に必要な124単位以上を修得していること。
⑷ 3年間の成績評価の平均点が85点以上又は福岡大学成績考査規程第4条第5項に基づき算出された
3年間のGPA評価が3．0以上であること。

2 早期卒業の認定を希望する者は、在学3年目の所定の期間内に出願書類を提出し、書類審査及び面接
審査を受けなければならない。

3 早期卒業の認定は、法学部教授会の議を経て、学長がこれを行う。
（早期卒業予定者の承認）

第3条 早期卒業を希望する者は、在学2年目の終了時までの所定の期間内に学長に願い出なければなら
ない。ただし、早期卒業を希望する者が出願した次の年度に休学したときは、当該出願を取り消す。

2 早期卒業を希望する者は、在学2年目の終了時において、次の各号に掲げるすべての要件を満たして
いなければならない。
⑴ 在学2年目までの修得単位数が78単位以上であること。
⑵ 在学2年目までの成績評価の平均点が85点以上又は福岡大学成績考査規程第4条第5項に基づき算
出された在学2年目までのGPA評価が3．0以上であること。

3 第1項に規定する願い出を行うにあたり、早期卒業を希望する者は、所定の出願書類を提出しなけれ
ばならない。

4 早期卒業を希望する者は、法学部教授会において早期卒業予定者とすることの承認を受けなければな
らない。
（早期卒業予定者の科目履修）

第4条 早期卒業予定者は、在学3年目において、福岡大学学科履修規程第5条第2項に定める1年間に
履修できる単位数（以下「登録上限単位数」という。）を超えて、4年次にのみ配当している科目（以
下「4年次科目」という。）を含む48単位を履修することができる。
2 早期卒業予定者は、科目履修にあたって法学部教授会が指名する教員の指導を受けるとともに、修学
計画書を提出しなければならない。
（早期卒業の辞退及び早期卒業の要件を満たさない場合の措置）

第5条 早期卒業予定者が早期卒業を辞退する場合、単位の認定を受けていない登録上限単位数を超えた
科目の登録を取り消す。

2 法学部教授会が在学3年目の前期終了時において第2条第1項に定める要件を満たすことができない
と判断した場合、早期卒業予定を取り消すとともに、単位の認定を受けていない登録上限単位数を超え
た科目の登録を取り消す。

3 前2項の規定を適用する場合は、登録科目のうち先に4年次科目の登録を取り消し、次に本人の選択
するその他の科目の登録を取り消す。

4 在学3年目の終了時において第2条第1項に定める要件を満たさなかった場合は、在学4年目におい
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て、専門教育科目を4単位以上登録しなければならない。
5 早期卒業の辞退及び早期卒業の要件を満たさない場合において、早期卒業予定の取消し又は登録科目
の取消しをするときは、法学部教授会において承認を受けなければならない。
（早期卒業認定に必要な大学院入学関係書類の提出）

第6条 この内規に基づき、早期卒業の認定を希望する者は、第2条第2項に定める出願書類を学長に提
出するにあたり、次に掲げる書類を添付しなければならない。
⑴ 本学大学院への合格を証明する書類
⑵ 本学大学院に必ず入学する旨の本人の誓約書
（休学期間のある者に関する特則）

第7条 休学期間のある者については、第1条中「3年間」とあるのは「3年以上」と、第2条中「3年
間」とあるのは「在学3年目の終了する日を含む年度までの期間」と、第3条中「在学2年目」とある
のは「在学2年目の終了する日を含む年度」と、第4条及び第5条中「在学3年目」とあるのは「在学
3年目の終了する日を含む年度」と、第5条中「在学4年目」とあるのは「在学4年目の終了する日を
含む年度」と読み替えて、各同条の規定を適用する。
附 則

1 この内規は、令和3年4月1日から施行する。
2 早期卒業の認定、早期卒業予定者の承認並びに早期卒業の辞退及び早期卒業の要件を満たさない場合
の措置に係る規定は、平成26年度以前入学生については、なお従前の例による。

Ⅵ．諸 規 程
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【令和2年度以降入学生適用】

法学部法律学科の法律特修プログラムに関する内規

第1章 総則
（趣 旨）

第1条 福岡大学学科履修規程第6条の2に規定する法学部法律学科の法律特修プログラム（以下「プロ
グラム」という。）については、この内規に定めるところによる。
（目 的）

第2条 プログラムは、法曹、研究者、公務員、法律系資格の取得等を目指す意欲ある成績優秀な学生を
対象に、少人数かつ双方向型の授業科目を提供することにより、法科大学院及び法学系大学院への進学、
公務員試験、法律系資格試験等に対応できる法的知識を身に付けること、かつ、社会に生起する諸問題
を解決できる法的思考力を有する人材を養成することを目的とする。
（クラスの設置）

第3条 前条の目的を達成するため、プログラムに一般クラス及び法曹連携基礎クラス（以下「法曹クラ
ス」という。）を置く。

2 前項のクラスの履修内容等は、次の各号に掲げるクラスに応じ、当該各号に掲げるものとする。
⑴ 一般クラス 法曹、研究者、公務員、法律系資格の取得等を目指す学生が、特講科目及び特別演習
科目の授業を通じて、憲法、行政法、民法及び刑法を体系的かつ段階的に履修する。

⑵ 法曹クラス 法学部における教育及び法科大学院の教育と司法試験等との連携等に関する法律（平
成14年法律第139号。以下「連携法」という。）第6条第1項に基づき法曹養成連携協定を締結する法
科大学院（以下「連携法科大学院」という。）における教育との円滑な接続を図るため、連携法第6
条第2項に定める連携法曹基礎課程（法曹コース）として設置し、法科大学院の既修者コースへの進
学を目指す学生が、法学部と連携法科大学院の協力の下で編成する教育課程を体系的かつ段階的に履
修し、修了者には連携法科大学院の既修者コース入学試験の特別選抜の受験資格が与えられることを
内容とする。

3 プログラムの履修者は、法学部法律学科に在籍する学生とし、一般クラス又は法曹クラスのいずれか
のクラスにおいて履修しなければならない。

第2章 一般クラス
（履 修）

第4条 一般クラスのプログラムの履修を希望する者は、在学1年目終了時又は在学2年目終了時の所定
の期間内にプログラム（一般クラス）履修願を提出しなければならない。
2 一般クラスの履修者の選考は、法学部教授会がこれを行う。
3 前項の選考における基準は、次の各号の出願年次の区分に応じ、原則として当該各号に掲げるいずれ
かの要件を満たすこととする。
⑴ 在学1年目終了時に出願する者
ア 専門教育科目における必修科目の平均点が80点以上
イ 履修した全授業科目（教職課程教育科目を除く。）の平均点が80点以上
⑵ 在学2年目終了時に出願する者
ア 第2年次までに履修した専門教育科目の平均点が80点以上
イ 第2年次までに履修した全授業科目（教職課程教育科目を除く。）の平均点が80点以上

（履修の撤回）
第5条 一般クラスの履修者は、2年次又は3年次の後期試験終了後の所定の期間内に届け出ることによ
り、プログラムの履修を撤回することができる。
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（修 了）
第6条 一般クラスの履修者（法曹クラスの履修者のうち、第9条第1項各号に掲げる修了要件を満たす
ことができなかった者を含む。）が、福岡大学学則（以下「学則」という。）第34条第2項に定める必要
な単位を修得し、かつ、「憲法特講」、「民法特講Ⅰ」、「民法特講Ⅱ」、「民法特講Ⅲ」、「刑事法特講Ⅰ」、
「刑事法特講Ⅱ」、「行政特別演習Ⅰ」、「行政特別演習Ⅱ」の授業科目のうちから5科目以上の単位を修
得したときは、法学部教授会の議を経て、プログラムを修了したと認めるものとする。

2 前項の規定により一般クラスのプログラムを修了した者には、法学部長が当該クラスのプログラムの
修了証を授与する。

第3章 法曹連携基礎クラス
（履 修）

第7条 法曹クラスのプログラムの履修を希望する者は、在学1年目終了時又は在学2年目終了時の所定
の期間内にプログラム（法曹クラス）履修願を提出しなければならない。この場合において、一般クラ
スを第2希望とすることができる。

2 法曹クラスの定員は、各学年につき10人以内とする。
3 法曹クラスの履修者の選考は、第1項の出願年次の区分に応じ、第4条第3項に定める各要件を満た
す者のうちから、成績及び必要に応じて実施する筆記試験又は面接試験の結果に基づき、法学部教授会
がこれを行う。

4 前項の選考において不合格となった者が第1項後段の規定により一般クラスを第2希望としていた場
合において、第4条第3項に定める各要件を満たし、かつ、法学部教授会が承認したときは、一般クラ
スを履修する。
（履修の撤回及び一般クラスへの変更）

第8条 法曹クラスの履修者は、2年次又は3年次の後期試験終了後の所定の期間内に届け出ることによ
り、プログラムの履修の撤回又は一般クラスへの変更を行うことができる。
（修 了）

第9条 法曹クラスの履修者が、学則第34条第2項に定める必要な単位を修得し、かつ、次の各号に掲げ
る全ての要件を満たしたときは、法学部教授会の議を経て、法曹クラスのプログラムを修了したと認め
るものとする。
⑴ 「憲法Ⅰ」、「憲法Ⅱ」、「行政法Ⅰ」、「民法入門」、「民法総則」、「債権法Ⅰ」、「債権法Ⅱ」、「債権法
Ⅲ」、「物権法Ⅰ」、「物権法Ⅱ」、「親族法」、「相続法」、「刑法Ⅰ」、「刑法Ⅱ」、「民事訴訟法Ⅰ」、「民事
訴訟法Ⅱ」、「憲法特講」、「民法特講Ⅰ」、「民法特講Ⅱ」、「民法特講Ⅲ」、「刑事法特講Ⅰ」、「刑事法特
講Ⅱ」、「行政特別演習Ⅰ」の全ての単位を修得すること。

⑵ 「憲法Ⅲ」、「会社法Ⅰ」、「会社法Ⅱ」、「商法総則」、「商行為法」、「経済法」、「労働法」、「消費者法」、
「演習Ⅰ」のうちから6単位以上を修得すること。

⑶ 「行政法Ⅱ」、「刑事訴訟法」、「知的財産法」、「民事執行・保全法」、「倒産処理法」、「不動産登記法」、
「商業登記法」、「国際私法」、「演習Ⅱ」、「演習Ⅱ a」、「演習Ⅱ b」、「行政特別演習Ⅱ」のうちから6
単位以上を修得すること。

⑷ 「民事訴訟法Ⅰ」、「民事訴訟法Ⅱ」、「憲法特講」、「民法特講Ⅰ」、「民法特講Ⅱ」、「民法特講Ⅲ」、「刑
事法特講Ⅰ」、「刑事法特講Ⅱ」、「行政特別演習Ⅰ」の全科目の評点の平均が90点以上であること。

2 前項の規定により法曹クラスのプログラムを修了した者には、法学部長が当該クラスのプログラムの
修了証を授与する。

附 則
この内規は、令和2年4月1日から施行する。

Ⅵ．諸 規 程
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【令和元年度以前入学生適用】

法学部法律学科の法律特修プログラムに関する内規

（趣 旨）
第1条 福岡大学学科履修規程第6条の2に規定する法学部法律学科の法律特修プログラム（以下「プロ
グラム」という。）については、この内規に定めるところによる。
（目 的）

第2条 プログラムは、法曹、研究者、上級職公務員、法律系資格の取得等を目指す意欲ある成績優秀な
学生を対象に、少人数かつ双方向型の授業科目を提供することにより、法科大学院及び法学系大学院へ
の進学、公務員試験、法律系資格試験等に対応できる法的知識を身に付けること、かつ、社会に生起す
る諸問題を解決できる法的思考力を有する人材を養成することを目的とする。
（履 修）

第3条 プログラムを履修することができる者は、法学部法律学科に在籍する学生とする。
2 プログラムの履修を希望する者は、在学1年目終了時又は在学2年目終了時の所定の期間内にプログ
ラム履修願を提出しなければならない。

3 プログラムの履修者の選考は、法学部教授会がこれを行う。
4 前項の選考における基準は、次の各号の出願年次の区分に応じ、原則として当該各号に掲げるいずれ
かを満たすこととする。
⑴ 在学1年目終了時に出願する者
ア 専門教育科目における必修科目の平均点が80点以上
イ 履修した全授業科目（教職課程教育科目を除く。）の平均点が80点以上
⑵ 在学2年目終了時に出願する者
ア 第2年次までに履修した専門教育科目の平均点が80点以上
イ 第2年次までに履修した全授業科目（教職課程教育科目を除く。）の平均点が80点以上

（履修の撤回）
第4条 プログラムの履修者は、2年次又は3年次の後期試験終了後の所定の期間内に届け出ることによ
り、プログラムの履修を撤回することができる。
（修 了）

第5条 プログラムの履修者が、学則第34条第2項に定める必要な単位を修得し、かつ、次の各号に掲げ
るいずれかを満たしたときは、法学部教授会の議を経て、プログラムを修了したと認めるものとする。
⑴ 「憲法特講」、「民法特講Ⅰ」、「民法特講Ⅱ」、「民法特講Ⅲ」、「刑事法特講Ⅰ」、「刑事法特講Ⅱ」を
全て修得すること。

⑵ 前号に掲げる授業科目のうちから5科目を修得し、かつ、「債権各論」、「物権法」、「刑法Ⅰ」、「会
社法」、「民事訴訟法」、「刑事訴訟法」のうちから2科目以上を修得すること。

2 前項の規定によりプログラムを修了した者には、法学部長がプログラムの修了証を授与する。
附 則

この内規は、平成28年4月1日から施行する。
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【令和2年度以降入学生適用】

法学部経営法学科の企業法務特修プログラムに関する内規

（趣 旨）
第1条 福岡大学学科履修規程第6条の2に規定する法学部経営法学科の企業法務特修プログラム（以下
「プログラム」という。）については、この内規に定めるところによる。
（目 的）

第2条 プログラムは、意欲ある成績優秀な学生を対象に、少人数かつ双方向型の授業科目を提供すると
ともに、企業法及び隣接法分野に関する授業科目の体系的な履修を促すことにより、企業法務に必要な
知識及び法的思考力を身に付けること、かつ、産業界のリーダーとなる人材を養成することを目的とす
る。
（履 修）

第3条 プログラムを履修することができる者は、法学部経営法学科に在籍する学生とする。
2 プログラムの履修を希望する者は、在学1年目終了時又は在学2年目終了時の所定の期間内にプログ
ラム履修願を提出しなければならない。

3 プログラムの履修者の選考は、法学部教授会がこれを行う。
4 前項の選考における基準は、次の各号の出願年次の区分に応じ、原則として当該各号に掲げるいずれ
かの要件を満たすこととする。
⑴ 在学1年目終了時に出願する者
ア 専門教育科目における必修科目の平均点が80点以上
イ 履修した全授業科目（教職課程教育科目を除く。）の平均点が80点以上
⑵ 在学2年目終了時に出願する
ア 第2年次までに履修した専門教育科目の平均点が80点以上
イ 第2年次までに履修した全授業科目（教職課程教育科目を除く。）の平均点が80点以上

（履修の撤回）
第4条 プログラムの履修者は、2年次又は3年次の後期試験終了後の所定の期間内に届け出ることによ
り、プログラムの履修を撤回することができる。
（修 了）

第5条 プログラムの履修者が、福岡大学学則第34条第2項に定める必要な単位を修得し、かつ、次の各
号に掲げる全ての要件を満たしたときは、法学部教授会の議を経て、プログラムを修了したと認めるも
のとする。
⑴ 「会社法Ⅰ」、「会社法Ⅱ」、「企業法務特別演習」の単位を全て修得すること。
⑵ 「企業法総論」、「企業取引法」、「企業金融法」、「企業取引決済法」、「金融商品取引法」のうちから
6単位以上を修得すること。

⑶ 「民法特講Ⅰ」、「民法特講Ⅱ」、「民法特講Ⅲ」のうちから4単位以上を修得すること。
⑷ 「経済法」、「労働法」、「消費者法」、「知的財産法」、「商業登記法」、「税法ⅡA」、「税法ⅡB」のう
ちから4単位以上を修得すること。

2 前項の規定によりプログラムを修了した者には、法学部長が当該プログラムの修了証を授与する。
附 則

この内規は、令和2年4月1日から施行する。

Ⅵ．諸 規 程
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【令和元年度以前入学生適用】

法学部経営法学科の企業法務特修プログラムに関する内規

（趣 旨）
第1条 福岡大学学科履修規程第6条の2に規定する法学部経営法学科の企業法務特修プログラム（以下
「プログラム」という。）については、この内規に定めるところによる。
（目 的）

第2条 プログラムは、意欲ある成績優秀な学生を対象に、少人数かつ双方向型の授業科目を提供すると
ともに、企業法及び隣接法分野に関する授業科目の体系的な履修を促すことにより、企業法務に必要な
知識及び法的思考力を身に付けること、かつ、産業界のリーダーとなる人材を養成することを目的とす
る。
（履 修）

第3条 プログラムを履修することができる者は、法学部経営法学科に在籍する学生とする。
2 プログラムの履修を希望する者は、在学1年目終了時又は在学2年目終了時の所定の期間内にプログ
ラム履修願を提出しなければならない。

3 プログラムの履修者の選考は、法学部教授会がこれを行う。
4 前項の選考における基準は、次の各号の出願年次の区分に応じ、原則として当該各号に掲げるいずれ
かを満たすこととする。
⑴ 在学1年目終了時に出願する者
ア 専門教育科目における必修科目の平均点が80点以上
イ 履修した全授業科目（教職課程教育科目を除く。）の平均点が80点以上
⑵ 在学2年目終了時に出願する者
ア 第2年次までに履修した専門教育科目の平均点が80点以上
イ 第2年次までに履修した全授業科目（教職課程教育科目を除く。）の平均点が80点以上

（履修の撤回）
第4条 プログラムの履修者は、2年次又は3年次の後期試験終了後の所定の期間内に届け出ることによ
り、プログラムの履修を撤回することができる。
（修 了）

第5条 プログラムの履修者が、学則第34条第2項に定める必要な単位を修得し、かつ、次の各号に掲げ
る全てを満たしたときは、法学部教授会の議を経て、プログラムを修了したと認めるものとする。
⑴ 「会社法」、「企業法総論」、「企業取引法」、「企業法務特別演習」を全て修得すること。
⑵ 「企業金融法」、「企業取引決済法」、「金融商品取引法」のうちから2科目以上を修得すること。
⑶ 「民法特講Ⅰ」、「民法特講Ⅱ」、「民法特講Ⅲ」のうちから1科目以上を修得すること。
⑷ 「経済法」、「労働法」、「知的財産法」、「税法Ⅰ」、「税法Ⅱ」のうちから1科目以上を修得すること。
2 前項の規定によりプログラムを修了した者には、法学部長がプログラムの修了証を授与する。

附 則
この内規は、平成29年4月1日から施行する。
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福岡大学法学部における法科大学院の授業科目早期履修制度に関する申合せ
1 趣 旨
本学の法学部の学生のうち、福岡大学学則第38条第1項ただし書に定める者（以下「早期卒業予定者」
という。）又は4年次以上の卒業見込者で、本学法曹実務研究科法務専攻専門職学位課程（以下「法科
大学院」という。）へ進学を希望する者は、法学部長及び法科大学院長の許可を得て、法科大学院の授
業科目を履修することができる。

2 目 的
⑴ この制度は、法科大学院への進学を奨励するものである。
⑵ 法学部3年次又は4年次から法科大学院授業科目を履修することによって、法科大学院進学希望者
に目的意識と計画性を持たせ、あわせて、専門性を備えた法曹の養成を図る。

⑶ 法学部3年次又は4年次在学中に修得した法科大学院授業科目について、法科大学院に入学後、当
該授業科目の単位を法科大学院の修了要件単位として認定することにより、ゆとりのある学習時間を
確保する。

3 履修資格
法科大学院授業科目を履修することができる者は、次の各号のすべてに該当する者とする。
⑴ 法科大学院へ進学を希望する者
⑵ 早期卒業予定者又は本学法学部4年次以上の卒業見込者

4 法科大学院授業科目の履修、成績及び単位認定等の取扱い
⑴ 履修できる法科大学院授業科目は、法科大学院が指定する授業科目に限る。
⑵ 法科大学院が指定する授業科目数は任意とし、非常勤講師が担当する授業科目も指定することがで
きる。

⑶ 法科大学院授業科目の履修を希望する学生は、法科大学院授業科目履修願により、所定の期間内に
履修登録手続をしなければならない。

⑷ 学生が履修することのできる授業科目は、法科大学院授業科目の履修要項によって周知し、その講
義内容は、シラバスに掲載する。

⑸ 履修する法科大学院授業科目の単位数は、福岡大学学科履修規程第5条第2項に定める年間の履修
単位数に含めないものとする。また、履修できる法科大学院授業科目の単位数は、30単位を限度とする。
⑹ 法科大学院授業科目の受講料は、徴収しない。
⑺ 履修する法科大学院授業科目の成績評価は、担当教員が授業シラバスで示す評価の方法によって行う。
⑻ 法科大学院授業科目の成績は、学部学生としての成績表に記載するが、学部卒業要件としての単位
数には算入しない。

⑼ 学生が法科大学院入学後、学部学生として履修した法科大学院授業科目を法科大学院の修了要件単
位として認定申請した場合は、前号の成績に基づき、認定する。修了要件単位としての認定申請に期
間の制限は設けないが、カリキュラム変更等により単位認定ができないと判断される場合は、認定し
ない。

⑽ 学生が前号の申請を行わないで、法科大学院入学後にすでに履修した法科大学院授業科目を重複履
修することを妨げない。

5 実 施 日
この申合せは、平成31年4月1日から実施する。

Ⅵ．諸 規 程
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福岡大学における単位互換等の取扱いに関する規程
（趣 旨）

第1条 福岡大学学則（以下「学則」という。）第34条の3に基づき、本学が他の大学又は短期大学（以
下「他大学等」という。）との協定により、本学及び他大学等で開講し、履修ができると認められた授
業科目（本学及び他大学等において共同で開講する授業科目を含む。以下「単位互換科目等」という。）
を履修し、修得した単位を学生が所属する本学の学部及び他大学等において認定する単位互換の取扱い、
並びに学則第53条に定める特別聴講学生の取扱いその他必要な事項について、別に定めある場合を除き、
この規程による。
（定 義）

第2条 この規程における用語の定義は、次の各号に定める。
⑴ 単位互換科目履修生とは、本学に在籍する2年次以上の学部学生で、単位互換科目等の履修を志願
し、他大学等においてその履修が許可された者をいう。

⑵ 特別聴講学生とは、他大学等に在籍する学生で、本学における単位互換科目等の履修を志願し、本
学がその履修を許可した者をいう。

（他大学等における単位互換科目等の決定）
第3条 単位互換科目履修生が受講できる単位互換科目等は、教務委員会が適当と認める授業科目とする。
2 前項の授業科目が単位互換科目履修生が所属する学部において共通教育科目以外の科目である場合は、
当該学部教授会で審議し、所定の時期までに単位互換科目等として決定するものとする。

3 第1項の授業科目が単位互換科目履修生が所属する学部において共通教育科目である場合は、当該学
部教授会のほか、教務委員会においても審議し、所定の時期までに単位互換科目等として決定するもの
とする。
（履修登録単位数）

第4条 単位互換科目履修生の履修登録単位数については、各年度8単位以内、合計20単位（共通教育科
目8単位、共通教育科目以外の科目12単位）以内を限度とし、別に定める。
2 前項の履修登録単位数は、1年間に履修する単位数に含めるものとする。
（手 続）

第5条 単位互換科目履修生として単位互換科目等の履修を志願する学生は、所定の期日までに科目履修
願を教務部長に提出しなければならない。
（許 可）

第6条 教務部長は、前条の学生を他大学等に通知し、履修の許可を得なければならない。
2 学長は、他大学等から履修を許可された学生を単位互換科目履修生として許可する。
（履修の時期及び期間）

第7条 単位互換科目履修生として履修する時期及び期間は、協定で定めた時期及び期間とする。
（授 業 料）

第8条 単位互換科目履修生は協定に基づき、他大学等における授業料を免除する。
（単位の認定）

第9条 単位互換科目履修生が履修した単位互換科目等の単位については、教務委員会の議を経て、当該
学部教授会で認定する。

2 前項の認定は、前期集中講義科目及び前期完結科目については後期に、後期集中講義科目、後期完結
科目及び通年科目については翌年度の前期に行う。ただし、卒業する学期において履修した科目の単位
は認定しない。

3 単位互換科目履修生が履修できる単位互換科目等の認定を実施する学部、学科その他必要な事項につ
いては、別に定める。
（単位互換科目履修生の責務）

第10条 単位互換科目履修生は、この規程のほか、履修が許可された他大学等の諸規則を遵守しなければ
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ならない。
（履修許可の取消）

第11条 学長は、単位互換科目履修生が次の各号のいずれかに該当するときは、他大学等と協議した上で、
教授会の議を経てその許可を取り消すことができる。
⑴ 成績不振等で成業の見込みがないと認められるとき。
⑵ 単位互換科目履修生としてふさわしくない行為があると認められるとき。
（受入の時期）

第12条 特別聴講学生として受入れる時期及び期間は、協定で定めた学期又は学年の始めとする。
（本学における単位互換科目等の決定）

第13条 特別聴講学生が受講できる単位互換科目等は、これを開講する学部の教授会で審議し、所定の時
期までに単位互換科目等として決定した科目とする。ただし、本学における共通教育科目を単位互換科
目等とする場合は、教務委員会において審議し、決定する。

2 前項の単位互換科目等は、原則として講義科目に限るものとする。ただし、特別な事情がある場合は、
この限りでない。
（受入の手続）

第14条 特別聴講学生として単位互換科目等の履修を志願する学生は、所定の期日までに在籍する他大学
等を通じて所定の事項を記載した書類を教務部長に提出しなければならない。
（受講の許可）

第15条 前条の学生については、受講を希望する単位互換科目等の担当者及び開講する学部の教授会が了
承し、本学の教育に支障のない範囲において、学長が特別聴講学生として許可し、学生が在籍する他大
学等へ通知する。
（成績評価）

第16条 特別聴講学生の成績評価は、福岡大学の成績考査規程の定めるところにより行う。
（選考料等）

第17条 特別聴講学生は協定に基づき、本学における選考料及び授業料を免除する。ただし、本学の定め
るところにより、教材費その他必要な費用は徴収することができる。
（特別聴講学生証）

第18条 特別聴講学生には、特別聴講学生証を交付する。
2 特別聴講学生が登校するときは、特別聴講学生証を常に携帯しなければならない。
（取 消）

第19条 特別聴講学生が次の各号のいずれかに該当する場合は、履修の許可を取り消す。
⑴ 他大学等に在籍しなくなったとき。
⑵ 本学の学則等に違反したとき。
（規程の準用）

第20条 この規程に定めるもののほか、特別聴講学生の取扱いについて必要な場合は、学則その他学内規
程を準用する。
（そ の 他）

第21条 この規程に定めのない事項については、本学と他大学等との協定に基づき協議する。
附 則

この規程は、令和3年12月1日から施行する。

Ⅵ．諸 規 程
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単位互換科目等の単位の認定を実施する学部・学科その他必要事項
1 福岡大学における単位互換等の取扱いに関する規程第4条及び第9条第3項に基づき、次の表を定める。

2 単位互換科目等は、教職課程科目（教育職員免許法施行規則第66条の6に定める科目、教科に関する
科目、教職に関する科目、教科又は教職に関する科目、養護に関する科目、養護又は教職に関する科目）
として履修登録等をすることはできない。
また、博物館学芸員課程科目、社会教育主事課程科目及び日本語教員課程科目並びに資格取得に係る

科目についても同様とする。

学 部 ・ 学 科
履修上限単位数

認定科目区分
年間 在学期間計

人 文 学 部

文化学科

8 20 共通教育科目 関連教育科目

歴史学科
日本語日本文学科
教育・臨床心理学科
英語学科
ドイツ語学科
フランス語学科
東アジア地域言語学科

法 学 部
法律学科

8 8 共通教育科目
経営法学科

経 済 学 部
経済学科

8 20 共通教育科目 関連教育科目
産業経済学科

商 学 部
商学科

8 20 共通教育科目 関連教育科目経営学科
貿易学科

商学部第二部 商学科 8 20 共通教育科目 関連教育科目

理 学 部

応用数学科 8 8 共通教育科目

物理科学科 8 20 共通教育科目 関連教育科目
（物理科学コース）

化学科
8 8 共通教育科目

地球圏科学科

工 学 部

機械工学科

8 8 共通教育科目

電気工学科
電子情報工学科
化学システム工学科
社会デザイン工学科
建築学科

医 学 部
医学科

8 8 共通教育科目
看護学科

薬 学 部 薬学科 8 8 共通教育科目

スポーツ科学部
スポーツ科学科

8 8 共通教育科目
健康運動科学科

（注）履修登録単位数は、各年度8単位以内、在学期間通算で20単位（共通教育科目8単位、共通教育科目以外の科目12単位）以内を
限度とする。
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福岡大学転部・転科に関する規程
（趣 旨）

第1条 この規程は、福岡大学学則第23条の2第3項の規定に基づき、転部・転科に関して必要な事項を
定める。
（転部・転科年次及び在学期間）

第2条 転部・転科は、原則として当該学部の第2年次又は第3年次として許可し、その時期は学年の始
めとする。

2 転部・転科をした学生の在学期間は、本学入学後、原則として通算8年を超えることはできない。た
だし、医学部医学科及び薬学部については、原則として通算12年を超えることはできない。
（選 考）

第3条 転部・転科は、選考の上、決定する。
2 選考の方法は、別に定める。
（志願手続）

第4条 転部・転科を志願する者は、所定の期日までに必要な書類を学長に提出しなければならない。
（合否判定及び単位認定）

第5条 選考試験の合否の判定及び既に修得した授業科目の単位の認定は、教授会の議を経て、学長がこ
れを行う。
（許 可）

第6条 選考試験に合格した者は、別に定める納付金を予定の期日までに納付しなければならない。
2 学長は、前項の手続きを完了した者に転部・転科を許可する。
3 転部・転科を許可された者の授業料等納入金は、別に定める。

附 則
この規程は、平成27年4月1日から施行する。

Ⅵ．諸 規 程
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福岡大学授業料その他諸納入金規程
第1条 福岡大学（以下「本学」という。）の学生から徴収する授業料等納入金及び受講料並びに本学の
科目等履修生及び研究生から徴収する受講料等については、特に定めがある場合を除き、この規程によ
る。

第2条 授業料等納入金の額は、福岡大学学則又は福岡大学大学院学則の定めるところによる。
2 前項の授業料等納入金の納入は、分割して行うものとし、納入期日は、次の各号に掲げる区分に応じ、
当該各号に定める日とする。ただし、第1期分納入時に全納することを妨げない。
⑴ 第1期分 毎年5月31日まで（新入生は、別に定める。）
⑵ 第2期分 毎年10月31日まで
第3条 教職課程科目、博物館学芸員課程科目、社会教育主事課程科目、日本語教員課程科目であって、
その修得単位を卒業要件単位に算入することのできない授業科目の受講料は、福岡大学学則又は福岡大
学大学院学則の定めるところによりこれを徴収する。

2 科目等履修生及び研究生の受講料等は、福岡大学学則又は福岡大学大学院学則の定めるところにより
これを徴収する。

3 実習又は研修など特別の費用を必要とする授業科目などの実習・研修費等は、別表第1の定めるとこ
ろによりこれを徴収する。

第4条 学生が退学届を受理され、又は退学を命じられたときは、その納期分の授業料等納入金について、
これを徴収する。

2 停学を命ぜられたときは、停学中の授業料等納入金について、これを徴収する。
第5条 休学する場合は、別表第2に定めるところにより在籍料を徴収する。ただし、学長が特に必要と
認めたときは、減額することがある。

2 前項ただし書に規定する在籍料の減額は、別に定めるところにより、所定の手続を経て、学長がこれ
を決定する。

3 休学する場合の授業料及び教育充実費については、次のとおり取り扱うものとする。
⑴ 通年休学の場合は、授業料及び教育充実費の全額を徴収しない。
⑵ 前期又は後期のみ休学の場合は、授業料及び教育充実費の年額の2分の1を徴収することとし、過
納の場合は、その額を返還する。
（削 除）

第6条 前条に定めるもののほか、休学が学資の負担者の罹患、罹災その他やむを得ない事情による学資
の調達困難を理由とするときは、在籍料、授業料及び教育充実費の額を減免することができる。

2 前項の減免を受けようとする者は、必要な証明書等を添えて、所定の減免願を学生課に提出しなけれ
ばならない。

3 第1項の減免の許否は、学生部委員会の議を経て学長がこれを決定する。
第7条 再入学の場合は、再入学年度の入学金を納入しなければならない。
第8条 除籍を受けた者が再入学を願い出るときは、除籍を受けた納期分の授業料等納入金等で未払いの
分はこれを納入しなければならない。

第9条 学生が他の学部への転部、他の学科への転科又は他の研究科への転研究科により異動する場合の
授業料等納入金については、次のとおり取り扱うものとする。
⑴ 入学金は、入学年度における異動先の学部、学科又は研究科の当該金額から入学時の学部、学科又
は研究科の当該金額を減じた額を徴収する。ただし、過納の場合は、これを返還しない。

⑵ 授業料及び教育充実費は、入学年度における異動先の学部、学科又は研究科の当該金額を徴収する。
第10条 諸証明書の発行を受ける者は、領収書を各所管課（室）に提出しなければならない。
第11条 諸証明書の発行手数料等は、別表第3の定めるところによりこれを徴収する。
2 追試験、再試験及び補助試験の手数料は、別表第4の定めるところによりこれを徴収する。
第12条 授業料等納入金、受講料、在籍料、手数料等の金額及び納入期日は、経済情勢その他の変動によ
り改めることがある。
附 則

この規程は、令和5年4月1日から施行する。
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別表第1 実習・研修費等（第3条第3項）

種 別 金 額（単位 円） 納 期

海 外 研 修 費 実 費

指 定 期 間 内

学 外 実 習 費 実 費
病 院 実 習 費 40，000
教育実習費・ 養 護 実 習 費 実 費
博 物 館 実 習 費 6，000
社 会 教 育 実 習 費 6，000
介 護 等 体 験 費 10，000
考 古 学 実 習 費 30，000
臨 床 心 理 学 実 習 費 30，000

別表第2 在籍料（第5条第1項） （単位 円）

区 分
学 部 通年休学 前期又は後期休学

人 文 学 部
法 学 部
経 済 学 部
商 学 部

240，000 120，000

商 学 部 第 二 部 60，000 30，000
理 学 部
工 学 部

360，000 180，000

医
学
部

医 学 科 1，200，000 600，000
看 護 学 科 360，000 180，000

薬 学 部 480，000 240，000
ス ポ ー ツ 科 学 部 300，000 150，000

Ⅵ．諸 規 程
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別表第3 諸証明書発行手数料等（第11条第1項）

種 別 発行手数料（円） 発行課（室）

単 位 修 得 証 明 書

1枚につき 200

教 務 一 課

各学部等の教務担当事務課（室）

健康管理セン タ ー 事 務 室

（一般・教職・学芸員・社教主事）

成 績 証 明 書

卒 業 見 込 証 明 書

成績・卒業見込証明書（就職用）

卒 業 証 明 書

在 学 証 明 書

教員免許取得 見 込 証 明 書

学 芸 員 資 格 取 得 証 明 書

在 籍 証 明 書

科 目 等 履 修 生 証 明 書

研 究 生 証 明 書

健 康 診 断 証 明 書

その他本学所定様式の証明書

学 生 証 再 発 行 1枚につき 2，000 学 生 課

別表第4 追試験料・再試験料及び補助試験料（第11条第2項）（一部抜粋）

種 別 金 額（単位 円） 納 期

追 試 験 料 1科目につき 2，000

指 定 期 間 内

再 試 験 料 1単位につき 1，000

�
�
�
�
�

ただし、医学部医学科の時間

制の専門教育科目については

1科目につき4，000円

�
�
�
�
�

（注）1 英文の証明書は、1枚につき300円とする。
2 本学所定様式以外の証明書の発行手数料は、種別にかかわらず1枚につき500円とする。
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学費等納入金一覧表

人
文
・
法
・
経
済
・
商
学
部

区
分

合
計

学
生

納
付

金
委

託
徴

収
金

入
学
金

授
業
料

教
育

充
実
費

小
計

父
母

後
援
会
費

有
信
会
費

学
友
会

入
会
金

学
友
会
費

学
生
健
康
保
険

互助
組合
入会
金
学
生
健
康
保
険

互
助
組
合
費
卒
業
記
念

ア
ル
バ
ム
代
小

計

6
年
度

入
学

（
1
年
）

年
額
1
，1
26
，7
10

19
0
，0
00

73
0
，0
00

18
0
，0
00

1
，1
00
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

1
，0
00

5
，6
10

10
0

3
，0
00

1
，0
00

26
，7
10

第
1
期

67
1
，7
10

19
0
，0
00

36
5
，0
00

90
，0
00

64
5
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

1
，0
00

5
，6
10

10
0

3
，0
00

1
，0
00

26
，7
10

第
2
期

45
5
，0
00

36
5
，0
00

90
，0
00

45
5
，0
00

5
年
度

入
学

（
2
年
）

年
額

93
5
，6
10

73
0
，0
00

18
0
，0
00

91
0
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，0
00

25
，6
10

第
1
期

48
0
，6
10

36
5
，0
00

90
，0
00

45
5
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，0
00

25
，6
10

第
2
期

45
5
，0
00

36
5
，0
00

90
，0
00

45
5
，0
00

4
年
度

入
学

（
3
年
）

年
額

93
5
，6
10

73
0
，0
00

18
0
，0
00

91
0
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，0
00

25
，6
10

第
1
期

48
0
，6
10

36
5
，0
00

90
，0
00

45
5
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，0
00

25
，6
10

第
2
期

45
5
，0
00

36
5
，0
00

90
，0
00

45
5
，0
00

3
年
度

入
学

（
4
年
）

年
額

93
6
，1
10

73
0
，0
00

18
0
，0
00

91
0
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，5
00

26
，1
10

第
1
期

48
1
，1
10

36
5
，0
00

90
，0
00

45
5
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，5
00

26
，1
10

第
2
期

45
5
，0
00

36
5
，0
00

90
，0
00

45
5
，0
00

6
年
度

編
・
転

学
士
入
学

（
3
年
）

年
額
1
，1
35
，2
10

19
0
，0
00

73
0
，0
00

18
0
，0
00

1
，1
00
，0
00

8
，5
00

15
，0
00

1
，0
00

5
，6
10

10
0

3
，0
00

2
，0
00

35
，2
10

第
1
期

68
0
，2
10

19
0
，0
00

36
5
，0
00

90
，0
00

64
5
，0
00

8
，5
00

15
，0
00

1
，0
00

5
，6
10

10
0

3
，0
00

2
，0
00

35
，2
10

第
2
期

45
5
，0
00

36
5
，0
00

90
，0
00

45
5
，0
00

5
年
度

編
・
転

学
士
入
学

（
4
年
）

年
額

94
4
，6
10

73
0
，0
00

18
0
，0
00

91
0
，0
00

8
，5
00

15
，0
00

5
，6
10

3
，0
00

2
，5
00

34
，6
10

第
1
期

48
9
，6
10

36
5
，0
00

90
，0
00

45
5
，0
00

8
，5
00

15
，0
00

5
，6
10

3
，0
00

2
，5
00

34
，6
10

第
2
期

45
5
，0
00

36
5
，0
00

90
，0
00

45
5
，0
00

1
．
学
友
会
費
に
は
、
学
生
手
帳
代
21
0
円
が
含
ま
れ
て
い
ま
す
。

2
．
5
年
次
生
以
上
の
学
費
は
、
本
表
に
掲
げ
て
い
な
い
の
で
会
計
課
窓
口
に
照
会
し
て
下
さ
い
。

3
．
転
部
お
よ
び
学
士
入
学
（
本
学
卒
）
の
学
費
は
、
本
表
に
掲
げ
て
い
な
い
の
で
会
計
課
窓
口
に
照
会
し
て
下
さ
い
。

令
和
6
年
度
学
費
等
納
入
金
表

納
入

期
限

第
1
期

5
月
27
日

第
2
期

10
月
27
日

（
注
）1
．
金
融
機
関
が
休
業
日
の
場
合
は
、
翌
営
業
日
と
な
り
ま
す
。

2
．
新
入
生
の
第
1
期
分
は
、
入
学
時
に
納
入
し
て
い
た
だ
い
て
お
り
ま
す
。

（
単
位
円
）

Ⅵ．諸 規 程
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商
学
部
第
二
部

区
分

合
計

学
生

納
付

金
委

託
徴

収
金

入
学
金

授
業
料

教
育

充
実
費

小
計

父
母

後
援
会
費

有
信
会
費

学
友
会

入
会
金

学
友
会
費

学
生
健
康
保
険

互助
組合
入会
金
学
生
健
康
保
険

互
助
組
合
費
卒
業
記
念

ア
ル
バ
ム
代
小

計

6
年
度

入
学

（
1
年
）

年
額

47
2
，3
70

60
，0
00

31
0
，0
00

80
，0
00

45
0
，0
00

7
，5
00

7
，5
00

30
0

2
，9
70

10
0

3
，0
00

1
，0
00

22
，3
70

第
1
期

27
7
，3
70

60
，0
00

15
5
，0
00

40
，0
00

25
5
，0
00

7
，5
00

7
，5
00

30
0

2
，9
70

10
0

3
，0
00

1
，0
00

22
，3
70

第
2
期

19
5
，0
00

15
5
，0
00

40
，0
00

19
5
，0
00

5
年
度

入
学

（
2
年
）

年
額

41
1
，9
70

31
0
，0
00

80
，0
00

39
0
，0
00

7
，5
00

7
，5
00

2
，9
70

3
，0
00

1
，0
00

21
，9
70

第
1
期

21
6
，9
70

15
5
，0
00

40
，0
00

19
5
，0
00

7
，5
00

7
，5
00

2
，9
70

3
，0
00

1
，0
00

21
，9
70

第
2
期

19
5
，0
00

15
5
，0
00

40
，0
00

19
5
，0
00

4
年
度

入
学

（
3
年
）

年
額

41
1
，9
70

31
0
，0
00

80
，0
00

39
0
，0
00

7
，5
00

7
，5
00

2
，9
70

3
，0
00

1
，0
00

21
，9
70

第
1
期

21
6
，9
70

15
5
，0
00

40
，0
00

19
5
，0
00

7
，5
00

7
，5
00

2
，9
70

3
，0
00

1
，0
00

21
，9
70

第
2
期

19
5
，0
00

15
5
，0
00

40
，0
00

19
5
，0
00

3
年
度

入
学

（
4
年
）

年
額

41
2
，4
70

31
0
，0
00

80
，0
00

39
0
，0
00

7
，5
00

7
，5
00

2
，9
70

3
，0
00

1
，5
00

22
，4
70

第
1
期

21
7
，4
70

15
5
，0
00

40
，0
00

19
5
，0
00

7
，5
00

7
，5
00

2
，9
70

3
，0
00

1
，5
00

22
，4
70

第
2
期

19
5
，0
00

15
5
，0
00

40
，0
00

19
5
，0
00

6
年
度

編
・
転

学
士
入
学

（
3
年
）

年
額

48
0
，8
70

60
，0
00

31
0
，0
00

80
，0
00

45
0
，0
00

7
，5
00

15
，0
00

30
0

2
，9
70

10
0

3
，0
00

2
，0
00

30
，8
70

第
1
期

28
5
，8
70

60
，0
00

15
5
，0
00

40
，0
00

25
5
，0
00

7
，5
00

15
，0
00

30
0

2
，9
70

10
0

3
，0
00

2
，0
00

30
，8
70

第
2
期

19
5
，0
00

15
5
，0
00

40
，0
00

19
5
，0
00

5
年
度

編
・
転

学
士
入
学

（
4
年
）

年
額

42
0
，9
70

31
0
，0
00

80
，0
00

39
0
，0
00

7
，5
00

15
，0
00

2
，9
70

3
，0
00

2
，5
00

30
，9
70

第
1
期

22
5
，9
70

15
5
，0
00

40
，0
00

19
5
，0
00

7
，5
00

15
，0
00

2
，9
70

3
，0
00

2
，5
00

30
，9
70

第
2
期

19
5
，0
00

15
5
，0
00

40
，0
00

19
5
，0
00

1
．
学
友
会
費
に
は
、
学
生
手
帳
代
21
0
円
が
含
ま
れ
て
い
ま
す
。

2
．
5
年
次
生
以
上
の
学
費
は
、
本
表
に
掲
げ
て
い
な
い
の
で
会
計
課
窓
口
に
照
会
し
て
下
さ
い
。

3
．
転
部
お
よ
び
学
士
入
学
（
本
学
卒
）
の
学
費
は
、
本
表
に
掲
げ
て
い
な
い
の
で
会
計
課
窓
口
に
照
会
し
て
下
さ
い
。

令
和
6
年
度
学
費
等
納
入
金
表

納
入

期
限

第
1
期

5
月
27
日

第
2
期

10
月
27
日

（
注
）1
．
金
融
機
関
が
休
業
日
の
場
合
は
、
翌
営
業
日
と
な
り
ま
す
。

2
．
新
入
生
の
第
1
期
分
は
、
入
学
時
に
納
入
し
て
い
た
だ
い
て
お
り
ま
す
。

（
単
位
円
）
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理
・
工
学
部

区
分

合
計

学
生

納
付

金
委

託
徴

収
金

入
学
金

授
業
料

教
育

充
実
費

小
計

父
母

後
援
会
費

有
信
会
費

学
友
会

入
会
金

学
友
会
費

学
生
健
康
保
険

互助
組合
入会
金
学
生
健
康
保
険

互
助
組
合
費
卒
業
記
念

ア
ル
バ
ム
代
小

計

6
年
度

入
学

（
1
年
）

年
額
1
，6
46
，7
10

24
0
，0
00

1
，0
00
，0
00

38
0
，0
00

1
，6
20
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

1
，0
00

5
，6
10

10
0

3
，0
00

1
，0
00

26
，7
10

第
1
期

95
6
，7
10

24
0
，0
00

50
0
，0
00

19
0
，0
00

93
0
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

1
，0
00

5
，6
10

10
0

3
，0
00

1
，0
00

26
，7
10

第
2
期

69
0
，0
00

50
0
，0
00

19
0
，0
00

69
0
，0
00

5
年
度

入
学

（
2
年
）

年
額
1
，4
05
，6
10

1
，0
00
，0
00

38
0
，0
00

1
，3
80
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，0
00

25
，6
10

第
1
期

71
5
，6
10

50
0
，0
00

19
0
，0
00

69
0
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，0
00

25
，6
10

第
2
期

69
0
，0
00

50
0
，0
00

19
0
，0
00

69
0
，0
00

4
年
度

入
学

（
3
年
）

年
額
1
，4
05
，6
10

1
，0
00
，0
00

38
0
，0
00

1
，3
80
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，0
00

25
，6
10

第
1
期

71
5
，6
10

50
0
，0
00

19
0
，0
00

69
0
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，0
00

25
，6
10

第
2
期

69
0
，0
00

50
0
，0
00

19
0
，0
00

69
0
，0
00

3
年
度

入
学

（
4
年
）

年
額
1
，4
06
，1
10

1
，0
00
，0
00

38
0
，0
00

1
，3
80
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，5
00

26
，1
10

第
1
期

71
6
，1
10

50
0
，0
00

19
0
，0
00

69
0
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，5
00

26
，1
10

第
2
期

69
0
，0
00

50
0
，0
00

19
0
，0
00

69
0
，0
00

6
年
度

編
・
転

学
士
入
学

（
3
年
）

年
額
1
，6
55
，2
10

24
0
，0
00

1
，0
00
，0
00

38
0
，0
00

1
，6
20
，0
00

8
，5
00

15
，0
00

1
，0
00

5
，6
10

10
0

3
，0
00

2
，0
00

35
，2
10

第
1
期

96
5
，2
10

24
0
，0
00

50
0
，0
00

19
0
，0
00

93
0
，0
00

8
，5
00

15
，0
00

1
，0
00

5
，6
10

10
0

3
，0
00

2
，0
00

35
，2
10

第
2
期

69
0
，0
00

50
0
，0
00

19
0
，0
00

69
0
，0
00

5
年
度

編
・
転

学
士
入
学

（
4
年
）

年
額
1
，4
14
，6
10

1
，0
00
，0
00

38
0
，0
00

1
，3
80
，0
00

8
，5
00

15
，0
00

5
，6
10

3
，0
00

2
，5
00

34
，6
10

第
1
期

72
4
，6
10

50
0
，0
00

19
0
，0
00

69
0
，0
00

8
，5
00

15
，0
00

5
，6
10

3
，0
00

2
，5
00

34
，6
10

第
2
期

69
0
，0
00

50
0
，0
00

19
0
，0
00

69
0
，0
00

1
．
学
友
会
費
に
は
、
学
生
手
帳
代
21
0
円
が
含
ま
れ
て
い
ま
す
。

2
．
5
年
次
生
以
上
の
学
費
は
、
本
表
に
掲
げ
て
い
な
い
の
で
会
計
課
窓
口
に
照
会
し
て
下
さ
い
。

3
．
転
部
お
よ
び
学
士
入
学
（
本
学
卒
）
の
学
費
は
、
本
表
に
掲
げ
て
い
な
い
の
で
会
計
課
窓
口
に
照
会
し
て
下
さ
い
。

令
和
6
年
度
学
費
等
納
入
金
表

納
入

期
限

第
1
期

5
月
27
日

第
2
期

10
月
27
日

（
注
）1
．
金
融
機
関
が
休
業
日
の
場
合
は
、
翌
営
業
日
と
な
り
ま
す
。

2
．
新
入
生
の
第
1
期
分
は
、
入
学
時
に
納
入
し
て
い
た
だ
い
て
お
り
ま
す
。

（
単
位
円
）

Ⅵ．諸 規 程
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医
学
部
医
学
科

区
分

合
計

学
生

納
付

金
委

託
徴

収
金

入
学
金

特
別
教
育

充
実
費

授
業
料

教
育

充
実
費

小
計

父
母

後
援
会
費

有
信
会
費

学
友
会

入
会
金

学
友
会
費

学
生
健
康
保
険

互助
組合
入会
金
学
生
健
康
保
険

互
助
組
合
費
卒
業
記
念

ア
ル
バ
ム
代
小

計

6
年
度

入
学

（
1
年
）

年
額
8
，6
26
，7
10
1
，0
00
，0
00
3
，0
00
，0
00
3
，9
12
，0
00

68
8
，0
00
8
，6
00
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

1
，0
00

5
，6
10

10
0

3
，0
00

1
，0
00

26
，7
10

第
1
期
6
，3
26
，7
10
1
，0
00
，0
00
3
，0
00
，0
00
1
，9
56
，0
00

34
4
，0
00
6
，3
00
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

1
，0
00

5
，6
10

10
0

3
，0
00

1
，0
00

26
，7
10

第
2
期
2
，3
00
，0
00

1
，9
56
，0
00

34
4
，0
00
2
，3
00
，0
00

5
年
度

入
学

（
2
年
）

年
額
7
，6
25
，6
10

3
，0
00
，0
00
3
，9
12
，0
00

68
8
，0
00
7
，6
00
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，0
00

25
，6
10

第
1
期
5
，3
25
，6
10

3
，0
00
，0
00
1
，9
56
，0
00

34
4
，0
00
5
，3
00
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，0
00

25
，6
10

第
2
期
2
，3
00
，0
00

1
，9
56
，0
00

34
4
，0
00
2
，3
00
，0
00

4
年
度

入
学

（
3
年
）

年
額
7
，6
25
，6
10

3
，0
00
，0
00
3
，9
12
，0
00

68
8
，0
00
7
，6
00
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，0
00

25
，6
10

第
1
期
5
，3
25
，6
10

3
，0
00
，0
00
1
，9
56
，0
00

34
4
，0
00
5
，3
00
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，0
00

25
，6
10

第
2
期
2
，3
00
，0
00

1
，9
56
，0
00

34
4
，0
00
2
，3
00
，0
00

3
年
度

入
学

（
4
年
）

年
額
4
，6
26
，1
10

3
，9
12
，0
00

68
8
，0
00
4
，6
00
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，5
00

26
，1
10

第
1
期
2
，3
26
，1
10

1
，9
56
，0
00

34
4
，0
00
2
，3
00
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，5
00

26
，1
10

第
2
期
2
，3
00
，0
00

1
，9
56
，0
00

34
4
，0
00
2
，3
00
，0
00

2
年
度

入
学

（
5
年
）

年
額
4
，6
17
，1
10

3
，9
12
，0
00

68
8
，0
00
4
，6
00
，0
00

8
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

17
，1
10

第
1
期
2
，3
17
，1
10

1
，9
56
，0
00

34
4
，0
00
2
，3
00
，0
00

8
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

17
，1
10

第
2
期
2
，3
00
，0
00

1
，9
56
，0
00

34
4
，0
00
2
，3
00
，0
00

元
年
度

入
学

（
6
年
）

年
額
4
，6
17
，1
10

3
，9
12
，0
00

68
8
，0
00
4
，6
00
，0
00

8
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

17
，1
10

第
1
期
2
，3
17
，1
10

1
，9
56
，0
00

34
4
，0
00
2
，3
00
，0
00

8
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

17
，1
10

第
2
期
2
，3
00
，0
00

1
，9
56
，0
00

34
4
，0
00
2
，3
00
，0
00

1
．
学
友
会
費
に
は
、
学
生
手
帳
代
21
0
円
が
含
ま
れ
て
い
ま
す
。

2
．
7
年
次
生
以
上
の
学
費
は
、
本
表
に
掲
げ
て
い
な
い
の
で
会
計
課
窓
口
に
照
会
し
て
下
さ
い
。

令
和
6
年
度
学
費
等
納
入
金
表

納
入

期
限

第
1
期

5
月
27
日

第
2
期

10
月
27
日

（
注
）1
．
金
融
機
関
が
休
業
日
の
場
合
は
、
翌
営
業
日
と
な
り
ま
す
。

2
．
新
入
生
の
第
1
期
分
は
、
入
学
時
に
納
入
し
て
い
た
だ
い
て
お
り
ま
す
。

（
単
位
円
）
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医
学
部
看
護
学
科

区
分

合
計

学
生

納
付

金
委

託
徴

収
金

入
学
金

授
業
料

教
育

充
実
費

小
計

父
母

後
援
会
費

有
信
会
費

学
友
会

入
会
金

学
友
会
費

学
生
健
康
保
険

互助
組合
入会
金
学
生
健
康
保
険

互
助
組
合
費
卒
業
記
念

ア
ル
バ
ム
代
小

計

6
年
度

入
学

（
1
年
）

年
額
1
，8
06
，7
10

27
0
，0
00

1
，0
40
，0
00

47
0
，0
00

1
，7
80
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

1
，0
00

5
，6
10

10
0

3
，0
00

1
，0
00

26
，7
10

第
1
期
1
，0
51
，7
10

27
0
，0
00

52
0
，0
00

23
5
，0
00

1
，0
25
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

1
，0
00

5
，6
10

10
0

3
，0
00

1
，0
00

26
，7
10

第
2
期

75
5
，0
00

52
0
，0
00

23
5
，0
00

75
5
，0
00

5
年
度

入
学

（
2
年
）

年
額
1
，5
35
，6
10

1
，0
40
，0
00

47
0
，0
00

1
，5
10
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，0
00

25
，6
10

第
1
期

78
0
，6
10

52
0
，0
00

23
5
，0
00

75
5
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，0
00

25
，6
10

第
2
期

75
5
，0
00

52
0
，0
00

23
5
，0
00

75
5
，0
00

4
年
度

入
学

（
3
年
）

年
額
1
，5
35
，6
10

1
，0
40
，0
00

47
0
，0
00

1
，5
10
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，0
00

25
，6
10

第
1
期

78
0
，6
10

52
0
，0
00

23
5
，0
00

75
5
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，0
00

25
，6
10

第
2
期

75
5
，0
00

52
0
，0
00

23
5
，0
00

75
5
，0
00

3
年
度

入
学

（
4
年
）

年
額
1
，5
36
，1
10

1
，0
40
，0
00

47
0
，0
00

1
，5
10
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，5
00

26
，1
10

第
1
期

78
1
，1
10

52
0
，0
00

23
5
，0
00

75
5
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，5
00

26
，1
10

第
2
期

75
5
，0
00

52
0
，0
00

23
5
，0
00

75
5
，0
00

1
．
学
友
会
費
に
は
、
学
生
手
帳
代
21
0
円
が
含
ま
れ
て
い
ま
す
。

2
．
5
年
次
生
以
上
の
学
費
は
、
本
表
に
掲
げ
て
い
な
い
の
で
会
計
課
窓
口
に
照
会
し
て
下
さ
い
。

令
和
6
年
度
学
費
等
納
入
金
表

納
入

期
限

第
1
期

5
月
27
日

第
2
期

10
月
27
日

（
注
）1
．
金
融
機
関
が
休
業
日
の
場
合
は
、
翌
営
業
日
と
な
り
ま
す
。

2
．
新
入
生
の
第
1
期
分
は
、
入
学
時
に
納
入
し
て
い
た
だ
い
て
お
り
ま
す
。

（
単
位
円
）

Ⅵ．諸 規 程
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薬
学
部 区

分
合
計

学
生

納
付

金
委

託
徴

収
金

入
学
金

授
業
料

教
育

充
実
費

小
計

父
母

後
援
会
費

有
信
会
費

学
友
会

入
会
金

学
友
会
費

学
生
健
康
保
険

互助
組合
入会
金
学
生
健
康
保
険

互
助
組
合
費
卒
業
記
念

ア
ル
バ
ム
代
小

計

6
年
度

入
学

（
1
年
）

年
額
2
，0
66
，7
10

40
0
，0
00

1
，3
50
，0
00

29
0
，0
00

2
，0
40
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

1
，0
00

5
，6
10

10
0

3
，0
00

1
，0
00

26
，7
10

第
1
期
1
，2
46
，7
10

40
0
，0
00

67
5
，0
00

14
5
，0
00

1
，2
20
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

1
，0
00

5
，6
10

10
0

3
，0
00

1
，0
00

26
，7
10

第
2
期

82
0
，0
00

67
5
，0
00

14
5
，0
00

82
0
，0
00

5
年
度

入
学

（
2
年
）

年
額
2
，0
95
，6
10

1
，3
50
，0
00

72
0
，0
00

2
，0
70
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，0
00

25
，6
10

第
1
期
1
，0
60
，6
10

67
5
，0
00

36
0
，0
00

1
，0
35
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，0
00

25
，6
10

第
2
期
1
，0
35
，0
00

67
5
，0
00

36
0
，0
00

1
，0
35
，0
00

4
年
度

入
学

（
3
年
）

年
額
2
，0
95
，6
10

1
，3
50
，0
00

72
0
，0
00

2
，0
70
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，0
00

25
，6
10

第
1
期
1
，0
60
，6
10

67
5
，0
00

36
0
，0
00

1
，0
35
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，0
00

25
，6
10

第
2
期
1
，0
35
，0
00

67
5
，0
00

36
0
，0
00

1
，0
35
，0
00

3
年
度

入
学

（
4
年
）

年
額
2
，0
96
，1
10

1
，3
50
，0
00

72
0
，0
00

2
，0
70
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，5
00

26
，1
10

第
1
期
1
，0
61
，1
10

67
5
，0
00

36
0
，0
00

1
，0
35
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，5
00

26
，1
10

第
2
期
1
，0
35
，0
00

67
5
，0
00

36
0
，0
00

1
，0
35
，0
00

2
年
度

入
学

（
5
年
）

年
額
2
，0
87
，1
10

1
，3
50
，0
00

72
0
，0
00

2
，0
70
，0
00

8
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

17
，1
10

第
1
期
1
，0
52
，1
10

67
5
，0
00

36
0
，0
00

1
，0
35
，0
00

8
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

17
，1
10

第
2
期
1
，0
35
，0
00

67
5
，0
00

36
0
，0
0 0

1
，0
35
，0
00

元
年
度

入
学

（
6
年
）

年
額
2
，0
87
，1
10

1
，3
50
，0
00

72
0
，0
00

2
，0
70
，0
00

8
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

17
，1
10

第
1
期
1
，0
52
，1
10

67
5
，0
00

36
0
，0
00

1
，0
35
，0
00

8
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

17
，1
10

第
2
期
1
，0
35
，0
00

67
5
，0
00

36
0
，0
00

1
，0
35
，0
00

1
．
学
友
会
費
に
は
、
学
生
手
帳
代
21
0
円
が
含
ま
れ
て
い
ま
す
。

2
．
7
年
次
以
上
の
学
費
は
、
本
表
に
掲
げ
て
い
な
い
の
で
会
計
課
窓
口
に
照
会
し
て
下
さ
い
。

3
．
転
部
お
よ
び
学
士
入
学
（
本
学
卒
）
の
学
費
は
、
本
表
に
掲
げ
て
い
な
い
の
で
会
計
課
窓
口
に
照
会
し
て
下
さ
い
。

令
和
6
年
度
学
費
等
納
入
金
表

納
入

期
限

第
1
期

5
月
27
日

第
2
期

10
月
27
日

（
注
）1
．
金
融
機
関
が
休
業
日
の
場
合
は
、
翌
営
業
日
と
な
り
ま
す
。

2
．
新
入
生
の
第
1
期
分
は
、
入
学
時
に
納
入
し
て
い
た
だ
い
て
お
り
ま
す
。

（
単
位
円
）
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ス
ポ
ー
ツ
科
学
部

区
分

合
計

学
生

納
付

金
委

託
徴

収
金

入
学
金

授
業
料

教
育

充
実
費

小
計

父
母

後
援
会
費

有
信
会
費

学
友
会

入
会
金

学
友
会
費

学
生
健
康
保
険

互助
組合
入会
金
学
生
健
康
保
険

互
助
組
合
費
卒
業
記
念

ア
ル
バ
ム
代
小

計

6
年
度

入
学

（
1
年
）

年
額
1
，4
76
，7
10

30
0
，0
00

80
0
，0
00

35
0
，0
00

1
，4
50
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

1
，0
00

5
，6
10

10
0

3
，0
00

1
，0
00

26
，7
10

第
1
期

90
1
，7
10

30
0
，0
00

40
0
，0
00

17
5
，0
00

87
5
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

1
，0
00

5
，6
10

10
0

3
，0
00

1
，0
00

26
，7
10

第
2
期

57
5
，0
00

40
0
，0
00

17
5
，0
00

57
5
，0
00

5
年
度

入
学

（
2
年
）

年
額
1
，1
75
，6
10

80
0
，0
00

35
0
，0
00

1
，1
50
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，0
00

25
，6
10

第
1
期

60
0
，6
10

40
0
，0
00

17
5
，0
00

57
5
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，0
00

25
，6
10

第
2
期

57
5
，0
00

40
0
，0
00

17
5
，0
00

57
5
，0
00

4
年
度

入
学

（
3
年
）

年
額
1
，1
75
，6
10

80
0
，0
00

35
0
，0
00

1
，1
50
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，0
00

25
，6
10

第
1
期

60
0
，6
10

40
0
，0
00

17
5
，0
00

57
5
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，0
00

25
，6
10

第
2
期

57
5
，0
00

40
0
，0
00

17
5
，0
00

57
5
，0
00

3
年
度

入
学

（
4
年
）

年
額
1
，1
76
，1
10

80
0
，0
00

35
0
，0
00

1
，1
50
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，5
00

26
，1
10

第
1
期

60
1
，1
10

40
0
，0
00

17
5
，0
00

57
5
，0
00

8
，5
00

7
，5
00

5
，6
10

3
，0
00

1
，5
00

26
，1
10

第
2
期

57
5
，0
00

40
0
，0
00

17
5
，0
00

57
5
，0
00

6
年
度

編
・
転

学
士
入
学

（
3
年
）

年
額
1
，4
85
，2
10

30
0
，0
00

80
0
，0
00

35
0
，0
00

1
，4
50
，0
00

8
，5
00

15
，0
00

1
，0
00

5
，6
10

10
0

3
，0
00

2
，0
00

35
，2
10

第
1
期

91
0
，2
10

30
0
，0
00

40
0
，0
00

17
5
，0
00

87
5
，0
00

8
，5
00

15
，0
00

1
，0
00

5
，6
10

10
0

3
，0
00

2
，0
00

35
，2
10

第
2
期

57
5
，0
00

40
0
，0
00

17
5
，0
00

57
5
，0
00

5
年
度

編
・
転

学
士
入
学

（
4
年
）

年
額
1
，1
84
，6
10

80
0
，0
00

35
0
，0
00

1
，1
50
，0
00

8
，5
00

15
，0
00

5
，6
10

3
，0
00

2
，5
00

34
，6
10

第
1
期

60
9
，6
10

40
0
，0
00

17
5
，0
00

57
5
，0
00

8
，5
00

15
，0
00

5
，6
10

3
，0
00

2
，5
00

34
，6
10

第
2
期

57
5
，0
00

40
0
，0
00

17
5
，0
00

57
5
，0
00

1
．
学
友
会
費
に
は
、
学
生
手
帳
代
21
0
円
が
含
ま
れ
て
い
ま
す
。

2
．
5
年
次
生
以
上
の
学
費
は
、
本
表
に
掲
げ
て
い
な
い
の
で
会
計
課
窓
口
に
照
会
し
て
下
さ
い
。

3
．
転
部
お
よ
び
学
士
入
学
（
本
学
卒
）
の
学
費
は
、
本
表
に
掲
げ
て
い
な
い
の
で
会
計
課
窓
口
に
照
会
し
て
下
さ
い
。

令
和
6
年
度
学
費
等
納
入
金
表

納
入

期
限

第
1
期

5
月
27
日

第
2
期

10
月
27
日

（
注
）1
．
金
融
機
関
が
休
業
日
の
場
合
は
、
翌
営
業
日
と
な
り
ま
す
。

2
．
新
入
生
の
第
1
期
分
は
、
入
学
時
に
納
入
し
て
い
た
だ
い
て
お
り
ま
す
。

（
単
位
円
）

Ⅵ．諸 規 程
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